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厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 
総括研究報告書 

長期的人口減少と大国際人口移動時代における 
将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究 

（令和２年度） 

研究代表者 小池司朗 国立社会保障・人口問題研究所 
 
 

研究要旨 
 

わが国では ���� 年頃より長期的な人口減少時代に突入しているが，近年では出生数の

急速な減少ともに，将来人口の動向に対していっそう注目が集まっている。また，����
年の新規在留資格の創設に伴って外国人労働者のさらなる拡大が見込まれていることに

加え，国内では，東京圏における人口一極集中の継続や地方圏における著しい人口減少及

び超高齢化の顕在化など，人口に関連する問題は非常に多岐にわたっている。本研究では，

新たなフェーズに入ったと考えられる国際人口移動をはじめ，出生・死亡・国内人口移動

の短期的・長期的傾向を的確に把握して分析するとともに，国立社会保障・人口問題研究

所（社人研）が実施する人口・世帯の将来推計の精度向上および推計手法の方法論的発展

およびその応用に関する研究を行うものである。 
研究期間内においては，初年度は主に文献レビュー・データ整備を，２年度は各種の動

向分析や推計システムに関する基礎的研究等を，３年度は将来推計の精度改善，政策活用

と全体統括を中心に研究を推進する。とくに近年，外国人の国際・国内人口移動の活発化

等により，将来の人口動態の見通しがいっそう困難になっている状況のなかで人口・世帯

の将来推計を行うためには，新たな環境変化を組み込んだ最先端のモデル開発が不可欠と

なる。諸外国においてもこうした試みは途上の段階であり，本研究では人口動態を中心と

する様々な分析から得られた知見の結集によって，世界に先駆けた研究成果を提示してい

くことが主な目的となる。 
本研究は，①長期的人口減少と大国際人口移動時代における人口・世帯分析の深化，②

外国人人口の急増や新たな出生・死亡のトレンドに対応した将来人口・世帯推計モデルの

開発，③将来推計の政策的シミュレーションへの応用に関する研究，の３領域に分けて進

める。初年度は，①として，���「人口動態統計特殊報告における合計出生率の実績値と

ベイズ推定値の比較」，���「日本の人口減少下における都道府県移動系譜によるタイプ別

再生産数の解析」，���「若者の交際，性経験，結婚の関係の時代変遷：日本の場合」，②

として，���「近年における外国人の地域別人口動向」，���「市区町村別にみた将来の人口

増加率の要因分解：補論」について，研究代表者が中心となり研究協力者の協力を得なが

ら研究を進めたほか，各研究分担者においても研究が遂行された。 
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研究分担者： 
林玲子   国立社会保障・人口問題研究 

所副所長 
小島克久  国立社会保障・人口問題研究 

所部長 
岩澤美帆  〃 
千年よしみ 国立社会保障・人口問題研究 

所室長 
守泉理恵  〃 
菅桂太   〃 
中川雅貴  〃 
石井太   慶應義塾大学経済学部教授 

 
Ａ．研究目的 

わが国では ���� 年頃より長期的な人口

減少時代に突入しているが，近年では出生

数の急速な減少ともに，将来人口の動向に

対していっそう注目が集まっている。また，

���� 年の新規在留資格の創設に伴って外

国人労働者のさらなる拡大が見込まれてい

ることに加え，国内では，東京圏における

人口一極集中の継続や地方圏における著し

い人口減少及び超高齢化の顕在化など，人

口に関連する問題は非常に多岐にわたって

いる。本研究では，新たなフェーズに入っ

たと考えられる国際人口移動をはじめ，出

生・死亡・国内人口移動の短期的・長期的

傾向を的確に把握して分析するとともに，

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）

が実施する人口・世帯の将来推計の精度向

上および推計手法の方法論的発展およびそ

の応用に関する研究を行うものである。 
社人研では，これまで厚生労働科学研究

費事業の枠組みで将来推計の先端的な手法

や理論を科学的に開発するための研究を行

ってきており，先行研究「国際的・地域的

視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対

応した人口分析・将来推計とその応用に関

する研究」において，最先端技術を応用し

た人口減少期における総合的な人口・世帯

の動向分析，地域・世帯に関する推計に重

点を置いた次世代将来推計モデルに関する

基礎的研究，将来推計を活用した政策的シ

ミュレーションに関する研究を推進してき

た。この先行研究では，人口・世帯の将来

推計の精度向上に資する様々な人口学的研

究成果が得られたところであるが，本研究

はこれらの成果を深化させるとともに，外

国人労働者の受け入れ等の最新の動きを織

り込みながら，新時代の人口動態を包括的

にとらえる枠組み作りを進め，具体的な推

計に活用していく。 
研究期間内においては，初年度は主に文

献レビュー・データ整備を，２年度は各種

の動向分析や推計システムに関する基礎的

研究等を，３年度は将来推計の精度改善，

政策活用と全体統括を中心に研究を推進す

る。とくに近年，外国人の国際・国内人口

移動の活発化等により，将来の人口動態の

見通しがいっそう困難になっている状況の

なかで人口・世帯の将来推計を行うために

は，新たな環境変化を組み込んだ最先端の

モデル開発が不可欠となる。諸外国におい

てもこうした試みは途上の段階であり，本

研究では人口動態を中心とする様々な分析

から得られた知見の結集によって，世界に

先駆けた研究成果を提示していくことが主

な目的となる。 
 
Ｂ．研究方法 

研究は以下の①～③の３領域に分けて進

める。 
 

① 長期的人口減少と大国際人口移動時代

における人口・世帯分析の深化 
先進諸国等における最新の出生・死亡研

究，全国・地域別の出生・死亡・移動とそ

の人口学的メカニズム，離家・結婚・同棲・

離婚等の世帯形成・解体行動，外国人人口

の分布と移動，移動と世代間関係に関する
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研究動向や最先端技術のレビュー，データ

ベース整備および基礎的分析を行う。 
具体的には，出生・死亡に関する研究と

して，子育て環境と出生力の関係分析，先

進諸国および日本の出生と出生意欲の動向

に関する研究，日本の死亡の地域格差に関

する研究，出生・死亡指標の変曲点をもた

らす要因に関する分析，外国人人口を含む

移動に関連する研究として，出生と人口移

動との関連に関する分析，外国人の分布・

移動と地域人口変動の関連に関する総合的

研究，世帯形成・解体行動に関する研究と

して，高齢者の世帯状態と健康・要介護状

態との関係の分析，離死別者の世帯構成の

特性および変化に関する分析，等を行う。 
 

② 外国人人口の急増や新たな出生・死亡の

トレンドに対応した将来人口・世帯推計モ

デルの開発 
 近年における国際人口移動の活発化や外

国人人口の急増，出生数の急減等の新たな

人口動態の傾向を受け，それらに対応し次

期推計にも実装可能な将来人口・世帯推計

モデルの開発を行う。 
 具体的には，全国推計に関連した研究と

して，近年の日本の死亡動向の特性分析と

これに対応するモデル開発，出生推計モデ

ルの精緻化，地域推計に関連した研究とし

て，市区町村別にみた将来の人口増加率の

要因分解，動態数の推計が可能な地域推計

モデルの開発，国際人口移動の増加に対応

した地域推計モデルの改良，市区町村別に

みた将来の年齢別出生率の推計方法の検討，

世帯推計に関連する研究として，新たな視

点に基づく世帯主率法による仮定設定，各

推計間の関連に関する研究として，全国推

計と地域推計の整合性を高めたモデルの開

発，地域推計と世帯推計の整合性を高めた

モデルの開発，等を行う。 
 

③ 将来推計の政策的シミュレーションへ

の応用に関する研究 
 将来推計のシミュレーション応用につい

て，日本人・外国人の国際人口移動に関す

る政策変化と将来の人口規模・構造への影

響，国際人口移動施策の違いが人口動態と

将来人口に及ぼす影響の方法論を研究する

とともに，外国からの介護人材確保と社会

保障制度との関係についての基礎的な分析，

外国からの介護人材確保と社会保障制度へ

の影響と課題に関する分析と政策シミュレ

ーションのシナリオ設定に関する検討を行

う。 
 具体的には，今後の外国人受入れ拡大に

対応した社会保障シミュレーション，人

口・世帯動向の地域差を配慮した高齢者福

祉サービス提供体制などの分析，高齢者の

家族介護の動向分析，出生・死亡指標の変

曲点をもたらす政策効果の分析とシミュレ

ーション，地域別将来推計人口・世帯数に

基づく各種属性別人口・世帯数の推計と政

策への応用，等を行う。 
 

なお，研究全般にわたり，社人研や研究

者個人が属する国際的研究ネットワークを

最大限に活用し，諸外国や国際機関などと

緊密な国際的連携を図って研究を進める。

また，研究所が有する人口・世帯の将来推

計に関する研究蓄積を方法論やモデル構築

研究に活かすとともに，所内外の関連分野

の複数の研究者に研究協力者として参加を

要請し，総合的に研究を推進する。具体的

には，社人研からは，国際関係部是川夕部

長，情報調査分析部別府志海室長，人口構

造研究部鎌田健司室長・小山泰代室長・大

泉嶺主任研究官，人口動向研究部余田翔平

室長・中村真理子研究員，所外からは，鈴

木透（韓国ソウル大学保健大学院客員教授），

山内昌和（早稲田大学教育・総合科学学術

院准教授），鈴木貴士（筑波大学大学院），
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松村一志（日本学術振興会 特別研究員 PD
／日本女子大学人間社会学部 学術研究員）

の各氏に研究協力者を依頼し，研究協力を

得た。 
本研究にあたっては，統計法 32 条に基

づき，人口動態統計，及び出生動向基本調

査の個票情報の提供を受けている。 
 

Ｃ．研究成果 
(1) 人口規模の小さい自治体を対象として

実績値とベイズ推定値の比較を行った。そ

の結果，全体の 6 割以上において実績値が

高い方に偏っており，ベイズ推定により市

町村の出生率（実績値）より低い都道府県

の出生率（実績値）に引き寄せられる傾向

が強いことなどが明らかとなった。 
(2) 本研究は，2015 年の国勢調査などの政

府統計を利用し，タイプ別再生産数の算出

を試みた。移動の効果が入る事により純再

生産率よりも低い値になる。東京では 0.34，
沖縄県では 0.63 と地域差が大きい事が分

かった。  
(3) 本研究の目的は，日本における若者の

性経験の時代変遷を定量的に把握し，交際，

結婚との関係を考察することである。具体

的には日本の性行動を研究対象とした文献

のレビューを行い，その結果を踏まえて出

生動向基本調査の個票データの集計・分析

に取り組んだ。  
(4) 近年増加が著しい外国人人口に着目し，

主に人口分布変化の観点からジニ係数を用

いた分析を行い，個別事例についても触れ

た。その結果，外国人の人口分布変化のパ

ターンは都道府県別にみても市区町村別に

みても日本人のそれとは大きく異なってい

た。 
(5) 地域推計（平成 30 年推計）で用いられ

ている将来の仮定値の分布を示し，出生率

は地域差を伴いながら概ね一定の推移を示

し，生残率は改善，純移動率は大都市圏（と

くに東京圏）への集中傾向が仮定されてい

ることを明らかにした。また，各要因の人

口規模別分布ならびに地理的分布を示した。 
 

研究代表者は単独で(1)および(4)，鎌田ほ

かとの共同で(5)をそれぞれ担当し，(2)は大

泉，(3)は中村が担当した。なお，その他の

研究分担者（林，小島，岩澤，千年，守泉，

菅，中川，石井）の研究成果については各

分担研究報告書を参照のこと。 
 

Ｄ．考察 
(1) 平成 15～19 年以降のベイズ推定では

「より広い地域」として都道府県が採用さ

れているため，市区町村別の出生率（ベイ

ズ推定値）は都道府県の出生率（実績値）

に近づくことになるが，農村的で人口規模

の小さい市町村では概して都道府県の出生

率より高い傾向があるために，ベイズ推定

値よりも実績値の方が高くなりがちとなる。

また，都道府県の出生率は人口規模の大き

い域内の都市的な地域の出生率に近くなる

ために，人口規模の小さい市町村では実績

値とベイズ推定値の差が広がりやすい。ま

た，農村的な性格が強い地域でも，地域固

有の事情等によって実績値が低い方に偏る

市町村も少なくない。したがって，現行の

ベイズ推定法には，検討の余地が大きいと

いえるのではないかと考えられる。 
(2) タイプ別再生産数は純再生産率と同様

の指標であるが，人口学において活用され

ている例は少ない。これはある地域出身の

女性がその地域に最初に現れる子孫の期待

値を表している。この値が高いという事は

単に出生率と生存率が高いという意味だけ

で無く，その地域に留まるかあるいは世代

を超えて再帰する確率が高い事を意味して

いる。この値が最も高いのが沖縄であり，

最も低いものが東京となる。東京は総再生

産率が 0.55 であり，対する沖縄は 0.92 で
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ある。よって東京出身者では女性一人が産

む女児 0.55 人のうち再び東京出身者の子

孫を持つ女性は 0.34 人であり，それ以外は

別の地域に移住して出産するか，そあるい

は子供を持たないということになる。沖縄

も同様である。比（タイプ別再生産数/総再

生産率）で考えると東京約 0.62，沖縄が約

0.68 と沖縄県の方が，再帰性が高い。つま

り，東京との方が地域に定着しにくく，沖

縄県の方が地元に残るか戻る傾向が強い事

が分かる。  
(3) 文献のレビューから明らかになったの

は，男女で「性交経験がある」ということ

が示す意味が異なっているということであ

った。女性では「性交経験がある」という

ことは「性交渉を伴うカップル形成の経験

がある」ということを意味するが，男性で

はそれ以外に「お金を払った相手との性交

渉の経験がある」という場合がある。さら

に1930年代から1960年代出生コーホート

の男女を対象に世代間比較を行うと，女性

ではかつては初交の相手が「配偶者」「婚約

者」である割合が高かったのに対し，近年

の出生コーホートでは「恋人」の割合が高

まっていた。男性の場合も同様の傾向がみ

られるが，「お金を払った相手」の割合がわ

ずかに低下している可能性も示唆された。

文献レビューの結果を踏まえ，探索的に出

生動向基本調査の個票データの集計・分析

を行った。その結果，2000 年代後半に生じ

た性交経験がある未婚者の割合の低下は，

人口構造的な変化だけでは説明できないこ

とが確認された。  
(4) 一般に個別地域で観察された直近の人

口動態を将来に反映させるという投影の観

点からの推計は適切ではなく，外国人人口

に関してすべての市区町村別において男女

年齢別の移動仮定を設定することは非現実

的といえよう。それに代わる推計方法とし

ては，全国で推計されている外国人人口を

都道府県別，市区町村別に配分する方法が

考えられる。配分にあたっては，たとえば

全国や都道府県単位で観察された全域的な

傾向を，都道府県や都道府県内市区町村に

適用する手法があり得る。 
(5) 将来の人口増加率への寄与は，年齢構

造要因と移動要因の影響が大きく，過去の

長期的な少子化や平均寿命の伸長の影響を

受けた人口構造は人口動態率の変化がなく

ても人口は減少する方向へ作用している。

加えて，大都市圏への特に若者世代の人口

移動は，地域人口の将来の人口増加率の地

域差に大きな影響を及ぼしている。若者世

代の人口割合の多い大都市圏では低出生率

であることによって（多くは未婚者の大都

市圏への集中・晩婚化によって説明されう

るものであるが），大都市圏での出生要因に

よる人口増加率への正の寄与度は観察され

ず，移動要因の正の寄与度によって，辛う

じて人口増加率のマイナスを緩和している

に過ぎない。当たり前であるが，出生率を

向上させることによる人口増加率への正の

寄与は大都市圏ほど効果が高い。また，純

移動率を半減させることは，非大都市圏ほ

ど人口増加率が高くなることが明らかとな

り，出生率の上昇と大都市圏への移動傾向

を変化させることによって，非大都市圏で

の人口増加が期待できる。 
 

研究代表者は単独で(1)および(4)，鎌田ほ

かとの共同で(5)をそれぞれ担当し，(2)は大

泉，(3)は中村が担当した。なお，その他の

研究分担者（林，小島，岩澤，千年，守泉，

菅，中川，石井）の考察については各分担

研究報告書を参照のこと。 
 
Ｅ．結論 
(1) 仮にベイズ推定の枠組みを維持するの

であれば，「より広い地域」を平成 10～14
年統計以前において採用されていた二次医
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療圏に戻すことがひとつの可能性としてあ

り得るだろう。その他の推定法としては，

過去に観察された実績値とベイズ推定値の

乖離の情報を反映させる手法や，ベイズ推

定法に依拠しない別の手法も考えられる。

合計出生率の水準にはそれぞれの市町村に

おける固有の事情が影響している場合も多

いことから，当該市町村のみのデータを活

用して推定する手法も一考の価値があると

思われる。その場合は 5 年間ではなく，よ

り長期の人口と出生数のデータから当該市

町村の出生率のトレンドを分析し，年齢別

出生率および合計出生率を推定するような

手法があり得るだろう。 
(2) タイプ別再生産数でみると，出生に関

する人口移動の影響がより明確に分かる。

人口置換水準に相当するタイプ別再生産数

の値は１であり，このときは全ての都道府

県が１となる。人口が増加している場合は

全ての都道府県で１を上回る性質がある。

これは一見奇異に見えるかもしれないが，

純再生産率が１を下回る都道府県が含まれ

たとしても移住により出生率の高い地域を

介して数世代後の子孫が増える為このよう

な事が起こる。沖縄の総生産率は 0.92 と乳

児死亡率等を無視したとしても高いが，タ

イプ別再生産数では 0.63 と程３０％下が

る．これは人口移動による出生率の喪失と

言えるだろう。つまり特定の地域のみ出生

率が高くてもそれが人口減少を食い止める

に至らない一つの理由である。これは人口

置換水準を超える地域があったとしてもそ

れが少数の地域であれば少子化が進行する

事を示唆している。より，詳細な人口減少

の分析を行うためには，出生・死亡・移動

の三つを同時に包含したタイプ別再生産数

のようなモデル指標の研究が今後とも重要

になっていくであろう。 
(3) 20 世紀の日本社会では，「配偶者」もし

くは「婚約者」を相手として初交が行われ

る割合が高かった。しかし徐々にその割合

は低下し，「恋人」「友人」が占める割合が

上昇してきた。この傾向は男女で共通して

いることから，時代とともに初交と結婚と

の関係が弱くなってきたと考えられる。さ

らに 2000 年代には，若者の性交経験率の

低下がわずかに観察されている。また，性

交経験がなく，異性の交際相手がおらず，

異性との交際希望がない者の割合が 20 代

前半の 15%程度を占めていることから，若

者が異性との交際に対してもそれほど積極

的ではない実態が確認された。 
(4) 現時点では，外国人人口の適切な推計

手法に関する情報がまだ不十分であること

も事実であるが，2020 年国勢調査を基準と

する次期推計では，直近期間となる 2015
～2020 年において「住民基本台帳人口」に

より市区町村別外国人人口の変化が 1 年ご

とに捉えられるようになるなど，将来的に

日本人・外国人別の推計を視野に入れた分

析のための素材も着実に整備されてきてい

る。新型コロナウィルス（COVID-19）の

感染拡大以降，国際人口移動がほぼシャッ

トアウトされた状態となり，急速に増加し

てきた外国人人口も停滞するなど大きな変

化がみられるが，このような激変下におけ

る地域別外国人人口の動きについても精査

することにより，適切な外国人人口の推計

手法につながる知見が得られるとも考えら

れる。とくに地域推計にとっては，今後も

様々な角度から外国人人口に関する分析を

継続させていくことが必要不可欠といえよ

う。 
(5) 大都市圏ほど出生率上昇の将来の人口

増加率への正の寄与が高い，大都市圏への

集中という移動傾向が変化することの将来

の人口移動率の正の寄与は非大都市圏ほど

高く，両者の効果が合わさることによって

日本全体の将来の人口増加率にプラスの効

果があるという結果は，どのような方法に
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よってそれを実現するかということは別と

して，現在の地方創生の目指す方向性に棹

さす結果といっても過言ではない。今回の

分析は，低出生率の実態，移動状況の実態

を考慮せずにシミュレーションとして仮定

値を置いたものに過ぎないが，今後は実際

の行動を想定した上での，シナリオ型のシ

ミュレーションを行うことを検討してみた

い。新型コロナウイルス感染症の影響によ

り出生，死亡，移動に対するインパクトが

どの程度あるのかについても検討する必要

があり，今後も分析を深化させていきたい。 
 

研究代表者は単独で(1)および(4)，鎌田ほ

かとの共同で(5)をそれぞれ担当し，(2)は大

泉，(3)は中村が担当した。なお，その他の

研究分担者（林，小島，岩澤，千年，守泉，

菅，中川，石井）の結論については各分担

研究報告書を参照のこと。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
※本事業の成果並びに成果に寄与した本プ

ロジェクトメンバーの業績を記す。ただし，

研究分担者の研究発表については，各分担

研究報告書を参照のこと。 
 
１．論文発表 
・鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和

「都道府県別にみた将来の人口増加率の

要因分解」，『人口問題研究』，第 76 巻，

第 2 号, pp.240-264．（2020.6） 
・小池司朗・小山泰代「市区町村別世帯数

の将来推計の試み－静岡県市区町を対象

として」，『人口問題研究』，第 76 巻，第

3 号, pp.327-339．（2020.9） 
・小山泰代「平均世帯人員の減少要因の検

討」，『人口問題研究』，第 76 巻，第 3 号, 

pp.293-310．（2020.9） 
・小池司朗「過去の国勢調査における地域

人口統計の利活用可能性」，『Estrela』，
第 318 号, pp.2-7．（2020.9） 

・鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和

「市区町村別にみた将来の人口増加率の

要因分解」，『人口問題研究』，第 76 巻，

第 4 号, pp.488-509．（2020.12） 
・小池司朗「日本の労働力人口の将来推計

と今後の課題」，『運輸と経済』，第 80 巻，

第 12 号, pp.12-19．（2020.12） 
・小池司朗・貴志匡博「国勢調査と住民基

本台帳から得られる人口移動傾向の差異

の検討」，『人口問題研究』，第 76 巻，第

4 号, pp.533-550．（2020.12） 
・KAMATA K., KOIKE S., SUGA K. and 

YAMAUCHI M. (2021) “Demographic 
Components of Future Population 
Growth Rates by Prefectures in Japan: 
Supplementary Materials”, Working 
Paper Series (E), No.32.（2021.3） 

 
２．学会発表 
・ 大 泉 嶺 ”Analysis and Theory 

Construction of Society with a 
Declining Population Using General 
Leslie Matrix Models” 2020 年日本数理

生 物 学 会 年 会 ， 名 古 屋 大 学

（2020.9.20-22） 
・鎌田健司，小池司朗，菅桂太，山内昌和

（2020）「市区町村別にみた将来の人口

増加率の要因分解と地理的分布」第 29
回地理情報システム学会研究発表大会，

オンライン開催(2020.10.24-25) 
・小池司朗「地域人口分析における国勢調

査データの活用例」日本人口学会第 72
回大会，オンライン開催 (2020.11.14) 

・大泉嶺「日本の人口減少の数学的構造～

地域間移動と出生力差が示す人口動態へ

の定量的影響～」（企画者）日本人口学会
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第 ７ ２ 回 大 会 ， オ ン ラ イ ン 開 催 
(2020.11.15) 

・鎌田健司，小池司朗，菅桂太，山内昌和

（2020）「市区町村別にみた将来の人口

増加率の要因分解」日本人口学会第 72
回大会，オンライン開催 (2020.11.15) 

 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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㛗ᮇⓗ人口ῶᑡ国㝿人口⛣ື代ࡿࡅ࠾ 
ᑗ᮶人口・ୡᖏ᥎ィࡢ᪉ἲㄽⓗⓎᒎᛂ⏝㛵ࡿࡍ研究 
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研究ศᢸ者 ᯘ⋹Ꮚ 国立社会保障・人口問題研究所 

研究せ᪨ 

 ẖᖺࡢฟ⏕ᩘࠊࡽ⏕ᖺูṚஸᩘࢆᕪࡋᘬ࡛ࡇࡃ᪥ᮏ人⏕ᖺࢹࢺ࣮࣍ࢥ

国ࠋࡓࡋẚ㍑国ໃㄪᰝࡿ࠶࡛ࢱ࣮ࢹ人口࡞ᶓ᩿ⓗࡢⅬ୍ࠊࡋసᡂࢆࢱ࣮

ໃㄪᰝࡢᕪࠊࡣᡓ๓⏕ࢀࡲ人口ࡣ࡚࠸ࡘ 1944㹼1946 ᖺࡢᖺ㱋ูṚஸᩘ

ࡵㄆࡀᕪࡢᗘ⛬ࡿ࠶ࡶ࡚࠸ࡘࢀࡲ⏕ᡓᚋࠊࡀ࠸ࡁࡀᕪࡾࡼࡇ࠸࡞ࡀ

ㄪᰝ₃ࡢ国ໃㄪᰝࡸᾏእᅾ␃㑥人ࠊࡃ࡞ᑡࡀ᪉ࡢ国ໃㄪᰝࡡࡴ࠾࠾ࠋࡿࢀࡽ

1947㹼1958ࠊࡽࡀ࡞ࡋࡋࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ཎᅉࡀ࡞ࢀ ᖺ⏕ࢀࡲ人口ࠊࡣ

⏕ᖺࡶࡾࡼࢺ࣮࣍ࢥ国ໃㄪᰝࡢ᪉ࡀከࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞ࡃ国⡠␗ືࢆ㋃࠺ࡓ࠼ࡲ

 ࠋࡿ࠶ࡀᚲせᛶࡿࡍศᯒࢆᕪ࡛࠼
1918㹼1920 ᖺ1957ࠊࢨ࢚ࣥࣝࣇࣥࣥ࣌ࢫࡢ ᖺࡐࢪࡢὶ⾜

ዷፎ・ฟ⏘ᶵࡓࢀࢃኻࠊࡣࢀࡇࠋࡓࢀࡽࡵㄆࡀቑຍᚋࡢῶᑡࡢᩘ⏕ฟࠊ

会ࡾྲྀࡢᡠࡓࡲࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡶࡋ 1920 ᖺࡢฟ⏕ቑຍ2020ࠊࡾࡼ ᖺࡢⓒ

ᑑ者ᩘࡣࡃࡁቑࠋࡓࡋ 
ศᯒࡢヲ⣽ࡣᮏሗ࿌᭩ㄽᩥࠕ᪥ᮏ人⏕ᖺࡓࡳࡽࢺ࣮࣍ࢥฟ⏕・Ṛஸᣦᶆ

 ࠋࡇࡢ↷ཧࢆ࡚ࠖ࠸ࡘኚ᭤Ⅼࡢ
 

㸿㸬研究┠ⓗ 
 ᪂ᆺࢫࣝ࢘ࢼࣟࢥឤᰁࠊࡾࡼ人口

ࠊࡀࡿ࠸࡚ࡅཷࢆᙳ㡪࠸࡞ࡁᐃ࡛ࡶྥື

㐣ཤྠࡶ࡚࠸࠾ᵝࠊᐃእࡢ人口ኚື

ฟ⏕・Ṛஸࡢ㐣ཤࡢࡽࢀࡇࠋࡓࡗ࠶ࡃከࡀ

⏕人࡚ࡋ人口ᵓ㐀ࠊࡣኚືࡢᩘ 100 ᖺ

代ࡢ⌧ᅾ人口ෆᅾࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉᮏ研究࡛

ࡢ⾜ᡞ⡠ἲࠊࡣ 1872 ᖺࡽ⌧ᅾࡢ࡛ࡲ

᪥ᮏ人ࡢฟ⏕ᩘࡽ⏕ᖺูṚஸᩘࢆᕪࡋᘬ

人口ࢺ࣮࣍ࢥ᪥ᮏ人⏕ᖺࡿࢀࡽᚓ࡛ࡇࡃ

ࡓࡋࡵࡌࡣࢆ国ໃㄪᰝࠊࡋసᡂࢆࢱ࣮ࢹ

ᶓ᩿ⓗ࡞人口ࢱ࣮ࢹẚ㍑ࠊࡋᐃእࡢ人

口ኚື࡚࠸ࡘẚ㍑ศᯒࢆࡇࡿࡍ┠ⓗ

 ࠋࡿࡍ
 

㹀㸬研究᪉ἲ 

ᡞ⡠ᒁ⤫ィࠊ⾨⏕ᒁ⤫ィࠊ人口ືែ⤫ィࠊ

⌰⌫ᨻᗓ人口ືែ⤫ィࢆཎ㈨ᩱࠊࡿࡍฟ

ᖺ⏕ࠊࡋഛᩚࢆࢱ࣮ࢹᖺูṚஸᩘ⏕ࠊᩘ⏕

国ࠊࡣⅬ࡛⌧ࠋࡓࡋసᡂࢆ人口ࢺ࣮࣍ࢥ

እࡢฟ⏕・ṚஸᩘࠊṚஸᩘࡢᒆฟ㐜ࠊࢀ国

⡠␗ືࡀ⟬ධࠋ࠸࡞࠸࡚ࢀࡉ 
 
㹁㸬研究ᡂᯝ 

2015 ᖺࡢ⏕ᖺࢺ࣮࣍ࢥ人口国ໃㄪᰝ

᪥ᮏ人口ࢆẚ㍑ࠊࡿࡍᖺ㱋࡛ࡣ๓者ࡢ

᪉ࡀ 618 人ከࡣࢀࡇࠋ࠸ 1944㹼1946 ᖺ

࡚ࢀࡉ⏝㐺人口ࢺ࣮࣍ࢥᖺ⏕ࡀṚஸᩘࡢ

ᙳ㡪ࡢࡑࠋࡿ࠶࡛⏤⌮ࡢ୍➨ࡀࡇ࠸࡞࠸

ࠊࡣ࡛ࢺ࣮࣍ࢥᖺ⏕ࡢࢀࡲ⏕ᡓᚋ࠸࡞ࡅཷࢆ

1947㹼ࠊࡀ࠸࡞ᑡࡀ᪉ࡢ国ໃㄪᰝࡡࡴ࠾࠾
1958 ᖺࡢ⏕ᖺࠊࡣ࡛ࢺ࣮࣍ࢥ国ໃㄪᰝࡢ᪉
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 ࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡞ࡃከࡀ
人口ືែ⤫ィࢆ᭶ู1918ࠊ࡛ࡇࡿࡳ

㹼1920 ᖺࠊࢨ࢚ࣥࣝࣇࣥࣥ࣌ࢫࡢ

1957 ᖺࣥࡓࡋࡵࡌࡣࢆࡐࢪࡢ

ࠊࡾ࠶ࡀࡳพࡢᩘ⏕ฟὶ⾜ࢨ࢚ࣥࣝࣇ

ࡢࡑ 9 ࡇࠋࡿ࠸࡚ࡋቑຍࡀᩘ⏕ฟ᭶ᚋ

ࡁㄆ࡛☜ࡶ人口࡛ࢺ࣮࣍ࢥᖺ⏕ࠊࡣྥືࡢ

ὶ⾜ࢨ࢚ࣥࣝࣇࣥࣥ࣌ࢫࠊࡓࡲࠋࡓ

2020ࠊࡀቑຍࡢᩘ⏕ฟࡢ ᖺࡢⓒᑑ者ࡢቑຍ

 ࠋࡓࡋࡽࡓࡶࢆ
 
㹂㸬⤖ᯝࡢ⪃ᐹ 

1947㹼1958 ᖺࡢ⏕ᖺࢺ࣮࣍ࢥ人口ࡀ国

ໃㄪᰝ人口ࡶࡾࡼከࠊࡣࡇ࠸国⡠␗ືࡢ

ᙳ㡪ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀᡓ๓ᡓᚋࢆ㏻ࡓࡌ国እ

ࠊࡀື␗国⡠ࠊࡆᥭࡁᘬࡢᡓᚋࠊ⏕ฟࡢ࡛

⌧ᅾࡢ୰㧗ᖺࡢ人口ࢆᙧసࡾࡼࠊࡾ࠾࡚ࡗ

ヲ⣽࡞ศᯒࡀồࡓࡲࠋࡿࢀࡽࡵ 1944㹼
1946 ᖺࡢᖺ㱋ูṚஸᩘࡣබ表࡞࠸࡚ࢀࡉ

ࡇࡿࡍẚ㍑ࢆṓู人口ྛࡢ๓ᚋࡢࡑࠊࡀ࠸

ࡇࡿࡍ᥎ィࢆᖺ㱋ูṚஸᩘ㏫ࡾࡼ

ࡢࡇࠊࡶ㝿ࡢࡑࠊࡀ࠸࡞ࢀࡋࡶ⬟ྍࡀ

ᮇࡢ国እࡢฟ⏕・Ṛஸࠊ国㝿⛣ືࠊ国⡠

 ࠋࡿ࠶ᚲ㡲࡛ࡀࡇࡿࡍ៖⪄ࢆື␗
人口ࡢ⟬ᐃࠊࡣᖺࠊᖺᗘࠊ国ໃㄪᰝࡀ

ᐇࡿࢀࡉ 10 ᭶ 1 ᪥ࢆᇶ‽ࡓࡋᖺࠊ

Ṛࠊ⏕ฟࠊࡀࡿࢀࡽ࠸⏝ࡀ⩏ᐃࡢᖺࡢᩘ「

ஸࡣ᭶ูࡢኚືࡀࠊࡃࡁ人口ࢆ⟬ᐃࡿࡍ

㝿ࡢࡇࠊᐃ⩏ࡢ㐪ࡓࡗ࡞␗ࡾࡼ࠸人口

ࡍ୍⤫ࢆ⩏ᐃࠊࡵࡓࡿ࠶ࡀࡇࡍ♧ࢆྥື

 ࠋࡿ࠶㔜せ࡛ࡀࡇࡿ
 

㹃㸬⤖ㄽ 
ẖᖺࡢฟ⏕ᩘࡽ⏕ᖺูࡢṚஸᩘࢆᕪࡋ

ᘬࠊ࡛ࡇࡃ⏕ᖺࢺ࣮࣍ࢥ人口ࢆ⟬ฟࠋࡓࡋ

ᚋࡣ国እ࡛ࡢฟ⏕・Ṛஸࠊ国⡠␗ື➼ࡶ

ࠊࡾࡼࡇࡿᅗࢆ⢭⦓ࡽࡉࠊࢀධࡳ⤌

人口୍ࡢࢱ࣮ࢹ㈨ᩱᩚ࡚ࡋഛࡿࡍணᐃ࡛

ࢃྜఫẸᇶᮏྎᖒ人口ࡸ国ໃㄪᰝࠋࡿ࠶

ศ࡞ከゅⓗ࡚࠸ࡘ人口ኚືࡢᐃእࠊࡏ

ᯒࠋ࠺ࢁࡔࡿࡍ⬟ྍࢆ 
 
㹅㸬研究Ⓨ表 
㸯㸬ㄽᩥⓎ表 

 ࡋ࡞
㸰㸬Ꮫ会Ⓨ表 

 ࡋ࡞
 
㹆㸬▱ⓗ㈈⏘ᶒࡢฟ㢪・Ⓩ㘓≧ἣ 

 ࡋ࡞
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ཌ⏕ປാ⛉Ꮫ研究㈝⿵ຓ㔠（ᨻ⟇⛉Ꮫ᥎㐍研究ᴗ） 
ศᢸ研究ሗ࿌᭩ 

㛗ᮇⓗ人口ῶᑡ国㝿人口⛣ື代ࡿࡅ࠾ᑗ᮶人口・ୡᖏ᥎ィࡢ᪉ἲㄽⓗ 
Ⓨᒎᛂ⏝㛵ࡿࡍ研究㸸 

ศᯒ㸫ᆅᇦᕪࡢࢫࢭࢡࢫࣅ࣮ࢧ保་⒪ࡧ人口ཬࡿࡳ࡛ࢱ࣮ࢹ㒔㐨ᗓ┴・ᕷ༊⏫ᮧࠕ

 ᐹ㸫ࠖ⪄ࡢࡵࡓࡢࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ⟇ᨻࡓࡋ៖⪄ࢆ
 

研究ศᢸ者 小ᓥඞஂ 国立社会保障・人口問題研究所 

研究せ᪨ 

࡛ࡲࢀࡇࡀࡁືࡿᕠࢆ人口ࠊ࡞㐍ᒎࡢᑡᏊ㧗㱋ࠊ人口ῶᑡࡣ国࡛ࡀࢃ 

ᖺ㔠ไࠊ࡚ࡋᑐᛂࡢ㧗㱋ࠊ୰࡞࠺ࡼࡢࡑࠋࡿ࠸࡚ࡗධ社会ࡿ࡞␗ࡣ

ᗘࡢᐇ୍ࡢ᪉࡛ࠊ保⚟♴ࢫࣅ࣮ࢧయไࡢᐇࡶᚲせ࡛ࠋࡿ࠶ᖺ㔠ไᗘࡣ

国ඹ㏻ࡢไᗘ࡛㐠Ⴀࠊࡵࡓࡿࡍᨻ⟇ࡶࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ国ⓗ࡛ࣝࢹࣔ࡞

ࡶࡿࢀࡉ᥋ᥦ౪┤ᆅᇦఫẸࠊࡣࢫࣅ࣮ࢧ♴⚟保ࠊࡋࡋࠋࡿ࡞ศᯒࡢ

ࡶᆅᇦ⎔ቃࡃᕳࡾྲྀࢆఫẸࠊࡾࡼࡶࡣࢬ࣮ࢽࡢఫẸಶ人ࠊࡵࡓࡿ࠶࡛ࡢ

㓄៖ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡓࡋᚲせࠊࡵࡓࡢࡑࠋࡿ࠶ࡀᨻ⟇ࠊࡶࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ人

口ࡸ保⚟♴ࢫࣅ࣮ࢧᥦ౪ࡢᆅᇦᕪࡢᆺⓗࢆ࣮ࣥࢱࣃ࡞ᢳฟ࠸ࠊ࡛ୖࡓࡋ

࣑ࣞࣗࢩ⟇ᨻࡓࡋ៖⪄ࢆᆅᇦᕪࡓࡋ࠺ࡇࠋࡿ࠶ࡀᚲせࡿసࢆࣝࢹࣔࡢࡘࡃ

ᚲせࡿࡍᢕᥱࢆ≦⌧ࡢᆅᇦᕪࡢᥦ౪ࢫࣅ࣮ࢧ♴⚟保ࡸ人口ࠊࡣࣥࣙࢩ࣮

 ࠋ ࡿ࠶ࡀ
⏝ࡀࢱ࣮ࢹබ㛤ᕷ༊⏫ᮧูࡧ㒔㐨ᗓ┴ཬࠊࡶࡢ問題ព㆑࡞࠺ࡼࡢࡇ

ᢕᥱ≦⌧ࡢᆅᇦᕪࡢᥦ౪ࢫࣅ࣮ࢧ♴⚟保ࡸ人口ࠊ࡚࠸⏝ࢆᨻᗓ⤫ィࡿࡁ࡛

≉ࠋࡿ࠶ࡀᆅᇦᕪࢫࢭࢡ♴⚟保ࡧ人口ཬࠊᯝ⤖ࡢࡑࠋࡓࡗ⾜ࢆศᯒࡢ

♴⚟保ࡣࡇࡢࡇࠋ࠸ࡁࡀᆅᇦᕪࡢሙྜࡓᕷ༊⏫ᮧ࡛ぢࡾࡼ┴㒔㐨ᗓ

ศ㔝࡛ࡢᨻ⟇࠺⾜ࢆࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩሙྜࠊ国ࢆ༢ࡢࡶࡓࡋຍࠊ࠼

ᆅᇦᕪࢆ⪃៖ࢆ࢜ࣜࢼࢩࡓࡋタᐃࡿࡍᚲせࢆࡇࡿ࠶ࡀពࢆࡇࡿࡍ᫂

 ࠋࡓࡋࡽ
 

㸿㸬研究┠ⓗ 
㐍ᒎࡢᑡᏊ㧗㱋ࠊ人口ῶᑡࡣ国࡛ࡀࢃ 

࡞␗ࡣ࡛ࡲࢀࡇࡀࡁືࡿᕠࢆ人口ࠊ࡞

㧗㱋ࠊ୰࡞࠺ࡼࡢࡑࠋࡿ࠸࡚ࡗධ社会ࡿ

ࡢᑐᛂࠊ࡚ࡋᖺ㔠ไᗘࡢᐇ୍ࡢ᪉࡛ࠊ

保⚟♴ࢫࣅ࣮ࢧయไࡢᐇࡶᚲせ࡛ࠋࡿ࠶

ᖺ㔠ไᗘࡣ国ඹ㏻ࡢไᗘ࡛㐠Ⴀࠊࡵࡓࡿࡍ

ᨻ⟇ࡶࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ国ⓗ࡛ࣝࢹࣔ࡞

ࢫࣅ࣮ࢧ♴⚟保ࠊࡋࡋࠋࡿ࡞ศᯒࡢ

ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿࢀࡉ᥋ᥦ౪┤ᆅᇦఫẸࠊࡣ

ఫẸࠊࡾࡼࡶࡣࢬ࣮ࢽࡢఫẸಶ人ࠊࡵࡓ

࠶࡛ࡢࡶࡓࡋ㓄៖ࡶᆅᇦ⎔ቃࡃᕳࡾྲྀࢆ

⟇ᨻࡈᕷ༊⏫ᮧࡢ国ࠋࡿ࠶ࡀᚲせࡿ

ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀࡇ࠺⾜ࢆࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ

ࡣᐇⓗ࡛⌧ࡿ࠼⪄ࡢ࡞㛫ࡣࢀࡇࠊࡀ

ࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ⟇ᨻࠊ࠾࠼ࡋࡴࠋ࠸࡞

ᆅᇦᕪࡢᥦ౪ࢫࣅ࣮ࢧ♴⚟保ࡸ人口ࠊࡶ

ᩘ「ࠊ࡛ୖࡓࡋᢳฟࢆ࣮ࣥࢱࣃ࡞ᆺⓗࡢ

࠺ࡇࠋ࠺ࢁ࠶ᐇⓗ࡛⌧ࡀ᪉ࡿసࢆࣝࢹࣔࡢ

ࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ⟇ᨻࡓࡋ៖⪄ࢆᆅᇦᕪࡓࡋ

ᆅࡢᥦ౪ࢫࣅ࣮ࢧ♴⚟保ࡸ人口ࠊࡣࣥ

ᇦᕪࢆ≦⌧ࡢᢕᥱࡿࡍᚲせࡼࡢࡇࠋ ࡿ࠶ࡀ
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⏫ᕷ༊ࡧ㒔㐨ᗓ┴ཬࠊࡶࡢ問題ព㆑࡞࠺

ᮧูබ㛤ࡀࢱ࣮ࢹ⏝࡛ࡿࡁᨻᗓ⤫ィࢆ

ᆅࡢᥦ౪ࢫࣅ࣮ࢧ♴⚟保ࡸ人口ࠊ࡚࠸⏝

ᇦᕪࡢ⌧≧ᢕᥱࡢศᯒࠋࡓࡗ⾜ࢆ 
 
㹀㸬研究᪉ἲ 

ᮏ研究࡛ࠊࡣ人口ཬࡧ保⏝ࢫࣅ࣮ࢧ

ᥦ౪ࡢᆅᇦᕪࡢᢕᥱࢆ┠ⓗࠊ࡛ࡇࡑࠋࡿࡍ

ࡽࡤᗘ⛬ࡢἣ≦ࡓࡳᆅᇦูࡢࡽࢀࡇ

ᇶᮏࢆࡇࡿࡍ☜᫂ࢆࡿࢀࡽぢࡀࡁࡘ

ᕷࠊ┴㒔㐨ᗓࠊ࡚ࡋ༢ࡢᆅᇦࠋࡿࡍ

༊⏫ᮧࠋࡓࡋ 
⏝ࡣࢱ࣮ࢹᨻᗓ⤫ィࡢබ表ࡳࡢࢱ࣮ࢹ

࠸ࡘୡᖏ人口ࠊࡣලయⓗࠋࡓ࠸⏝ࢆ

ࠋࡓ࠸⏝ࢆィᒁࠗ国ໃㄪᰝ࠘⤫┬ົ⥲ࡣ࡚

ᆅᇦᕪࡢ⌧≧ศᯒࡶ᭱ࠊ࡛ࡢ࡞᪂࠸ࡋ⤖ᯝ

ࡿࡁ࡛⏝ࡀ 2015 ᖺㄪᰝࡢ⤖ᯝࠊࡕ࠺ࡢ

㒔㐨ᗓ┴・ᕷ༊⏫ᮧࡢ人口ࠊᖺ㱋㝵⣭ู人

口ࠊᐙ᪘㢮ᆺ୍ู⯡ୡᖏᩘࠊእ国人人口ࠊ

5 ᖺ๓ࡢᒃఫᆅูࡢ人口ࡢ㞟ィ表ࡓ࠸⏝ࢆ

ศᯒࠋࡓࡗ⾜ࢆ保⚟♴ࢫࣅ࣮ࢧᥦ౪ࡢ⌧

≧ᢕᥱࠊࡵࡓࡢ人ࡢࠎ保⚟♴ࢫࣅ࣮ࢧ

ࡀィ表⤫ࡢఫ⎔ቃࡢ࡚ࡋἣ≦ࢫࢭࢡࡢ

ィᒁࠗఫᏯᅵᆅ⤫ィㄪᰝ࠘⤫┬ົ⥲ࠊࡿ࠶

（2018 ᖺ）ࠋࡓ࠸⏝ࢆఫ⎔ቃࡢ⤫ィ表ࠊࡽ

᭱ᐤࡢࡾ⪁人ࠊ࣮ࢱࣥࢭࢫࣅ࣮ࢧࢹ保⫱

所ࠊ་⒪ᶵ㛵ࠊ㏻ᶵ㛵ࠊ㑊㞴所ࡢ࡞㊥

㞳ูぢࡓୡᖏศᕸࡢ⤫ィࢀࡇࠋࡓ࠸⏝ࢆ

ᕷ༊⏫ᮧ人口ᐦᗘࠊ┴㒔㐨ᗓࡿࡍᑐᛂࢆࡽ

（2015 ᖺ国ໃㄪᰝࠊ（ࡾࡼᣢᐙ⋡ࡢ㛵ಀ

ࡢᆅᇦᕪࡓࡳᣦᶆ࡛ࡢࡽࢀࡇࠊᙧ࡛ࡿࡳࢆ

ᢕᥱࢆヨࠋࡓࡳ 
（⌮ୖࡢ㓄៖） 

ᮏ研究࡛ࠊࡣබ表ࡿ࠸࡚ࢀࡉᨻᗓ⤫ィࡢ

㞟ィ表ࡓ࠸⏝ࢆࡳࡢศᯒ࡛ࠊ࡛ࡢࡿ࠶ㄪᰝ

ࡣ࡞⏝ࡢㄪᰝ⚊ሗࡃᇶ࡙ィἲ⤫ࡸ

ࡣ問題ࡢୖ⌮ࠊࡵࡓࡢࡑࠋࡓࡗ࡞ࢃ⾜

Ⓨ⏕ࠋࡓࡗ࡞ࡋ 
 
㹁㸬研究ᡂᯝ 

ࢫࢭࢡ♴⚟保ࡧ人口ཬࠊࡣ国ࡀࢃ

ᆅᇦᕪ≉ࠋࡿ࠶ࡀ㒔㐨ᗓ┴ࡾࡼᕷ༊⏫ᮧ

࡛ぢࡓሙྜࡢᆅᇦᕪࡀࡣࡇࡢࡇࠋ࠸ࡁ

保⚟♴ศ㔝࡛ࡢᨻ⟇ࢆࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ

ࠊ࠼ຍࡢࡶࡓࡋ༢ࢆ国ࠊሙྜ࠺⾜

ᆅᇦᕪࢆ⪃៖ࢆ࢜ࣜࢼࢩࡓࡋタᐃࡿࡍᚲせ

 ࠋࡿࡍពࢆࡇࡿ࠶ࡀ
人口࡚࠸ࡘゝࠊࡤ࠼人口ቑຍࡀ⥔ᣢࡉ

ࡿ࠸࡚ࡋῶᑡࡀ人口ࡶ㒔ᕷᅪ࡛ࡿ࠸࡚ࢀ

ᕷ༊⏫ᮧ୍ࡢࡑࠋࡿ࠶ࡀ᪉࡛ࠊ人口ῶᑡᆅ

ᇦ࡛ࡶ人口ቑຍࢆ⥔ᣢ࡛ࡿ࠸࡚ࡁᕷ༊⏫ᮧ

㧗ࠊࡶᆅᇦ࡛ࡿ࠸࡛ࢇ㐍ࡀ㧗㱋ࠋࡿ࠶ࡀ

㱋⋡ࡀప࠸ᕷ༊⏫ᮧࡀᏑᅾࠊࡋ㧗㱋ࡀ

┦ᑐⓗ㐍࠸࡞࠸࡛ࢇ㒔ᕷᅪ࡛ࡶ㧗㱋

Ꮡᅾࡀᕷ༊⏫ᮧࡿ࠸࡚ࡗ࡞ࡃ㧗࡛ࡍࡀ⋠

 ࠋࡿࡍ
保⚟♴ࠊࡣ࡛ࢫࢭࢡࡢࢫࣅ࣮ࢧ人

口ᐦᗘࡀ㧗࠸㒔ᕷⓗ࡞ᕷ༊⏫ᮧࠊ⪁人

་⒪ᶵ㛵ࠊ保⫱所ࠊ࣮ࢱࣥࢭࢫࣅ࣮ࢧࢹ

人⪂ࠋ࠸㧗ࡀୡᖏྜ࠸Ⰻࡀࢫࢭࢡࡢ

࠸Ⰻࡀࢫࢭࢡࡢ࣮ࢱࣥࢭࢫࣅ࣮ࢧࢹ

ୡᖏྜࡀ㧗࠸ᕷ༊⏫ᮧࠊ保⫱所ࡸ་

⒪ᶵ㛵ࡀࢫࢭࢡࡢⰋ࠸ୡᖏྜࡀ㧗ࠋ࠸

人口ᐦᗘࡀప࠸ᕷ༊⏫ᮧ࡛ࡣࡋ࠺ࡇࠊࡶ保

⚟♴ࡀࢫࢭࢡࡢࢫࣅ࣮ࢧⰋ࠸ᆅᇦࡶ

 ࠋࡿ࠶
 
㹂㸬⤖ᯝࡢ⪃ᐹ 

ᨻࡿࡍ㛵ࢫࣅ࣮ࢧ保་⒪ࠊࡾࡼࢀࡇ

ࡿࡏࡉຍࢆᆅᇦᕪࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ⟇

ሙྜࠊ人口ࠊࡣ࡚࠸ࡘ㒔ᕷᅪ㠀㒔

ᕷᅪ࡛ࠊ人口ࡀῶᑡࡣࡓࡲቑຍ⥔ᣢࠊ㧗㱋

⋡ࡀ㧗ࡣࡓࡲ࠸ప࢜ࣜࢼࢩ࠺࠸࠸タᐃ

ࡢࢫࣅ࣮ࢧ♴⚟保ࠊࡓࡲࠋࡿ࠶࡛⬟ྍࡀ

ࠊձ㒔ᕷⓗ࡛ࠊ࡚ࡋ࢜ࣜࢼࢩࡢࢫࢭࢡ

保⚟♴ࡀࢫࢭࢡࡢࢫࣅ࣮ࢧⰋ࠸ᆅᇦࠊ

ղ㒔ᕷⓗ࡛ࠊࡃ࡞保⚟♴ࢡࡢࢫࣅ࣮ࢧ

ࠊࡀ࠸࡞ࡣճ㒔ᕷⓗ࡛ࠊᆅᇦ࠸࡞ࡃⰋࡀࢫࢭ

保⚟♴ࡀࢫࢭࢡࡢࢫࣅ࣮ࢧⰋ࠸ᆅᇦࠊ

ࠊୡᖏᵓ㐀ࠊࡢࡇࠋ࠺ࡼࡁタᐃ࡛ࡀ
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㌿ᒃࡢ⛬ᗘࠊእ国人人口ࡢྜ࢜ࣜࢼࢩࢆ

ࡋࡽ᫂ࢆࡇࡿࡁ࡛ࡀࡇࡿࡍຍ

 ࠋࡓ
 
㹃㸬⤖ㄽ 

ࡿࡍ㛵ࢫࣅ࣮ࢧ♴⚟保ࠊ࠺ࡼࡢࡇ

ᨻ⟇࢜ࣜࢼࢩࡢࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩタᐃࠊࡣ

࠶࡛⬟ྍࡀࡇࡿࡏࡉ࣮ࣥࢱࣃᗘ⛬ࡿ࠶

ᕷ༊ࠊࡣࡿࡍࡢࡶ࡞ᐇⓗ⌧ࢆࢀࡇࠋࡿ

⏫ᮧูࡢ࡞ᆅᇦᕪࡢഴྥ᳨ࢆウࡇࡿࡍ

 ࠋ࠺ࢁ࠶ᚲせ࡛ࡀ
 
㹅㸬研究Ⓨ表 
㸯㸬ㄽᩥⓎ表 

 ࡋ࡞
㸰㸬Ꮫ会Ⓨ表 

 ࡋ࡞
 
㹆㸬▱ⓗ㈈⏘ᶒࡢฟ㢪・Ⓩ㘓≧ἣ 

 ࡋ࡞
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ཌ⏕ປാ⛉Ꮫ研究㈝⿵ຓ㔠（ᨻ⟇⛉Ꮫ᥎㐍研究ᴗ） 
ศᢸ研究ሗ࿌᭩ 

㛗ᮇⓗ人口ῶᑡ国㝿人口⛣ື代ࡿࡅ࠾ 
ᑗ᮶人口・ୡᖏ᥎ィࡢ᪉ἲㄽⓗⓎᒎᛂ⏝㛵ࡿࡍ研究㸸 

 ᐃࠖ≉ࡢ⬦ᩥࡍࡽࡓࡶࢆ␗ᕪฟ⏕ຊศᯒ࣮ࢱࢫࣛࢡࡓ࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹࣟࢡ࣐ᕷ༊⏫ᮧࠕ
 

研究ศᢸ者 ᒾ⃝⨾ᕹ 国立社会保障・人口問題研究所 

研究せ᪨ 

ฟ⏕⾜ືࡣಶ人ࡸኵ፬ࡢᒓᛶࠊࡃ࡞࡛ࡅࡔಶ人ࡸኵ፬ࡾྲྀࢆᕳࡃ社会⤒῭

研究༠ຊࡣᮏ研究ࠋࡿࢀࡉつᐃࡶቃ⎔ࣟࢡ࣐ࡢ࡞ࡢ人口ᵓ㐀ࡸ࣒ࢸࢫࢩ

者࡛ࡿ࠶㕥ᮌ㈗ኈẶࡢ༠ຊࢆᚓ࡚ࠊᕷ༊⏫ᮧ࡚࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹࣟࢡ࣐ᆅᇦࡢ人

口ࣞࡧࡼ࠾࣒࣮ࢪᏊ⫱࡚⎔ቃࡢ㢮ᆺࢆヨࠊࡳᙜヱᆅᇦࡢฟ⏕ຊࡢ㛵ಀࢆ

ホ౯ࠋࡓࡋᕷ༊⏫ᮧࡢฟ⏕ຊᣦᶆ㛵ࡣ࡚ࡋ人口ືែ⤫ィࡧࡼ࠾国ໃㄪᰝࡢ

人口・㓄അ㛵ಀᵓ㐀࡚࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹࡢ᥎ィࠊࡋ人口ࣞࠊ࣒࣮ࢪᏊ⫱࡚⎔ቃ

人ࠋࡓ࠸⏝ࢆᣦᶆࡓࡋຍᕤࢆࢱ࣮ࢹࣥࣉ࣮࢜ᨻ⾜✀ྛࡸ国ໃㄪᰝࠊࡣ࡚࠸ࡘ

口ࣞࠊࡣ࡚࠸ࡘ࣒࣮ࢪ人口ᐦᗘࡸ㧗㱋ᣦᶆࠊ人口ὶฟධຍ࢙ࣥࢪࠊ࠼

ࢸࢫࢩᐙ᪘ࡍ♧ࢆࡁࡘࡧ⤖ࡢぶ᪘ࠊ⋠ປാຊཧຍࡢዪᛶࡍ♧ࢆබᖹ≧ἣ࣮ࢲ

῭⤒ࠊࡀ⟇Ꮚ⫱࡚ᨭࡢ᪥ࠊࡣ࡚࠸ࡘᏊ⫱࡚⎔ቃࠋࡿࡍホ౯ࢆഃ㠃ࡢ࣒

ⓗᨭࠊ⫱ඣఇᴗࡢ࡞୧立ᨭࠊ保⫱ࡢࢫࣅ࣮ࢧᥦ౪ࢆ୰ᚰᣑ࠸࡚ࡋ

ࡋ┠╔ἣ≦ࡢࢫࣅ࣮ࢧ⫱保ࠊἣ≦ࡿࡍ㛵᪉ࡁാࠊἣ≦῭⤒ࠊࡽࡇࡿ

ィฟྜࡢᕷ༊⏫ᮧูࡓࡵồࡾࡼ㛫᥋ᶆ‽ἲࠊࡣ࡚࠸ࡘฟ⏕ຊᣦᶆࠋࡓ

 ࠋࡓ࠸⏝ࢆᑐኵ፬ฟ⏕ຊᣦᶆ┦ࠊᑐ⤖፧ຊᣦᩘ┦ࡢᆅᇦࠊ࠼ຍ⋠⏕

ᨻ⟇ຠᯝࡢࢺࢫࢡࢸࣥࢥࡣ࡚࠸ࡘᙺྠࠊࡣࡵࡓࡢࡑࠋ࠸ࡓࡋ┠╔

㉁ࡢ人口ࣞࠊ࣒࣮ࢪᏊ⫱࡚⎔ቃ࣮ࢱࢫࣛࢡࢆศᯒ࡚ࡗࡼ㢮ᆺࢆࡇࡿࡍ

ヨ᭱ࠋࡿࡳᚋ人口࣒࣮ࣞࢪ・Ꮚ⫱࡚⎔ቃ㢮ᆺฟ⏕ຊᣦᶆࡢ㛵ಀࢆ㆟ㄽ

࡚ࡋ♧ࢆ㛵ಀࡢࢫࢼ࣐⏕ኵ፬ฟࡣయ⮬ࡇ࠸㧗ࡀ⋠ປാຊࡢዪᛶࠋࡓࡋ

ࠊࡀ⏝ࡢ保⫱ᅬࠊᬑཬࡢඣఇᴗ⫱ࠊປാ㛫࠸Ⰻࢫࣥࣛࣂࡢዪ⏨ࠊࡀࡓ࠸

ᛶࠊࡣ࡚ࡋࢺࢡࣃࣥࡢᩘ⏕ฟࠋࡓࢀࡉ၀♧ࡀἣ≦ࡿ࠸࡚ࡋ⦅ࢆࢀࡑ

ูศᴗ≉ᛶࡿ࠶ࡢ人口ࡢከ࠸㒔ᕷ㏆㑹ࡢ࡛࡞ᚋࡢ社会ኚࡀ㔜せ࡛

 ࠋࡓࢀࡽࡳࡿ࠶
 ௨ୖࡢ⤖ᯝࠊࡾࡼኵ፬ࡢฟ⏕ຊᙳ㡪ࢆࡿ࠼人口・Ꮚ⫱࡚⎔ቃ㛵ࡍ

㔜ࡀఱ࡚ࡗື⾜⏕ฟࡢኵ፬࡚࠸࠾⬦ᩥࡢࢀࡒࢀࡑࠊࢀࡉᐃ≉ࡀ⬦ᩥࡿ

せࡀࡇࡿ࡞␗ࡀࡢ࡞☜ㄆ࡛ࠋࡓࡁ 
 

 

㸿㸬研究┠ⓗ 
 ᮏ研究ࡢ┠ⓗ࡞࠺ࡼࡢࠊࡣ社会⤒῭ᩥ

≧ἣࡸᏊ⫱࡚⎔ቃࡀฟ⏕ຊࡢ㧗ࡉ㸭పࡉ

ฟࠋࡿ࠶࡛ࡇࡿࡍ᥈⣴ࢆࡢࡿࡍ㛵ಀ

⏕ຊࠊฟ⏕⾜ືᙳ㡪ࡿࡍせᅉࠊࡣ࡚࠸ࡘ

ࣉࡿࡍᐃ≉ࢆᅉᯝ࡚࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹࣟࢡ࣑

ᕳࡾྲྀࢆά⏕ࡣᮏ研究࡛ࠊࡀࡿ࠶ࡀࢳ࣮ࣟ

㐪ࡢ⬦ᩥࠋ࠸ࡓࡋ┠╔⬦ᩥ࠺࠸ቃ⎔ࡃ
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ࠊࡢࡿ࡞␗࠺ࡼࡢࡣฟ⏕ຊ࡚ࡗࡼ࠸

ࡼ⬦ᩥࡣせᅉࡿࡍᙳ㡪ฟ⏕ຊࠊ࡚ࡋࡑ

࡚ࡓࢆ࠸問ࡢࡘ࠺࠸ࠊࡢࡿ࡞␗࡚ࡗ

ࠊ国㝿ẚ㍑ࡣ㏻ᖖࠊ࠺࠸Ꮚ⫱࡚⎔ቃࠋࡿ

国ෆࡢ㒔㐨ᗓ┴ࡸᆅᇦࢡࢵࣟࣈẚ㍑ࠊᕷ༊

⏫ᮧࡢẚ㍑࡞⾜ᨻቃᇦูẚ㍑ࡇࡿࡍࢆ

ࡢᕷ༊⏫ᮧྛࡣᮏ研究࡛ࡋࡋࠋ࠸ከࡀ

人口⎔ቃኚᩘᏊ⫱࡚㛵ࡿࢃ社会⤒῭ኚ

ࡗࡼศᯒ࣮ࢱࢫࣛࢡࢆඹኚ㔞ࡓࡗ࠸ᩘ

࡚ศ㢮ࠊࡋ人口⎔ቃ・Ꮚ⫱࡚⎔ቃྠࡢ㉁ᛶ

⏕ኵ፬ฟࡈ࣮ࢱࢫࣛࢡ࠸ᗘ㧗⛬ࡿ࠶ࡀ

ຊࡍ♧ࢆᣦᶆࡢᖹᆒ್ࢆẚ㍑ྠࠊࡾࡓࡋ㉁

ᛶ࣮ࢱࢫࣛࢡࡿ࠶ࡀෆࡢኵ፬ฟ⏕ຊࡢศᩓ

᫂ࢆࡢࡿ࡞␗࡚ࡗࡼ௳᮲࡞࠺ࡼࡢࡀ

ࡀᏊ⫱࡚⎔ቃࠊࡾࡼࢀࡇࠋ࠸ࡓࡋࡽ

㏆࠸ᕷ༊⏫ᮧࡼࡢ࡚ࡋࡑࠊࡢ࡞ࡇࡀ

ࡍ♧ࢆฟ⏕ຊ࠸㸭ప࠸㧗ࡀᏊ⫱࡚⎔ቃ࡞࠺

࠸࠾⬦ᩥࡢ㉁ྠࡓࡋ࠺ࡑࠊࡾࢃࡀࡢ

῭⤒社会ࡍࡽࡓࡶࢆ࠸㐪ࡢኵ፬ฟ⏕ຊࠊ࡚

ᩥ᮲௳ࡀఱࠋࡿ࠶࡛ࡎࡣࡿࢃࡀ 
 
㹀㸬研究᪉ἲ 

ᮏ研究ࠊࡣ๓༙࡛࣮ࢱࢫࣛࢡศᯒࡿࡼ

ᕷ༊⏫ᮧࡢศ㢮ࠊ࠸⾜ࢆᚋ༙࡛ࠊ国ࡼ࠾

ᑐ┦ࡿ࠶࡛࣒࢝ࢺ࢘ࡈ࣮ࢱࢫࣛࢡࡧ

ኵ፬ฟ⏕ຊࢆᚑᒓኚᩘࡓࡋ㔜ᅇᖐศᯒࢆ

ࡍㄆ☜ࢆ㛵ಀࡢඹኚ㔞ྛࡽಀᩘࠊ࠸⾜

 ࠋࡿ
ࡿ࠸⏝ᅇࠊࡣศᯒ࣮ࢱࢫࣛࢡ 2015

ᖺࡢኚᩘḞᦆ࠸࡞ࡢᕷ༊⏫ᮧ(1,843)ࢆ
ࡿ࠶ศᯒ࡛࣮ࢱࢫࣛࢡ㠀㝵ᒙᆺࠊ࠸⏝ k ᖹ

ᆒἲ࣮ࢱࢫࣛࢡࠋ࠺⾜ࡾࡼศᯒࡿ࠸⏝

ඹኚ㔞ࠊࡣ国ໃㄪᰝࡸ⾜ᨻ⤫ィࢆ୰ᚰ 15
㛵㐃ࢺࢫࢡࢸࣥࢥᆅᇦࠋࡿ࠸⏝ࢆኚᩘࡢ

ࡢዪ⏨ࡸ人口≉ᛶࡣᅇࠊ࡚ࡋࡢࡶࡿࡍ

Ꮚࠊࡢࡶࡿࢃ࣒ࢸࢫࢩྛࠊ᪉ࡾ࠶

⫱࡚㈇ᢸࡢ⤒῭㠃ࠊ㛫㠃ࢫࣅ࣮ࢧࠊ㠃

㛵ࡿࢃኚᩘࢆ㑅ࠋࡔࢇ 
ࠊࡎࡲࠊࡣኵ፬ฟ⏕ຊࡿ࠶࡛࣒࢝ࢺ࢘

㒔㐨ᗓ┴ࡢᖺ㱋ูฟ⏕⋡ᇶ࡙ࡃ㛫᥋ᶆ‽

࡚ࡗࡼᕷ༊⏫ᮧྜࡢィฟ⏕⋡ࠊࡵࡶࢆ

⏕⏘ᖺ㱋ࡢ᭷㓄അ⋡࡛⤫ไࡢ࡛ୖࡓࡋṧ

ᕪࢆ⏝ࠊ࡚ࡋ┦ᑐⓗኵ፬ฟ⏕ຊᣦᶆࢆồ

ࢡࡓࢀࡉศ㢮ࡧࡼ࠾ᕷ༊⏫ᮧࡢ国ࠋࡓࡵ

࣒࢝ࢺ࢘ࢆኵ፬ฟ⏕ຊࡈ࣮ࢱࢫࣛ

ㄝࢆኚᩘࡿࡍ㛵人口・Ꮚ⫱࡚⎔ቃࠊࡓࡋ

᫂ኚᩘࡓࡋ㔜ᅇᖐศᯒࠋࡓࡗ⾜ࢆ 
  
㹁㸬研究ᡂᯝ 
 1,843 ࢆᕷ༊⏫ᮧࡢ 9 ࣮ࢱࢫࣛࢡࡢࡘ

ศ㢮1࣮ࢱࢫࣛࢡࠋࡓࡋ ᾏ㐨・᱁ᕪࠖࠕࡣ

2࣮ࢱࢫࣛࢡࠋࡓࡋ࣮ࢱࢫࣛࢡ ༡ᮾࡣ

࡛保⫱所⏝ࡀᑡࠊࡃ࡞ᚅᶵඣ❺ࠊࡾ࠶ࡀ

୕ୡ代ྠᒃྜࡀ㧗ࠕࠋ࠸保⫱社会ᮍᩚ

ഛࠖ3࣮ࢱࢫࣛࢡࠋࡓࡋ࣮ࢱࢫࣛࢡ ᪥ࡣ

ᮏᾏഃࠊᮾᆅ᪉ከࠊࡃዪᛶປാຊ⋡ࡀ

㧗୕ࠊࡃୡ代ྠᒃࠊ保⫱所⏝ࡶࡀ㧗

ࠋࡓࡋ࣮ࢱࢫࣛࢡࠖ※㎰ᴗ・保⫱㈨ࠕࠋ࠸

4࣮ࢱࢫࣛࢡ ࣝࣇす༡ᆅᇦ࡛ࠊ᪥ᮏᾏഃࡣ

ࡋࢆ⏝保⫱所ࡸඣఇᴗ⫱࡛ࡁඹാ࣒ࢱ

ࠋࡿ࠶⭡୰ࡀປാ㛫ࡶዪ⏨ࠋࡿ࠸࡚

ࣛࢡࠋࡓࡋ࣮ࢱࢫࣛࢡWLBࠖ・ࡁඹാࠕ

5࣮ࢱࢫ ࠸ከࡀ人口ὶධࡃ㧗ࡀ人口ᐦᗘࡣ

༊㒊࡛ࠋࡿ࠶ዪᛶࡣ㧗ᏛṔ࡛所ᚓࡀ㧗ࠋ࠸

ዪᛶࡢປാຊ⋡ࡣ㧗ࠊࡃ࡞ࡃ⫱ఇ⏝ࡣከ

༊㒊ࠕࠋ࠸ ࣮ࢱࢫࣛࢡࠋࡓࡋ࣮ࢱࢫࣛࢡࠖ

6 ປࡶዪ⏨ࠊࡀࡿࡍศᕸẚ㍑ⓗ国ࡣ

ാ㛫ࡀ㛗ࠊࡃ࡞ࡃ所ᚓࡣ㧗ࠊࡀ࠸࡞ࡣࡃ

⏕ά保ㆤ⋡ࡣపࣇ࣮ࣛࣟࢫࠕࠋ࠸ ࢫࣛࢡࠖ

7࣮ࢱࢫࣛࢡࠋࡓࡋ࣮ࢱ ࢱࢫࣛࢡ༊㒊ࡣ

⿵ᐙィࡢዪᛶࠊᑓᴗ፬ࠊࡾ࠶㏆㑹ࡢ࣮

ຓⓗᑵປࡀከࠋ࠸⫱ඣఇᴗࡣከࡀ࠸ᚅᶵඣ

ࣝࣇࡿࡍᑓᛕ࡚⫱ᐙ・Ꮚࠋ࠸ከࡣ❺

ᆅࡿࡍᏑᅾࡀ⊫㑅ᢥ࡞➃ᴟࡢ⏝㞠࣒ࢱ

ᇦࠕࠋࡿ࠼࠸ᕷ㒊፬・ࣜࣕ࢟ ࢫࣛࢡࠖ

8࣮ࢱࢫࣛࢡࠋࡓࡋ࣮ࢱ ㏆㑹ࡢᕷ㒊ࡣ

ከࠊࡃᛶูศᴗᆅᇦࠕࠋࡿ࠼࠸ᕷ㒊㏆㑹ࠖ

9࣮ࢱࢫࣛࢡࠋࡓࡋ࣮ࢱࢫࣛࢡ す᪥ᮏࡣ

࠸࡛ࢇ㐍ࡀ㧗㱋ࡃపࡀ人口ᐦᗘࠊࡃከ

ୡ代ྠᒃ୕ࠊࡀ࠸㧗ࡣ⋠ປാຊࡢዪᛶࠋࡿ
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す᪥ᮏ㐣ࠕࠋ࠸㧗ࡀ⏝ࡢ保⫱所ࠊࡃ࡞ᑡࡣ

ࠖࠋࡓࡋ࣮ࢱࢫࣛࢡ 
 
㹂㸬⤖ᯝࡢ⪃ᐹ 

ኵ፬ฟ⏕ຊࡀ㧗࠸㡰ࢆ࣮ࢱࢫࣛࢡࡽ୪

4ࠊࡿ ඹാࡁ・WLB9ࠊ す᪥ᮏ㐣ࠊ

6 3ࠊࣇ࣮ࣛࣟࢫ ㎰ᴗ・保⫱㈨※2ࠊ 保⫱

社会ᮍᩚഛ8ࠊ ᕷ㒊㏆㑹7ࠊ ᕷ㒊፬・

1ࠊࣜࣕ࢟ ᾏ㐨・᱁ᕪ5ࠊ ༊㒊ࡢ㡰࡛

6ࠊࡳ࡞ࡕࠋࡓࡗ࠶ ࢫࣛࢡࣇ࣮ࣛࣟࢫ

ࡿࡍィฟ⏕⋡࡛ẚ㍑ྜࠊࡣ࣮ࢱ 6 ␒┠࡛

ࡣኵ፬ฟ⏕ຊ࡛ࠊࡀࡿ࠶ 3 ⤖ࠋࡿ࡞┠␒

፧ຊࡀపྜࡀࡇ࠸ィฟ⏕⋡ࢆపࡵࡃ

3ࠊ᪉୍ࠋࡿࢃࡀࡇࡿ࠸࡚ ㎰ᴗ・保⫱

㈨※2ࠊ 保⫱社会ᮍᩚഛ8ࠊ ᕷ㒊㏆㑹ࡢ

ᆅᇦྜࡣィฟ⏕⋡ࡀẚ㍑ⓗ㧗ࡣࢀࡇࠊࡀ࠸

⤖፧ຊࡀ┦ᑐⓗ㧗ࡇ࠸㉳ᅉࡿ࠸࡚ࡋ

 ࠋࡿࡁゎ㔘࡛
国ࣞࡢ࡛ࣝ࣋社会⤒῭ࣟࢡ࣐ኚᩘኵ

፬ฟ⏕ຊࡢ㛵ಀྠࠊࡀ㉁࡞社会⤒῭≧ἣࢆ

᭷࣮ࢱࢫࣛࢡྛࡿࡍ㝈ᐃࡿ࡞␗ࡿࡍሙ

ࡀᐦᗘࡣⓗ⯡୍ࡣ人口ᐦᗘࠋࡓࡗ࠶ࡀྜ

㧗࠸ฟ⏕ຊࡣపࡋࡋࠋ࠸ 9 㐣ᆅᇦࡢ

ࡸ 6 人ࢁࡋࡴࠊࡣᆅᇦ࡛࠸▷ࡀປാ㛫ࡢ

口ᐦᗘࡀ㧗ࡀ࠺࠸ฟ⏕ຊࡀ㧗ࠊࡾࡲࡘࠋ࠸

ᐦᗘࡀపࡀࡇࡿࡂࡍᏊ⫱࡚ࢫࢼ࣐ࡣ

ᑵᴗ者ࡢዪᛶࠋࡿࡍ၀♧ࢆࡇࡿࡍ⏝స

ࡢ人ࡿࡍࢆࡽࢃࡓࡢᐙࡿࡵࡋ

ྜ8ࠊࡣ ᕷ㒊㏆㑹ࡸ 5 ༊㒊࡛ࠊࡣᐙ

୧立ࡿࡍࡿࡍࢆ人ࡀከ࠸ᆅᇦ࡛ฟ⏕ຊ

⏕ฟࡣ国࡛ࡣྜࡢୡ代ୡᖏ୕ࠋ࠸㧗ࡀ

5ࠊࡀࡿ࠶㛵ಀ࡛ࡢ㈇ ༊㒊࣮࢝ࣟ࠺࠸

 ࠋࡓࡋ♧ࢆ㛵ಀࡢṇࡣ࡛ࣝ
 
㹃㸬⤖ㄽ 

ᮏ研究࡛ࠊࡣ人口ࣞࡧࡼ࠾࣒࣮ࢪᏊ⫱࡚

⎔ቃ㛵㐃ࡿࡍ 15 ᣦᶆࣟࢡ࣐῭⤒社会ࡢ

ࢆᕷ༊⏫ᮧࡢ国ࠊ࡚࠸⏝ࢆ 9 ࢫࣛࢡࡢࡘ

ࡢ⬦ᩥ࡞㉁ྠ࡚࠸⏝ࢆࢀࡑࠊࡋศ㢮࣮ࢱ

ẚ㍑ࠊ⤫ไࢆヨࠊࡓࡲࠋࡓࡳ⌧ᅾᆅ᪉⮬

య࡛ᒎ㛤ࡿ࠸࡚ࢀࡉᏊ⫱࡚ᨭ⟇ࡣ⤖፧ࡋ

ࡢࡑࠋ࠸ከࡀࡢࡶࡿ࠸࡚ࡋ㇟ᑐࢆኵ፬ࡓ

ሙྜࠊᆅᇦࡢฟ⏕ຊᣦᶆࠊࡣ⤖፧ࡢከᐻ

ࡿࡍኵ፬ฟ⏕ຊ࡛ホ౯ࡓࡋ㝖ཤࢆᙳ㡪ࡿࡼ

࠸ࡘ࣒࢝ࢺ࡛࢘ࡇࡑࠋ࠸ࡋࡲᮃࡀࡇ

࡛⋠⏕ィฟྜࡿ࠶ᣦᶆ࡛ࡢዪᛶయࠊࡣ࡚

ᆅᇦࠊࡓࡋ᭷㓄അ⋡࡛⤫ไࡢዪᛶࠊࡃ࡞ࡣ

┦）ᣦᶆࡢኵ፬ฟ⏕ຊࡢ立⊃ࡣ፧ຊ⤖ࡢ

ᑐኵ፬ฟ⏕ຊᣦᩘ）ࠋࡓ࠸⏝ࢆ 
࠺ᥞࡀࢱ࣮ࢹࣟࢡ࣐  1,843 ࢆయ⮬ࡢ 9
㛫ⓗศᕸ✵ࡢࡑࠊࡣ࣮ࢱࢫࣛࢡࡓࡅࢃࡘ

ࡽ‽ᖹᆒỈࡢኚᩘྛ ᾏ㐨・᱁ᕪࠖࠕ1

（⮬యᩘ 保⫱社会ᮍᩚഛࠖࠕ2ࠊ（224

（ྠ ※㎰ᴗ・保⫱㈨ࠕ3ࠊ（91 （ࠖྠ ࠊ（172
WLB・ࡁඹാࠕ4 （ࠖྠ ༊㒊ࠕ5ࠊ（248 （ࠖྠ

ࣇ࣮ࣛࣟࢫࠕ6ࠊ（58 （ࠖྠ ᕷࠕ7ࠊ（256

㒊፬・ࣜࣕ࢟ （ࠖྠ ᕷ㒊㏆㑹ࠖࠕ8ࠊ（311

（ྠ す᪥ᮏ㐣ࠕ9ࠊ（309 （ࠖྠ ≉（174

ᚩࠋࡓࢀࡽࡅ 
 ኵ፬ฟ⏕ຊࠕ4ࠊࡣඹാࡁ・WLB すࠕ9ࠖ

᪥ᮏ㐣ࠖ6ࠕ3ࠖࣇ࣮ࣛࣟࢫࠕ㎰ᴗ・保

⫱㈨※࡛ࠖ㧗ࠕ7ࠊࡃᕷ㒊፬・ࠖࣜࣕ࢟

ࠋࡓࡗ༊㒊࡛ࠖపࠕᾏ㐨・᱁ᕪࠖ5ࠕ1

ࡣ፧ຊ⤖ࡳ࡞ࡕ 保⫱社会ᮍᩚഛࠕ2 4ࠖ
WLB・ࡁඹാࠕ 6ࠊࡃᕷ㒊㏆㑹࡛ࠖ㧗ࠕ8ࠖ
ࠋࡓࡗ༊㒊࡛ࠖపࠕ5ࠖࣇ࣮ࣛࣟࢫࠕ

ព࡛࠺࠸ࢺࢡࣃࣥࡢᩘ⏕ฟࠊ࠾࡞

ࡿࢀࡲྵࡃከࡀ人口ࠊࡣ ࢟・ᕷ㒊፬ࠕ7

ࣜࣕ （ࠖ⮬యᩘ ᕷ㒊㏆㑹ࠕ8ࠊ（311 （ࠖྠ

 ࠋࡿ࡞㘽ࡀྥືࡢ社会ኚࡢ（309
 社会⤒῭ኚᩘኵ፬ฟ⏕ຊࡢ㛵ಀࠊࡣ

国࡛ࡶู࡛࣮ࢱࢫࣛࢡࡶኚࡶࡓࡗ࡞ࡽࢃ

ࡀ⋠ປാຊࡢዪᛶࡿࡍᑐᛶ⏨ࠊ࡚ࡋࡢ

㧗࠸（ࡾࡼ⏨ዪᕪ࠸࡞ࡀ）ᆅᇦฟ⏕ຊ

ᛶ⏨ࠊ᪉୍࡛ࠋࡓࡗ࠶ࡀࡢࡶ࠺࠸࠸పࡀ

ࡣປാ㛫ࡢዪᛶࠊ࠸▷ࡀປാ㛫ࡢ

㛗࡚ࡋࡑࠋࡓࡗ࠶࡛ࢫࣛࣉ࠸⫱ඣఇᴗ

ఇࡢᏊ⫱࡚ୡ代ዪᛶࠊࡿࡁゎ㔘࡛ᬑཬࡢ

ᴗ⋡ࡀ㧗࠸ኵ፬ฟ⏕ࡗ࠶࡛ࢫࣛࣉࡣ

ࡢዪᛶປാຊཧຍࡢᛶ⏨ࠊࡕࢃ࡞ࡍࠋࡓ
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ປാຊཧຍࡀ㏆࡙ࡃᇶᮏⓗࡣኵ፬ฟ⏕

ປാ㛫ࡢዪ⏨ࠊࡀࡍ♧ࢆ㛵ಀࡢ㈇ࡣ

ᕪ࡚ࡋࡑࠊ࠸࡞ࡀ⫱ඣఇᴗࡢ⏝ࠊ保⫱ᅬ

࣡ࡢዪ⏨ࠊࡾ࠾࡚ࡋ♧ࢆ㛵ಀࡢṇࡀ⏝ࡢ

ࡀ社会ࡢ⫱保ࢫࣥࣛࣂ・ࣇࣛ・ࢡ࣮

㐍ࠊ࡛ࡇࡴዪᛶປ㔞ຊཧຍࡿࡼᢚไࢆ

⦆ࢆࡇࡿ࠸࡚ࡋ♧၀୍ࠋࡿࡍ᪉≀౯࡛

ㄪᩚࡓࡋ所ᚓࡣ国࡛ࠊࡶ࡛࣮ࣝ࢝ࣟࡶ所

ᚓࡀ㧗࠸ኵ፬ฟ⏕࡚ࡗ࡞ࢫࢼ࣐ࡣ

࡛ࡅࡔࡇࡿࡁ࡛ࡀ⿱వά⏕༢ࠋࡿ࠸

ࡍ၀♧ࢆᛶ⬟ྍ࠸࡞ࡽࡀ࡞ࡘฟ⏕ಁ㐍ࡣ

㔠㖹ⓗຓࡿࡍᑐ࡚⫱Ꮚࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿ

ࡏࡸቑࢆᩘࡶᏊ⯡୍ࠊࡣ㝿ࡿࡍ㆟ㄽࢆ

ࡀ㔠࠾࡚⫱Ꮚࠕࡿࡀᣲ࡚ࡋ⏤⌮࠸࡞

Ỉ‽࡛ㄆ࡞࠺ࡼࡢࡀᮍ㊊࠺࠸ࠖࡿ

㆑ࡿࡄࡉࡃ῝࡚࠸ࡘࡢࡿ࠸࡚ࢀࡉᚲせ

 ࠋࡿࢀࢃᛮࡿ࠶ࡀ
ࡀ㛵ಀࡓࢀࡽぢ࡛ࣝࢹ国ࣔࠊࡢࡇ 

ࡗ࠶ࡶࡢࡶࡿ࡞␗ࡣ࡛࣮࣮ࣝ࢝ࣟࢱࢫࣛࢡ

ప࠸㧗ࡀᐦᗘࡣ国࡛ࡣ人口ᐦᗘࠋࡓ

ฟ⏕ຊぢࠊࡀࡓ࠸࡚ࢀࡽ㐣ᆅᇦ࡛࡞

ฟ⏕ಁ㐍ࡀࡇࡿ࠶ࡀᐦᗘࡢᗘ⛬ࡿ࠶ࡣ

ࢆ㒔ᕷ㒊࡞㐣ᐦࠋࡿࡍ၀♧ࢆࡇࡿࡀ࡞ࡘ

ᐃ࡚ࡋ人口ᐦᗘࡀప࠸ฟ⏕᭷

୍ᚊ୕ࠋࡿ࡞ࢻ࣮ࣜࢫ࣑ࡣࡇࡿ࠼⪄

ୡ代ୡᖏྜࡣ၏୍༊㒊࡛ࡣኵ፬ฟ⏕ࣉ

ୡ代୕ࡣ㒔ᕷ㒊࡛ࠋࡓࡋ♧ࢆ㛵ಀࡢࢫࣛ

࡞ࠎᵝࡿ࠶㏻ᖖ༊㒊⏕άࡀᒃఫ⎔ቃ࠺࠸

問題ࢆゎᾘྍࡿ࠸࡚ࡋ⬟ᛶࠋࡿ࠶ࡀ 
  
ኵ፬ฟ⏕ຊ社会⤒῭≧ἣ࠺ࡼࡢࡇ 

⯡୍ࡶ࣮ࣝ࢝ࣟࢆഴྥࡢ国ࡣ㛵ಀࡢ

࡚ࡗࡼ⬦ᩥࡢᆅᇦࠊࡤࢀ࠶ࡶࡢࡶࡿࡁ࡛

♧࡚ࡵᨵࡀࡇࡿ࠶ࡀࡢࡶࡿ࡞␗ࡀゎ㔘ࡣ

Ꮚࡢᇦෆࡀᆅ᪉⮬యྛࡣ㏆ᖺ࡛ࠋࡓࢀࡉ

⫱࡚ᨭ⟇᳨ࢆウࡿࡍᶵ会ࡀቑࠋࡿ࠸࡚࠼

ㅖእ国࠸ẚ㍑ⓗ㧗ࡀ⋠⏕ฟࠊ㝿ࡓࡋ࠺ࡑ

࡛ᐇ㊶ࡿ࠸࡚ࢀࡉᑐ⟇ࡸ᪥ᮏయ࡛ᖹᆒⓗ

ᅇࡀฟ⏕ຊࡣ࠸ࡿ࠶ࠊᯝ⤖ࡓࢀࡉฟ᳨

ࡿࡍࡾࡓࡋ↷ཧࢆࡢᕷ༊⏫ᮧࡢࡓࡋ

ຠ࡚ࡗࡼ⬦ᆅᇦᩥࠊࡋࡋࠋࡿ࠶ࡀࡇ

ᯝࡿ࠶ࡢᑐ⟇ࠊࡤࢀࡍࡿ࡞␗ࡀᙜヱᆅᇦ

࡚ࡋ᭷ࢆ社会⤒῭ᩥⓗ≉ᚩ࡞࠺ࡼࡢࡀ

≦社会⤒῭ᩥ࡞࠺ࡼࡌྠࡓࡲࠊࡢࡿ࠸

ἣࢆ๓ᥦࡀࡳ⤌ࡾྲྀ࡞࠺ࡼࡢࠊ᭷ຠ

࠺ࡑࠋࡿ࠶ຠ⋡ⓗ࡛ࡀࡇࡃ࠸࡚ࡋ㆟ㄽࢆ

ศ࣮ࢱࢫࣛࢡࡓࢀࡉ♧ព࡛ᮏ研究࡛ࡓࡋ

ᯒࡿࡼᆅᇦᛶࡢᢕᥱ࣮ࣟࣉࡓࡋ࠺ࡑࡀ

 ࠋ࠸ࡓࡋᮇᚅࡿ࡞ࡢࡶࡿࡍᨭࢆࢳ
 
㹄㸬ᗣ༴㝤ሗ 
 ࡋ࡞
 
㹅㸬研究Ⓨ表 
㸯㸬ㄽᩥⓎ表 
 
 ࡋ࡞
 
㸰㸬Ꮫ会Ⓨ表 
 
ᒾ⃝⨾ᕹ・㕥ᮌ㈗ኈࠕ人口・Ꮚ⫱࡚⎔ቃࡢ

ᆅᇦᛶฟ⏕ຊ ᪥ࠖᮏ人口Ꮫ会（ᇸ⋢┴立

Ꮫ（ࣥࣛࣥ࢜㛤ദ））(2020.11.15) 
 
㹆㸬▱ⓗ㈈⏘ᶒࡢฟ㢪・Ⓩ㘓≧ἣ 

 ࡋ࡞
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ཌ⏕ປാ⛉Ꮫ研究㈝⿵ຓ㔠（ᨻ⟇⛉Ꮫ᥎㐍研究ᴗ） 
ศᢸ研究ሗ࿌᭩ 

㛗ᮇⓗ人口ῶᑡ国㝿人口⛣ື代ࡿࡅ࠾ 
ᑗ᮶人口・ୡᖏ᥎ィࡢ᪉ἲㄽⓗⓎᒎᛂ⏝㛵ࡿࡍ研究 

 ᇶ♏ⓗศᯒࠖࡿࡍ㛵㞟ఫࡧࡼ࠾ᒃఫ㊥㞳ࡢぶ・ᡂ人Ꮚࠕ
 

研究ศᢸ者 ༓ᖺࡳࡋࡼ 国立社会保障・人口問題研究所 

研究せ᪨ 

 ᮏ✏ࠊࡣ᭷㓄അዪᛶࢆᑐ㇟ࡶ᭱㏆ࡃఫࡴぶ・ᡂ人Ꮚࡢࢀࡒࢀࡑᒃఫ

㊥㞳࡚ࡋࡑࠊぶ・ᡂ人Ꮚࡢ㞟ఫ≧ἣࡢᐇែࡢࡑኚࢀࡇࡓࡗ࠸ࠊ

ࡍⓗ┠ࢆࡇࡿࡍᢕᥱ࡚࠸ࡘ㡯࡞ᇶᮏⓗࡓࡗ࡞ࡇ࡚ࢀࡉศᯒ࡛ࡲ

2008ࠊࡣศᯒࠋࡿ ᖺ・2013 ᖺ・2018 ᖺᐇࡓࡋ➨ 4 ᅇ㹼➨ 6 ᅇ国

ᐙᗞືྥㄪᰝࡢಶ⚊25ࠊ࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹ ṓ௨ୖࡢ᭷㓄അዪᛶࢆᑐ㇟ࡶ᭱ࠊ

㏆ࡃఫࡴぶ（ኵࡢぶࡴྵࢆ）ࠊᡂ人Ꮚ（25 ṓ௨ୖ）ࠊぶࡣࡓࡲᡂ人Ꮚࡢ

ᒃఫ㊥㞳（ྠᒃ・㏆ᒃ・㐲ᒃ）ࢆᢕᥱࠊࡓࡲࠋࡓࡋ㞟ఫᗘྜࡢ࠸ᣦᶆࠊ࡚ࡋ

ぶࠊᡂ人Ꮚࠊぶࡣࡓࡲᡂ人Ꮚࠊぶᡂ人Ꮚࡢᒃఫ㊥㞳（ྠᒃ・

ྠ㏆ᒃ・㐲ᒃ）ࡶ࡚࠸ࡘᢕᥱࠋࡓࡋ 
 ศᯒࡢ⤖ᯝࡶ᭱ (1)ࠊࡿࡍ⌮ᩚࢆ㏆ࡃఫࡴぶ・ᡂ人Ꮚ୧᪉ࠊ࡚࠸ࡘ

2008 ᖺࡽ 2018 ᖺࡢ㛫ྠᒃࡀῶᑡ୍ࡓࡋ᪉ࠊ㏆ᒃࡣ 15 ศ௨ෆ・30 ศ௨

ෆࡢ୧᪉࡚࠸ࡘ࡞ࡁኚ(2)ࠊ࠸࡞ࢀࡽࡳࡣ ぶ・ᡂ人Ꮚୖࡢୗ୧ୡ

代ྠࠊ࡚࠸ࡘ㏆ᒃ（ྠᒃࡴྵࢆ 15 ศ・30 ศ・60 ศ௨ෆ）ࡢྜࡣῶᑡ

㏆ࡶ᭱ (3)ࠊࡿ࠶㢧ⴭ࡛࡚࠸ࡘぶ≉ࡣࢀࡑࠊࡾ࠾࡚ࡋ⾜㐍ࡀศᩓ࡚ࡋ

ᒓᛶ（ᏛṔ・ᑵᴗ≧ἣ・ᒃఫᆅ）ࡢ᭷㓄അዪᛶ㊥㞳ࡢぶ・ᡂ人Ꮚࡴఫࡃ

㏆ᒃྠࡢぶ・ᡂ人Ꮚ (4)ࠊࡿࡍ⮴୍ඛ⾜研究ࡢḢ⡿ࠊࡣ㛵ಀࡢ

᭷㓄അዪᛶࡢᒓᛶࡢ㛵ಀࠊࡶ࡚࠸ࡘḢ⡿ࡢඛ⾜研究ࠋࡿࡍ⮴୍ 
 ぶ・ᡂ人Ꮚྠࡢ㏆ᒃࡽࡥࡗࡶ࡛ࡲࢀࡇࠊࡣ社会Ꮫⓗ࡞どⅬࡽศᯒࢀࡉ

ྍࡿ࠶つᐃせᅉ࡛ࡢື⛣ࠊࡣ㞟ఫ≧ἣࡸᒃఫ㊥㞳ࡢୗ୧ୡ代ୖࠊࡀࡓࡁ࡚

⬟ᛶࡀ㧗ࠊࡃ人口Ꮫⓗ࡞どⅬࡢࡽศᯒࡶᚲせ࡛ࠋࡿ࠶ᚋࠊࡣぶ・ᡂ人Ꮚ

ࡢࡍࡰཬࢆᙳ㡪࡞࠺ࡼࡢពྥື⛣ࡢಶ人ࠊࡀ㞟ఫ≧ἣࡸᒃఫ㊥㞳ࡢ

ࡀᚲせ࠺⾜ࢆศᯒ࡚ࡆᗈࢆ㇟ᑐࡶ࡚࠸ࡘ㌟者・㞳Ṛู者・⏨ᛶ⊃᭦ࠊ

 ࠋࡿ࠶
 

㸿㸬研究┠ⓗ 
 ᮏ✏ࠊࡣ᭷㓄അዪᛶࢆᑐ㇟ࡶ᭱㏆ࡃ

ఫࡴぶ・ᡂ人Ꮚࡢࢀࡒࢀࡑᒃఫ㊥㞳࠾ࠊ

ࡓࡳࡽᒃఫ㊥㞳ࡢぶ・ᡂ人Ꮚࡧࡼ

㞟ఫ≧ἣࡢᐇែࡢࡑኚࢀࡇࡓࡗ࠸ࠊ

࡞ᇶᮏⓗࡓࡗ࡞ࡇ࡚ࢀࡉศᯒࡾࡲ࠶࡛ࡲ

㡯࡚࠸ࡘᢕᥱࢆࡇࡿࡍ┠ⓗࠋࡿࡍ 

 ぶ・ᡂ人Ꮚࡢᒃఫ㊥㞳࡚࠸ࡘ研究ࢆ

ࡿࡅ࠾Ḣ⡿社会ࡢ㏆ᖺࠊ࡚ࡋᬒ⫼࠺⾜

国ෆ⛣ື研究ࡢὶࡢࢀኚࡀᣲࠋࡿࢀࡽࡆ

㏆ᖺࡢ⛣ື研究࡛ࡲࢀࡇࠊࡣ࡚࠸࠾ὶ

ࠊࡽศᯒࡓࡋ┠╔ⓗせᅉ῭⤒ࡓࡗ࠶࡛

ୡᖏእࡢᐙ᪘（࡚ࡋぶࠊᡂ人Ꮚ）ࡢᏑ

ᅾࡸᒃఫᆅ↔Ⅼࢆᙜ࡚ࡓ社会ⓗせᅉ㛵
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࠼ゝⓗ➃ࠋࡿ࠶ࡘࡘࡾࢃኚศᯒࡿࡍ

つᐃࢆື⛣ࡣᒃఫ㊥㞳ࡢᡂ人Ꮚࡸぶࠊࡤ

ࠊࡾ࠶ࡀᛶ⬟ྍࡿ࠶࡛ࡘ୍ࡢせᅉ࡞㔜せࡿࡍ

人口Ꮫⓗࢇࡕࡁࡶᢕᥱࡁࡿࢀࡉᇶᮏ

ⓗ㡯࡛ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿ࠶ 
 

㹀㸬研究᪉ἲ 
ศᯒ࡛ࠊࡣ国立社会保障・人口問題研究

所ࡀ 2008 ᖺ2013ࠊ ᖺ2018ࠊ ᖺᐇࡋ

➨ࡓ 4 ᅇ㹼➨ 6 ᅇ国ᐙᗞືྥㄪᰝࡢಶ⚊

25ࠊ࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹ ṓ௨ୖࡢ᭷㓄അዪᛶࢆᑐ

ࠊ（ࡴྵࢆぶࡢኵ）ぶࡴఫࡃ㏆ࡶ᭱ࠊ㇟

ᡂ人Ꮚ（25 ṓ௨ୖ）ࡢᒃఫ㊥㞳ࢆㄪᰝᖺ

ࡋ㞟ィ࡚ࡋศ㢮ᒃ・㏆ᒃ・㐲ᒃྠࠊู

ࡧࡼ࠾ぶࠊᡂ人Ꮚࠊぶࠊࡓࡲࠋࡓ

ᡂ人Ꮚࠊぶᡂ人Ꮚࡢ㞟ఫ≧ἣࡘ

ࡢዪᛶࡿ࠸࡚ࡋ㏆ᒃྠࢀࡒࢀࡑࠊ࡚࠸

ぶ・ᡂ人Ꮚࡴఫࡃ㏆ࡶ᭱ࠋࡓࡋ㞟ィࢆྜ

15ࠕࠊ࡚ࡋᣦᶆࡢ㏆ᒃࡢ ศ௨ෆ 30ࠕࠊࠖ
ศ௨ෆࠖࠊࡓࡲࠋࡓ࠸⏝ࢆぶࠊᡂ人Ꮚ

15ࠕࠊࡣ࡚࠸ࡘ㞟ఫ≧ἣࡢ ศ௨ෆ 30ࠕࠊࠖ
ศ௨ෆ 60ࠕࠊࠖ ศ௨ෆࠖྠࠊ࠸⏝ࢆᒃࡵྵࢆ

2ࠕࡶ࡚࠸ࡘᣦᶆࡢࡽࡕࡣ㐲ᒃࠋࡓ 

㛫௨ୖࠖࠋࡓࡋ 
᭷㓄അዪ࡚࠸ࡘᣦᶆࡢࢀࡒࢀࡑࠊࡓࡲ

ᛶࡢᒓᛶ（ᏛṔࠊᑵᴗ≧ἣࠊᒃఫᆅᇦ)ู

㐪ࡀ࠸ぢ᳨ࡢࡿࢀࡽウࠋࡓࡋᒓᛶูࡢศ

ᯒ࡛ࢆᩘࣝࣉࣥࢧࠊࡣ☜保ࡵࡓࡿࡍ 2008
ᖺ㹼2018 ᖺࠋࡓ࠸⏝࡚ࡋ࣮ࣝࣉࢆࢱ࣮ࢹ 
 
㹁㸬研究ᡂᯝ 

⤖ᯝࠊࡿࡵࡲࢆ௨ୗࡢ㏻ࠋࡿ࠶࡛ࡾ

1) ྠᒃࠊࡿࡵྵࢆぶࡣࡓࡲᡂ人Ꮚࡿ࠸ࡀ

᭷㓄അዪᛶࡢ 56㸣ࠊ᭱ࡣ ࡲぶࡴఫࡃ㏆ࡶ

ࡀᡂ人Ꮚࡣࡓ 15 ศ௨ෆࡢሙ所࡚ࡋࡑࠊ

⣙ 7 ࡣ 30 ศ௨ෆࡢሙ所ࠋࡿ࠸ 
2) ྠᒃࠊࡿࡵྵࢆぶᡂ人Ꮚ୧ୡ代࠸ࡀ

ࡢ᭷㓄അዪᛶࡿ 7 ࡀࡽࡕࠊࡣ 15 ศ

௨ෆࡢ所࡚ࡋࡑࠊ⣙ 85㸣ࡀࡽࡕࡣ

30 ศ௨ෆࡢ㊥㞳ᒃఫࠋࡿ࠸࡚ࡋ 

ࠊࡣ㊥㞳ࡢぶ・ᡂ人Ꮚࡴఫࡃ㏆ࡶ᭱ (3

ศࡓࡋῶᑡࡀᒃྠࡶࡽࡕ 15 ศ௨ෆ・30
ศ௨ෆᒃఫࡿࡍぶ・ᡂ人Ꮚࡢྜࡣῶᑡ

ഴྥࠋࡿ࠶ 
ࠊࡣ㊥㞳ࡢぶ・ᡂ人Ꮚࡴఫࡃ㏆ࡶ᭱ (4

30-60 ศ࡛ቑຍഴྥࠋࡿࢀࡽࡳࡀ 
5) ぶࡣࡓࡲᡂ人Ꮚࡿ࠸ࡀ᭷㓄അዪᛶࡢ 2
ᙅࠊࡣぶࡣࡓࡲᡂ人Ꮚࡀ 15 ศ௨ෆ

（ྠᒃྵࡴ）ࡢሙ所3ࠊ ศࡢ 1 ࡣ 30 ศ௨

ෆࠊ⣙༙ᩘࡣ 1 㛫௨ෆࡢ所ࠋࡿ࠸ 
6) ぶᡂ人Ꮚࡿ࠸ࡀ᭷㓄അዪᛶࡢ⣙ 4 ศ

ࡢ 1 ࡀᡂ人Ꮚぶࠊࡣ 1 㛫௨ෆࡢ所

 ࠋࡿ࠸࡚ࡋᒃఫ
7) ぶࡣࡓࡲᡂ人Ꮚࡀ 15 ศ・30 ศ・60
ศ௨ෆ（ྠᒃྵࡴ）ᒃఫࡿࡍ᭷㓄അዪᛶ

2008ࠊࡣྜࡢ ᖺẚࡿῶᑡഴྥ࠶

ぶ≉ࡣࢀࡑࠋࡿ࠸࡚ࡋ⾜㐍ࡀศᩓࡾ

 ࠋࡿ࠶㢧ⴭ࡛࡚࠸ࡘ
8) ᒓᛶูࡶ᭱㏆ࡃఫࡴぶࡢ㊥㞳

㏆ᒃ（15ぶࠊࡿࡳ࡚࠸ࡘ ศ・30 ศ௨

ෆ）ࡿࡍዪᛶࡢྜࠊࡣ୰㧗༞ࠊᑵᴗ者ࠊ

㠀㒔ᕷᅪ࡛ࠊ▷・༞ࠊ㠀ᑵᴗ者ࠊ

㒔ᕷᅪࡶࡾࡼ㧗ࠋ࠸ᒓᛶࡿࡼ㐪≉ࡣ࠸

ぶࡢ㊥㞳࡛ࠋ࠸ࡁ 
9) ᒓᛶูぶࠊᡂ人Ꮚࠊぶࡣࡓࡲ

ᡂ人Ꮚࠊぶᡂ人Ꮚྠࡀ㏆ᒃࡿ࠸࡚ࡋ

ྜࠊࡿࡳࢆ࡚ࡢ㡯┠ྠ࡚࠸ࡘ㏆ᒃ

ࠊᑵᴗ者ࠊ୰㧗༞ࠊࡣྜࡢ᭷㓄അዪᛶࡿࡍ

㠀㒔ᕷᅪ࡛㧗ࠋ࠸ᒓᛶࡿࡼ㐪≉ࡣ࠸

ぶࡢ㊥㞳࡛ࠋ࠸ࡁ 
 
㹂㸬⤖ᯝࡢ⪃ᐹ 

ぶ・ᡂ人Ꮚࡢࢀࡒࢀࡑᒃఫ㊥㞳࠸ࡘ

ࡽどⅬ࡞社会Ꮫⓗࡶ࡚࠸࠾᪥ᮏࠊࡣ࡚

ከࡢࡃඛ⾜研究ࠊࡋࡋࠋࡿ࠶ࡀぶ・ᡂ人

Ꮚࡢᒃఫ㊥㞳ࡸぶ・ᡂ人Ꮚࡢ㞟ఫ≧

ἣࢆື⛣ࠊࡣつᐃྍࡿࡍ⬟ᛶࡀࡇ࠸ࡁ

✏ᮏࠋࡿ࠶ᚲせ࡛ࡶศᯒ࡞人口Ꮫⓗࠊࡽ

᭷㓄അዪᛶࠊࡽㄆ㆑࡞࠺ࡼࡢ௨ୖࠊࡣ࡛

ࡢぶ・ᡂ人Ꮚࡴఫࡃ㏆ࡶ᭱ࠊ㇟ᑐࢆ
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ᒃఫ㊥㞳ࠊཬࡧぶࠊᡂ人Ꮚࠊぶࡼ࠾

ᒃูྠࡢᡂ人Ꮚぶࠊᡂ人Ꮚࡧ

᭷ࠊࡓࡲࠋࡓࡋᢕᥱࢆሗ࡞ᇶᮏⓗ࡚࠸ࡘ

㓄അዪᛶࡢᒓᛶぶ・ᡂ人Ꮚࡢᒃఫ㊥㞳

Ḣࠊᯝ⤖ࡓࡗ⾜ࢆศᯒࡶ࡚࠸ࡘ㛵ಀࡢ

⡿ࡿࡅ࠾ඛ⾜研究ࡢ⤖ᯝྜᩚⓗ࡛ࡗ࠶

 ࠋࡓ
 
㹃㸬⤖ㄽ 

᪥ᮏࠊࡶ࡚࠸࠾ぶ・ᡂ人Ꮚྠࡢ㏆ᒃ

ࡰཬࢆᙳ㡪ពྥື⛣ࡢಶ人ࡀ㞟ఫ≧ἣࡸ

ᒃࠊࡣᚋࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ศࡣᛶ⬟ྍࡍ

ఫ㊥㞳ࡸ㞟ఫ≧ἣࠊࡀಶ人ࡢ⛣ືពྥ

ࡍド᳨ᐇドⓗࡢࡍࡰཬࢆᙳ㡪࡞࠺ࡼࡢ

ไ⣙ࡢࢱ࣮ࢹࡣᅇࠊࡓࡲࠋࡿ࠶ࡀᚲせࡿ

㌟⊃ࠊࡀࡓࡋ㇟ᑐࢆࡳࡢ᭷㓄അዪᛶࠊୖ

者ࡸ㞳Ṛู者ࠊ⏨ᛶࡶᑐ㇟ࢆᗈࠊࡆᚓࡽ

ᚲࡿࡍウ᳨ࡢ࡞⬟ྍࡀ⯡୍ࡢぢ▱ࡓࢀ

せࠋࡿ࠶ࡀ 
 
㹅㸬研究Ⓨ表 
㸯㸬ㄽᩥⓎ表 

 ࡋ࡞
㸰㸬Ꮫ会Ⓨ表 

 ࡋ࡞
 
㹆㸬▱ⓗ㈈⏘ᶒࡢฟ㢪・Ⓩ㘓≧ἣ 

 ࡋ࡞
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ཌ⏕ປാ⛉Ꮫ研究㈝⿵ຓ㔠（ᨻ⟇⛉Ꮫ᥎㐍研究ᴗ） 
ศᢸ研究ሗ࿌᭩ 

㛗ᮇⓗ人口ῶᑡ国㝿人口⛣ື代ࡿࡅ࠾ 
ᑗ᮶人口・ୡᖏ᥎ィࡢ᪉ἲㄽⓗⓎᒎᛂ⏝㛵ࡿࡍ研究 

 ணഛⓗศᯒࠖࡢ研究ࡢ᪥ᮏྥືࡢฟ⏕・ฟ⏕ពḧࡢඛ㐍ㅖ国ࠕ
 

研究ศᢸ者 ᏲἨ⌮ᜨ 国立社会保障・人口問題研究所 

研究せ᪨ 

 ᮏᖺᗘ2000ࠊࡣ ᖺ代௨㝆ࢆ୰ᚰࠊඛ㐍ㅖ国ࡢฟ⏕ฟ⏕ពḧࠊ࡚࠸ࡘྥືࡢ

研ࡿࡍ㛵ฟ⏕ពḧື⾜⏕ฟࡿࡅ࠾᪥ᮏࠊࡶࡿࡍศᯒࡽ⫣ᩥࢱ࣮ࢹ

究ࠊ࡚ࡋ⊂㌟（≉ᮍ፧）⏨ᛶࡢ↓Ꮚࡢᐇែᚿྥ࡚࠸ࡘணഛⓗศᯒࠋࡓࡗ⾜ࢆ 
ඛ㐍ㅖ国ࡢฟ⏕ືྥࢆᴫほࠊࡿࡍ⌧ᅾࡢࢇࠊ国ᆅᇦ࡛人口⨨Ỉ‽ࢆ

ୗᅇࡿฟ⏕ຊࢺࢫ࣏ࠕࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞ฟ⏕ຊ㌿ᮇࠖ1960ࠋࡿ࠶ ᖺ代ᚋ༙௨㝆ࠊ

ඛ㐍ㅖ国࡛ࡣ⨨Ỉ‽ࢆୗᅇࡢࣝ࣋ࣞࡿฟ⏕ຊపୗࡀḟࠎ㛤ጞࠊࢀࡉ㏆ᖺ࡛ࡲ

༙ୡ⣖௨ୖࡢฟ⏕ືྥࡀࢱ࣮ࢹ✚ࡢࡑࠋࡓࡁ࡚ࢀࡉ≉ᚩ࡚ࡋᣲࠊࡣࡢࡿࢀࡽࡆ

ձฟ⏕ຊపୗࡢせ࡞せᅉࡣᬌ⏘࡛ࠊࡇࡿ࠶ղᬌ፧・ᬌ⏘ᆺࡢ㌿ࢫࢭࣟࣉ

࡛ほᐹࡿࢀࡉฟ⏕ຊࡢపୗᅇࡣ࣮ࣥࢱࣃࡢከᵝ࡛ࠊࡇࡿ࠶ճࢺࢫ࣏ฟ⏕ຊ㌿

ᮇࡿࡅ࠾ᬌ⏘ࡸᮇ㛫ฟ⏕⋡ࡢᏳᐃࡢࡉ࡞⫼ᬒࠊࡣ㧗ᏛṔࠊⱝᖺᒙࡢ

⤒῭☜ᐇᛶࠊ᪼ୖࡢዪᛶࡢ社会㐍ฟ࣮ࢲ࢙ࣥࢪ㠉ࠊ⤖፧・ฟ⏕・ᐙ᪘ࡢᙧࡢ

ከᵝࡢࠊࡇࡿ࠶ࡀ㸲Ⅼ2010ࠋࡿ࠶ࡀ ᖺ代௨㝆ࡢฟ⏕ຊືྥࢆぢ୍ࠊࡿࠊ

ྜィ≉Ṧฟ⏕⋡ࡀ㸰㏆࡛ࡲࣝ࣋ࣞ࠸ᅇࡓ࠸࡚ࡋẚ㍑ⓗ⦆࡞ࡸᑡᏊࡢ国ࠎ

ࡣ㏆ᖺࠊࡶ࡚ࡗ࠶࡛ 1.6ࠥ1.7 ฟ⏕ຊ㌿ࠊࡾ࠶ࡘࡘࡋ᮰ࣝ࣋ࣞ⋠⏕ィ≉Ṧฟྜࡢ

ᚋࡣฟ⏕⋡ࡢ⨨Ỉ‽ࡢᅇᖐࡣ㞴࠸ࡋ≧ἣࡀぢࠋࡿ࠸࡚ࡁ࡚࠼ 
ࢆ௳᮲࡞࠺ࡼࡢࡀἣ≦ࡿ࡞Ᏻᐃⓗࡀฟ⏕ຊࠊ࡚࠸࠾ฟ⏕ຊ㌿ㅖ国ࢺࢫ࣏

ഛࡢࡿ࠸࡚࠼≉ᐃ୍࡛࠸࡞ࡁ᪉࡛ࠊฟ⏕ពḧࡣẚ㍑ⓗᏳᐃⓗ࡛ࡡࡴ࠾࠾ࠊ 2 人ࡢ

ዪඣ⏨ࠊࡣ࡚ࡋᬒせᅉ⫼ࡢࡇࠋࡿ࠸࡚ࡋ⛣᥎࡚ࡋ㞟୰್ 1 人࠸ࡓ࡚⫱ࡣࡘࡎ

1ࠊ㑅ዲࢫࢡࢵ࣑ࡿࡍ㛵ᛶูࡢࡶᏊ࠺࠸ 人ࡗᏊᚷ㑊ព㆑ࡣࡓࡲᏊ౪ࡔ࠺ࡻࡁ

ࡍ࠺ᣢࢆࡶᏊࡢᩘ「࡚࠼ഛࡁࡓࡗኻࢆࡶᏊࠊḧồ࠺࠸࠸ࡓ࠼ࢆ࠸

ࢆ㸯ࡀ⋠⏕ィ≉Ṧฟྜࠊࡋࡋࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉᣦࡀ࡞㐺ᛂࡢ社会つ⠊ࠊព㆑ࡿ

ษ࡛ࡲࣝ࣋ࣞࡿపୗࡿ࠸࡚ࡋ㡑国࡛ࠊࡣᖹᆒ⌮Ꮚࡶᩘࡶ 20 代ࡽ 40 代࡛ࡲᗈ

ࡃ 2 人ᮍ‶ࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞ᚋࡀྥືࡢὀ┠ࠋࡿࢀࡉ 
᪥ᮏ࡛ࠊࡶᐇ㝿ࡢᖹᆒ⤖ฟ⏕Ꮚࡣᩘࡶ 2 人ࢆษࠊࡀ࠸ࡋஂ࡚ࡗฟ⏕ពḧࡣ

ῶഴྥࡢࡢࡶࡿ࠶౫↛࡚ࡋ 2 ㏆ഐ18ࠥ35ࠊࡋࡋࠋࡿ࠸࡚ࡅ⥆ࡋ♧ࢆ್ࡢ ṓ

ᮍ‶ࡢᮍ፧⏨ᛶ࡛ࠊࡣ㏆ᖺࠊᖹᆒ್ࡀ 2 人ࢆษࠊࡾ↓Ꮚ・ᑡᏊᚿྥࡀᙉࠋࡿ࠸࡚ࡗࡲ

⏨ᛶࡢ↓Ꮚ࡚࠸ࡘศᯒࠊࢁࡇࡓࡋ⏨ᛶࡢ↓Ꮚ人口ྜࡣዪᛶࡾࡼ㧗1960ࠊࡃ
ᖺ代⏕࡛ࡍ࡛ࢀࡲ㸱ྍࡿୖ⬟ᛶࡀぢฟࠊࡓࡲࠋࡓࢀࡉᮍ፧⏨ᛶ࡚࠸ࡘ᥈⣴

ⓗศᯒࡓࡋ⤖ᯝࠊ᪥ᮏࡢ↓Ꮚ⏨ᛶࡣ⤒῭ⓗせᅉࡽぶࡓࡵࡽࡁ࠶ࢆࡇࡿ࡞

ヲ⣽ࡽࡉࠊ࡚࠸ࡘᏊ↓ࡢᛶ⏨ࡣ᮶ᖺᗘࠋࡓࢀࡽぢࡀഴྥ࠸ከࡀᨺᲠᆺ↓Ꮚࠖࠕ

 ࠋࡿ࠶ணᐃ࡛࠺⾜ࢆศᯒ࡞
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㸿㸬研究┠ⓗ 
 ᮏᖺᗘ2000ࠊࡣ ᖺ代௨㝆ࢆ୰ᚰࠊඛ㐍

ㅖ国ࡢฟ⏕ฟ⏕ពḧࢹࠊ࡚࠸ࡘྥືࡢ

᪥ᮏࡧཬࠊࡇࡿࡍศᯒࡽ⫣ᩥࢱ࣮

研究ࡿࡍ㛵ฟ⏕ពḧື⾜⏕ฟࡿࡅ࠾

ணഛⓗ࡚࠸ࡘᏊᚿྥ↓ࡢᮍ፧⏨ᛶࠊ࡚ࡋ

ศᯒࢆࡇ࠺⾜ࢆ┠ⓗ࡚ࡋ研究ࢆ㐍ࠋࡓࡵ 
 

㹀㸬研究᪉ἲ 
ඛ㐍ㅖ国ࡢฟ⏕ືྥࠊࡣ࡚࠸ࡘOECD 

Family DatabaseࠊHuman Fertility 
Databaseྛࠊ 国⤫ィᒁ➼ࢺࢧࣈ࢙࢘ࡢ

㏆ࠊࡶࡿࡍศᯒ࡚ࡋ㞟ࢆࢱ࣮ࢹࡽ

ᖺྛࡢ࡛ࡲ国・ᆅᇦࡢฟ⏕ືྥࢆศᯒࡓࡋ

研究ᩥ⊩ࢆཧ↷ࠊࡋฟ⏕ຊኚືࡸ࣮ࣥࢱࣃ

ฟ⏕ຊࢆపୗ・ᅇࡿࡏࡉせᅉ࡚࠸ࡘ

ศᯒࡿ࠸࡚ࡗ࡞ࡽ᫂ࡀࡇ࡞࠺ࡼࡢ

ࣃࢵ࣮ࣟࣚࠊࡣࢱ࣮ࢹࡢฟ⏕ពḧࠋࡓࡋ

ࢱ࣮ࢹࡿ࠸࡚ࢀࡉඛ⾜研究࡛බ㛤ࡣ࡚࠸ࡘ

ࡣ࣓࢝ࣜࠊࡋ⏝ࢆ G S S ಶ⚊ࢆࢱ࣮ࢹ

社会ㄪᰝ（᪥ᮏ㸸࡞බⓗࡣ㡑国᪥ᮏࠊ࠸⏝

ฟ⏕ືྥᇶᮏㄪᰝࠊ㡑国㸸ฟ⏕ຊཬࡧᐙ᪘

ࢆᯝ⤖ࡢ（国ㄪᰝࡿࡍ㛵♴⚟ᗣࡢ

ᘬ⏝࡚ࡋศᯒࠋࡓࡋ᪥ᮏࡢ⏨ᛶࡢ↓Ꮚ㛵

国ໃㄪᰝࠕࠊࡣ研究ࡿࡍ ฟ⏕ືྥᇶᮏࠕࠖ

ㄪᰝ࡚ࠖ࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹࡢ⏨ᛶࡢ↓Ꮚྜࡢ

᥎ᐃࡽࡉࠊ࠸⾜ࢆฟ⏕ືྥᇶᮏㄪᰝࡢಶ

ࡿࡍ㛵ᛶ≉ࡢᮍ፧↓Ꮚ⏨ᛶࡽࢱ࣮ࢹ⚊

ከኚ㔞ゎᯒࡿࡼศᯒࠋࡓࡗ࡞⾜ࢆ 
 
㹁㸬研究ᡂᯝ 

ඛ㐍ㅖ国ࡢฟ⏕ືྥࢆᴫほࠊࡿࡍ⌧ᅾࠊ

ୗᅇࢆ‽ᆅᇦ࡛人口⨨Ỉ国ࡢࢇ

ฟ⏕ຊ㌿ࢺࢫ࣏ࠕࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞ฟ⏕ຊࡿ

ᮇࠖ1960ࠋࡿ࠶ ᖺ代ᚋ༙௨㝆⌧ᅾࠊ࡛ࡲ

༙ୡ⣖௨ୖࡢฟ⏕⋡ࢆࢱ࣮ࢹぢࡢࡑࠊࡿ

≉ᚩ࡚ࡋᣲࠊࡣࡢࡿࢀࡽࡆձฟ⏕ຊపୗ

ղᬌࠊࡇࡿ࠶ᬌ⏘࡛ࡣせᅉ࡞せࡢ

፧・ᬌ⏘ᆺࡢ㌿࡛ࢫࢭࣟࣉほᐹࡿࢀࡉ

ฟ⏕ຊࡢపୗᅇࡣ࣮ࣥࢱࣃࡢከᵝ࡛࠶

ᬌࡿࡅ࠾ฟ⏕ຊ㌿ᮇࢺࢫ࣏ճࠊࡇࡿ

⏘ࡸᮇ㛫ฟ⏕⋡ࡢᏳᐃࡢࡉ⫼ᬒࠊࡣ

㧗ᏛṔࠊⱝᖺᒙࡢ⤒῭☜ᐇᛶࠊ᪼ୖࡢ

ዪᛶࡢ社会㐍ฟ࣮ࢲ࢙ࣥࢪ㠉ࠊ⤖፧・

ฟ⏕・ᐙ᪘ࡢᙧࡢከᵝࡢࠊࡇࡿ࠶ࡀ㸲

Ⅼ࡛ࠊࡓࡲࠋࡿ࠶ᐙ᪘ᨻ⟇ࡣฟ⏕ຊࡢ㌿

ࢃࡀࡇࡿ࠸࡚ࡋࡓᯝࢆᙺࡢᐃ୍᪼ୖ

ฟ⏕ຊ㌿ㅖ国ࢺࢫ࣏ࠋࡿ࠸࡚ࡁ࡚ࡗ

⥆ࡀࡁື࡞Ᏻᐃࡶᅾ⌧ࡣฟ⏕ຊࠊ࡚࠸࠾

2000ࠊࡾ࠾࡚࠸ ᖺ代௨㝆ࡢฟ⏕⋡᥎⛣ࡘ

⋠⏕ィ≉Ṧฟྜࠊࢁࡇࡓࡋศᯒ࡚࠸

（TFR）ࡀ 1.5 ࠸㛗ࡀᮇࡓ࠸࡚ࡗୗᅇࢆ

㉸ᑡᏊ国࡛ࠕࠊࡣపୗᣢ⥆ᆺ୍ࠖࠕୖ᪼・

పୗᆺ ᣢ⥆ᆺ᪼ୖࠕࠖ ศࣉࢱ㸱ࡢࠖ

ࠊ᪉୍ࠋࡓࡗࢃࡀࡇࡿ࠸࡚ࡁ࡚ࢀ

TFR1.5 ࡋ⛣᥎ࡀ⋠⏕ฟ࡛ࣝ࣋ࣞࡿᅇୖࢆ

2010ࠊࡣᑡᏊ国࡛⦅ࡓࡁ࡚ ᖺ๓ᚋ

TFR㸰㏆࡛ࡲࣝ࣋ࣞ࠸ฟ⏕⋡ࡀᅇࡋ

࠾࡚ࡋపୗᩧ୍ࡣᚋࡢࡑࠊࡢࡢࡶࡓ࠸࡚

ࡀࡃከࠊࡾ 1.6ࠥ1.7 ࠶ࡘࡘࡋ᮰‽Ỉࡢ

 ࠋࡓࢀࡽぢࡀࡁືࡿ
୍᪉࡛ࠊฟ⏕ពḧࡣẚ㍑ⓗᏳᐃⓗ᥎⛣

ࡡࡴ࠾࠾ࡶ国・ᆅᇦ࡛ࡢࠊࡾ࠾࡚ࡋ 2 人

ᬒせᅉ⫼ࡢࡇࠋࡿ࠸࡚ࡋ㞟୰್࠺࠸

ዪඣ⏨ࠊࡣ࡚ࡋ 1 人࠺࠸࠸ࡓ࡚⫱ࡣࡘࡎ

Ꮚࡢࡶᛶู㛵ࢫࢡࢵ࣑ࡿࡍ㑅ዲ1ࠊ 人

ࢆ࠸ࡔ࠺ࡻࡁᏊ౪ࡣࡓࡲᏊᚷ㑊ព㆑ࡗ

ࡁࡓࡗኻࢆࡶᏊࠊḧồ࠺࠸࠸ࡓ࠼

ഛࡢᩘ「࡚࠼Ꮚࢆࡶᣢࡿࡍ࠺ព㆑ࠊ

社会つ⠊ࡢ㐺ᛂࡀ࡞ᣦࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉ

2000ࠊࡋࡋ ᖺ代௨㝆ࠊୡ⏺ⓗぢ࡚ࡗࡶ

࡚ࡗ࡞国࡞代表ⓗࡍ♧ࢆ⋠⏕ฟ࠸పࡶ

ᩘࡶᏊ⌮ࡢ᭷㓄അዪᛶࠊࡣ㡑国࡛ࡿ࠸

ࡀᖹᆒࡢ 2 人ࢆษࡿ≧ែࡀ 2015 ᖺ㡭ࡽ

ぢࠊࢀࡽ᪂࡚ࡋࡁື࡞ࡓὀ┠ࠋࡿࢀࡉ 
 ᪥ᮏࡢ⏨ᛶࡢ↓Ꮚࡢ࡚࠸ࡘணഛⓗศᯒ

ࡣᏊ人口ྜ↓ࡢᛶ⏨ࠊࡣ࡛ 1960 ᖺ代⏕

ࡇࠋࡓࢀࡉぢฟࡀᛶ⬟ྍࡿୖ㸱࡛ࢀࡲ
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࠶Ꮚྜ࡛↓ࡢዪᛶࡢࢀࡲ⏕ᖺ代ྠࠊࡣࢀ

ࡢ国国㝿ⓗࡓࡲࠊࡃ㧗ࡶࡾࡼ⣙㸰ࡿ

⏨ᛶࡢ↓Ꮚྜẚ㍑ࡶ࡚ࡋ㧗ࠋࡿ࠶್࡛࠸

35ࠊࡽࡉ ṓᮍ‶ࡢ↓Ꮚᚿྥࡢᮍ፧⏨ᛶࡢ

≉ᛶ࡚࠸ࡘከኚ㔞ゎᯒ࡛ศᯒࡓࡋ⤖ᯝࠊ

ప所ᚓࠊ㝿␗ᛶࠊࡋ࡞ஙᗂඣ࠸࠶ࢀࡩ⤒

㦂ࡀᑡ15ࠊ࠸࡞ ṓ㒔ᕷᅪᒃఫࠊᚿྥ

 ࠋࡓࡗ࠶᭷ព࡛ࡀせᅉࡓࡗ࠸
 
㹂㸬⤖ᯝࡢ⪃ᐹ 

ඛ㐍ㅖ国࡛ࠊࡣయ࡚ࡋᏊࡢࡶ㟂せ

ฟ⏕ពࠋࡿ࠶ἣ࡛≦ࡿ࠸࡚ࡗᅇୖࢆ⤥౪ࡀ

ḧࡀ 2 人⛬ᗘ࡛Ᏻᐃࠊࡵࡓࡿ࠸࡚ࡋపฟ⏕

ຊ国ពḧ⌧ᐇࡢฟ⏕⾜ືࡢ㞳ࡀ

࠾ࢫࢭࣟࣉࡢ࡚⫱፧・ฟ⏘・Ꮚ⤖ࠊࡃࡁ

ࠊࡋࡋࠋࡿࡏࡉ ᥎ࢆࡇ࠸ከࡀ障ᐖ࡚࠸

ྠ⛬ᗘࡢపฟ⏕ຊࣞࠊࡶ࡛ࣝ࣋国࡚ࡗࡼ

ྜࡳ⤌ࡢせᅉ࡞せࡿ࠸࡚ࡗ࡞ཎᅉࡢࡑ

 ࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡞␗ࡣࡏࢃ
ඛ㐍ㅖ国࡛⨨Ỉ‽ࢆୗᅇࡿฟ⏕⋡࡞

㧗ࡣᬌ⏘ࡢࡑࠊࡾ࠶ᬌ⏘࡛ࡣཎᅉࡓࡗ

ᏛṔࠊⱝᖺᒙࡢ⤒῭≧ែࡢᝏࠊዪᛶປ

ാຊ⋡࣮ࢲ࢙ࣥࢪ᪼ୖࡢ㠉ࢼࢺ࣮ࣃࠊ

ከᵝࡢព㆑࡞፧・ᐙ᪘ほ⤖ࡸࣉࢵࢩ࣮

⏕ฟࡢࡽࢀࡇ࡛⟇ᐙ᪘ᨻࠊࡀࡓࡋࡽࡓࡶࡀ

ຊࡢ㈇ࡢᙳ㡪ࢆᡂຌ⿹⦆ࠊࡶ࡚ࡋ

TFR Ỉ‽ࡣ 1.6ࠥ1.7 ⛬ᗘࢆ⥔ᣢࡀࡢࡿࡍ

㝈⏺ࠊࡤࢀࡍࡔ࠺ࡑࠋ࠸࡞ࢀࡋࡶࡢ࡞

㝿㝈ࡣඛࡃ╔ࡁ⾜ࡢฟ⏕ຊ㌿社会ࢺࢫ࣏

 ࠋࡿ࠶人口ῶᑡ社会࡛࠸࡞
᪥ᮏࡢᮍ፧⏨ᛶࡢ↓Ꮚศᯒ࡛ࠊࡣ社会⤒

῭せᅉࠊ⏕⫱㐣⛬せᅉࡢ୧᪉ࡀඃ࡛ࠊࡾ࠶

Ꮚ౪ࡢぶᛶࡀప࠸࠶ࢀࡩ）ࡃ⤒㦂ࡀᑡ

ሙྜࡿࢃຍࡀせᅉ῭⤒࡞ࡽࡉࠊ（࠸࡞

 ࠋࡿࢀࡽぢࡀഴྥࡿ࡞Ꮚᚿྥ↓
 
㹃㸬⤖ㄽ 
 ඛ㐍ㅖ国࡛ࠊࡣ国Ẹࡢฟ⏕ពḧẚ࡚

ᐇ㝿ࡢฟ⏕ࡀ㏣ࠋ࠸࡞࠸࡚࠸ࡘ࠸ᕼᮃࡿࡍ

Ꮚࢆᩘࡶᣢ࠺࠸ࠊࡿࡁ࡛ࡀࡇࡘ国Ẹ

ࡋ㜼ᐖࢆ⏘፧・ฟ⤖ࠊࡵࡓࡢୖྥ♴⚟ࡢ

ࡽࢀࡑᨻ⟇ⓗ࡚ࡋࡽ᫂ࢆせᅉࡿ࠸࡚

ࡇࡿࡍゎᾘࢆࣉࢵࣕࢠࡢࡇࠊࡁ㝖ࡾྲྀࢆ

 ࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡞ᛴົࡀ
 ඛ㐍ㅖ国࡛ࡣᵝ࡞ࠎ㑊ዷ᪉ἲࡀᬑཬ࡚ࡋ

㝈ୖࢆᩘ⏕ฟࡿࡍ㑅ዲࡀࡽ⮬ࡣࠎ人ࠊࡾ࠾

ࠋࡿ࠸࡚ࡋ࣮ࣝࣟࢺࣥࢥࢆື⾜⏕ฟ࡚ࡋ

‽Ỉࡢ国࡛ฟ⏕ពḧࡢࢇࠊ࡛ࡲࢀࡇ

ࡣ 2 人ྎࢆ⥔ᣢࠊࡀࡓ࠸࡚ࡋ㏆ᖺࡣᚎࠎ

↓ᏊࡸᑡᏊ（Ꮚᩘࡶ㸯人）ࡀ⌮࡛ࡿ࠶

人ࡢࠎྜࡀቑࡽࡉࠊ࠼⌮Ꮚࡀᩘࡶ

2 ࡣฟ⏕ពḧࠋࡓࡵጞࡋ⌧ฟࡶ国ࡿୗᅇࢆ

ᐇ㝿ࡢฟ⏕⾜ືᙉ࠸ᙳ㡪ࢆࠊࡵࡓࡿ࠼

ᚋࠊඛ㐍ㅖ国ࡢฟ⏕ពḧỈ‽࠺ࡼࡢࡀ

ᮍ᮶ࡢฟ⏕ຊ㌿社会ࢺࢫ࣏ࠊࡣࡃື

 ࠋ࠺ࢁࡔࡿ࡞㈨ᩱ࡞⏝᭷ࡶ࡛ୖࡍぢ㏻ࢆ
 ᪥ᮏࡢᮍ፧⏨ᛶࡢ↓Ꮚࠊࡣ࡚࠸ࡘணഛ

ⓗศᯒࡽぢࠊࡣࡢࡓࡁ࡚࠼↓Ꮚᚿྥࡣ

⤒῭ⓗせᅉࡢᙳ㡪ࡀᙉࡵࡽࡁ࠶ࠕࠊࡃᆺ ࡢࠖ

↓Ꮚࡀከྍ࠸⬟ᛶࠊࡔࡓࠋࡿ࠶࡛ࡇࡿ࠶ࡀ

⮬Ⓨᆺ↓Ꮚࡢ≉ᚩ࡛ࡿ࠶⏕⫱㐣⛬せᅉ（Ꮚ

౪ࡢぶᛶࡢపࡶ（ࡉ᭷ព࡛ࡽࡉࠊࡾ࠶

ࢱࡢࡽࡕࠋࡿ࠶ࡀᚲせࡃ࠸࡚ࡋᐹ⪄

 ࠋ࠺ࢁࡔࡿ࡞␗ࡶᨻ⟇ⓗᑐᛂ࡛࠸ከࡀࣉ
 
㹅㸬研究Ⓨ表 
㸯㸬ㄽᩥⓎ表 

 ࡋ࡞
㸰㸬Ꮫ会Ⓨ表 
ᏲἨ⌮ᜨࠕฟ⏕ᩘ 1 人ࡢዪᛶࡢศᯒ̿᪥ᮏ

ᚩࠖ᪥ᮏᐙ᪘社会≉ࡢࡑྥືࡿࡅ࠾

Ꮫ会➨ 30 ᅇ会（ᮾᏛࣛࣥ࢜ࠊ

ࣥ㛤ദ）（2020.9.12） 
ᏲἨ⌮ᜨࠕ᪥ᮏࡿࡅ࠾↓Ꮚᚿྥࡢᮍ፧⏨

ᛶ㛵ࡿࡍศᯒࠖ➨ 72 ᅇ᪥ᮏ人口Ꮫ会

ᖺḟ会（ᇸ⋢┴立Ꮫࣥࣛࣥ࢜ࠊ㛤

ദ）（2020.11.15） 
 
㹆㸬▱ⓗ㈈⏘ᶒࡢฟ㢪・Ⓩ㘓≧ἣ 

 ࡋ࡞
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ཌ⏕ປാ⛉Ꮫ研究㈝⿵ຓ㔠（ᨻ⟇⛉Ꮫ᥎㐍研究ᴗ） 
ศᢸ研究ሗ࿌᭩ 

㛗ᮇⓗ人口ῶᑡ国㝿人口⛣ື代ࡿࡅ࠾ 
ᑗ᮶人口・ୡᖏ᥎ィࡢ᪉ἲㄽⓗⓎᒎᛂ⏝㛵ࡿࡍ研究 

 ᆅᇦᕪࠖࡢࡑࡧࡼ࠾ኚࡢ࣮ࣥࢱࣃᑵᴗᬌ፧・ᮍ፧ࠊ㛗ᑑࡿࡅ࠾国ࡀࢃᡓᚋࠕ
 

研究ศᢸ者 Ⳣ ᱇ኴ 国立社会保障・人口問題研究所 

研究せ᪨ 

 1950 ᖺࡽ 2015 ᖺࡢ国ໃㄪᰝࡿࡼ㛗ᮇ⣔ิ⤫ィࡀࢃࠊ࡚࠸⏝ࢆ国

ࡿ࠶ࡀᆅᇦ（㒔㐨ᗓ┴）ᕪ࡞࠺ࡼࡢື⾜ᑵᴗࡓࡌ㏻ࢆᾭ⏕ࡢዪ⏨ࡿࡅ࠾

≦ປാຊࡢዪᖺ㱋ู㓄അ㛵ಀู⏨ࠊࡃࠋࡿࡍศᯒᐇドⓗ࡚࠸ࡘࡢ

ែู人口（ࡣࡃࡋࡶᑵᴗ者）㛵ࡿࡍ㞟ィ⤖ᯝࠊ࡚࠸⏝ࢆᑵᴗࡢᆅᇦᕪࢆ㓄

അ㛵ಀᵓ㐀㓄അ㛵ಀูᑵᴗ≧ែࡢᖺ㱋ࡢ࣮ࣥࢱࣃᐤせᅉศゎࡇࡿࡍ

⣔⤫ⓗࠊࢆゎ⌮࡞ᇶᮏⓗ࡚࠸ࡘᆅᇦ᱁ᕪࡢᑵᴗࡿࡅ࠾国ࡀࢃࠊࡌ㏻ࢆ

 ࠋ࠸ࡓࡋ♧ᥦᐃ㔞ⓗࡘ
 ศᯒࡢ⤖ᯝࠊᆅᇦูࡢᑵᴗ⋡ኚࡢ㊅ໃࡣ国ඹ㏻2000ࠊࡀࡿࡍ ᖺ代

௨㝆ࡢ᭷㓄അᑵᴗ⋡ࡃࠊࡣ᪼ୖࡢ（┦ᑐⓗዪᛶᑵᴗ⋡ࡢప࠸）㒔ᕷ

ཬࡢࡑࡧ࿘㎶࡛ࡢࡑࠋ࠸ࡁ⤖ᯝࠊዪᛶᑵᴗࡢᆅᇦᕪ・㓄അ㛵ಀ㛫᱁ᕪࡑࡣ

ࡽࡵㄆࡣኚ࡞ࡁ࣮ࣥࢱࣃ࡞ᆅ⌮ⓗࠊࡢࡢࡶࡿ࠸࡚ࡋ小⦰㏿ᛴࢆᖜࡢ

2015ࠊࡎࢀ ᖺࡶ࡚࠸࠾ዪᛶᑵᴗࡣ㐣ཤྠᵝࡢᆅ⌮ⓗ࣮ࣥࢱࣃ࡞（᪥

ᮏᾏഃ࡛㧗ࠊࡃ㒔ᕷཬࡢࡑࡧ࿘㎶࡛పࡢࡑࠊ࡚ࡋࡑࠋࡿࢀࡽࡳࡀ（࠸ᆅᇦ

ᕪࡰ ࡣ᪤፧ᑵᴗ⋡ࡢᕪࡀᫎࠊࡾ࠶࡛ࡢࡶࡓࢀࡉ㓄അ㛵ಀ・ᖺ㱋

ᵓ㐀୍ࡣᐃࡢᆅᇦᕪࡶࡿ࠶ࡀ㛵ࠊࡎࡽࢃᮍ፧⋡ࡢᆅᇦࡣ࣮ࣥࢱࣃዪᛶᑵ

ᴗ⋡ࡢᆅᇦᕪࢇᙳ㡪ࢆཬࡀ࡞ࡇ࠸࡞࠸࡚ࡋࡰ᫂ࠋࡓࡗ࡞ࡽ 
 

㸿㸬研究┠ⓗ 
 1950 ᖺࡽ 2015ᖺࡢ国ໃㄪᰝࡿࡼ㛗

ᮇ⣔ิ⤫ィࡀࢃࠊ࡚࠸⏝ࢆ国ࡿࡅ࠾⏨

ዪࡢ⏕ᾭࢆ㏻ࡓࡌᑵᴗ⾜ື࡞࠺ࡼࡢᆅ

ᇦ（㒔㐨ᗓ┴）ᕪࡢࡿ࠶ࡀᐇドⓗࡍ♧

ዪᖺ㱋ู㓄⏨ࠊࡃࠋࡿࡍⓗ┠ࢆࡇ

അ㛵ಀูࡢປാຊ≧ែู人口（ࡣࡃࡋࡶᑵ

ᴗ者）㛵ࡿࡍ㞟ィ⤖ᯝ࡚࠸⏝ࢆ（国

1955 ᖺ㹼ࠊ㒔㐨ᗓ┴ 1985 ᖺ㹼）ࠊᑵᴗࡢ

ᆅᇦᕪ（国್ࡢࡽᕪ）ࢆ㓄അ㛵ಀᵓ㐀

ᐤࡢ࣮ࣥࢱࣃᖺ㱋ࡢ㓄അ㛵ಀูᑵᴗ≧ែ

せᅉศゎࢆࡇࡿࡍ㏻ࡀࢃࠊࡌ国࠾

ゎ⌮࡞ᇶᮏⓗ࡚࠸ࡘᆅᇦ᱁ᕪࡢᑵᴗࡿࡅ

 ࠋ࠸ࡓࡋ♧ᥦᐃ㔞ⓗࡘ⣔⤫ⓗࠊࢆ

 
㹀㸬研究᪉ἲ 

ᡓᚋࡀࢃ国ࡢᑵᴗࠊࡣ⏘ᴗᵓ㐀ࡢኚࡸ

㒔ᕷࡢ人口㞟୰ࠊ人口ࡢᑡᏊ㧗㱋ࡣࢆ

ୗ࡛ⓗࡢኚࡢ社会⤒῭⎔ቃࡿࡍࡵࡌ

ࡿࡍ࣮ࣂ࢝ࡀᮏ研究ࠋࡓࡆ㐙ࢆᵓ㐀ኚ࡞

1955㹼2015 ᖺ୍ࡕ࠺ࡢ㒊ࡢᮇ㛫࡚࠸ࡘ

ࡍ㛵（⋠᭷ᴗࡣ࠸ࡿ࠶）⋠ዪᛶປാຊࡢ

ࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉ所࡛ሗ࿌ྛ᪤ࡣせᅉศゎࡿ

ᮏሗ࿌ࡢ≉ᚩࠊ࡚ࡋձᐃᖖ人口ࡢᖺ㱋ศ

ᕸ࡚࠸⏝ࢆ㓄അ㛵ಀูᖺ㱋ูᑵᴗ⋡ࢆホ౯

ᖹᆒᑵᴗࡧᑵᴗᑑཬࡿࢀࡽᚓ࡛ࡇࡿࡍ

ᮇ㛫ྜ（⏕ᾭࡢࡅࡔࢀࡢ㛫ࢆᑵᴗ

ࢆᣦᶆ࠺࠸（ࡿ ࢆྜ࠺࠸ࡍࡸ㈝
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ࣂ࢝ࢆ᪉ἲ࡛㛗ᮇ・ࢱ࣮ࢹ࡞ⓗ୍⤫ࠊ࠸⏝

ࡉ㛗ࡢ⏕人ࢆᑻᗘࡢղホ౯ࠊࡇࡿࡍ࣮

ᶆ‽ࡢࣝࢡࢧࣇࣛࠊࡋほⅬࡽ⏨ዪ

㓄അ㛵ಀᵓࡢᑵᴗࡃࠊࡇࡿࡍẚ㍑ࢆ

㐀ࠊࡇࡿࡍ┠╔ճࢆࡽࢀࡇ㋃ࡓ࠼ࡲ⏨

ዪᑵᴗࡢ࣮ࣥࢱࣃᆅᇦᕪࢆ⌮ゎࢆࡇࡿࡍ

ᣲࠋ࠺ࡼࢀࡽࡆ 
15ࠊࡎࡲ ṓᖹᆒవࡧࡽ࡞㓄അ㛵ಀ

ู⏕Ꮡᮇ㛫ྜࡢᆅᇦᕪ࡚࠸ࡘᴫほࠊࡋ

ᐃᖖ人口ࡢࡑ㓄അ㛵ಀᵓ㐀ࡢᆅᇦᕪࡳࢆ

ᖹᆒᑵᴗᮇ㛫ᑵᴗᑑࠊ࡛ୖࡢࡑࠋࡓ

ᖹࠊࡽࡉࠋࡓࡋウ᳨࡚࠸ࡘᆅᇦᕪࡢྜ

ᆒᑵᴗᮇ㛫ྜࠊ࡚࠸ࡘ㓄അ㛵ಀูᖺ

㱋᳨ูウࠕ࡛ࡇࡿࡍ⏨ዪࡢ⏕ᾭࡅ࠾

ᖺ࡞࠺ࡼࡢࡀ࣮ࣥࢱࣃᆅᇦࡢᑵᴗࠖࡿ

㱋・㓄അ㛵ಀ᳨ࢆࡿ࠸࡚ࡌ⏕࡚ࡗࡼウ

ࡀ࠸㐪࡞ࡁᑵᴗࡢዪ⏨ࠊ࡚ࡋࡑࠋࡓࡋ

ࡢዪᛶᑵᴗࡿ࠶せᅉ࡛ࡿࡌ⏕ M Ꮠᆺᖺ㱋

ࠋࡓࡋウ᳨ࢆ࣮ࣥࢱࣃᆅᇦ࡚࠸ࡘ࣮ࣥࢱࣃ

ᐃᖖ人ࠊࡣᐹ࡛⪄ࡓ࠼ࡲ㋃ࢆᯝ⤖ࡢࡽࢀࡇ

口ࡢ㓄അ㛵ಀᵓᡂࡀ⏨ዪࡢ（⏕ᾭࢆ㏻ࡓࡌ）

ᑵᴗᮇ㛫ࡢྜࡢࢆ⛬ᗘኚࢆࡓࡏࡉ

᫂ࠊࡵࡓࡿࡍࡽᖹᆒᑵᴗᮇ㛫ྜࡢᆅ

ᇦᕪࡢ㓄അ㛵ಀᵓ㐀㓄അ㛵ಀูᑵᴗ⋡ࡢ

ᐤࡢせᅉศゎࠋࡓࡗ⾜ࢆศᯒᯟ⤌ࡳ

ࠖ⋠ࠕࡓࡳ人口㞟ᅋయ࡛ࡢᐃ≉ࠊࡣ࡚ࡋ

ࡢࠖ⋠ࠕࡢࣉ࣮ࣝࢢࣈࢧࢆኚ（᱁ᕪ）ࡢ

ኚᵓᡂࡢኚࡢᐤศゎ࠺࠸ࡿࡍ

 ࠋࡓ࠸⏝ࢆ人口Ꮫⓗᡭἲ࡞ᶆ‽ⓗࡃࡈ
 
㹁㸬研究ᡂᯝ 

ᆅᇦูࡢᑵᴗ⋡ኚࡢ㊅ໃࡣ国ඹ㏻

2000ࠊࡀࡿࡍ ᖺ代௨㝆ࡢ᭷㓄അᑵᴗ⋡ୖࡢ

(࠸పࡢ⋠ዪᛶᑵᴗᑐⓗ┦)ࡃࠊࡣ᪼
㒔ᕷཬࡢࡑࡧ࿘㎶࡛ࡢࡑࠋ࠸ࡁ⤖ᯝࠊ

ዪᛶᑵᴗࡢᆅᇦᕪ・㓄അ㛵ಀ㛫᱁ᕪࡢࡑࡣ

ᖜࢆᛴ㏿⦰小ࠊࡢࡢࡶࡿ࠸࡚ࡋᆅ⌮ⓗ࡞

2015ࠊࡎࢀࡽࡵㄆࡣኚ࡞ࡁ࣮ࣥࢱࣃ
ᖺࡶ࡚࠸࠾ዪᛶᑵᴗࡣ㐣ཤྠᵝࡢᆅ

⌮ⓗ࣮ࣥࢱࣃ࡞（᪥ᮏᾏഃ࡛㧗ࠊࡃ㒔ᕷ

ཬࡢࡑࡧ࿘㎶࡛ప࡞ࡇࡿࢀࡽࡳࡀ（࠸

 ࠋࡓࡗ࡞ࡽ᫂ࡀ
 
㹂㸬⤖ᯝࡢ⪃ᐹ 

ᑵᴗᑑࡶ࠾ࠊࡣᐃᖖ人口ࡢ⏕Ꮡ人ᖺࠊ

㓄അ㛵ಀᵓ㐀（ᖺ㱋࣮ࣥࢱࣃ）㓄അ㛵ಀ

ูᖺ㱋ูᑵᴗ⋡࡚ࡗࡼỴᐃࠋࡿࢀࡉᖹᆒ

ᑵᴗᮇ㛫ྜࡿࢀ⌧ᆅᇦᕪࡣ㓄അ㛵ಀᵓ

㐀ࡢ㐪ࠕ࠸ศᕸຠᯝࠖ㓄അ㛵ಀูࡓࡳ

ᑵᴗᵓ㐀ࡢ㐪ࠕ࠸⋡ຠᯝࠖࡀᫎࡶࡓࢀࡉ

ࢆ人口Ꮫⓗせᅉศゎἲ࡞ᶆ‽ⓗࠋࡿ࠶࡛ࡢ

ࡢᖹᆒᑵᴗᮇ㛫ྜࡢ┴㒔㐨ᗓྛࠊ࡚࠸⏝

国್ࡢࡽᕪࠕࢆศᕸຠᯝ ຠᯝࠖ⋠ࠕࠖ

 ࠋࡿࡍศゎ
 
㹃㸬⤖ㄽ 

せᅉศゎࡢ⤖ᯝࠊᖹᆒᑵᴗᮇ㛫ྜࡢᆅ

ᇦᕪࡰ ࡣ᪤፧ᑵᴗ⋡ࡢᕪ（ࠕ⋡ຠ

ᯝ ・㓄അ㛵ಀࠊࡾ࠶࡛ࡢࡶࡓࢀࡉᫎࡀࠖ（

ᖺ㱋ᵓ㐀୍ࡣᐃࡢᆅᇦᕪࡶࡿ࠶ࡀ㛵ࢃ

⋠ዪᛶᑵᴗࡣ࣮ࣥࢱࣃᆅᇦࡢ⋠ᮍ፧ࠊࡎࡽ

࠸࡞࠸࡚ࡋࡰཬࢆᙳ㡪ࢇᆅᇦᕪࡢ

ࢀࡇࠊ᪉୍࡛ࠋࡓࡗ࡞ࡽ᫂ࡀ࡞ࡇ

ࡀᣦᶆ࠺࠸ᖹᆒᑵᴗᮇ㛫ྜࡣᯝ⤖ࡢࡽ

ᑵᴗ⾜ືࡢᆅᇦᕪࢆⓗ☜⦰⣙ࡿ ࡋᣦᶆ

ዪ・㓄⏨ࠊ᪉࡛ࠋࡿࡍ၀♧ࢆࡇࡿ࠶࡛

അ㛵ಀูࡓࡳᑵᴗ⋡ࡢᆅᇦᕪࡌ⏕ࡐ࡞ࡀ

ㄢ࡞㔜せࡢḟࡀࡇࡿࡍゎ᫂ࢆࡢࡿ࠸࡚

題࡛ࠋ࠺ࢁ࠶ 
 
㹅㸬研究Ⓨ表 
㸯㸬ㄽᩥⓎ表 

Ⳣ᱇ኴࠕ㒔ᕷ国ᐙࡅ࠾࣮࣏ࣝ࢞ࣥࢩ

Ẹ᪘᱁ᕪࠖࠗࡢ人口ኚືࡿ 人口問題研究 ➨࠘

76 ᕳ➨ 4 ྕ㸪2020 ᖺ㸪510-532  㸬ࢪ࣮࣌
 
Ⳣ᱇ኴࠕᑵᴗᑑ㸫ᡓᚋࡀࢃ国ࡅ࠾

࣮ࣥࢱࣃᑵᴗ㛗ᑑ㸪ᬌ፧・ᮍ፧ࡿ 㸪ࠖ

ὠ㇂Ꮚ⦅ⴭࠗ人口ኚືᐙ᪘ࡢᐇドศ

ᯒ࠘᠕⩏ሿᏛฟ∧会㸪2020 ᖺ（➨ 4
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❶㸪111—154）㸬 
 
Ⳣ᱇ኴࠕᕷ༊⏫ᮧู⏕表⏝ୖࡢㄢ

題 㸪ࠖすᒸඵ㑻・Ụᓮ㞝・小池司朗・ᒣෆ

ᫀ⦅ࠗᆅᇦ社会ࡢᑗ᮶人口㸫ᆅᇦ人口᥎

ィࡢᇶ♏ࡽᛂ⏝࡛࠘ࡲᮾிᏛฟ∧会㸪

2020 ᖺ（➨ 9 ❶㸪179—204  㸬（ࢪ࣮࣌
 

㸰㸬Ꮫ会Ⓨ表 
Ⳣ᱇ኴࠕᡓᚋࡀࢃ国ࡿࡅ࠾㛗ᑑ㸪

ᬌ፧・ᮍ፧ᑵᴗࡢ࣮ࣥࢱࣃᆅᇦ᱁ᕪ 㸪ࠖ

᪥ᮏ人口Ꮫ会➨ 72 ᅇ会㸪ᇸ⋢┴立Ꮫ

（2020 ᖺ 11 ᭶ 15 ᪥）㸬 
 
㹆㸬▱ⓗ㈈⏘ᶒࡢฟ㢪・Ⓩ㘓≧ἣ 

 ࡋ࡞
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ཌ⏕ປാ⛉Ꮫ研究㈝⿵ຓ㔠（ᨻ⟇⛉Ꮫ᥎㐍研究ᴗ） 
ศᢸ研究ሗ࿌᭩ 

㛗ᮇⓗ人口ῶᑡ国㝿人口⛣ື代ࡿࡅ࠾ 
ᑗ᮶人口・ୡᖏ᥎ィࡢ᪉ἲㄽⓗⓎᒎᛂ⏝㛵ࡿࡍ研究 

 ศᯒ̿ࠖࡓ࠸⏝ࢆ⚊⏕ᒃఫᆅ⛣ື̿人口ືែㄪᰝฟฟ⏕Ṕࡢኵ፬ࠕ
 

研究ศᢸ者 ୰ᕝ㞞㈗ 国立社会保障・人口問題研究所 

研究せ᪨ 

 ᮏ研究ࠊࡣ人口ືែㄪᰝ・ฟ⏕⚊࡚࠸⏝ࢆኵ፬ࡢฟ⏕Ṕࡧࡼ࠾ᒃఫᆅ⛣ື

ᙧࡢୡᖏࡿࡍ୰ᚰࢆⱝᖺୡᖏࠊ࡛࠼࠺ࡓࡳヨࢆసᡂࡢࢱ࣮ࢹ᩿⦪ࡿࡍ㛵

ᡂ・ᣑᮇࡿࡅ࠾ᒃఫᆅ⛣ືࡢⓎ⏕᳨࡚࠸ࡘ࣮ࣥࢱࣃື⛣ࡧࡼ࠾ドࡋ

ࡍ㛵ฟ⏕ᖺ᭶᪥ࡢẕ∗࡚࠸࠾⚊⏕人口ືែㄪᰝ・ฟࠊࡣලయⓗࠋࡓ

ࡿࢀࡽᚓࡀሗࡿ 1992 ᖺ௨㝆ࡢಶ⚊ࠊ࡚࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹẕࡢ∗ฟ⏕ᖺ᭶᪥

Ꮚฟ⏕୍➨ࠊࡋసᡂࢆಶయ㆑ูሗࡢ༢ࣝࣉࢵ࢝ࡿࡼࡏࢃྜࡳ⤌ࡢ

➨Ꮚฟ⏕ࡢᒃఫᆅ㛵ࡿࡍሗࡽᢕᥱ࡛ࡿࡁᕷ༊⏫ᮧ㛫⛣ືࡢᆅᇦ

ⓗࡢࡑ࣮ࣥࢱࣃኚ࡚࠸ࡘศᯒࠋࡓࡋ 
1992 ᖺࡽ 2018 ᖺࡢ࡛ࡲ人口ືែㄪᰝ・ฟ⏕⚊ࡿࡼሗࡽฟ⏕㡰

⣙ࡣࡢࡓࡁᢕᥱ࡛ࡀฟ⏕Ṕࡃ࡞┪▩ 977 ⤌࡛ࡕ࠺ࡢࡇࠊࡾ࠶➨Ꮚ௨㝆

⣙ࡓࢀࡉㄆ☜ࡀ⏕ฟࡢ 605 ⤌ࢆศᯒᑐ㇟ࠋࡓࡋ➨୍Ꮚฟ⏕ࡣ࠸ࡿ࠶➨

Ꮚฟ⏕ࡢᒃఫᆅࠕࡀࢀࡎ࠸ࡢ国እࠖࡣ࠸ࡿ࠶ヲ࡛ࡘࢫ࣮ࢣࡓࡗ࠶

 ࠋࡓࡋᑐ㇟እࡢศᯒࡣ࡚࠸
ศᯒࡢ⤖ᯝࠊ➨୍Ꮚฟ⏕ࡽ➨Ꮚฟ⏕࡚ࡅᕷ༊⏫ᮧ㛫⛣ືࢆ⤒㦂ࡍ

ᮾࠊࡾ࠶ഴྥ࠸㧗࡚࠸࠾ࣝࣉࢵ࢝ࡿࡍᒃఫ㒔ᕷᅪ・୰ᚰ㒊ࠊࡣྜࡿ

ிᅪ・୰ᚰ㒊࡛ࡣ 㒔ᕷᏊฟ⏕୍➨ࠋࡓࢀࡉㄆ☜ࡀࡇࡿ࠼㉸ࢆ30%

ᅪ・୰ᚰ㒊ᒃఫ୍ࡿࡍ᪼ୖࡀࡢࡶࡢࡑ⋠ື⛣ࠊࡣ࡛ࢫ࣮ࢣࡓ࠸࡚ࡋ᪉࡛ࠊ

ࠋྠࡓࢀࡽぢࡀపୗഴྥྜ࠺ྥ㑹እᆅᇦࡕ࠺ࡢࡇ ᵝࡢ୰ᚰ㒊ࡢᅇ

ᖐഴྥࠊࡣᆅ᪉㒔ᕷ࡚ࡋ⨨࡙ࡿࢀࡽࡅ㠀㒔ᕷᅪ・୰ᚰ㒊ࡶ࡚࠸࠾☜

ㄆࠋࡓࢀࡉ 
2000ࠊࡾࡼศᯒ⤖ᯝࡢࡽࢀࡇ ᖺ代௨㝆ࡢ㒔ᚰᅇᖐࠊࡣ࡚࠸࠾Ꮚ⫱࡚

ୡ代ࡢ࣮ࣥࢱࣃື⛣ࡿࡼኚࡅࢃࡾࠊ㑹እࡢ㌿ฟഴྥࡢపୗ୍ࡀᐃࡢ

ᙺࢆᯝࡀࡇࡿ࠸࡚ࡋࡓ♧၀ࠋࡓࢀࡉ人口ືែㄪᰝ・፧ጻ⚊ࣥࢳࢵ࣐ࡢ

➨ࠊࡶࡿࡍᣑᙇࢆࢱ࣮ࢹ᩿⦪ࡢ༢ࣝࣉࢵ࢝ࡾࡼࢢ 3 Ꮚฟ⏕௨㝆

 ࠋࡿ࠶ㄢ題࡛ࡢᚋࡀࡇࡿࡍウ᳨ࢆศᯒࡓࡋ៖⪄ࢆື⛣ࡢ
 

㸿㸬研究┠ⓗ 
 ⤖፧ࡸฟ⏕ࡓࡗ࠸ᐙ᪘ᵓᡂࡢኚࢆక

ᒃఫࡿࡅ࠾ⱝᖺᮇࠊࡣࢺࣥ࣋ࣇࣛ࠺

ᆅ⛣ືᐦ᥋㛵㐃࠸࡚ࢀࡽ▱ࡀࡇࡿࡍ

ࠊࡣ研究࡛ࡢᚑ᮶ࡿࡅ࠾国ෆࠊࡀࡿ

ศᯒ⏝࡛ࡢࢱ࣮ࢹࡿࡁไ⣙ࠊࡾࡼ

㒔ᕷᅪ୰ᚰ㒊ࡽ㑹እࠊࡸື⛣ࡢ㒔ᕷ

ᅪ୰ᚰ㒊ࡢ㒔ᚰᅇᖐࡓࡗ࠸ヲ⣽࡞ᆅᇦ

ศ㢮ᇶ࡙ࠊື⛣ࡃୡᖏࡢᙧᡂ・ᣑᮇ

ࡢኚࡢᐙ᪘ᵓᡂࡿࡅ࠾ⱝᖺୡᖏࡿ࠶
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㛵㐃ࡀᚲࡶࡋࡎ᫂ࡇࠋ࠸࡞࠸࡚ࢀࡉࡽ

人口ືࠊࡣᮏ研究ࠊ࡚࠼ࡲ㋃ࢆἣ≦ࡓࡋ࠺

ែㄪᰝ・ฟ⏕⚊ࡢಶ⚊ࢵ࡚࢝࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹ

సࡢࢱ࣮ࢹ᩿⦪ࡿࡍ㛵ฟ⏕Ṕࡢ༢ࣝࣉ

ᡂࢆヨࠊ࡛࠼࠺ࡓࡳฟ⏕ࡢᒃఫᆅࡢሗ

ࣃᆅᇦⓗࡢື⛣ᕷ༊⏫ᮧ㛫ࡿࡁᢕᥱ࡛ࡽ

 ࠋࡓࡋศᯒ࡚࠸ࡘኚࡢࡑ࣮ࣥࢱ
 

㹀㸬研究᪉ἲ 
ศᯒ㝿ࠊࡣ࡚ࡋ人口ືែㄪᰝ・ฟ⏕⚊

ሗࡿࡍ㛵ฟ⏕ᖺ᭶᪥ࡢẕ∗࡚࠸࠾

ࡿࢀࡽᚓࡀ 1992 ᖺ௨㝆ࡢಶ⚊ࢆࢱ࣮ࢹ⏝

ࡏࢃྜࡳ⤌ࡢฟ⏕ᖺ᭶᪥ࡢ∗ẕࠋࡓ࠸

ࡋసᡂࢆಶయ㆑ูሗࡢ༢ࣝࣉࢵ࢝ࡿࡼ

ᒃఫᆅ（ᕷ༊⏫ᮧ）ࡢฟ⏕ࠊ࡛࠼࠺ࡓࡓ

ࡽᏊฟ⏕୍➨ࠊ࡚࠸⏝ࢆሗࡿࡍ㛵

➨Ꮚฟ⏕ࡢ࡚ࡅᕷ༊⏫ᮧ㛫⛣ືࡢ

Ⓨ⏕ࢆ࣮ࣥࢱࣃື⛣ࡧࡼ࠾ศᯒ1992ࠋࡓࡋ
ᖺ௨㝆➨୍Ꮚฟ⏕ࢆ⤒㦂ࡢࣝࣉࢵ࢝ࡓࡋ

2018ࠊࡕ࠺ ᖺࡢ࡛ࡲฟ⏕⚊࡚ࡗࡼฟ⏕㡰

ࣝࣉࢵ࢝ࡃ࡞┪▩༢ࡢฟ⏕Ṕࡀᢕᥱ

⣙ࡣࡢࡓࡁ࡛ 977 ⤌࡛ࡕ࠺ࡢࡇࠊࡾ࠶➨

Ꮚࡢฟ⏕ࡀ☜ㄆࡓࢀࡉ⣙ 605.7 ⤌ࢆศ

ᯒᑐ㇟ࠋࡓࡋ➨୍Ꮚฟ⏕ᒃఫᆅ࠸ࡿ࠶

国ࠕࡀࢀࡎ࠸ࡢᒃఫᆅࡢᏊฟ⏕➨ࡣ

እࠖࡣ࠸ࡿ࠶࡛࡚᫂࠸ࡘࢫ࣮ࢣࡓࡗ࠶

ⓗ⤊᭱ࠊᯝ⤖ࡢࡇࠋࡓࡋᑐ㇟እࡢศᯒࡣ

⣙ࡣ㇟ศᯒᑐ࡞ 605.3 ⤌ࠋࡓࡗ࡞ 
 
㹁㸬研究ᡂᯝ 
 ᮏ研究ࡿࡼ࡞ศᯒ⤖ᯝࡣ௨ୗ࠾ࡢ

 ࠋࡿ࠶࡛ࡾ
・➨୍Ꮚฟ⏕ࡽ➨Ꮚฟ⏕ࡢ࡚ࡅᕷ

༊⏫ᮧ㛫⛣ືࡢⓎ⏕⋡ࡃࠊࡣ㒔ᕷ

ᅪ୰ᚰ㒊᪼ୖ࡚࠸࠾ഴྥࠋࡿ࠶ 
・⛣ືඛࡢᆅᇦ㢮ᆺࡢศᕸࠊࡿࡳࢆ➨୍

Ꮚฟ⏕㒔ᕷᅪ・୰ᚰ㒊ᒃఫ࡚ࡋ

2000ࠊࡣ࡛ࢫ࣮ࢣࡓ࠸ ᖺ代௨㝆ྠࠊ ࡌ

㒔ᕷᅪࡢ୰ᚰ㒊ෆࡿࡍື⛣ྜ᪼ୖࡀ

ྥ㑹እࡕࢃ࡞ࡍ㠀୰ᚰ㒊ࠊ᪉୍࡛ࡿࡍ

1900ࠊࡣྜࡢື⛣࠺ ᖺ代ẚ㍑࡚ࡋ

ప࠸Ỉ‽ࠋࡿ࠶ 
・㒔ᕷᅪ㠀㒔ᕷᅪࡢ㛫࠸ࡘື⛣ࡢ

㠀㒔ࡽᮾிᅪ・୰ᚰ㒊ࡃࠊࡣ࡚

ᕷᅪ࠺ྥྜࡀపୗࠊࡓࡲࠋࡿ࠸࡚ࡋ

㒔ᕷᅪ・㠀୰ᚰ㒊࡚࠸ࡘື⛣ࡢࡽ

పୗഴྥྜ࠺ྥ㠀㒔ᕷᅪࠊࡶ

 ࠋࡿࢀࡽぢࡀ
ࡿࢀࡽࡅ࡙⨨࡚ࡋᆅ᪉㒔ᕷࡿࡺࢃ࠸・

㠀㒔ᕷᅪ・୰ᚰ㒊ࠊࡣࡽ㠀୰ᚰ㒊

୰ᚰ㒊ࠊ᪉୍࡛ࡿࡍపୗࡀྜࡿࡍື⛣

ෆࡢື⛣ࡢྜࠋࡿ࠸࡚ࡋ᪼ୖࡀ 
 
㹂㸬⤖ᯝࡢ⪃ᐹ 

㒔ᕷᅪ୰ᚰ㒊࡛ࠊࡣ➨୍Ꮚฟ⏕ࡽ

➨Ꮚฟ⏕᪼ୖ⋠ື⛣ࡢ࡚ࡅഴྥ

ື⛣࠺ྥ㑹እᆅᇦࠊ᪉୍࡛ࡿࢀࡽࡳࡀ

2000ࠊࡽࡇࡿ࠸࡚ࡋపୗࡀྜࡢ ᖺ代

௨㝆ࡢ㒔ᚰᅇᖐࠊࡣ࡚࠸࠾Ꮚ⫱࡚ୡ代

㑹እࡅࢃࡾࠊኚࡢ࣮ࣥࢱࣃື⛣ࡿࡼ

࡚ࡋࡓᯝࢆᙺࡢᐃ୍ࡀపୗࡢ㌿ฟഴྥࡢ

ᮾிࡃࠊࡓࡲࠋࡿࢀࡉ၀♧ࡀࡇࡿ࠸

ᅪ࡚࠸ࡘほᐹࡓࢀࡉ㠀㒔ᕷᅪࡢ⛣ື

ྜࡢపୗࠊࡣ㏆ᖺࡢ U ྥືࡢື⛣࣮ࣥࢱ

ࡿࡍウ᳨ࢆせᅉࡢࡑࠊࡶࡿࡅࢆ

ୖ࡛㔜せ࡞▱ぢࢆᥦ౪ࢀࡽ࠼⪄ࡿ࠸࡚ࡋ

 ࠋࡿ
 
㹃㸬⤖ㄽ 

ᮏ研究ࡿࡼศᯒ⤖ᯝࠊࡣ㒔ᕷᅪෆ

ẚ࠺࠸ື⛣ࡢ㠀୰ᚰ㒊㛫୰ᚰ㒊ࡿࡅ࠾

㍑ⓗ▷・୰㊥㞳ࠊື⛣ࡢ㒔ᕷᅪࡽ㠀

㒔ᕷᅪࡢ㛗㊥㞳⛣ື࡚࠸࠾ࢀࡎ࠸ࡢ

⛣ࡢⱝᖺୡᖏࡿ࠶ᐙ᪘ᙧᡂ・ᣑᮇࠊࡶ

ࡽ࡞㒔ᚰᅇᖐࡢ㏆ᖺࠊࡀኚࡢ࣮ࣥࢱࣃື

ᵓࢆὶ₻ࡢື⛣人口ࡓࡗ࠸ᴟ㞟୰୍ࡧ

ᡂࡢࡘ୍ࡿࡍせ⣲ࡍ♧ࢆࡇࡿ࠸࡚ࡗ࡞

࣐ࡢ⚊人口ືែㄪᰝ・፧ጻࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶ

ࢱ࣮ࢹ᩿⦪ࡢ༢ࣝࣉࢵ࢝ࡾࡼࢢࣥࢳࢵ

➨ࠊࡶࡿࡍᣑᙇࢆ 3 Ꮚฟ⏕௨㝆ࡢ
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ᚋࡀࡇࡿࡍウ᳨ࢆศᯒࡓࡋ៖⪄ࢆື⛣

 ࠋࡿ࠶ㄢ題࡛ࡢ
 

㹅㸬研究Ⓨ表 
㸯㸬ㄽᩥⓎ表 

・୰ᕝ㞞㈗ࠕእ国人㞟ఫᆅ༊ࡢศᕸ

≉ᛶ̿国ໃㄪᰝᇶᮏ༢༊ࣞࡢࣝ࣋

小ᆅᇦࡓ࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹศᯒ̿ࠖࠗ⤒῭

Ꮫㄽྀ ➨࠘ 71 ᕳ➨ 4 ྕ㸪pp.331-355
（2020） 

・ᒣෆᫀ・小池司朗・㙊⏣司・୰

ᕝ㞞㈗ࠕᮾி㒔ᕷᅪ㠀ᮾி㒔

ᕷᅪࡧࡼ࠾国ࡢ⤖፧ฟ⏕ຊᑐࡍ

ᙳ㡪ࠖࠗࡢື⛣人口ࡿ 人口問題研究࠘

➨ 76 ᕳ➨ 2 ྕ㸪pp.265-283（2020） 
 

㸰㸬Ꮫ会Ⓨ表 
・୰ᕝ㞞㈗・༓ᖺࠕࡳࡋࡼᡂ人Ꮚࡢᒃ

ఫᆅ⛣ືぶᏊࡢᒃఫ㛵ಀࡧࡼ࠾ᒃ

ఫ㊥㞳 ᪥ࠖᮏ人口Ꮫ会➨ 72 ᅇ会ࠊ

ᇸ⋢┴立Ꮫ（ࣥࣛࣥ࢜㛤ദࠊ

2020 ᖺ 11 ᭶ 15 ᪥） 
 
㹆㸬▱ⓗ㈈⏘ᶒࡢฟ㢪・Ⓩ㘓≧ἣ 

 ࡋ࡞
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ཌ⏕ປാ⛉Ꮫ研究㈝⿵ຓ㔠（ᨻ⟇⛉Ꮫ᥎㐍研究ᴗ） 
ศᢸ研究ሗ࿌᭩ 

㛗ᮇⓗ人口ῶᑡ国㝿人口⛣ື代ࡿࡅ࠾ 
ᑗ᮶人口・ୡᖏ᥎ィࡢ᪉ἲㄽⓗⓎᒎᛂ⏝㛵ࡿࡍ研究 

 ࡿࡼᣑࢀእ国人ཷධࡧࡼ࠾⏝ᛂࡢ表⏕ࣝࢹࣔࡢṚஸ⋡᥎ィࠕ
社会保障㈈ᨻᙳ㡪ࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ㛵ࡿࡍᇶ♏ⓗ研究ࠖ 

 
研究ศᢸ者 ▼ ኴ ᠕⩏ሿᏛ 

研究せ᪨ 

 ᮏศᢸ研究࡛ࠊࡣṚஸ⋡᥎ィࣝࢹࣔࡢ⏕表ࡢᛂ⏝ࠊእ国人ཷධࢀᣑ

ࡿࡼ社会保障㈈ᨻᙳ㡪ࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ㛵ࡿࡍᇶ♏ⓗ研究ࡢࡘ

 ࠋࡓࡋᐇࢆ研究࡚࠸ࡘ࣐࣮ࢸࡢ
Ṛஸ⋡᥎ィࣝࢹࣔࡢ⏕表ࡢᛂ⏝ࠊࡣ࡚࠸ࡘṚஸ⋡ࠊࢢࣥࣜࢹࣔࡢ

㏆ᖺࢆࣝࢹࣔ・ࣝࢼࣙࢩ࣮ࣞࣜࡢᇶᮏࣝࢹࣔࡿࡍ⏕表࣮ࣗࣅ࡚ࣞ࠸ࡘ

flexible modelࠊࡶ࠺⾜ࢆ ࢹಟṇࣔࡓࡏࡉ㐺ྜṚஸ⋡᥎ィࡢ᪥ᮏࢆ

ࣝ㛤Ⓨࢆᥦࠊࡋᇸ⋢┴ගᕷࡢṚஸ⋡ࡢ㐺⏝⤖ᯝࠊࡽ࡞ಟṇࣔࣝࢹ

࡚ࡵᴟ࡞タᐃࡢ⋠ṧ⏕ࡿ࡞ᚲせ㝿࠺⾜ࢆᑗ᮶人口᥎ィࡀయ⮬ࡣ

᭷⏝ࡀࡇࡿࢀࡽ࠼⪄᫂ࠊࡓࡲࠋࡓࡗ࡞ࡽ社会保障㈈ᨻᙳ㡪࣑ࣞࣗࢩ

᪂ࠊࡶࡍ┤ࡵࡲࢆ研究ᡂᯝࡓࡗ⾜ඛ⾜ᴗ࡛ࠊࡣ࡚࠸ࡘࣥࣙࢩ࣮

研究࡞ᇶ♏ⓗࡓࡋⓗ┠ࢆࡇࡿࡍ⌮ᩚ࡚࠸ࡘ➼ㄢ題࡞ᚲせࡀウ᳨ࡓ

ฟධࡢእ国人ࠊ᪉୍࠸ࡁࡀ㒊ศ࡞⬟ྍ⏝᥋ά┤ࡀᡂᯝࡢඛ⾜研究ࠊ࠸⾜ࢆ

国㛵ࡢࣝࢹࣔࡿࡍ⢭⦓ࡢほⅬࠊࡽ㐣ཤࡢᅾᮇ㛫ูᅾ␃እ国人者ᩘ

ᇶ࡙࡚࠸እ国人ࡢᖐ国ࢆࢻ࣮ࢨࣁ᥎ᐃࡿࡍ᪉ἲࠊࡸࡇࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀ௧ඖ

ᖺ㈈ᨻ᳨ドࡢᑐᛂࠊ࡞᪂࡚ࡅྥࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ࡞ࡓᨵၿࡀᚲせ࡞Ⅼ

 ࠋࡓࡗ࡞ࡽ᫂ࡀ
 

㸿㸬研究┠ⓗ 
ᮏศᢸ研究࡛ࠊࡣṚஸ⋡᥎ィࣝࢹࣔࡢ

⏕表ࡢᛂ⏝ࠊእ国人ཷධࢀᣑࡿࡼ

社会保障㈈ᨻᙳ㡪ࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ㛵

࠸ࡘ࣐࣮ࢸࡢࡘࡢᇶ♏ⓗ研究ࡿࡍ

࡚研究ࢆᐇࠋࡓࡋ 
Ṛஸ⋡᥎ィࣝࢹࣔࡢ⏕表ࡢᛂ⏝

ࡢ㏆ᖺࠊࢢࣥࣜࢹࣔࡢ⋠Ṛஸࠊࡣ࡚࠸ࡘ

ࢹࣔࡿࡍᇶᮏࢆࣝࢹࣔ・ࣝࢼࣙࢩ࣮ࣞࣜ

ࣝ⏕表ࠊࡶ࠺⾜ࢆ࣮ࣗࣅ࡚ࣞ࠸ࡘ

ࡓࡿࡏࡉ㐺ྜṚஸ⋡᥎ィࡢ᪥ᮏࢆࡽࢀࡇ

ࢆࡇ࠺⾜ࢆ㛤Ⓨࣝࢹࣔࡓࡗ⾜ࢆಟṇࡢࡵ

┠ⓗ࡚ࡋ研究ࠊࡓࡲࠋ࠺⾜ࢆ社会保障㈈

ᨻᙳ㡪ࠊࡣ࡚࠸ࡘࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩඛ⾜

研究ࡽࡉࢆⓎᒎࡿࡏࡉほⅬࠊࡽඛ⾜

ᴗ࡛⾜ࡓࡗ▼・小ᓥ・ᕝ(2020)ࡅ࠾

ࡓ᪂ࠊࡶࡍ┤ࡵࡲࢆ研究ᡂᯝࡿ

᳨ウࡀᚲせ࡞ㄢ題➼ࡇࡿࡍ⌮ᩚ࡚࠸ࡘ

 ࠋ࠺⾜ࢆ研究࡞ᇶ♏ⓗࠊࡋⓗ┠ࢆ
  
㹀㸬研究᪉ἲ 

Ṛஸ⋡᥎ィࣝࢹࣔࡢ⏕表ࡢᛂ⏝

࠶࡛ࣝࢹ࣮ࣔࣥࢱࣃᖺ㱋ࡢṚஸࠊࡣ࡚࠸ࡘ

表ᩘ(2)ࠊࣝࢹࣔࡿࡼᏛⓗ㛵ᩘᩘ(1) ࡿ

ᴫࡢࣝࢹࣔࣝࢼࣙࢩ࣮ࣞࣜ(3)ࠊࣝࢹࣔࡿࡼ

せࢆࣝࢹࣔ・ࣝࢼࣙࢩ࣮ࣞࣜࠊࡶ⏝
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ࡲࠋࡿࡍ࣮ࣗࣅࣞࢆࡢ表⏕ࣝࢹࣔࡓ࠸

ࡢWilmoth et al.(2012)ࠊࡓ flexible model
ࡎ⏕ࢆ㞳ࡿࡵࡣᙜ࡚⋠Ṛஸࡢ᪥ᮏࢆ

ࡿࡍࣝࢹࣔࢆ㞳㒊ศࡢࡇࠊࡽࡇࡿ

ಟṇࡓࡏࡉ㐺ྜ表⏕ࡢ᪥ᮏࡾࡼࡇ

社会保障㈈ᨻᙳࠊࡓࡲࠋࡿࡍᥦࢆࣝࢹࣔ

㡪ࠊࡣ࡚࠸ࡘࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ▼・小

ᓥ・ᕝ(2020)࣑ࣗࢩࡸ࢜ࣜࢼࢩࡿࡅ࠾

ࠊࡋ┤ࡵࡲ࡚࠸ࡘ᪉ἲㄽࡢࣥࣙࢩ࣮ࣞ

ᚋࡢ᪂ࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ࡞ࡓᐇ⾜㛵

 ࠋࡿࡍ⌮ᩚࢆㄢ題ࡿࡍ
 
㹁㸬研究ᡂᯝ 
 Ṛஸ⋡᥎ィࣝࢹࣔࡢ⏕表ࡢᛂ⏝

ࡉ㍕ࢫ࣮࣋ࢱ࣮ࢹ᪥ᮏ∧Ṛஸࠊ࡚࠸ࡘ

ࠊ࠸⏝ࢆ㒔㐨ᗓ┴ู⏕表ࡿ࠸࡚ࢀ

flexible model ࡢ್⦼ᐇ᥎ᐃ್ࡿࡼ

㞳ࢆほᐹࠊࢁࡇࡓࡋ㧗㱋ᒙ࡛ࡢ≦ࣝ࣋ᖺ

㱋ࢆ࣮ࣥࢱࣃᣢࠊࡾ࠾࡚ࡗᐇ⦼ࡢᖹᆒᑑ

࡞࠺ࡼࡿ࡞ࡃ㧗ࡀᒣࡢࡑࡿࡍఙ㛗ࡀ

ഴྥࡀぢࠊ࡛ࡇࡑࠋࡓࢀࡽಟṇࣔࠊࡣ࡛ࣝࢹ

್␗≉୍➨ࡢࡑࠊࡋศゎ್␗≉ࢆ㞳ࡢࡇ

ࡇࡿࡍ㏆ఝࢆ㞳ࡢࡇ㡯࡛ࡿࡍᑐᛂ

࡛ᨵၿࠊࡓࡲࠋࡓࡗ࡞⬟ྍࡀࡇࡿࡍ社

会保障㈈ᨻᙳ㡪࠸ࡘࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ

᪉ἲࡢࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩࡸ࢜ࣜࢼࢩࠊࡣ࡚

ㄽࠊ࡚࠸࠾ඛ⾜研究ࡢᡂᯝࡀ┤᥋ά⏝ྍ

ฟධ国ࡢእ国人ࠊ᪉୍࡛࠸ࡁࡀ㒊ศ࡞⬟

㐣ཤࡽほⅬࡢ⢭⦓ࡢࣝࢹࣔࡿࡍ㛵

࡚࠸ᇶ࡙ᅾᮇ㛫ูᅾ␃እ国人者ᩘࡢ

እ国人ࡢᖐ国ࢆࢻ࣮ࢨࣁ᥎ᐃࡿࡍ᪉ἲࡀ

ࡢ௧ඖᖺ㈈ᨻ᳨ドࠊࡸࡇࡿࢀࡽ࠼⪄

ᑐᛂ࡞᪂ࡅྥࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ࡞ࡓ

࡚ᨵၿࡀᚲせ࡞Ⅼࡀ᫂ࠋࡓࡗ࡞ࡽ 
 
㹂㸬⤖ᯝࡢ⪃ᐹ 

Ṛஸ⋡᥎ィࣝࢹࣔࡢ⏕表ࡢᛂ⏝

ࡣࣝࢹಟṇࣔࠊ࡚࠸ࡘ 5q0, 45q15, e65 ࡢ

ᐇ⦼್ࡽ⏕表㛵ᩘࡢ᥎ᐃ࠶࡛⬟ྍࡀ

ࡣ᪥ᮏ࡛≉ࠊࡀࡿ 5q0, 45q15 ࡾ࡞ࡣ

పࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞ࣝ࣋ࣞ࠸ᖹᆒᑑࡢఙ㛗

࠸ࡁࡀࢁࡇࡿࡼ㧗㱋Ṛஸ⋡ᨵၿࡣ

ࡽࡇ e65 ࡁ᥎ィ࡛ᗘ㐺ษ⛬ࡿ࠶ࢆ

࠶ࡀⅬࡢࡿࢀࡽᚓࡀ表㛵ᩘ⏕ࡤࢀ

Ṛஸ⋡᥎ࡢᇸ⋢┴ගᕷࢆࢀࡇࠊࡓࡲࠊࡾ

ィᛂ⏝ࢁࡇࡓࡋⰋዲ࡞⤖ᯝࡀᚓࢀࡽ

社会保障㈈ᨻᙳࠊࡓࡲࠋࡓࢀࡉ♧ࡀࡇࡿ

㡪ࠊ࡚࠸ࡘࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ௧ඖᖺ㈈

ᨻ᳨ド࡛ࠊࡣඛ⾜研究࡛ᇶ♏ࡓࡋᖹᡂ

26 ᖺ㈈ᨻ᳨ドྠᵝࡢᩘ「ࠊ⤒῭๓ᥦࡀ

ᚲࡀ㑅ᐃࢫ࣮ࢣࡿ࡞♏ᇶࠊࡾ࠾࡚ࢀ⨨

せࡣࢀࡇࠋࡿ࡞ᐇ㝿ࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩࡢ

ࡿࢀࡽ࠼⪄ᚲせࡀウ᳨ࡢ࡛ୖࡓࡗ⾜ࢆ

࣮ࢣࡿ࠶ウ⤖ᯝ᳨࡛ࡓࡗ⾜ඛ⾜研究࡛ࠊࡀ

ࢫ G ࣮ࢣࠊࡿ࠶๓ᥦ࡛῭⤒࠸ẚ㍑ⓗ㏆

ࢫ IV, V ࡋࡢࡘ୍ࡀࡇࡿࡍ♏ᇶࢆ

 ࠋ࠺ࢁ࠶࡛ࡿࢀࡽ࠼⪄࡚
 
㹃㸬⤖ㄽ 

Ṛஸ⋡᥎ィࣝࢹࣔࡢ⏕表ࡢᛂ⏝

⏝㐺ࡢ⋠Ṛஸࡢᇸ⋢┴ගᕷࠊࡣ࡚࠸ࡘ

⤖ᯝࠊࡽ࡞ಟṇࣔࡣࣝࢹ⮬యࡀᑗ᮶

人口᥎ィ࠺⾜ࢆ㝿ᚲせࡿ࡞⏕ṧ⋡ࡢタ

ᐃ࡞ᴟ࡚ࡵ᭷⏝ࡀࡇࡿࢀࡽ࠼⪄᫂

ࢩ社会保障㈈ᨻᙳ㡪ࠊࡓࡲࠋࡓࡗ࡞ࡽ

࣑ࣗࢩ࡞ࡓ᪂ࠊࡣ࡚࠸ࡘࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗ

ࡿࡍウ᳨ࢆ問題Ⅼࡢ࡚ࡅྥࣥࣙࢩ࣮ࣞ

࣑ࣗࢩ㈈ᨻᙳ㡪ࡢᐇ㝿ࠊᚋࠊࡾࡼࡇ

࡞ᇶ♏ⓗࡢ࡚ࡗࡓ࠶࠺⾜ࢆࣥࣙࢩ࣮ࣞ

 ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡓࢀࡉ࡞ࡀ⌮ᩚ
 

㹅㸬研究Ⓨ表 
㸯㸬ㄽᩥⓎ表 

▼ ኴ(2020)ࠕබⓗᑗ᮶人口᥎ィࡢ᥎

ィᡭἲ࠼⪄ࡢࡑ᪉ࠖ, ࠗ୕⏣Ꮫ会㞧

ㄅ࠘,➨ 112 ᕳ 4 ྕ, pp.15-33. 
▼ ኴ(2020)ࠕᑗ᮶人口᥎ィ㈈ᨻ᳨

ド ,ࠖ ࠗ社会保障研究 ,࠘➨ 4 ᕳ➨ 4 ྕ, 
pp.429-444. 

▼ ኴ(2020)ࠕฟ⏕Ỉ‽ࡀ㛗ᮇⓗ࡞人
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口ືྥཬࡍࡰᙳ㡪࡚ࠖ࠸ࡘ, ὠ㇂

Ꮚ⦅ⴭࠗ人口ኚືᐙ᪘ࡢᐇドศ

ᯒ࠘, pp.27-46, ᠕⩏ሿᏛฟ∧会. 
 

㸰㸬Ꮫ会Ⓨ表 
ᇼ口ౡ (2021) ࠕ᪥ᮏࣝࢹࣔࡢ⏕表ࡢ

㛤Ⓨᆅᇦู⏕表᥎ィࡢᛂ⏝ 㸪ࠖ᪥

ᮏ人口Ꮫ会 ➨ 73 ᅇ会口㢌ሗ࿌(ண
ᐃ), ᮾிᏛ, 2021 ᖺ 6 ᭶. 

 
㹆㸬▱ⓗ㈈⏘ᶒࡢฟ㢪・Ⓩ㘓≧ἣ 

 ࡋ࡞
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研究ᡂᯝࡢห⾜㛵୍ࡿࡍぴ表 
                                                                                                 
      ᭩⡠                                                                                        

 ⴭ者Ặྡ  ㄽᩥྡࣝࢺࢱ ᭩⡠యࡢ 
 ⦅㞟者ྡ 

 ᭩ ⡠ ྡ ฟ∧社ྡ  ฟ∧ᆅ ฟ∧ᖺ  ࢪ࣮࣌ 

Ⳣ᱇ኴ ᑵᴗᑑ㸫ᡓᚋࢃ
㛗ᑑࡿࡅ࠾国ࡀ
㸪ᬌ፧・ᮍ፧
 ࣮ࣥࢱࣃᑵᴗ

ὠ㇂Ꮚ 人口ኚືᐙ
᪘ࡢᐇドศᯒ 

᠕⩏ሿ
Ꮫฟ∧
会 

ᮾி 2020 111-154 

Ⳣ᱇ኴ ᕷ༊⏫ᮧู⏕表
⏝ୖࡢㄢ題 

すᒸඵ㑻 ᆅᇦ社会ࡢᑗ
᮶人口㸫ᆅᇦ
人口᥎ィࡢᇶ
ࡲ⏝ᛂࡽ♏
࡛ 

ᮾிᏛ
ฟ∧会 

ᮾி 2020 179-204 

▼ኴ ฟ⏕Ỉ‽ࡀ㛗ᮇⓗ
ࡰཬ人口ືྥ࡞
 ࡚࠸ࡘᙳ㡪ࡍ

ὠ㇂Ꮚ 人口ኚືᐙ
᪘ࡢᐇドศᯒ 

᠕⩏ሿ
Ꮫฟ∧
会 

ᮾி 2020 27-46 

 
                                                                                                 
      㞧ㄅ                                                      

  Ⓨ表者Ặྡ   ㄽᩥྡࣝࢺࢱ  Ⓨ表ㄅྡ   ᕳྕ  ࢪ࣮࣌   ฟ∧ᖺ 

小池司朗・小ᒣὈ
代 

ᕷ༊⏫ᮧูୡᖏᩘࡢᑗ
᮶᥎ィࡢヨࡳ㸫㟼ᒸ┴
ᕷ༊⏫ࢆᑐ㇟࡚ࡋ 

人口問題研究 ➨76ᕳ➨3
ྕ 

327-339 2020 

小池司朗 㐣ཤࡢ国ໃㄪᰝࡅ࠾
άࡢᆅᇦ人口⤫ィࡿ
⏝ྍ⬟ᛶ 

Estrela ➨318ྕ 2-7 2020 

小池司朗 ᪥ᮏࡢປാຊ人口ࡢᑗ
᮶᥎ィᚋࡢㄢ題 

㐠㍺80➨ ῭⤒ᕳ➨12
ྕ 

12-19 2020 

小池司朗・㈗ᚿ
༤ 

国ໃㄪᰝఫẸᇶᮏྎ
ᖒࡽᚓࡿࢀࡽ人口⛣
ືഴྥࡢᕪ␗᳨ࡢウ 

人口問題研究 ➨76ᕳ➨4
ྕ 

533-550 2020 

小ᒣὈ代 ᖹᆒୡᖏ人ဨࡢῶᑡせ
ᅉ᳨ࡢウ 

人口問題研究 ➨76ᕳ➨3
ྕ 

293-310 2020 

Ⳣ᱇ኴ 㒔ᕷ国ᐙ࣮࣏ࣝ࢞ࣥࢩ
Ẹࡢ人口ኚືࡿࡅ࠾
᪘᱁ᕪ 

人口問題研究 ➨76ᕳ➨4
ྕ 

510-532 2020 

୰ᕝ㞞㈗ እ国人㞟ఫᆅ༊ࡢศᕸ
ᛶ̿国ໃㄪᰝᇶᮏ≉
༢༊ࣞࡢࣝ࣋小ᆅᇦ
ศᯒࡓ࠸⏝ࢆࢱ࣮ࢹ
̿ࠖ 

⤒῭Ꮫㄽྀ ➨71ᕳ➨4
ྕ 

331-355 2020 

▼ኴ බⓗᑗ᮶人口᥎ィࡢ᥎
ィᡭἲ࠼⪄ࡢࡑ᪉ 

୕⏣Ꮫ会㞧ㄅ ➨112ᕳ➨4
ྕ 

15-33 2020 

▼ኴ ᑗ᮶人口᥎ィ㈈ᨻ᳨
ド 

社会保障研究 ➨4ᕳ➨4ྕ 429-444 2020 
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㙊⏣司・小池司
朗・Ⳣ᱇ኴ・ᒣෆ
ᫀ 

㒔㐨ᗓ┴ูࡓࡳᑗ᮶
せᅉศࡢ⋠人口ቑຍࡢ
ゎ 

人口問題研究 ➨76ᕳ➨2
ྕ 

240-264 2020 

㙊⏣司・小池司
朗・Ⳣ᱇ኴ・ᒣෆ
ᫀ 

ᕷ༊⏫ᮧูࡓࡳᑗ᮶
せᅉศࡢ⋠人口ቑຍࡢ
ゎ 

人口問題研究 ➨76ᕳ➨4
ྕ 

488-509 2020 

ᯘ⋹Ꮚ 㧗㱋者ࡢ⛣ື̿国ໃㄪ
ᰝ㸪国Ẹ⏕άᇶ♏ㄪᰝ
ࡢࡽ人口⛣ືㄪᰝ
ᢕᥱ 

人口問題研究 ➨76ᕳ➨3
ྕ 

394-415 2020 

KAMATA K., K
OIKE S., SUGA
 K. and YAMA
UCHI M. 

Demographic Compo
nents of Future Pop
ulation Growth Rate
s by Prefectures in J
apan: Supplementary
 Materials 

IPSS Workin
g Paper Seri
es (E) 

No.32 1-38 2021 
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�ẚ㍑ࡢ᥎ᐃ್ࢬ್࣋⦼ᐇࡢ⋠⏕ィฟྜࡿࡅ࠾ேཱྀືែᕷ༊⏫ᮧู⤫ィࠖࠕ

⼩池司朗

㸯㸬ࡵࡌࡣ�

2010 年代以降，全国的な⼈⼝減少と⼈⼝の東京圏⼀ۅ集中の傾向が顕著となったことを
受けて，政府は 2014 年に地⽅⽣を主要施策としてܟげ，これまで様々な取り組みが⾏わ
れてきた。そのひとつとして，各地域における⼈⼝の現状と将来のఴ望を⽰する「地⽅⼈
⼝ϑジϥン」，および今後 5 カ年の⽬標や施策の基本的⽅向，۫体的な施策をまとめた「地
⽅版総合戦略」の策定が地⽅⾃治体に義務づけられたことが挙げられる。それらのなかでは，
⼈⼝移動や出⽣率に関連する⽬標値が .3I（.e\ 3erformance Indicator）の形で定められ，
とくに出⽣施策にཙんで合計出⽣率のգڊ〜現在の推移と将来⽬標に関して記述されてい
るものが多く⾒受けられる。合計出⽣率の推移において最も頻ൡに参照されているのが，
⽣労働省「⼈⼝動態特च報ࠄ ⼈⼝動態保݊所・市区町村別統計」（以下，「⼈⼝動態市区町
村別統計」）である。「⼈⼝動態市区町村別統計」は，地⽅⾃治体や研究者を中⼼として「地
⽅⼈⼝ϑジϥン」等以外でも߁く活⽤されており，全国統⼀的な基準で地域別の⼈⼝動態分
析を可能とする貴॑な資料である。しかしながら，本統計において表章されている各指標の
詳細な算出⽅法については，ほとんど知られていないようにࢧわれる。

そこで本稿では，「⼈⼝動態市区町村別統計」において表章されている合計出⽣率の実
値とベイθ推定値に着⽬し，それらの算出⽅法を֮するとともに，գڊ数回の「⼈⼝動
態市区町村別統計」による合計出⽣率の実値とベイθ推定値との⽐較を⾏い，ベイθ推定
の妥当性について検証することを主たる⽬的とする1。

㸰㸬ࠕேཱྀືែᕷ༊⏫ᮧู⤫ィࠖࡢᴫせ�

「⼈⼝動態市区町村別統計」における合計出⽣率の算出⽅法のઈ明に⼊る前に，本統計の
概要について簡単に触れておきたい。

「⼈⼝動態市区町村別統計」は，地域の保݊・ҫྏ・福ࢳに関する各झ情報を総合的にफ
集し，մ析する機能のै実が保݊所に求められている状況に対応して，দ 58〜62 年の 5
年間に発⽣した保݊所別・市区町村別の⼈⼝動態に関する各指標がまとめられたものが最
ॵである（⽣省⼤ׯ統計情報部 1990）。その後も国勢調査を中間年とする 5 年間の
保݊所別・市区町村別の⼈⼝動態に関する各指標がまとめられた統計が 5 年ごとに作成さ
れ，2020 年 7 ⽉に公表された「⼈⼝動態特च報ࠄ 平成 25〜29 年 ⼈⼝動態保݊所・市区
町村別統計」で 7 回⽬となる。すべて⽇本国内で発⽣した⽇本⼈のデータが基となってお

1 「⼈⼝動態市区町村別統計」では「合計特च出⽣率」の表現が⽤いられているが，本稿では「合計出⽣
率」と表記する。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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合ܯ
ड़ਫ਼ི

ड़ਫ਼਼（ᶅ） �� �� ��� ��� ��� �� �
⼥性ਕ（ᶆ） ��� ��� ��� ��� ��� ����� �����
ᶇʻᶆʹ� ����� ����� ����� ����� ����� ����� �����
ड़ਫ਼ི（ᶈʁᶅʙᶇ） �������� �������� �������� �������� �������� �������� � 1.12521

り，期間中に市町村合併等が発⽣した場合は期末時点の境域により集計されている。 
本統計で表章されている主な指標として，の年齢階級別出⽣率，合計出⽣率，ࣉ死亡

率，死ࢊ率，࠙ҿ率，࠙率，死亡率（死因別），標準化死亡⽐（死因別）などがあり，こ
れらの指標は保݊所や地⽅⾃治体のみならず，研究者による地域別の⼈⼝動態分析にも幅
 。く活⽤されている߁

 
㸱㸬ྜィฟ⏕⋡㸦ᐇ⦼್㸧ࢬ࣋᥎ᐃ್ࡢ⟬ฟ᪉ἲ�

 「⼈⼝動態市区町村別統計」における市区町村別合計出⽣率（実値）の算出⽅法につい
ては各回でڠ通しているため，平成 25〜29 年統計を例にઈ明する。 
 平成 25〜29 年統計においては，平成 25〜29 年の 5 年間の「⼈⼝動態統計」による⼥性
5 歳階級別出⽣数を分⼦，平成 27 年「国勢調査」による⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝の 5 倍
を分として年齢 5 歳階級別出⽣率を算出し，その合計を 5 倍することによって合計出⽣
率が算出されている。なお，分となる⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝は年齢不詳⼈⼝・国籍不
詳⼈⼝をҊ分した⼈⼝が⽤いられており，平成 25〜29 年統計ではこの値が「政府統計の総
合૯⼝」（e-6tat）に参考表としてܟ載されている。たとえば，੫Ԯ県೦海市の合計出⽣率の
算出結果は表 1 のとおりであり，合計出⽣率を⼩数点以下 3 位でޔࣼ࢝⼊した値は公表値
（1.13）に⼀する。 
 

表 1 合計出⽣率（実値）の算出例（੫Ԯ県೦海市，平成 25〜29 年） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 ところで，平成 15〜19 年以降の「⼈⼝動態市区町村別統計」では合計出⽣率の実値が
表章されていない市町村が散⾒される。平成 25〜29 年統計における保݊所別・市区町村別
の年齢別出⽣率・合計出⽣率の表には「合計特च出⽣率の標準誤差が 0.1 以上のときは、合
計特च出⽣率を「ʞ」で表章している。」という注意書きがあり，これは⼈⼝規模が⼩さい
市町村では合計出⽣率が不安定となるため，実値が表章されていないことを意味してい
る。⽣労働省政策統ׇׯ参事ׯ⼈⼝動態・保݊社会統計࣪（2020）に，「市区町村別
の合計特च出⽣率および標準化死亡⽐は，⼈⼝規模の⼩さい地域では，出⽣数や死亡数の少
なさにً因して数値が不安定となるため，⼩地域の指標の推定に有⼒なベイθ推定を⽤い
て推定した。」と書かれているとおり，平成 5〜9 年統計以降では合計出⽣率に関して実

資料：ᶅ「⼈⼝動態統計」，ᶆ「国勢調査」 
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年࣏ ࣰ
ϗθ
ਬఈ

দ��ʛ��年 ˕ ʹ
দ��ʛฑ�年 ˕ ʹ
ฑ�ʛ�年 ˕ ˕
ฑ��ʛ��年 ˕ ˕
ฑ��ʛ��年 ˜ ˕
ฑ��ʛ��年 ˜ ˕
ฑ��ʛ��年 ˜ ˕

値のほかにベイθ推定値が表章されるようになっている。表 2 は，「⼈⼝動態市区町村別統
計」における市区町村別合計出⽣率の表章をまとめたものであるが，平成 10〜14 年統計以
降では実値に代わりベイθ推定値が主たる表章となり，上述のように平成 15〜19 年統計
以降では標準誤差の⼤きい（⼈⼝規模の⼩さい）市町村において実値が⾮表章となってお
り，平成 25〜29 年統計では 418 市町村が該当する2。 
 
 

表 2 「⼈⼝動態市区町村別統計」における市区町村別の合計出⽣率の表章 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：グϪー表⽰は主たる表章値。「ベイθ推定値」において，当該市区町村を含む「より߁い地域」の観

値としてࡀ⽤されているのは，平成 10〜14 年以前では್次ҫྏ圏，平成 15〜19 年以降では都道府県。 

 
 
 合計出⽣率のベイθ推定の理論的背景や考え⽅については佐തほか（1999）を参照され
たいが，「⼈⼝動態市区町村別統計」で適⽤されているベイθ推定のイメージは図 1 のとお
りである。すなわち合計出⽣率のベイθ推定値は，市区町村別に観される出⽣率に当該市
区町村を含む「より߁い地域」の出⽣率の情報を加味する形で算出される。ここで，市区町
村を含む「より߁い地域」として適⽤されているのは，平成 10〜14 年統計以前では್次ҫ
ྏ圏，平成 15〜19 年統計以降では都道府県である。合計出⽣率（ベイθ推定値）の۫体的
な算出⽅法は，佐തほか（1999）にも記されているが，以下では「市区町村を含むより߁い
地域」を都道府県としている平成 25〜29 年統計の「⽤ޢのմઈ等」による記述に基づいて
記す。 
  
  

                                                       
2 東⽇本⼤ਔࡄの影響により合計出⽣率が表章されていない 11 市町村を除く。 

˕：表章 

˜：標準誤差が⼤きい 

  町村では⾮表章 

ʹ：⾮表章（平成 10〜 

  14 年統計で事後的 

  に表章） 
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資料：⽣労働省「平成 25〜29 年 ⼈⼝動態保݊所・市区町村別統計の概況」の「参考 ベイθ推定と

は」（https://www.mhlw.go.jp/touNei/saiNin/hw/jinNou/other/hoNen19/dl/sanNou.pdf） 

 
図 1 ベイθ推定の⽅法 

 
ある都道府県 i の市区町村 j における，平成 27 年「国勢調査」による⼥性 [〜[+4 歳⼈⼝

を𝑁௫
,，平成 25〜29 年の 5 年間の「⼈⼝動態統計」による⼥性 [〜[+4 歳の出⽣数を𝐵௫

,と
すると，当該年齢階級における出⽣率の実値（𝑏෨௫

,）は， 
 

𝑏෨௫
, ൌ

𝐵௫
,

5 ൈ 𝑁௫
, 

 
として求められる。[ʻ15，20，25，30，35，40，45 について𝑏෨௫

,を算出し，それらを合計
した値が合計出⽣率（実値）となる。都道府県 i 全体の⼥性 [〜[+4 歳⼈⼝と⼥性 [〜[+4
歳の出⽣数をそれぞれ𝑁௫，𝐵௫とすると， 
 

𝑁௫ ൌ ∑ 𝑁௫
,

   𝐵௫ ൌ ∑ 𝐵௫
,

  
 
となり，年齢別出⽣率に関する⼥性⼈⼝の॑みけ平ۋ（𝐸௫）と分散（𝑉௫）を下記のࣞによ
り求める。 
 

𝐸௫ ൌሺ


𝑏෨௫
, ൈ

𝑁௫
,

𝑁௫
ሻ 

𝑉௫ ൌቆሺ𝑏෪௫
,ሻଶ ൈ

𝑁௫
,

𝑁௫
ቇ



െ ሺ𝐸௫ ሻଶ 

- 54 -



��ʛ��ࡂ ��ʛࡂ�� ��ʛ��ࡂ ��ʛࡂ�� ��ʛ��ࡂ ��ʛࡂ�� ��ʛ��ࡂ 7)5
Ѝ[ ����� ����� ����� ������ ����� ����� ����
Ў[ ������� ������ ������ ������ ������� ������� ��������

Ѝ[ʙ（Ѝ[ʶЎ[） ������� ������� ������� ������� ������� ������� ������� 1.53567

 
ここで，下記のࣞによりパラメータ𝛼௫ ，𝛽௫を求める。 
 

𝛼௫ ൌ 𝐸௫ ሺ
𝐸௫ ൫1 െ 𝐸௫ ൯

𝑉௫
െ 1ሻ 

𝛽௫ ൌ ሺ1 െ 𝐸௫ ሻሺ
𝐸௫ ൫1 െ 𝐸௫ ൯

𝑉௫
െ 1ሻ 

 
これらのパラメータを⽤いることにより，市区町村 j の年齢別出⽣率（ベイθ推定値：𝑏௫

,）
は， 
 

𝑏௫
, ൌ

𝛼௫  𝐵௫
,

𝛼௫  𝛽௫  5 ൈ 𝑁௫
, 

  
として求められる。[ʻ15，20，25，30，35，40，45 について𝑏௫

,を算出し，それらを合計
した値が合計出⽣率（ベイθ推定値）となる。𝛼௫ ʙ（𝛼௫ ʶ𝛽௫）は都道府県 i の年齢別出⽣率
に⼀し，その合計を 5 倍した値も当ષながら都道府県 i の合計出⽣率に⼀することにな
る。したがって，市区町村別の合計出⽣率（ベイθ推定値）は，当該市区町村が属する都道
府県の合計出⽣率（実値）に近づき，市区町村の⼈⼝や出⽣数が少なくなるほど𝛼௫ ʙ（𝛼௫

ʶ𝛽௫）の寄与度が⼤きくなるため，都道府県の合計出⽣率（実値）にӀき寄せられること
になる。 

上述のࣞにより，たとえば੫Ԯ県のパラメータ（𝛼௫ と𝛽௫）を算出すると表 3 のとおりと
なり，この𝛼௫ と𝛽௫をもとに೦海市の合計出⽣率（ベイθ推定値）を算出したのが表 4 であ
る。合計出⽣率（ベイθ推定値）の算出結果を⼩数点以下 3 位でޔࣼ࢝⼊した値は公表値
（1.22）と⼀し，合計出⽣率（実値）と⽐較すると約 0.1 上昇している。੫Ԯ県の全市
町において，合計出⽣率（実値）と合計出⽣率（ベイθ推定値）を⽐較したのが表 5 であ
る。⼈⼝規模の⼤きい市や⾏政区では両者の差はほとんどないが，⼈⼝規模が⼩さくなると
差が߁がるίースも⽬⽴ち，合計出⽣率が表章されていない 5 町のうちՑ町・⻄伊ಀ町・
川根本町では約 0.2 の差がある。 

 
 

表 3 𝛼௫ と𝛽௫の値（੫Ԯ県，平成 25〜29 年） 
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ࣰ
ϗθ
ਬఈ

ࠫ ࣰ
ϗθ
ਬఈ

ࠫ

੫ԮࢤѰۢ ����� ����� 0.003 ୀҬࢤ ����� ����� -0.015
੫Ԯࢤ॥Ցۢ ����� ����� -0.001 Ծీࢤ ����� ����� -0.008
੫Ԯࢤੜਭۢ ����� ����� 0.003 ࢤ ����� ����� -0.027
ශনࢤۢ ����� ����� -0.002 ࢤކ ����� ����� 0.007
ශনࢤ౨ۢ ����� ����� -0.012 ґಀࢤ ����� ����� 0.066
ශনࢤۢ ����� ����� -0.006 ࢤޜ ����� ����� -0.033
ශনࢤೈۢ ����� ����� -0.003 ٢ઔࢤ ����� ����� -0.019
ශনࢤۢ ����� ����� 0.001 ґಀのࢤࠅ ����� ����� 0.022
ශনࢤශۢ ����� ����� -0.007 ຂ೯ࢤݬ ����� ����� 0.010
ශনࢤళཿۢ ����� ����� 0.111 ౨ґಀௌ ����� ����� 0.149
বࢤ ����� ����� 0.007 Ցௌ ����� ����� -0.177
೦քࢤ ����� ����� 0.100 ೈґಀௌ ����� ����� -0.057
ࢤౣࢀ ����� ����� 0.002 নௌ ����� ����� -0.014
ࢤٸ࢞ ����� ����� 0.001 ґಀௌ ����� ����� 0.233
ґ౨ࢤ ����� ����� 0.013 ഷೈௌ ����� ����� 0.008
ࢤీౣ ����� ����� 0.004 ੜਭௌ ����� ����� -0.011
ࢤ࢞ ����� ����� -0.001 ௗચௌ ����� ����� -0.047
൮ీࢤ ����� ����� -0.002 ঘࢃௌ ����� ����� -0.011
রࢤ ����� ����� 0.008 ٤ీௌ ����� ����� 0.006
ֽઔࢤ ����� ����� -0.006 ઔࠞຌௌ ����� ����� 0.209
ࢤࢮ౽ ����� ����� 0.004 ਁௌ ����� ����� 0.067
ࢤాޜ ����� ����� -0.018

��ʛ��ࡂ ��ʛࡂ�� ��ʛ��ࡂ ��ʛࡂ�� ��ʛ��ࡂ ��ʛࡂ�� ��ʛ��ࡂ 7)5
% �� �� ��� ��� ��� �� �
1 ��� ��� ��� ��� ��� ����� �����

%ʙ�1
（ࣰ）

������� ������� ������� ������� ������� ������� ������� 1.12521

Ѝ[ ����� ����� ����� ������ ����� ����� ����
Ў[ ������� ������ ������ ������ ������� ������� ��������

Ѝ[�% & ����� ������ ������ ������ ������ ������ ����
Ѝ�Ў[��1 ' ������� ������� ������� ������� ������� �������� ��������

&ʙ'
（ϗθਬఈ）

������� ������� ������� ������� ������� ������� ������� 1.22485

表 4 合計出⽣率（ベイθ推定値）の算出例（੫Ԯ県೦海市，平成 25〜29 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：̙は出⽣数，̥は⼥性⼈⼝，Ѝ[ と Ў[ は表 3 の値。 

 
 

表 5 合計出⽣率の実値とベイθ推定値の⽐較（੫Ԯ県内市区町，平成 25〜29 年） 
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Ϭ͘ϱ

ϭ

ϭ͘ϱ

Ϯ

Ϯ͘ϱ

ϯ

Ϭ͘ϱ ϭ ϭ͘ϱ Ϯ Ϯ͘ϱ ϯ ϯ͘ϱ ϰ

d&
Z（

ϗ

θ
ਬ
ఈ

）

d&Z（ࣰ）

ᐇ⦼್䠙䝧䜲䝈᥎ᐃ್

ி㒔ᗓ➟⨨⏫
（ᐇ⦼䠖0.61䠈䝧䜲䝈䠖ϭ͘ϭϱ）

㜰ᗓ㇏⬟⏫
（ᐇ⦼䠖Ϭ͘ϳϭ䠈䝧䜲䝈䠖0.84）

Ἀ⦖┴ᮾᮧ
（ᐇ⦼䠖3.86䠈䝧䜲䝈䠖Ϯ͘ϭϰ）

Ἀ⦖┴㔠Ṋ⏫
（ᐇ⦼䠖Ϯ͘ϲϵ䠈䝧䜲䝈䠖2.47）
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図 2 は，平成 25〜29 年統計で合計出⽣率（ベイθ推定値）が表章されている 1,885 市区
町村について，合計出⽣率（実値）を横，合計出⽣率（ベイθ推定値）をॐとした散
布図である。上述のように，市区町村別の合計出⽣率（ベイθ推定値）は当該市区町村が属
する都道府県の合計出⽣率（実値）に近づくことになるため，合計出⽣率（ベイθ推定値）
の分布は合計出⽣率（実値）と⽐較してڳいϪンジにफまる。また図 3 は，2015 年の⽇
本⼈⼈⼝を横，合計出⽣率（ベイθ推定値）の合計出⽣率（実値）に対する⽐をॐと
した散布図である。本図で⽰されているとおり，⼈⼝規模が概ね 30,000 ⼈以上では概ね⽐
が 0.9〜1.1 の範囲にफまっているが，⼈⼝規模が⼩さくなるほど⽐はバラツキが⼤きくな
り，⽐の最⼤値はྒྷ県上北ࢃ村の 1.95（2015 年⽇本⼈⼈⼝ 511 ⼈，合計出⽣率（実値）
0.67，合計出⽣率（ベイθ推定値）1.30），⽐の最⼩値は沖縄県北⼤東村の 0.56（2015 年⽇
本⼈⼈⼝ 627 ⼈，合計出⽣率（実値）3.86，合計出⽣率（ベイθ推定値）2.14）であった。
合計出⽣率（実値）と合計出⽣率（ベイθ推定値）の上位と下位の 10 市区町村（表 6）
を⾒ても両者は⼤きく異なっており，とりわけ下位 10 市区町村については，合計出⽣率（ベ
イθ推定値）では政ྫ指定都市の⾏政区が⼤半を占めるのに対して，合計出⽣率（実値）
ではգ地域に属する町村が⽬⽴つ結果となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 合計出⽣率の実値とベイθ推定値の分布（全国，平成 25〜29 年） 
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図 3 ⽇本⼈⼈⼝の規模とベイθ推定値の実値に対する⽐（全国，平成 25〜29 年） 
 

 
表 6 実値とベイθ推定値による合計出⽣率が上位と下位の 10 市区町村 

（全国，平成 25〜29 年） 
実値         ベイθ推定値 
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上述のように，ベイθ推定法は平成 5〜9 年統計でॵめて適⽤された後，平成 10〜14 年
統計以降は，市区町村別の合計出⽣率はベイθ推定値が主たる表章値となっている。ベイθ
推定法は⼩地域別の⼈⼝動態指標の推定に有ްな⼿法とされ，「⼈⼝動態市区町村別統計」
では標準化死亡⽐にも適⽤されているが，その妥当性について検証した資料は⾒当たらな
い。本節では主にベイθ推定の妥当性を検証することを⽬的として，平成 5〜9 年統計から
平成 25〜29 年統計の 5 期間を対象に合計出⽣率（実値）と合計出⽣率（ベイθ推定値）
の⽐較を⾏う。妥当性のஇには本来多⾓的な検証が必要であるが，両者の差の偏りはひと
つのஇ材料となるだろう。仮に両者の⼤⼩関係に⼤きな偏りがなければ，ベイθ推定法は
妥当である可能性が⾼いが，どちらか⼀⽅の値が継続的に⾼い（または低い）場合はベイθ
推定法が必ずしも妥当とはいえないと考えられる。 

平成 20〜24 年統計以前では，分となる国勢調査の年齢不詳⼈⼝（および国籍不詳⼈⼝）
Ҋ分ࡃみの⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝が存在しないため，公表値から「⼈⼝動態市区町村
別統計」で表章されている実値とベイθ推定値を࠸現することができない。そこで，まず
「⼈⼝動態市区町村別統計」による合計出⽣率の実値と整合的な⼥性 5 歳階級別⽇本⼈
⼈⼝を求めることとした。平成 17 年以前の国勢調査では年齢不詳⼈⼝のみが存在するが，
年齢不詳⼈⼝を⽇本⼈と外国⼈の総⼈⼝により⽐例配分した後，⽇本⼈として配分された
⼈⼝を⽇本⼈の年齢別⼈⼝により⽐例配分することによって実値と整合的な⼥性 5 歳階
級別⽇本⼈⼈⼝を得た。⼀⽅，平成 22 年国勢調査では年齢不詳⼈⼝に加えて国籍不詳⼈⼝
も存在し，双⽅の不詳⼈⼝をҊ分する必要があるが，੫Ԯ県からڛされたワークシートに
より全国の市区町村について実値と整合的な⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝の作成が可能と
なった3。また上述のように，ベイθ推定にあたり平成 5〜9 年統計と平成 10〜14 年統計で
は「市区町村を含むより߁い地域」として್次ҫྏ圏が適⽤されているが，これを平成 15
〜19 年統計以降で適⽤されている都道府県にきえてベイθ推定値の࠸計算を⾏った。 

5 期間での⽐較にあたり，ひとつ問題となるのは「平成の⼤合併」等に伴う各期間におけ
る市区町村境域の違いである。そのため市区町村は平成 29 年末現在の境域に統⼀し，期間
中に⾏政区の࠸編などが多く発⽣している政ྫ指定都市については市全体を 1 境域とした。
年齢別出⽣率の実値は単९に合併後の境域にデータを組みえるだけで算出可能である
が，ベイθ推定値（𝑓௫）は下記のࣞにより算出した。 

 

𝑓௫ ൌ
∑ ሺ𝑃,௫ ൈ 𝑓,௫ ሻ
5 ൈ ∑ 𝑃,௫

 

 

                                                       
3 ワークシートをごڛいただいた੫Ԯ県݊康福ࢳ部こどもາ来局こどもາ来課のోᬓ知様にく感ः
ਅし上げる。 
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ࢤކ ʹ ˕ ʹ ʹ ʹ

ここで，𝑃,௫：合併前境域の市町村 i の⼥性年齢 [〜[+4 歳⽇本⼈⼈⼝，𝑓,௫ ：合併前境域の
市町村 i で算出した⼥性 [〜[+4 歳のベイθ推定出⽣率，である。すなわち，合併前の境域
で算出した年齢別出⽣率（ベイθ推定値）と⼥性の年齢 5 歳階級別⼈⼝のをベイθ推
定値による合併後の出⽣数と考え，これを合併後の⼥性の 5 歳階級別⼈⼝の 5 倍で割った
値を合併後の年齢別出⽣率（ベイθ推定値）とした。この年齢別出⽣率の合計を 5 倍した値
が合計出⽣率（ベイθ推定値）となる。 
 ੫Ԯ県の市町において，5 期間における実値とベイθ推定値の⽐較を⾏った結果を表 7
に⽰した。全体としてみれば，⼈⼝規模の⼩さい⾃治体では概ね実値の⽅が⾼い傾向があ
るが，地域によっても傾向が異なっている。図 4 は，これらのなかから੫Ԯ市・Ց町・⻄
伊ಀ町の 3 市町について合計出⽣率（実値）と合計出⽣率（ベイθ推定値）の推移を⽰し
たものである。੫Ԯ市と⻄伊ಀ町では 5 期間ともベイθ推定値の⽅が⾼いが，⼈⼝規模の
⼤きい੫Ԯ市では実値との差はいずれもごくわずかであるが，⻄伊ಀ町ではやや差が⼤
きくなっている。⼀⽅Ց町ではٱに 5 期間とも実値の⽅が⾼く，とくに平成 15〜19 年
以降では差が⼤きい。 
 
 

表 7 合計出⽣率の実値とベイθ推定値の⽐較（੫Ԯ県内市町） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

˕：実値ʾベイθ推定値  ʹ 実値ʽベイθ推定値 
 

注：グϪー表⽰は「平成 25〜29 年 ⼈⼝動態保݊所・市区町村別統計」において 

合計出⽣率が⾮表章となっている⾃治体 
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図 4 合計出⽣率の実値とベイθ推定値の⽐較（੫Ԯ市，Ց町，⻄伊ಀ町） 
 
図 3 に⽰したように，⼈⼝規模が⼤きくなれば合計出⽣率（実値）と合計出⽣率（ベイ

θ推定値）の差はक़⼩することから，以下では⼈⼝規模の⼩さい⾃治体を対象として両者の
⽐較を⾏う。平成 25〜29 年統計において合計出⽣率（実値）が⾮表章の全国 418 市町村
のうち，平成 10〜14 年統計と平成 15〜19 年統計で合計出⽣率（ベイθ推定値）が表章さ
れていない東京都三村を除く 417 市町村において，実値とベイθ推定値の 5 期間の⼤
⼩関係を⽰したのが表 8 である。5 期間すべてにおいて実値がベイθ推定値を上回る市町
村は 176（全体の 42.2％）にのぼる。5 期間中 4 期間において実値の⽅が⾼い市町村も 88
（全体の 21.1％）となり，6 割以上の市町村では実値が⾼い⽅に偏っているといえる。⼀
⽅で，5 期間中実値がベイθ推定値を上回るのが 1 期間以下の市町村も 53（全体の 12.7％）
存在し，これらの市町村では実値が低い⽅に偏っているといえる。以下では，個別の市町
村について実値とベイθ推定値の推移を観察する。 
 
 

表 8 合計出⽣率が実値ʾベイθ推定値となる期間数別市区町村数 
（平成 5〜9 年から平成 25〜29 年の 5 期間について） 

 
 

 
注：平成 25〜29 年統計で合計出⽣率（ベイθ推定値）が⾮表章となっている 417 市町村について。 

 
  
まず，福島県ۜࢃ町では図 5-1 のとおりである。ۜ 町では実値がジグδグに推移していࢃ
るが，ベイθ推定値（都道府県）ではらかな変化となっており，ベイθ推定により⻑期的
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な傾向が概ね的֮に捉えられている例と考えられる。⼀⽅，東京都ޜ島村（図 5-2）をみ
ると，5 期間すべてにおいて実値がベイθ推定値を上回り，両者の差が⾮常に⼤きくなっ
ている。ޜ島村は 2015 年の総⼈⼝が 335 ⼈の⼩規模⾃治体であることに加え，出⽣率の
低い東京都を「より߁い地域」としてベイθ推定が⾏われるため，ベイθ推定値（都道府県）
は東京都の実値にӀき寄せられることになる。ただし，「より߁い地域」を್次ҫྏ圏「島
しΒ」としてベイθ推定が⾏われている平成 5〜9 年と平成 10〜14 年のベイθ推定値（್
次ҫྏ圏）では，ベイθ推定値（都道府県）よりも⼤幅に実値に近い値となっている。܊
ഇ県下ਖ⽥町（図 5-3）では，ٱに 5 期間すべてにおいて実値がベイθ推定値（都道府県）
を下回るが，「より߁い地域」を್次ҫྏ圏「Ԯ」としてベイθ推定が⾏われている平成
5〜9 年と平成 10〜14 年のベイθ推定値（್次ҫྏ圏）では，やはり実値に近くなってい
る。沖縄県多ྒྷ間村（図 5-4）は，平成 10〜14 年統計において「⼈⼝動態市区町村別統計」
開࢟以降で合計出⽣率が最⾼値となる 3.14 を記録したことにより，当時⼤きな注⽬を集め
たが，これは「より߁い地域」を್次ҫྏ圏「ݻٸ」とした場合のベイθ推定値（್次ҫྏ
圏）の値であり，「より߁い地域」を沖縄県とした場合のベイθ推定値（都道府県）は 2.45
となる。⼀⽅，平成 10〜14 年の実値は 4.63 であり，双⽅のベイθ推定値より⼤幅に⾼
い。その後も平成 20〜24 年までは実値で⾼い⽔準をң持し，ベイθ推定値（都道府県）
とのစが⼤きいが，平成 25〜29 年では実値が急低下したためにベイθ推定値（都道府
県）とほぼ同じ⽔準となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1 合計出⽣率の推移（福島県ۜࢃ町） 
 
 

実値 

ベイθ推定値（್次ҫྏ圏） ベイθ推定値（್次ҫྏ圏） 

ベイθ推定値（都道府県） 
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図 5-2 合計出⽣率の推移（東京都ޜ島村） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-3 合計出⽣率の推移（܊ഇ県下ਖ⽥町） 
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図 5-4 合計出⽣率の推移（沖縄県多ྒྷ間村） 
 
 

㸴㸬ࡵࡲ⪃ᐹ 
 本稿では，「⼈⼝動態市区町村別統計」における合計出⽣率の実値とベイθ推定値の算
出⽅法を֮したうえで，平成 5〜9 年から平成 25〜29 年の 5 期間においてとくに両者の
値のစが⼤きくなりがちな⼈⼝規模の⼩さい⾃治体を中⼼として実値とベイθ推定値
の⽐較を⾏った。その結果，⼩規模⾃治体では全体の 6 割以上において実値が⾼い⽅に
偏っており，ベイθ推定により市町村の出⽣率（実値）より低い都道府県の出⽣率（実
値）にӀき寄せられる傾向が強いことなどが明らかとなった。以下では，その要因等につい
て考察を加える。 
 都道府県内には都市的な地域と村的な地域が存在し，概ね前者では⼈⼝規模が⼤きく
出⽣率は低いのに対して，後者では⼈⼝規模が⼩さく出⽣率は⾼い。࠸三述べているように，
平成 15〜19 年以降のベイθ推定では「より߁い地域」として都道府県がࡀ⽤されているた
め，市区町村別の出⽣率（ベイθ推定値）は都道府県の出⽣率（実値）に近づくことにな
るが，村的で⼈⼝規模の⼩さい市町村では概して都道府県の出⽣率より⾼い傾向がある
ために，ベイθ推定値よりも実値の⽅が⾼くなりがちとなる。また，都道府県の出⽣率は
⼈⼝規模の⼤きい域内の都市的な地域の出⽣率に近くなるために，⼈⼝規模の⼩さい市町
村では実値とベイθ推定値の差が߁がりやすい。また，村的な性格が強い地域でも，地
域ݽ有の事情等によって実値が低い⽅に偏る市町村も少なくない。たとえば，平成 5〜9
年から平成 25〜29 年の 5 期間中 4 期間で実値がベイθ推定値を下回っている東京都Ԡ多
ຐ町では，町内にࢊ⼈科や⼩ࣉ科など⼦үて⽀援に必要なਏྏ科がない（Ӟ野 2011）こ

ベイθ推定値 
（್次ҫྏ圏） 

実値 

ベイθ推定値 
（都道府県） 
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となども低出⽣率に影響していると考えられ，同様のίースは他にも存在するであろう。も
ちろん，⼈⼝規模が⼩さくなるほど出⽣率が不安定になりやすいことはٛいない事実であ
り，Ձらかのึ正の必要性はめられるものの，上述のような諸々の事情を考慮すると，「よ
り߁い地域」を都道府県とする現⾏のベイθ推定法には，検討の余地が⼤きいといえるので
はないかと考えられる。 
 仮にベイθ推定の組みをң持するのであれば，「より߁い地域」を平成 10〜14 年統計
以前においてࡀ⽤されていた್次ҫྏ圏にすことがひとつの可能性としてあり得るだろ
う。್次ҫྏ圏は，都道府県別に概ね 30 万⼈ఖ度の⼈⼝規模を持つ⽇常⽣活圏として全国
をうように定められている区域であり，出⽣や死亡に関してもあるఖ度同⼀的な性格を
持っている（佐തほか 1999）。図 5-1〜図 5-4 からも明らかなように，平成 5〜9 年と平成
10〜14 年では，ベイθ推定値において「より߁い地域」を都道府県とするよりも್次ҫྏ
圏とした⽅が概ね実値に近い結果が得られており，「より߁い地域」として್次ҫྏ圏は
都道府県よりも適切ではないかと考えられる。当ષながら，同じ್次ҫྏ圏のなかにも都市
的な地域・村的な地域など様々な性格を持った地域が含まれるため，⼀ཱに್次ҫྏ圏を
「より߁い地域」とすることの妥当性も検証する必要があるが，全国統⼀的な基準で指標を
算出するという観点からは⼗分検討に値するであろう。その他の推定法としては，գڊに観
察された実値とベイθ推定値のစの情報を反映させる⼿法や，ベイθ推定法にғڎし
ない別の⼿法も考えられる。たとえば，（2008）ݬでも指摘されているように，合計出⽣率
の⽔準にはそれぞれの市町村におけるݽ有の事情が影響している場合も多いことから，当
該市町村のみのデータを活⽤して推定する⼿法も⼀考のՃ値があるとࢧわれる。その場合
は 5 年間ではなく，より⻑期の⼈⼝と出⽣数のデータから当該市町村の出⽣率のトϪンド
を分析し，年齢別出⽣率および合計出⽣率を推定するような⼿法があり得るだろう。 
 都道府県を「より߁い地域」とするベイθ推定法は，市区町村別の出⽣率のみならず標準
化死亡⽐や「市区町村別⽣命表」など死亡に関する指標作成にも活⽤されている4。死亡指
標についても，本稿で⾏ったような実値とベイθ推定値を⽐較したうえで検証する必要
があるが，所得格差等にً因する݊康格差は⼤都市圏の中⼼都市間や߭外間でも存在する
ことが近年の研究でも指摘されており（1aNa\a and +anibuchi 2020），そのような状況のな
かで⼀ཱに都道府県を「より߁い地域」としてベイθ推定法を適⽤することには，やはり検
討の余地があるといえよう。 

今後は，実値とベイθ推定値の⽐較分析を化させ，現⾏のベイθ推定法に代わり得る，
より֘ષ性の⾼い⼿法を検討することが主たる課題となる。 
 

                                                       
4 「市区町村別⽣命表」において，ベイθ推定の「より߁い地域」は，政ྫ指定都市の⾏政区および東京
都 23 区ではそれぞれ政ྫ指定都市全体および東京都特別区部全体とされ，その他の市町村では都道府県
となっている（⽣労働省政策統ׇ2018 ׯ）。 
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夫婦の出生歴と居住地移動 

― 人口動態調査出生票を用いた分析 ― 

中川雅貴・小池司朗

1. 背景と目的

結婚や出生といった家族構成の変化を伴うライフイベントは、若年期における居住地移

動と密接に関連することが知られている（Mulder & Wagner 1998; 2001; Kulu 2008; Kulu & 
Steele 2013）。日本国内においては、とりわけ大都市圏における低出生率への関心を背景に、

若年期における地域間の移動歴・移動類型が家族形成や出生行動に与える効果に着目した

分析成果が蓄積されてきた（鎌田ほか 2019; 小池 2009; 2014; 山内ほか 2020）。これらの

研究は、「人口移動調査」（国立社会保障・人口問題研究所）のデータを用いていることもあ

り、結婚・出生に至る移動歴を都道府県間の移動に基づいて把握している点に加え、サンプ

ル規模の制約により、詳細な地域分類による分析には至っておらず、比較的長距離の ― す
なわち発生頻度が低い ― 移動の観察に依拠した分析に留まっている。したがって、例えば

大都市圏中心部から郊外への移動、あるいは大都市圏中心部への都心回帰等、市区町村間移

動の把握が必要となる詳細な移動パターンが、結婚や出生といったライフイベントの発生

といかにして関連しているのか、家族のライフコースと居住地選好の関連にはどのような

地域的傾向が見られるのかについては、必ずしも明らかにされていない。

地域人口に関する視点から検討すると、高度経済成長期以降の大都市部の外延的な拡大

に際しては、子育て世代による郊外への移動が主たる要因の一つとなったことが指摘され

ているが（川口 2002; 江崎 2006）、2000 年代以降の「都心回帰」（小池 2017）の局面に

おいて生じた若年世帯の移動特性の変化に関する分析はほとんどみられない。とりわけ大

都市圏内部における近年の人口移動傾向の変化を、家族形成・拡大期における移動の発生お

よび居住地選択に関するミクロの視点から検証し、その裏付けを試みることは、少なからず

意義のある作業であると考えられる。

 これらを踏まえて本研究では、国内で発生する出生の全件を長期間に渡ってカバーする

人口動態調査・出生票の個票データを用いて、夫婦単位の出生歴に関する縦断データの作成

を試みたうえで、出生時の居住地の情報から把握できる市区町村間移動との関連について

の分析を行う。分析に際しては、全国の市区町村を「大都市圏・中心部」「大都市圏・非中

心部」「非大都市圏・中心部」「非大都市圏・非中心部」に分類したうえで、第一子出生時か

ら第二子出生時にかけての市区町村間移動について、とくに都市圏内移動のパターンとそ

の変化について検証する。次節では、分析に用いるデータと分析方法について説明する。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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2．データと方法 
本研究では、人口動態調査・出生票（以下、出生票とする）において父と母の出生年月日

に関する情報が得られる 1992 年以降の個票データを用いて、母と父の出生年月の組み合わ

せによるカップル単位の個体識別情報を作成する。そのうえで、出生時の居住地（市区町村）

に関する情報を用いて、第一子出生時から第二子出生時にかけての市区町村間移動の発生

および移動パターンを分析する。なお、以下本稿で「移動率」という場合には、とくに断り

のない限り、上記の観察にもとづく第二子出生時に居住する市区町村が第一子出生時と異

なるカップルの割合を指す。 
1992 年以降に第一子出生を経験したカップルのうち、2018 年までの出生票によって出

生順位と矛盾なくカップル単位の出生歴が把握できたのは約 977 万組であり、このうち第

二子以降の出生が確認されたのは約 605.7 万組であった。第一子出生時居住地あるいは第

二子出生時の居住地のいずれかが「国外」あるいは不明であったケースについては分析の対

象外とした 1。この結果、最終的な分析対象は 6,053,441 カップルとなった。 
分析に際しては、全国の市区町村を「三大都市圏」と「非三大都市圏」に分類し、さらに

それぞれを「中心部」と「非中心部」に分類したうえで、第一子出生時から第二子出生時に

かけての市区町村間移動について、都市圏内の中心―非中心間移動の地域的パターンとそ

の変化を中心に検証した。地域の分類に際しては、総務省統計局が「平成 27 年国勢調査」

基づいて設定している 14 の都市圏のうち、関東大都市圏・近畿大都市圏・中京大都市圏を

「三大都市圏」とし、それぞれに含まれる政令指定都市の区を中心部とした。以下本稿では、

これらの三大都市圏を、それぞれ東京圏・大阪圏・名古屋圏と表記する。「非三大都市圏」

については、上記以外の都市圏（三大都市圏以外の大都市圏を含む）の中心市として設定さ

れている市（政令指定都市の区を含む）を中心部とした。市区町村の区分は、観察期間の

1992 年 1 月～2018 年末までの市区町村合併を反映させ、2018 年末のものに統一した。し

たがって、1992 年 1 月以降の合併により合併された市区町村間の移動については、合併前

のものであっても「同一市町村内」の移動とみなし、ここでの分析対象となる「市区町村間

移動」には含まれないものとした。同様に、1992 年 1 月以降に政令指定都市に移行した市

内の区間移動については、移行後のものであっても、「市区町村間移動」には含まないこと

とした 2。 
なお、本研究で使用した人口動態調査の調査票情報は、統計法第 33 条の規定に基づき二

次利用したものである。 
 

1 人口動態調査では、届け出の出生年月日が調査「前々年以前」であったケースの出生時の市区

町村については不詳と表記され、都道府県に関する情報しか把握できない。 
2 したがって、千葉市（1992 年 4 月）、さいたま市（2003 年 4 月）、相模原市（2010 年 4 月）、

堺市（2006 年 4 月）、新潟県（2007 年 4 月）、静岡県（2007 年 4 月）については、政令指定都

市移行後の市内区間移動も、移行前のものと同様に「市区町村内移動」として扱い、本稿の分析

対象とする「市区町村間移動」には含まない。 
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3. 結果 
 主な分析結果は以下のとおりである。 
 
3-1. 第一子出生時居住地の地域類型別にみた移動の発生および移動パターン 
 第一子出生から第二子出生にかけて市区町村間の移動が確認できたカップルの割合は、

分析の対象となったカップル全体のうち 22%であり、この割合は第一子出生時の居住地が

「大都市圏・中心部」であった場合に高い傾向が見られる（表 1）。大都市圏の中でも、第

一子出生時に東京圏・中心部に居住していたケースにおいて、第二子出生時にかけての移動

率が最も高くなっており（31.5%）、名古屋圏（30.5%）、大阪圏（29.5%）と続く。大都市

圏・非中心部についても、東京圏における移動率が最も高いが、第一子出生時の居住地が大

阪圏・非中心部あるいは名古屋圏・中心部であった場合の移動率は、いわゆる地方都市に該

当すると考えられる非大都市圏・中心部における移動率（24.6%）を下回っている。また、

第一子出生時の居住地が非大都市圏・非中心部であった場合に、第二子出生時に異なる市区

町村に居住するカップルの割合は 17%と顕著に低い。 
 第一子出生時から第二子出生時にかけて市区町村間移動が確認されたケースのうち、そ

の移動先の分布を、第一子出生時の居住地の地域類型別に示したものが 表 2 である。移動

率が最も高い大都市圏・中心部については、その 85%以上が第二子出生時（すなわち移動

後）も大都市圏に居住している（表 2-1）。ただし、移動後も同じ大都市圏の中心部内に留ま

っている割合は、平均しても 40%台であり、大都市圏間の差も大きい。具体的には、第一

子出生時に東京圏・中心部に居住していたケースでは、第二子出生時にかけての移動後も同

じ東京圏・中心部に居住する割合が 48%と、他の大都市圏と比較して顕著に高い（表 2-1）。
同じ割合を大阪圏・中心部、名古屋圏・中心部についてみると、それぞれ 38%・37%であ

る。一方、第二子出生時の居住地が「同じ大都市圏の非中心部」となる郊外への移動の割合

は、東京圏で最も低く（31%）、大阪圏では 10 ポイント以上高い 41%となっている。この

ことから、東京・大都市圏における特徴として、中心部内での移動の割合が相対的に高いこ

とが確認できる。なお、第一子出生時に名古屋圏・中心部に居住していたケースについては、

別の大都市圏に移動する割合が、中心部と非中心部を合わせて 17%を超えており、他の大

都市圏・中心部からの移動パターンと比較して顕著に高いという特徴がみられる。 
 第一子出生時の居住地が大都市圏・非中心部であったケースでは、第二子出生時に他の市

区町村での居住が確認された場合でも、その 60%以上が「同じ大都市圏の非中心部」内に

おける移動となっている（表 2-2）。また、この割合については、地域間（大都市圏間）で大

きな差はみられない。第一子出生時の居住地が非大都市圏であった場合は、中心部・周辺部

に関わらず、80%以上が移動後も非大都市圏に居住している（表 2-3）。ただし、非大都市

圏・中心部に居住していた移動ケースのうち、約 45%が非中心部に移動するのに対して、

非大都市圏・非中心部から中心部に移動する割合は約 12%に留まっている（表 2-3）。 
 

- 69 -



3-2. 地域別にみた移動率および移動パターンの変化 
第一子出生から第二子出生にかけて市区町村間移動を経験する割合は、第一子出生時に

大都市圏・中心部に居住していたケースにおいて、2000 年代以降すべての大都市圏でやや

上昇している（表 3）。第一子出生時の居住地が東京圏・中心部であったカップルの移動率

を第二子出生年別にみると、2010 年以降 32%を超えており（表 3-1）、東京圏と比較して移

動率が相対的に低かった大阪圏・中心部においても、2010 年以降は 30%を超えるようにな

った（表 3-2）。名古屋圏・中心部については、2000 年代以降の移動率の上昇が最も顕著で

あり、2015 年以降は 34%となり、東京圏・中心部からの移動率を超えている（表 3-2）。 
第一子出生時以降の市区町村間移動により、第二子出生時に別の市区町村に居住してい

るケースについて、その移動先の分布を第二子出生年別にみると、東京圏・中心部、大阪圏・

中心部、名古屋圏・中心部のいずれにおいても、同じ大都市圏内の中心部に移動する割合が

2000 年代以降に上昇している（表 3-1～表 3-2）。例えば、東京圏・中心部からの移動につ

いては、1990 年代後半に 45%であった中心部内の移動の割合が、2000 年代以降は 50%近

くに上昇している（表 3-1）。一方で、大都市圏内における移動のうち、非中心部すなわち郊

外に向かう移動の割合は、1900 年代と比較して低い水準にある。加えて、東京圏・中心部

から非大都市圏に向かう割合にも低下傾向がみられ、同様の傾向は名古屋圏・中心部からの

移動についても確認できる。 
第一子出生時に大都市圏・非中心部に居住していたケースについて見ると、いずれの大都

市圏においても移動率に変化は見られない（表 4）。また、移動先の分布についても、非大

都市圏に移動する割合が一様に低下している点以外は、大きな変化は見られない。例えば、

第一子出生時の居住地が東京圏・中心部であったケースでは、第二子出生年別にみた移動率

が 1990 年代後半以降 25%台で安定しており、東京大都市圏内における移動のうち東京・中

心部に向かう割合は 17%～18%台で推移している（表 4-1）。ただし、移動が確認されたケ

ースのうち、非大都市圏に向かう割合は、1990 年代前半には 28%、1990 年代後半には 19%
となっていたが、2000 年代後半以降は 15%台にまで低下している（表 4-1）。同様の傾向

は、第一子出生時の居住地が大阪圏・非中心部であったケースについても確認できる（表 4-
2）。名古屋圏・非中心部では移動率そのものが上昇傾向にあり、とくに近年、名古屋圏の中

心部に移動する割合が上昇するという特徴的な変化がみられる（表 4-3）。 
 いわゆる地方都市として位置づけられる大都市圏・中心部からは、第一子出生時から第二

子出生時にかけての移動のうち 40%以上が非大都市圏・非中心部に向かっているが、2000
年代以降、この割合に若干の低下傾向がみられる（表 5-1）。一方、移動後も非大都市圏・中

心部に向かう割合は、上昇を続けている（表 5-1）。第一子出生時に非大都市圏・非中心部に

居住していたケースでは、第二子出生時にかけての市区町村移動の発生率が上昇している

ものの、移動先の地域類型の分布に大きな変化は見られない（表 5-2）。 
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4. 考察とまとめ 
 本稿では、1992 年以降の人口動態調査出生票から得られる母と父の出生年月の組み合わ

せから、カップルを単位とする個体識別情報を作成したうえで、第一子出生時から第二子出

生時にかけての居住地移動の発生および移動パターンの変化についての分析を行った。分

析の結果、追加的な出生に伴う移動の発生率が、とくに大都市圏中心部において上昇傾向に

あることが確認された。移動先の地域類型の変化をみると、郊外地域として位置づけられる

非中心部に向かう移動の割合が低下する一方で、大都市圏中心部内での移動の割合が上昇

していることから、2000 年代以降の都心回帰現象においては、子育て世代による移動パタ

ーンの変化、とりわけ郊外への転出傾向の低下が一定の役割を果たしていることが示唆さ

れる。また、とくに東京圏について観察された非大都市圏への移動の割合の低下は、近年の

U ターン移動の動向を裏付けるとともに、その要因を検討する上で重要な知見を提供して

いると言えよう。 
本稿における分析結果は、大都市圏内における中心部と非中心部間の移動という比較的

短・中距離の移動と、大都市圏から非大都市圏への長距離移動のいずれにおいても、家族形

成・拡大期にある若年世帯の移動パターンの変化が、近年の都心回帰ならびに一極集中とい

った人口移動の潮流における一つの構成要素となっていることを含意する。なお、中心部へ

の回帰傾向は非大都市圏についても確認されたが、この分析結果は、いわゆる地方都市を中

心とする非大都市圏における人口分布の変化とその要因を検証するうえでも、有益な知見

となると考えられる。 
上記で示した都市圏内部における移動パターンの変化は、人口動態調査出生票による情

報を活用した市区町村間移動について、20 年間以上の期間を観察対象にしたことによって

検証が可能となったものである。本稿で示した分析をベースに、人口動態調査・婚姻票との

マッチングによりカップル単位の縦断データを拡張するとともに、第 3 子出生時以降の移

動を考慮した分析を検討することが今後の課題である。 
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【表 1】第一子出生時の居住地域別にみた移動率（*） 

  移動率 n 
大都市圏：中心部 30.9% 1,034,193  

 東京圏：中心部 31.5% 645,324  
 大阪圏：中心部 29.5% 273,405  
 名古屋圏：中心部 30.5% 115,464  
    

大都市圏：非中心部 23.1% 2,077,678  
 東京圏：非中心部 25.4% 1,016,894  
 大阪圏：非中心部 21.4% 675,579  
 名古屋圏：非中心部 20.2% 385,205  
    

非大都市圏：中心部 24.6% 559,584  
非大都市圏：非中心部 17.1% 2,381,986  
総数 22.2% 6,053,441  

* 第二子出生時に居住する市区町村が第一子出生時と異なる人の割合 
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【表 2】第一子出生時の居住地域別、第二子出生時の移動先地域類型（*） 
 
2-1. 第一子出生時の居住地「大都市圏：中心部」 

      

  大都市圏 
中心部 

東京圏 
中心部 

大阪圏 
中心部 

名古屋圏 
中心部 

大都市圏 86.6% 85.6% 88.6% 87.2% 
 同じ大都市圏の中心部 44.2% 47.9% 38.4% 36.6% 
 同じ大都市圏の非中心部 33.9% 31.2% 40.9% 33.4% 
 別の大都市圏の中心部 3.4% 2.3% 4.5% 7.5% 
 別の大都市圏の非中心部 5.0% 4.3% 4.8% 9.7% 
      

非大都市圏 13.4% 14.4% 11.4% 12.8% 
 中心部 3.6% 4.0% 2.6% 3.6% 
 非中心部 9.9% 10.4% 8.8% 9.2% 

N 319,164 203,262  80,628  35,274  

 

2-2. 第一子出生時の居住地「大都市圏：非中心部」 
      

  大都市圏 
非中心部 

東京圏 
非心部 

大阪圏 
非心部 

名古屋圏 
非心部 

大都市圏 84.1% 83.4% 85.5% 83.7% 
 同じ大都市圏の中心部 12.4% 13.4% 11.8% 10.0% 
 同じ大都市圏の非中心部 63.4% 64.4% 61.3% 63.9% 
 別の大都市圏の中心部 2.9% 1.5% 5.3% 3.1% 
 別の大都市圏の非中心部 5.4% 4.1% 7.1% 6.7% 
      

非大都市圏 15.9% 16.6% 14.5% 16.3% 
 中心部 3.2% 3.6% 3.0% 2.4% 
 非中心部 12.7% 13.0% 11.5% 13.9% 

N 480,569 258,672  144,266  77,631  

 

2-3. 第一子出生時の居住地「非大都市圏」 

  非大都市圏 
中心部 

非大都市圏

非心部 

大都市圏 19.1% 17.7% 
 中心部 7.4% 5.0% 
 非中心部 11.7% 12.7% 
    

非大都市圏 80.9% 82.3% 
 中心部 36.1% 11.7% 
 非中心部 44.8% 70.6% 

N 137,816 408,323 

 
* いずれも第一子出生時から第二子出生時にかけての市区町村間移動が確認できたケースについて 
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【表 3】第一子出生時の居住地域別、第二子出生時の移動率および移動先地域類型の変化： 

    第一子出生時の居住地が「大都市圏：中心部」のケース 
 

3-1. 第一子出生時の居住地「東京圏：中心部」 
         

 

移動率 

移動先の分布 

 
東京圏 
中心部 

東京圏 
非中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 27.8% 34.5% 31.2% 47.5% 8.7% 25.5% 100.0% 4,510  
1995～99 年 31.6% 44.7% 32.1% 41.8% 6.5% 16.7% 100.0% 36,725  
2000～04 年 30.8% 48.4% 30.0% 38.3% 6.7% 14.9% 100.0% 37,347  
2005～09 年 31.4% 49.6% 31.0% 38.5% 6.5% 12.9% 100.0% 38,833  
2010～14 年 32.0% 49.0% 31.2% 38.9% 6.6% 13.2% 100.0% 45,021  
2015 年以降 32.1% 48.8% 31.5% 39.2% 6.5% 13.2% 100.0% 40,826  
総数 31.5% 47.9% 31.2% 39.4% 6.6% 14.4% 100.0% 203,262  

 

3-2. 第一子出生時の居住地「大阪圏：中心部」 
         

 

移動率 

移動先の分布 

 
大阪圏 
中心部 

大阪圏 
非中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 24.2% 32.0% 36.6% 53.3% 11.8% 19.6% 100.0% 1,942  
1995～99 年 29.0% 38.7% 41.9% 52.0% 8.0% 11.4% 100.0% 15,774  
2000～04 年 28.7% 39.3% 40.3% 50.6% 8.9% 11.5% 100.0% 15,748  
2005～09 年 28.6% 38.1% 41.1% 51.9% 9.8% 11.0% 100.0% 15,322  
2010～14 年 30.5% 38.4% 41.3% 51.8% 9.2% 11.1% 100.0% 17,130  
2015 年以降 31.7% 38.3% 40.4% 51.3% 10.3% 11.0% 100.0% 14,712  
総数 29.5% 38.4% 40.9% 51.6% 9.3% 11.4% 100.0% 80,628  

 
3-3. 第二子出生時の居住地「名古屋圏：中心部」 

         

 

移動率 

移動先の分布 

 
名古屋圏 
中心部 

名古屋圏 
非中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 22.6% 25.6% 30.5% 54.4% 20.4% 23.6% 100.0% 771  
1995～99 年 27.7% 34.1% 35.0% 50.7% 16.4% 14.4% 100.0% 6,343  
2000～04 年 29.8% 36.2% 31.3% 46.4% 19.1% 13.4% 100.0% 6,696  
2005～09 年 29.7% 36.6% 33.4% 47.7% 17.5% 12.4% 100.0% 6,587  
2010～14 年 33.0% 37.8% 34.0% 47.4% 16.5% 11.7% 100.0% 7,878  
2015 年以降 34.0% 39.1% 33.6% 46.2% 16.1% 11.2% 100.0% 6,999  
総数 30.5% 36.6% 33.4% 47.7% 17.2% 12.8% 100.0% 35,274  
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【表 4】第一子出生時の居住地域別、第二子出生時の移動率および移動先地域類型の変化： 

    第一子出生時の居住地が「大都市圏：非中心部」のケース 
 

4-1. 第一子出生時の居住地「東京圏：非中心部」 
         

 

移動率 

移動先の分布 

 
東京圏 

非中心部 
東京圏 
中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 22.1% 51.4% 10.7% 17% 9.9% 28.0% 100.0% 6,198 
1995～99 年 25.6% 61.9% 13.2% 18% 6.1% 18.8% 100.0% 52,572 
2000～04 年 25.4% 63.7% 13.9% 18% 5.8% 16.5% 100.0% 53,522 
2005～09 年 25.8% 65.8% 13.5% 17% 5.5% 15.2% 100.0% 52,393 
2010～14 年 25.3% 66.3% 13.1% 17% 5.3% 15.2% 100.0% 51,890 
2015 年以降 25.6% 66.1% 13.3% 17% 4.9% 15.6% 100.0% 42,097 
総数 25.4% 64.4% 13.4% 17% 5.7% 16.6% 100.0% 258,672 

 

4-2. 第一子出生時の居住地「大阪圏：非中心部」 
         

 

移動率 

移動先の分布 

 
大阪圏 

非中心部 
大阪圏 
中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 18.5% 51.4% 11.6% 18% 14.0% 22.9% 100.0% 3,785 
1995～99 年 21.5% 61.4% 11.8% 16% 11.8% 15.1% 100.0% 30,348 
2000～04 年 21.6% 60.3% 11.8% 16% 13.3% 14.6% 100.0% 31,111 
2005～09 年 21.4% 61.5% 12.0% 16% 12.5% 14.0% 100.0% 28,487 
2010～14 年 21.1% 62.3% 11.7% 16% 11.9% 14.1% 100.0% 27,803 
2015 年以降 21.7% 62.6% 11.9% 16% 11.9% 13.6% 100.0% 22,732 
総数 21.4% 61.3% 11.8% 16% 12.4% 14.5% 100.0% 144,266 

 
4-3. 第二子出生時の居住地「名古屋圏：非中心部」 

         

 

移動率 

移動先の分布 

 
名古屋圏 
非中心部 

名古屋圏 
中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 14.4% 49.2% 7.4% 13% 15.3% 28.1% 100.0% 1,606 
1995～99 年 16.9% 61.8% 9.9% 14% 10.2% 18.1% 100.0% 12,874 
2000～04 年 18.7% 63.1% 9.8% 13% 10.3% 16.8% 100.0% 14,870 
2005～09 年 20.8% 65.0% 9.7% 13% 9.7% 15.5% 100.0% 15,935 
2010～14 年 22.2% 65.5% 9.9% 13% 9.2% 15.4% 100.0% 17,593 
2015 年以降 23.6% 65.2% 11.1% 15% 9.2% 14.5% 100.0% 14,753 
総数 20.2% 63.9% 10.0% 14% 9.8% 16.3% 100.0% 77,631 
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【表 5】第一子出生時の居住地域別、第二子出生時の移動率および移動先地域類型の変化： 
    第一子出生時の居住地が「非大都市圏」のケース 

 

5-1. 第一子出生時の居住地「非大都市圏：中心都市」 
 

 

      

 移動先の分布 

第二子 
出生年 移動率 

非大都市圏 
中心都市 

非大都市圏 
非中心 

大都市圏 
中心 

大都市圏 
非中心 総数 n 

～1994 年 20.6% 30.1% 48.0% 6.7% 15.2% 100.0% 3,357 
1995～99 年 23.6% 35.2% 46.4% 6.6% 11.8% 100.0% 25,640 
2000～04 年 24.1% 34.1% 45.6% 7.7% 12.6% 100.0% 26,854 
2005～09 年 25.1% 36.0% 44.3% 7.6% 12.0% 100.0% 27,664 
2010～14 年 25.1% 37.7% 44.2% 7.2% 11.0% 100.0% 29,348 
2015 年以降 25.9% 38.1% 43.2% 7.9% 10.8% 100.0% 24,953 
総数 24.6% 36.1% 44.8% 7.4% 11.7% 100.0% 137,816 

 

5-2. 第一子出生時の居住地「非大都市圏：非中心部」 
 

 

      

 移動先の分布 

第二子 
出生年 移動率 

非大都市圏 
非中心 

非大都市圏 
中心都市 

大都市圏 
中心 

非大都市圏 
非中心 総数 n 

～1994 年 12.9% 65.5% 10.8% 6.7% 17.0% 100.0% 10,372 
1995～99 年 15.0% 71.1% 11.4% 5.0% 12.6% 100.0% 75,223 
2000～04 年 16.5% 70.8% 11.6% 5.0% 12.6% 100.0% 83,061 
2005～09 年 18.1% 70.5% 11.9% 4.9% 12.7% 100.0% 86,184 
2010～14 年 18.5% 70.8% 11.9% 4.9% 12.4% 100.0% 85,715 
2015 年以降 19.0% 70.6% 11.7% 5.2% 12.5% 100.0% 67,768 
総数 17.1% 70.6% 11.7% 5.0% 12.7% 100.0% 408,323 
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ポスト出生力転換期の先進諸国における出生力と出生意欲の動向 

守泉 理恵

めにࡌࡣ

本✏でࡣ、第２次世⏺大戦後から近年ࡲでの主要先進諸国の出生力変動を概ほするとと

もに、とࡾわけ 2000 年代௨㝆を中ᚰに、出生力ࡔけでࡃ࡞出生意欲の動向とࡑれらの変化

の⫼ᬒについて、データと文⊩から分析してࡲとめるࡇとを目的として研究を行ࡗたࠋ

１㸬主要先進諸国の出生力変動パターン

1960 年代௨㝆、Ḣ⡿先進諸国でࡣ次ࠎと合計特Ṧ出生率（total fertility rate, TFR）の

ᣢ⥆的ప下がጞࡗࡲたࠋ図１AࠥF ࡞ア諸国の主要ࢪらびにᮾア࡞アࢽセア࢜・Ḣ・⡿、ࡣ

国ࠎをྲྀ1960、ࡆୖࡾ 年代௨㝆の出生率の長期的推移を♧したもので࠶るࡇࡇࠋで2000、ࡣ
年代㡭ࡲでの推移を概ほし、2000 年௨㝆の近年の動向についてࡣ次⠇でヲしࡃ㏙るࠋ 
ࣚーロࢵパ諸国４ࡣつの地域に分けて代表的࡞国ࠎの出生率をᥥいた（図１AࠥF）ࠋ中・

ᮾḢ諸国（図１A）ࡣ、TFR が２を㉸2.5ࠥ3、࠼ のレベルに࠶る地域もከかࡗた 1960 年代

ึ㢌から、1970 年㡭ࡲでに２๓後のレベルࡲでప下し、ࡑの後 1990 年代ึ㢌ࡲでࡣ長ࡃ

しかし、1990ࠋいに推移していたࡤのỈ‽でᶓࡑ 年代に入ると出生率ࡣ再び大ࡃࡁప下し、

1.5 をࡾ㎸ࡴ㉸ప出生率にⴠࡕ㎸ࡔࢇ後、2000 年㡭からࡣ回基調に࠶るࠋ 
すḢ諸国（図１B）1960、ࡣ 年代後༙に一ᩧに出生率がప下して、1970 年代にࡣ 1.5ࠥ2

未‶のレベルࡲでప下したࡇࠋの地域ࡣ、比較的㧗い出生率を⥔ᣢしたࣇランスࡸイࣜࢠ

スと、1.5 をษるレベルࡲでప下していࡗた主にࢻイࢶㄒᅪの国ࠎ（ࢻイ࢜ࡸࢶーストࣜア）

で動ࡁが異࡞るࣇࠋランスࡸイࣜࢠスでࡣ TFR２未‶で࠶ࡣるものの比較的㧗いỈ‽で長

2000、ࡾ࡞いとࡤ出生率がᶓࡃ 年代に入ると転ୖ᪼したࣇࠋランスでࡣ一時 TFR２のỈ

‽に㐩したࡇともࡗ࠶たࠋ一方、ࢻイ࢜ࡸࢶーストࣜアࡣ出生率がప下していࡁ、TFR1.5
をษるỈ‽が長ࡃ⥆いたが、పいレベル࡞がらも 2000 年代௨㝆ࡣ転ୖ᪼の動ࡁをぢࡏて

いるࠋ

༡Ḣ諸国（図１C）ࡣ、ࣚーロࢵパの中でࡣ出生率のప下時期が㐜ࡃ、TFR2.5 ๓後の時

期が 1970 年代後༙ࡲで⥆いた後、おもに 1980 年๓後から出生率がᛴ㏿にప下し、1990
年代にࡣ 1.5 をษる㉸ప出生力地域とࡗ࡞たࠋしかし、పいỈ‽࡞がらも 2000 年代௨㝆ࡣ

出生率の回ഴ向をぢࡏたࠋ

Ḣ諸国（図１D）ࡣ、すḢ諸国とྠࡃࡌ 1960 年代後༙に一ᩧに出生率がప下したࡑࠋ

の後、デンマークで一時的に 1.5 をษࡗたࡾ、スウ࢙ーデンの「ローラーコースター」と

波ᡴつ࡞࠺れるよࡤ TFR の動向がࡗ࠶たࡾしたものの、概ࡡ 1.5ࠥ2 の間で推移した2000ࠋ
年代にࡣ出生率回のഴ向をぢࡏ、TFR２に近いỈ‽ࡲで出生率ࡣ転ୖ᪼したࠋ 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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⡿・࢜セアࢽア諸国（図１E）1960、ࡣ 年代ࡣ TFR3.5 を㉸࠼る㧗いỈ‽の出生率で

の後ప下し、1970ࡑ、たがࡗ࠶ 年代๓༙にࡣア࣓ࣜࢲࢼ࢝ࡸ࢝で TFR1.5ࠥ2 未‶のỈ‽で

ᶓࡤいとࡗ࡞たࡣࢲࢼ࢝ࠋ 1.5 の近ഐࡲで出生率が下がࡗてࡑのࡲࡲᶓࡤいとࡗ࡞たが、ア

ࡣ࣓࢝ࣜ 1980 年代に転ୖ᪼し、２を㉸࠼るỈ‽を 2000 年代後༙ࡲで⥔ᣢした࢜ࠋセア

ࡣア諸国ࢽ TFR２๓後のレベルでప下がṆࡑ、ࡾࡲの後ࡰࡣᶓࡤいで推移したࠋ 
 アࢪア諸国（図１F）をぢると、日本ࡣ 1960 年代にࡣすでに TFR２のレベルࡲで出生率

がప下していたࡑࠋの後、日本ࡣ 1970 年代༙ࡤからࡉらに出生率が減してい1990、ࡁ
年代にࡣ 1.5 をษ2005、ࡾ 年の 1.26 転ୖ᪼をࡣの後ࡑれをᗏとしてࡇ、たがࡗで下がࡲ

ぢࡏたࠋ㡑国・ྎ‴・シン࢞ポール1960、ࡣ 年代ึ㢌の TFR６๓後の㧗い出生率からᛴ㏿

にప下し、1970 年代後༙にࡣシン࢞ポールが２をษ1980、ࡾ 年代༙ࡤに㡑国とྎ‴が２を

ษࡗたࡇࠋの୧国2000、ࡣ 年㡭にࡣ先行して出生率がప下していた日本もᢤࡁཤࡾ、TFR
１をษるỈ‽をᗘࠎグ㘓する࡞、出生率のప下にṑṆめがかかࡗてい࡞いࠋ中国ࡣ、㡑

国・ྎ‴・シン࢞ポールと比較すると出生率のప下がも࠺少し⦆ࡸかに進ࡔࢇが、1990 年

代ึ㢌にࡣ TFR２をษるỈ‽ࡲでప下し、ࡑの後ࡣ 1.5ࠥ2 未‶のレベルで推移しているࠋ

たࡔし、中国の TFR にࡣ諸ㄝࡾ࠶、⌧ᅾもබᘧ発表でࡣ 1.8 ⛬ᗘで࠶るが、実ࡣ 1.2 ⛬ᗘ

て政府がಶ人のࡗ子政策を行ࡗ長年一人、ࡣ中国のሙ合ࠋる࠶でప下しているྍ⬟性もࡲ

産ࡴᶒをไ㝈していたࡇともࡾ࠶、情が特Ṧで࠶る2015ࠋ 年にࡣ、⩣年からての夫

婦に 2 人目の出産をㄆめるࡇとをỴめる࡞、一人ࡗ子政策ࡣ⦆和ࡉれてࡁておࡾ、近年、

出生数がఙびᝎࡴ中で㠃的࡞「᧔ᗫ」も近いとࡉれているࠋ後、国のよ࠺にබᶒ力

による子も数のไ㝈が࡞い≧態とࡗ࡞た後に、のよ࡞࠺出生率を♧すのかὀ目ࡉれる

とࢁࡇで࠶るࠋ 
 

図１A 中・ᮾḢ諸国 図１B  すḢ諸国 
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図１C ༡Ḣ諸国 図１D Ḣ諸国 

  
 

図１E ⡿・࢜セアࢽア諸国 図１F ᮾアࢪア諸国 

  
資料：OECD Family Database（https://www.oecd.org/els/family/database.htm）よࡾస成（ྎ
‴・シン࢞ポールを㝖2019ࠋ（ࡃ 年ࣇࡣランス・デンマーク・ࣀルウ࢙ー・スウ࢙ーデン・ࢽュ
ーࢪーランࢻ・㡑国ࡣ OECD Family Database、ࡑののࣚーロࢵパ諸国ࡣ Eurostat Database
（https://ec.europa.eu/eurostat/web/main/data/database）、日本ࡣ人口動態統計2020ࠋ 年ྛࡣ
国統計ᒁのබ表データで、㡑国・ࣁンࣜ࢞ー・ࣇランスࡣᬻ定値ྎࠋ‴の 2015 年ࡲでのデータ
ࡣ Human Fertility Database（Max Planck Institute for Demographic Research (Germany) 
and Vienna Institute of Demography (Austria). Available at www.humanfertility.org (data 
downloaded on 15/4/2021)）、2015 年௨㝆ྎࡣ‴内政部統計ฎ
（https://eng.stat.gov.tw/ct.asp?xItem=41871&ctNode=6339&mp=5）ࠋシン࢞ポールࡣ 1960
ࠥ2020 年ࡲですてシン࢞ポール統計ᒁデータࠋ 
 
について、2000ࠎた国ࡁてࡆୖࡾでྲྀࡲれࡇ  年௨㝆の出生率の推移がわかࡸࡾすいよ࠺

にࢢラࣇ化したのが図２AࠥF で࠶るࡇࡇࠋでࡣ地域別で1960、ࡃ࡞ࡣ 年代௨㝆の出生率

の推移の特ᚩでࢢルーࣆンࢢしたࠋ図２AࠥC ࡣ 2000 年代ࡲでにᣢ⥆的に TFR が 1.5 を下

回ࡗていた㉸少子化国、図２DࠥF ࡣ TFR1.5 をୖ回るỈ‽で出生率が推移していた⦆少子

化国について、2000 年௨㝆の TFR 推移をᥥいているࠋ 
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 ㉸少子化国の近年の TFR の動向をぢると、㡑国・ྎ‴・シン࢞ポールにぢられる「ప下

ᣢ⥆ᆺ」（図２A）、ス࣌イン・イタࣜア・ࣜࢠシࣕ・日本にぢられる「一時ୖ᪼・再ప下ᆺ」

（図２B）、࢜ーストࣜア・ࢻイࣁ・ࢶンࣜ࢞ー・ࣈルࣜ࢞ア・ポーランࢻ・ロシアにぢら

れる「ୖ᪼ᣢ⥆ᆺ」（図２C）の３タイプに分かれるࠋ 
 㡑国・シン࢞ポールࡣ 2000 年代に入ࡗてもప下が⥆ࡁ、いࡗたࢇ TFR1.2 近ഐでᶓࡤい

にࡗ࡞たが、2010 年代後༙からࡣ再びప下基調にࡗ࡞たࠋ㡑国ࡣ 2018 年௨㝆、３年㐃⥆

で TFR が１をษるỈ‽が⥆いているࡣ‴ྎࠋ 2010 年ࡲで大ࡃࡁ出生率をప下ࡏࡉた後、

一時１.2ࡣ に近いレベルࡲでୖがࡗたが、2010 年代後༙にࡣ再びప下ഴ向に࠶るࠋ 
 ༡Ḣ諸国と日本で2000、ࡣ 年代に TFR がୖ᪼基調にࡗ࠶たものの、ࡑの後再びప下し、

2000 年代๓༙とྠ⛬ᗘのレベルにᡠࡗてしࡗࡲたࠋ「一時ୖ᪼・再ప下ᆺ」とゝ࠼るࠋ༡Ḣ

諸国で2000、ࡣ 年代にᣢ⥆的に TFR のୖ᪼がぢられ、2010 年㡭にࡣ 1.4ࠥ1.5 のレベルに

れているが、༡ࡎがࡁⱝᖸ動ࡣ日本ࠋ再びప下した、ࡎか⥆ࡣのഴ向ࡑ、でୖ᪼したがࡲ

Ḣ諸国よࡾ TFR のᗏᡴࡕが㐜ࡃ、一時ୖ᪼も 2010 年代༙ࡲࡤで⥆いたが、2010 年代後༙

௨㝆ࡣప下基調に転ࡌた2019ࠋ 年の᭱᪂値ࡣ 2000 年とྠࡌ 1.36 で࠶るࠋたࡔ、日本のሙ

合、TFR の᭱ప値とࡗ࡞た 2005 年の値よࡣࡾ近年の出生率Ỉ‽ࡣ㧗ࡃ、「᭱ప下」の動ࡁ

、出生率が山をᥥいて再びప下し、పỈ‽で推移する㐣⛬に入るかࠋい࡞ࡣ定的で☜ࡔࡲࡣ

次に㏙るよ᪼ୖ࡞࠺ᣢ⥆ᆺに࡞るかࡣ後の動ࡁによるࠋ 
 ㉸少子化国でも出生率のୖ᪼基調がᣢ⥆している国ࠎも࠶る2000ࠋ 年代๓༙と 2010 年

代後༙を比較したとࡁに、࠶る⛬ᗘの増減ࡗ࠶ࡣても、近年の出生率レベルが 2000 年代๓

༙を᫂☜にୖ回ࡗているࢢループで࠶る࢜ࠋーストࣜア・ࢻイࢶのすḢࢻイࢶㄒᅪ諸国、

2000ࠋロシアの中・ᮾḢ諸国がヱᙜする・ࢻア・ポーランࣜ࢞ルࣈ・ーࣜ࢞ンࣁ 年㡭ࡣ TFR
が 1.2ࠥ1.4 の間にࡗ࠶たが、ࡑの後ࡣ概᪼ୖࡡ基調が⥆いてお2010、ࡾ 年代௨㝆も TFR1.4
㹼1.6 の間に࠶るࠋ 
 ⦆少子化国で2000、ࡣ 年代に出生率が回࡞いしᶓࡤいで推移した後、2010 年代にࡣ㌺

୪み再びప下しているࠋ図２D 2010、ࡣ 年๓後ࡲで出生率が回した࠶とప下しጞめ、2010
年代後༙に 1.5 をษるレベルࡲで TFR がᛴⴠした国ࠎで࠶るࠋḢのࣇンランࣀ、ࢻル

ウ࢙ーとࢲࢼ࢝がヱᙜするࠋ特にࣇンランࢻのప下ࡣᛴ⃭で、2010 年に 1.87 でࡗ࠶た

TFR が 2019 年にࡣ 1.35 でప下し、2020ࡲ 年に 9 年ࡾࡪに 1.37 へと回をぢࡏたࠋ 
 図２E 2000、ࡣ 年代に出生率が回し、2010 年㡭をࣆークに再び出生率がప下したが、

2020 年時点で TFR1.6 をୖ回るレベルを⥔ᣢしている国ࠎで࠶るࢽࠋューࢪーラン࢜・ࢻ

ーストラࣜアの࢜セアࢽア諸国、イࣜࢠス・ࣇランスのすḢ諸国、デンマーク・スウ࢙ー

デンのḢ諸国がྵࡲれるࡇࠋれらの国ࠎで2010、ࡣ 年代に入ると TFR が一ᩧにప下基

調に入ࣇ、ࡾランス௨外ࡣ 1.7 をษるレベルࡲでⴠࡕているࠋ㉸少子化国の中でも、ୖ᪼ᣢ

⥆ᆺのࢻイࣁ・ࢶンࣜ࢞ー・ࣈルࣜ࢞ア・ロシアࡣいࡎれも TFR1.5 を㉸࠼るỈ‽を⥔ᣢし

ておࡾ（図２C）、ࡇれらの国ࠎとの差が⦰ࡗࡲているࠋ 
 ⦆少子化国の᭱後のࢢループࡣ「ᶓࡤい・再ప下ᆺ」で࠶るࠋ中国ࡣ出生率がୖ᪼を⥆
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けるとい࠺イレࢠュラー࡞動ࡁをしておࡾ、タイトルとࡣ異࡞る動ࡔࡁがࡇࡇにྵめてࢢ

ラࣇ化したࠋア࣓ࣜࡣ࢝ 2000ࠥ2009 年ࡲで TFR２を㉸࠼るỈ‽にࡗ࠶たが、2010 年に T
をษࡗた後ࡣప下が⥆2020、ࡁ 年に 1.64（ᬻ定値）とࡗ࡞た࢜ࠋランࢲも、2000 年代ࡣ

1.7ࠥ1.8 のỈ‽で推移していたが、ࡑの後ࡣప下基調と2019、ࡾ࡞ 年にࡣ 1.57 とࡗ࡞たࠋ

 ࠋる࠶とྠレベルでࠎ㉸少子化国の中のୖ᪼ᣢ⥆ᆺの国、ࡣの⌧ᅾの出生率レベルࢲラン࢜
 

図２A ㉸少子化国：ప下ᣢ⥆ᆺ 図２B ㉸少子化国：一時ୖ᪼・再ప下ᆺ 

  

 
図２C ㉸少子化国：ୖ᪼ᣢ⥆ᆺ 図２D ⦆少子化国：一時ୖ᪼・再ప下ᆺ 

（TFR1.5 未‶） 
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図２E ⦆少子化国：一時ୖ᪼・再ప下ᆺ 

（TFR1.5 ௨ୖ） 
図２F ⦆少子化国：ᶓࡤい・再ప下ᆺ 

  
資料：図１にྠࠋࡌ 

 
 本✏でྲྀࡆୖࡾた国ࠎについて、2000 年代௨㝆の᭱近 20 年の出生率の動ࡁを概ほ

すると、㉸少子化国でࡣ出生率のప下にṑṆめがかから࡞いか、一時᪼ୖࡣしたものの 1.5
を㉸࠼るࡇとࡃ࡞ኻ㏿して㉸少子化の≧態からᢤけ出࡞ࡏい国ࠎと、出生率がᣢ⥆的にୖ

᪼基調にࡾ࠶⦆少子化国の一部の国ࠎと出生率レベルが㔜ࡾ࡞ጞめた国ࠎに分かれているࠋ

一方、⦆少子化国でࡣ 2010 年๓後をࣆークに㌺୪み出生率がప下したࠋ近年ࡣ TFR1.6ࠥ
1.7 ⛬ᗘのレベルに᮰しつつ1.5、ࡾ࠶ をษるࡲで出生率がⴠࡕ㎸ࡔࢇ国ࠎも出てࡁてい

るࠋ㉸少子化国の出生率レベルୖ国と、⦆少子化国の出生率レベル下国ࡣ入ࡾΰࡌる

≧ἣとࡗ࡞ているࠋ 
ࡸࡣ換Ỉ‽を下回るレベルへᣢ⥆的に出生率がప下すると、も⨨、ࡣからࡁした動࠺ࡇ 

⨨換Ỉ‽へと出生率が回するのࡣ┦ᙜに㞴しࡃ、比較的少子化のレベルが⦆ࡸか࡞国ࠎ

でも 1.6ࠥ1.7 ⛬ᗘに᮰していࡃ流れが࠶るよ࠺にぢ࠼るࠋ一方で、㉸少子化国でࡣ、

TFR1.5 未‶にとࡲる国ࠎがከいが、1.5 を㉸࠼るレベルに回してࡁた国ࠎも1.5、ࡾ࠶
未‶の TFR を長期に経㦂した社会でも、1.5㹼1.6 のレベルࡲでᣢࡕ┤すࡇとࡣྍ⬟でࡣ

TFR1.5、ࡔたࠋる࠼いとい࡞ をษるపỈ‽がのࡃらい長ࡃ⥆いたのか、ࡲた、పいとい

要因も࠺でప下したのかといࡲのレベルてもࡗ TFR が 1.5 ௨ୖに回するか࠺かに大

でࡲ１๓後の㉸పレベルにࠋ関わるとみられるࡃࡁ TFR がⴠࡕ㎸ࡔࢇᮾアࢪア諸国が、

後ࡲࡇで出生率をᘬࡆୖࡁるࡇとがでࡁるかࡣ未▱数で࠶るࠋ 
が、ඹ㏻の࠺ࢁ࠶でࡲࡊࡲࡉࡣている⫼ᬒࡗ࡞のレベルの出生率とࡑ、れの国でࡒれࡑ
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⌧㇟としてࡣ、⨨換Ỉ‽௨下への出生力ప下が晩産化によࡗて推進ࡉれたものでࡾ࠶、ከ

ࡸの国でࡃ 30 ṓ代の出生率がࣆークで࠶る構造にࡗ࡞ているࡇと、無子ࡸ 1 人しか子

もをᣢた࡞いࡇとが社会的にチᐜࡉれ、࠶るいࡣ経済的にࡴࡸをᚓ࡞い≧ἣがᗈࡾࡲつつ

 ࠋられる࠼いかと考࡞ࡣられるのでࡆとがᣲࡇているࡗ無子化、少子化がᗈが、ࡾ࠶
 
２㸬主要先進諸国の出生意欲のỈ‽の動向 
 
 TFR ࡣ出生意欲のỈ‽のデータ、ࡾ࡞人口動態統計からᚓられる出生データと異、࡞

社会調査からしかᚓられ࡞いྛࠋ国でඹ㏻した文ゝで調査がࡉ࡞れているわけでもࡃ࡞、

⤖果報告᭩から年㱋ࡸ㓄അ関係をᥞ࠼た集計⤖果をᚓるのࡣ㞴しいࠋཝᐦ࡞比較ࡣ、て

の調査でಶ票データを入ᡭして特別集計を行わ࡞い㝈ࡾᅔ㞴で࠶るࡇࡑࠋで、本✏でࡣ、

おもに出生意欲を調ている調査のබ表集計データࡸ、出生意欲についてᢅࡗた研究論文

のデータから、先進諸国の近年の出生意欲について、ࡑのỈ‽の動向を᥈ࡗたࠋア࣓ࣜ࢝

について1972、ࡣ㹼2018 年の General Social Survey のಶ票データを集計したࠋ 
 ࣚーロࢵパについてࡣ、出生意欲のỈ‽の長期的変化に関するもࡗともໟᣓ的࡞研究と

して、Sobotka and Beaujouan（2014）が࠶るࡇࠋの研究で1979、ࡣ 年㹼2012 年の期間

について、世⏺౯値ほ調査（World Value Survey, WVS）、ࣚ ーロࢵパ౯値ほ調査（European 
Values Study, EVS）、国際社会調査（International Social Survey, ISSP）、ࣘーロࣂロ࣓

ーター調査（Eurobarometer (EB) Survey）࡞のクロスセクション調査データを集し、

18㹼49 ṓ女性の平ᆒ理子も数の時系ิ変化を国別にࡲとめているࡇࡇࠋでの理子

も数ࡣ、「ಶࠎ人の理子も数（personal ideal number of children）」でࡃ࡞ࡣ、「一⯡

的࡞社会つ⠊としての理子も数（general ideal number of children）」で࠶るࠋ論文の

本యࠗࡣPopulation and Development Review࠘にᥖ㍕ࡉれたが、EURREP 1に࢜ンライ

ン表４として࢚クセルࣇイルでྛ国のヲ⣽データがබ㛤ࡉれている  ࠋ2
 本✏でᢅࡗているࣚーロࢵパྛ国について、Sobotka and Beaujouan（2014）の表４

から 1981 年・1990 年の EVS、2001・2006・2011 年のࣘーロࣂロ࣓ーターの平ᆒ理子

も数と理子౪数が 0ࠥ1 人の無子・少子志向者合の推移をࢢラࣇ化したのが図３A㹼

D で࠶るࠋ一定のサンプル数を☜保するため、15㹼49 ṓの女性について集計が行われてい

るࠋ 
 図３A の中・ᮾḢ諸国の理子も数をぢると、近年出生意欲ࡣ減しているが、平

ᆒで 2 人௨ୖのỈ‽ࡣ⥔ᣢしているࠋ理子も数 0㹼1 人の合でࡣ、ポーランࣁ、ࢻン

2011、ࡾーで増加しておࣜ࢞ 年にࡣ 1 を㉸࠼たࠋ 
 図３B の༡Ḣ諸国ࡣ、時系ิでみて出生意欲ࡣప下ഴ向に࠶るࣜࢠࠋシࣕࡑࡣれでも比較

1 2012㹼17 年の 5 年間に行われた Fertility, reproduction and population change in 21st 
century Europe プロ࢙ࢪクトの␎⛠ࠋ 
2 ᥖ㍕⟠所の URL  /http://www.eurrep.org/two-is-best-pdr、ࡣ
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的㧗いỈ‽で推移しているが、ス࣌インࡣ 2011 年に 2.07 人で、イタࣜアࡣ 2011 年に 1.95
人と 2 人をษࡗているࠋ理子も数 0㹼1 人の合ࡣの国でも増加ഴ向に࠶るが、イタ

ࣜアの推移が特ᚩ的で、2000 年㡭ࡲで無子ࡸ 1 子を理とする女性ࡣ 10㸣未‶でࡗ࠶たに

もかかわら2006、ࡎ 年に 18.7㸣と 10 パーセントポイントもୖ᪼し、2011 年調査でࡣ 2 

を㉸࠼たࠋ 
 

 

 
 図３C のすḢ諸国ࡣ、ᕥ 3 か国が㉸少子化国、ྑ 3 か国が⦆少子化国と࡞るが、࢜ース

トࣜアとᮾࢻイࢶ地域についてࡣ、平ᆒ理子も数がከࡃの年次で 2 人をษࡗているࠋ

地域よࢶイࢻᮾࡸーストࣜア࢜ࡣࢶイࢻすࠋ出生力がపいが、出生意欲もపいࡣの地域ࡇ

図３A 平ᆒ理子も数の推移： 
中・ᮾḢ諸国 

図３B 理子も数 0㹼1 人の合： 
中・ᮾḢ諸国 

  

図３C 平ᆒ理子も数の推移： 
༡Ḣ諸国 

図３D 理子も数 0㹼1 人の合： 
༡Ḣ諸国 
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平ᆒで、ࡃ㧗ࡣ‽出生意欲のỈࡣࡾ 2 人௨ୖを⥔ᣢしているࠋたࡔ、理子も数の推移

についてぢると、ప下ഴ向に2000、ࡃ࡞ࡣ 年ࢁࡈをᗏとして小ᖜ࡞がら回ഴ向に࠶ると

もい࠼るࡇࠋれと応するよ࠺に、理子も数 0㹼1 人の女性の合も、2000 年㡭ࡲで

ᛴ増していたが、ࡑの後ࡣప下しているࡇࠋれらの国ࠎでࡣ、出生率のୖ᪼が⥆いている

が、出生意欲の㠃でも回しているᵝ子がぢられるࠋ 
一方、ࣇランス・࢜ランࢲ・イࣜࢠスについてࡣ、近年に࡞る平ᆒ理子も数ࡣ

減（ࣇランス・࢜ランࢲ）࡞いしᶓࡤい（イࣜࢠス）で推移しているが、2011 年時点で

も 2.3 人⛬ᗘの比較的㧗いỈ‽を保ࡗているࡇࠋれらの国ࠎでࡣ、理子も数 0㹼1 人の

女性の合ࡣもともとపỈ‽でࡗ࠶たが、時系ิでみるとᚎࠎに増加しているࠋ 
 
図３E 平ᆒ理子も数の推移：すḢ諸国 

 
 
図３F 理子も数 0㹼1 人の合：すḢ諸国 

 
 
 図３D のḢ諸国についてࡣ、出生意欲のỈ‽ࡣおおࡡࡴᶓࡤいで、ప下ഴ向ࡣぢられ
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2011、ࡃ㧗ࡣても出生意欲パ諸国と比ࢵのࣚーロࠋい࡞ 年時点でも平ᆒで 2.3㹼2.5 人

の理子も数を⥔ᣢしているࡲࠋた、理子も数 0㹼1 人の無子࡞いし少子志向の女性

もおおࡡࡴ 5㸣未‶と少࡞いࠋたࣇ、ࡔンランࢻとスウ࢙ーデンでࡣ、理子も数 0㹼
1 人の女性合が、2011 年調査でࣇンランࢻ 8㸣、スウ࢙ーデン 6.5㸣にୖ᪼したࠋ 
 
図３G 平ᆒ理子も数の推移：Ḣ諸国 

 
 
図３H 理子も数 0㹼1 人の合：Ḣ諸国 

 
資料：Sobotka and Beaujouan (2014) online Appendix 4. 
 
 ア࣓ࣜ࢝の出生意欲の動向について1972、ࡣ 年から⥆いている General Social Survey3

のデータを用いてほ察したࡇࠋの調査ࡣ 1972㹼2018 年の期間に行われた調査回のデータ

をᗈࡃබ㛤しておࡾ、本✏でも GSS බᘧウࣈ࢙サイトからࢲウンローࢻしたಶ票データࣇ

 ࠋたࡗイルを用いて集計を行

3 シࢦ࢝大学の社会調査ᶵ関 NORC（National Opinion Research Center）が 1972 年から

実している社会調査（https://gss.norc.org/）ࠋ 
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 18㹼49 ṓの女性の平ᆒ理子も数と理子も数 0㹼1 人の女性の合について集計

を行ࡗたのが図４で࠶るࠋ平ᆒ理子も数の推移をぢると、1972 年の 2.86 人から 1970
年代後༙にࡣ 2.5 人⛬ᗘとࡑ、ࡾ࡞の後ࡣしࡤらࡑࡃのỈ‽で推移した1990ࠋ 年代に再び

ప下して 2.3 人⛬ᗘࡲで下がࡗたが、ࡑの後ࡣ回して近年ࡣ 2.6 人⛬ᗘのỈ‽に࠶るࠋ理

子も数が 0㹼1 人の無子・少子志向の女性の合ࡣ一㈏してపࡃ、おおࡡࡴ 5㸣未‶の

Ỉ‽で推移しているࠋ 
 ア࣓ࣜ࢝の出生意欲の推移に関する᭱近の研究で2006、ࡣ㹼2017 年の National Survey 
of Family Growth のデータを用い、15㹼44 ṓ男女の「ண定子も数」（᪤Ꮡ子も数と㏣

加ண定子も数の合計）のデータを分析した Hartnett and Gemmill（2020）が࠶るࡇࠋの

論文でࡣ、平ᆒண定子も数ࡣ 2006㹼10 年の 2.26 人から 2013㹼2017 年の 2.16 人へわࡎ

かにప下したが、人口のサࢢࣈループ別にぢるとⱝ年ᒙでの平ᆒ値のప下ᖜࡸ無子志向（理

子も数 0 人）の増加が大ࡁいࡇと、ࣄスパࢵࢽク系女性で小ᐙ᪘志向が㧗ࡗࡲている

 ࠋとを᫂らかにしているࡇがみられるࡁ動࡞た特ᚩ的ࡗとといࡇ
 
図４ 平ᆒ理子も数と理子も数 0㹼1 人の合の推移：ア࣓ࣜ࢝ 

 
ὀ：集計ᑐ㇟ࡣ 18㹼49 ṓの男女および᭷㓄അに㝈定した男女ࠋ「しいࡔけ（As many as want）」
との回⟅ࡣ数値が特定で࡞ࡁいため、ヲとともに㝖外して⟬出したࠋ 
資料：GGS ಶ票データࠋ 
 
 図５ࡣ㡑国の᭷㓄അ女性の理子も数データを♧しているࠋ㡑国の᭷㓄അ女性の間で

ࡃ長ら、ࡣ 2.2 人の平ᆒ理子も数が⥔ᣢࡉれてࡁたが、2015 年௨㝆ࡣ平ᆒ値が 2
人をษる࡞ప下ഴ向を♧している2015ࠋ 年と 2018 年のデータ49、ࡣ ṓࡲでの᭷㓄അ女

性をᑐ㇟として集計しているが、一⯡に理子も数ࡣ年長者の࠺が㧗いഴ向に࠶るた

め、ࡇの変᭦ࡴࡣしࢁ平ᆒ値をᢲしୖࡆるࡔࡎࡣが、実際の平ᆒ値ࡣప下したࠋしかも᭱

᪂の 2018 年の調査でࡣ年㱋で平ᆒが 2 人をษࡗておࡾ（᭱ప値が 25 ṓ未‶で 1.57 人、
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᭱㧗値ࡣ 45㹼49 ṓで 1.95 人）、理子も数 0㹼1 人の合も 23.3㸣に㐩している（㡑国

保健社会研究院 2018、p.161、表 5Ѹ40）ࠋ理 0 人ࡣ 2.1㸣と㠀ᖖに少࡞いが、理 1 人

が 21.2㸣とかࡾ࡞㧗いࠋ㡑国でࡣ社会యでの出生意欲が大ࡃࡁప下しているとみてよࡉ

しかも、20ࠋる࠶で࠺ࡑ ṓ代をぢると理子も数 1 人とい࠺回⟅が 3 を༨め、⌧ᅾの

ⱝい世代の出生意欲ࡣ┦ᙜపいとい࠼るࠋ࠺ࢁࡔ 
 
図５ 平ᆒ理子も数と理子も数 0㹼1 人の合の推移：㡑国 

 
ὀ：1982㹼2009 年ࡣ 15㹼44 ṓの᭷㓄അ女性、2012 年ࡣ 20㹼44 ṓの᪤婚女性、2015・2018
年ࡣ 15㹼49 ṓの᭷㓄അ女性が集計ᑐ㇟ࠋ 
資料：㡑国保健社会研究院（KIHASA）ࠗ出生力およびᐙ᪘の健ᗣと福祉に関する国調査 2࠘006
㹼18 年報告᭩ࠋ 
 
 図６ࡣ日本の理子も数の推移についてࢢラࣇ化しているࠋ用いたデータࠗࡣ出生動

向基本調査࠘のものでࡇ、ࡾ࠶の調査でࡣ「夫婦の理子も数」としてたࡡࡎた回⟅を

集しているが、夫婦調査票の回⟅者ࡣጔで࠶るため、᭷㓄അ女性の意㆑をよࡾᫎした

回⟅で࠶るࠋ日本でࡣ、夫婦の平ᆒ理子も数ࡣ 1982㹼92 年に 2.6 人ྎ、1997㹼2002
年に 2.5 人ྎ、2005㹼2010 年に 2.4 人ྎ、᭱᪂の 2015 年調査で 2.32 人と長期的にぢると

減ഴ向に࠶るࠋの㉸少子化国の出生意欲Ỉ‽に比れࡤ比較的㧗いが、᭷㓄അ者の意

㆑で࠶るため、㓄അ関係で女性の回⟅をぢたሙ合ࡣもࡗとపいࡇとがணࡉれるࡇࠋの

調査でࡣ別㏵⊂㌟者調査を行い、⊂㌟者にࡣ「ᕼᮃ子も数」をたࡡࡎているࠋ夫婦の理

子も数とࡣ㉁問文が異࡞るため༢⣧࡞比較ࡣで࡞ࡁいが、2015 年の第 15 回調査でࡣ、

18Ѹ34 ṓ未‶の未婚女性の平ᆒᕼᮃ子も数ࡣ 2.02 人でࡗ࠶た（国立社会保障・人口問題

研究所 2017、p.67）ࠋ 
日本でࡣ、理子も数が 0㹼1 人の夫婦の合も、2000 年代に入ると㧗ࡗࡲてࡁてお

ࡣ近年、ࡾ 7.5㸣ࡲでୖ᪼した࡞ࠋお、18ࠥ34 ṓの未婚女性のᕼᮃ子も数で0ࠥ1、ࡣ 人

と回⟅した合ࡣ第 15 回調査で 14.7%でࡗ࠶た（国立社会保障・人口問題研究所 2017、
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p.68）ࠋ夫婦調査よࡾも未婚女性の無子・少子志向ࡣ㧗いが、2000 年代௨㝆、12ࠥ15%の

⠊ᅖでᶓࡤいに推移しておࡾ、とࡾわけ増加する動ࡁがぢられているわけで࡞ࡣいࠋ 
 
図６ 平ᆒ理子も数と理子も数 0㹼1 人の合の推移：日本 

 
ὀ：集計ᑐ㇟ึࡣ婚ྠ士の夫婦（ጔ 50 ṓ未‶）ࠋ 
資料：国立社会保障・人口問題研究所（2017） 
 
 出生意欲の動ࡁについて、యを概ほしてみると、ࡎࡲゝ࠼るのࡣ、㉸少子化国ࡣ⦆少

子化国に比て出生意欲のỈ‽がపいといࡇ࠺とࠋࡔしかし、ࡑれでもとࢇの国でࡣ

平ᆒで 2 人௨ୖの理子も数を⥔ᣢしているࠋ一方、2018 年から TFR が 1 を下回ࡾ⥆

けている㡑国の出生意欲をみると、ࡎࡲ 2015 年調査で「理子も数 0ࠥ1 人」の᭷㓄അ

女性合がᛴ増し、平ᆒ理子も数が 2 をษる≧ἣにࡗ࡞たࠋ本✏でᢅࡗたデータࡣ᭷

㓄അ女性のもので࠶るため、㓄അ関係総数でほ察すれࡤもࡗとపい値で࠶るྍ⬟性も㧗いࠋ

い࡞いらࡣもると、意㆑のୖで「子࠼とを考ࡇたࡗらにప下していࡉの後、出生率もࡑ

か、ᣢࡗても 1 人でいい」とい࠺考࠼方がᗈがࡗたࡇとが、実態の出生行動にも大࡞ࡁ影

響を及ࡰしているとみられるࠋ 
先進諸国でࡣ、かつてのよ࠺に㑊ዷᡭẁがஈしࡃ意図し࡞いዷፎが㢖発する≧ἣで࡞ࡣ

い௨ୖ、人ࠎがఱ人ࡃらいの子もをᣢࡕたいと考࠼ているか࠶、ࡣる意ࡑの社会の出

生力回のୖ㝈を♧しているとい࠼るࠋSobotka and Beaujouan（2014）ࡣ、ࣚーロࢵパ

域をぢても、2 人ࡗ子つ⠊ࡣᬑ㐢的で、10 人中 6 人の女性ࡣ理子も数を「2 人」と

㇟⌧ぢられるࡃ࡞実際の出生力レベルに関係ࡣれࡇࠋとを᫂らかにしているࡇている࠼⟆

で、本✏でぢたア࣓ࣜࡸ࢝日本でも、時系ิでぢて 40ࠥ60㸣ࡣ「理子も数 2 人」で࠶

た、㉸少子化国の中でも、出生意欲に回ഴ向がぢられるࡲࠋ大ከ数を༨めていた᭱、ࡾ

国ࠎでࡣ出生率が近年ᣢ⥆的にୖ᪼していたࠋ人ࠎの子も数にᑐする意㆑の変化がᴟ➃
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に無子・少子志向にࡗ࡞ていࡃと、実態の出生行動もࡕࡑらに向かࡗていࡃため、少子化

の流れを変࠼るのࡣ┦ᙜに㞴し࡞ࡃると考࠼られるࠋ 
 
３㸬出生と出生意欲変動の⫼ᬒ 
 
 2000 年๓後にࡣ、出生率のప下にṑṆめがかかࡾ、TFR1.5ࠥ2.0 の間にとࡗࡲた⦆少

子化国と、TFR が 1.5 を下回るレベルにࡲでప下した㉸少子化国に分㢮ࡉれ、୧者の差が

ఱに᰿ࡊしたもの࡞のかを分析する研究が┒ࢇにࡗ࡞た（Brewster and Rindfuss 2000; 
McDonald2000; Ahn and Mira 2002; Kohler et al. 2002; Castles 2003; Rindfuss et al. 
2003; Adserá 2004; Kögel 2004; Engelhardt et al. 2004; Billari and Kohler 2004; 山口 
2009：㜿⸨ ᐙ᪘ᙧࡸ婚⤖）ࡾの時期の研究を概ほすると、ྠ᳇・婚外子がᗈがࡇࠋ（2011

成のከᵝ化）、ᐙ᪘政策のຓけをᚓて夫婦ඹാࡁがࡃࡈᬑ㏻に実㊶でࡁるよ࡞࠺国ࠎでప出

生率ࡣ⦆和・回する一方、ᐙᗞ内外の性ᙺ分業がᙉᅛで、ᐙ᪘主義がᙉい国ࠎでࡣ

とᐙᗞの୧立ᅔ㞴、⤖婚のࣁーࢻルの㧗ࡉ➼から出生率がప㏞し⥆けているഴ向が࠶る

と分析ࡉれていたࠋ 
の後、2010ࡑ 年に向けてྛ国とも出生率がୖ᪼基調にࡗ࠶たが、2000 年ྎ後༙ 2010 年

代ึ㢌に世⏺的࡞経済のᬒẼ後㏥で࠶る「大ἣ（Great Recession）」が㉳ࡇ、ࡾࡇれをዎ

ᶵとして先進諸国の出生率の回がኻ㏿したので࡞ࡣいかとい࠺㆟論がᕳࡁ㉳ࡗࡇたࡇࠋ

のᬒẼ後㏥ࡇࡸの時期に㉳ࡗࡇた経済構造の変化によࡾ経済的࡞☜実性が増し、⤖婚ࡸ

出産がᢚไࡉれたとする研究がከࡃᥦ♧ࡉれている（Sobotka et al. 2011; Goldstein et al. 
2013; Schneider 2015; Seltzer 2019; Matysiak et al. 2021）ࠋయとして、ປാ市ሙの☜

実性ࡣⱝ者の間でよࡇ࡞้῝ࡾとがከࡃ、⤖婚・出生行動に大࡞ࡁマイࢼスの影響を࠼

ているࠋ一方で、出生意欲にᑐする「大ἣ」の影響についてࡣ、ᐙ計の経済≧ἣのᝏ化

た分析がࡗるといࡲの実⌧性の☜実性が㧗ࡑ、いが࡞影響しࡣの出生意欲⮬యにࠎ人ࡣ

 ࠋれている（Testa & Gietel-Basten 2014）ࡉ࡞
「転換（postponement transition）ࡾ先㏦」、ࡣで、先進諸国の出生力ప下についてࡲれࡇ

（Kohler et al. 2002）といわれる晩産化の進行がඹ㏻した大࡞ࡁཎ因で࠶るとࡉれるが、

ࢲン࢙ࢪ㧗学歴化、ⱝ年ᒙの経済≧態のᝏ化、女性のປാ力率のୖ᪼とࡣの⫼ᬒとしてࡑ

ー㠉命、パートࢼーシࢵプのከᵝ化、⤖婚・ᐙ᪘ほ࡞意㆑の変化がከࡃの研究で指ࡉ

れてࡁた（Balbo et al. 2013; 岩澤 2015; Sobotka 2017a）ࡑࠋして比較的出生率のప下が

とࡇᐙ᪘政策のຠ果が出ている、ࡣでࠎした国ࡾたࡏࡉ出生率を回、ࡾたࡗ࠶かでࡸ⦅

がわかࡗてࡁておࡾ、特に保育サービス౪⤥の増加ࡸ、とᐙᗞの୧立ᨭ策、ᰂ㌾࡞

ാࡁ方のᬑ及࡞㞠用・ປാ政策分㔝の策が出生行動と女性の就業との間の㏫┦関を⦆

和し、出生力にポ࡞ࣈࢸࢪ影響を࠼るࡇとがぢ出ࡉれてࡁている（Thévenon and 
Gauthier 2011; Luci-Greulichand Thévenon 2013㸹Gauthier 2016）ࠋ 
出生率ప下と㢮を࡞㏿ア諸国の一部がᛴࢪのᮾア࡞ポール࢞た、㡑国、ྎ‴、シンࡲ
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ぢ࡞い㉸ప出生率にⴠࡕ㎸ࢇでいるࡇとが世⏺的にὀ目を集めているが、ୖ㏙のよࡉ࡞࠺

࠺とい「もの教育子」らにࡉ、でもస用しつつࠎれらの国ࡇ晩産化⫼ᬒ要因が࡞ࡲࡊࡲ

要因が大࡞ࡁᙺを果たしているࡇとが指ࡉれているࠋ「子もへの教育ᢞ資」への㈇担

ឤが出生意欲ࡸ出生行動をᢚไしているとい࠺問題で࠶る（Tan et al. 2016㸹山田 2013㸹
᪂㇂ 2015㸹Jones 2019）ࠋ㔠㖹的࡞㈇担ࡔけでࡃ࡞、子もにⰋい学歴をつけࡏࡉるため

に、親の「ດ力」が㐣大にồめられ、ࡑのᚰ理的㈇担も┦ᙜに大ࡁいࡇࠋの「࢚ࣜート教

育➇த」とい࠺要因ࡣアࢪア特᭷の少子化要因として後ࡉら࡞るὀ目を集めるものと考

 ࠋられる࠼
出生意欲の動向についてࡣ、ከࡃの国でప下ഴ向がぢられるものの、出生力のレベルに

かかわらࡎ平ᆒで理子も数が２人௨ୖを⥔ᣢしているࢣースがከいࢻ、࡞ラスࢸ

男」、ࡣれる理⏤についてࡉラインが⥔ᣢ࠺の「２人」といࡇࠋい࡞ぢられていࡣ変動࡞クࢵ

女ඣࡦとࡎࡾつ欲しい」とい࠺子もの性別にᑐするミࢵクス㑅ዲ、一人ࡗ子ࡸ⏑ࡣかࡉ

れて育つ、⮬ᕫ中ᚰ的に࡞る࡞よ࡞ࡃいとい࠺౯値ほ、第１子にࡔ࠺ࡻࡁいを࠼たい

とい࠺考࠼、一子もが亡ࡗ࡞ࡃても、もࡦ࠺とࡣࡾṧるよ２࠺人☜保したいとい࠺戦

␎、社会つ⠊への㐺応࡞が࠶るとࡉれる（Sobotka and Beaujouan 2014）ࠋしかし、本✏

でྲྀࡆୖࡾた㡑国でࡣ、生Ṫ年㱋に࠶る᭷㓄അ女性の理子も数が平ᆒで 2 人をษࡾ、

子もࡣ 1 人でⰋいとする意㆑が᭷㓄അ女性の２௨ୖを༨める（ⱝい世代で３ࡣを༨

める）ࡇ、࡞れࡲでの国でもぢられ࡞かࡗた「出生意欲の下㝈値を㋃み㉸࠼たప下」

ともゝ࠼る≧態が出⌧しているࡲࠋた、1960 年代௨㝆生ࡲれの人ࠎの間で無子がᗈがࡗて

いるࡇとࡣすでに᫂らかにࡗ࡞ておࡾ（Miettinen et al. 2015; Sobotka 2017b; 守泉 2019）、
࡞いらࡣもるが、「子࠶で「い無子࡞意図し」࡞ዷ࠺晩産化にకࡸの大༙が未婚化ࡑ

い」と考࠼る人ࠎも少しࡎつ増加しているࠋ 
も数れ、「理子ࡉる⛬ᗘ㧗い出生意欲が⥔ᣢ࠶でࡲれࡇ 2 人」の下㝈ラインも㉸ࡎ࠼

にࡁたが、⌧実の出生力が⨨換Ỉ‽を下回る少子化≧態とࡗ࡞て数༑年が経㐣し、ⱝい世

代ࡣ無子の人ࡸࠎ子も数が 1 人のࢵ࢝プルもめࡎらし࡞ࡃい中で育ࡗてࡁているࡑࠋれ

に加࠼、長時間ປാࡸᰂ㌾性のపい⫋ሙ⎔ቃ、ປാ᮲௳のᝏい㠀ṇつ㞠用の拡大࡞㞠用

⎔ቃのᝏ化、పい࢙ࢪンࢲー平➼、ఏ統的࡞性ᙺ分業を基┙とした⤖婚ไᗘのṧᏑ、子

育ての㧗い経済的・ᚰ理的㈇担࡞の要因が㔜࡞ると、出生意欲も２人のラインを㋃み㉺

 ࠋる࠼るとゝ࠶てప下するࣜスクが࠼
 
４㸬ࡲとめ 

1960 年代からの先進主要諸国の出生率の推移をぢると、2000 年㡭ࡲでに TFR1.5 をୖ回

る出生率で下ࡆṆࡗࡲた⦆少子化国と、1.5 を下回ࡗて行ࡗた㉸少子化国に分ࡉれていた

が、ࡑの後、2000 年代に入るとከࡃの国で出生率がୖ᪼したࠋしかし、㉸少子化国でࡣ、

ୖ᪼トレンࢻが⥆いた国も少数࡞がらぢられるものの、2010 年代に再び 2000 年ึ㢌のレ

ベルࡲでᡠるか、ࡑもࡑも 2000 年代から一㈏して出生率がప下し⥆けた国もከࡃ、動向が
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分かれているࠋ 
⦆少子化国で2010、ࡣ 年๓後の TFR をࣆークに近年ࡣ㌺୪み出生率をప下ࡏࡉていたࠋ

ከࡑࡣࡃれでも 1.6ࠥ1.7 ⛬ᗘを⥔ᣢしているが、1.5 のラインも下回る出生率とࡗ࡞た国も

出⌧しているࠋ先進諸国で⨨換Ỉ‽を下回る出生率とࡗ࡞たཎ因ࡣ晩産化でࡑ、ࡾ࠶の晩

産化ࡣ㧗学歴化、ⱝ年ᒙの経済≧態のᝏ化、女性ປാ力率のୖ᪼と࢙ࢪンࢲー㠉命、パー

トࢼーシࢵプࡸ⤖婚・ᐙ᪘ほ࡞意㆑のከᵝ化がもたらしたが、ᐙ᪘政策でࡇれらの出生

力への㈇の影響を成ຌ⿹に⦆和しても、TFR Ỉ‽ࡣ 1.6ࠥ1.7 ⛬ᗘを⥔ᣢするのが㝈⏺࡞の

かもしれ࡞いࡔ࠺ࡑࠋとすれࡤ、ポスト出生力転換社会の行ࡃ╔ࡁ先ࡣ際㝈࡞い人口減少

社会で࠶るࠋ 
先進諸国でࡣᵝ࡞ࠎ㑊ዷ方法がᬑ及し、ࡸ意図し࡞いዷፎࡣかࡾ࡞の☜率で㜵ࡇࡄと

がでࡁる࡞࠺ࡑࠋると、人ࡣࠎ⮬らが㑅ዲする出生数をୖ㝈として出生行動をコントロー

ルするࡇとに࡞るࡇࠋれࡲで、とࢇの国でࡣ少ࡃ࡞とも子もࡣ 2 人௨ୖ欲しいと考

が理で（も数１人子）少子ࡸに無子ࠎᚎࡣが᭱大ከ数を༨めていたが、近年ࠎる人࠼

も数がらに理子ࡉ、࠼の合が増ࠎる人࠶ 2 を下回る国も出⌧しጞめているࠋ出生意

欲ࡣ実際の出生行動にᙉい影響を࠼るため、後、先進諸国の出生意欲Ỉ‽がのよ࠺

に動ࡃかࡣ、ポスト出生力転換社会の未来をぢ㏻すୖでも᭷用࡞資料と࡞るࠋ࠺ࢁࡔ 
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守泉理恵（2019）「日本における無子に関する研究」ࠗ人口問題研究 第࠘75ᕳ第1ྕ、pp.26-54ࠋ 
山口一男（2009）ࠗ ࣡ークライࣂࣇランス：実ドと政策ᥦゝ J 日本経済出∧社ࠋ 
山田昌ᘯ㸪2013㸪「教育アスࣆレーションが出生力に及ࡰす影響」㸪山田昌ᘯ・松田ⱱᶞ・

平・Ọ田ኟ来・内㔝῟子・㣤島ளᕼ㸪ࠗ 夫婦の出生力のప下要因に関する分析㹼「少
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市区町村マクロデータを用いたクラスター分析と出生力に差異をもたらすᩥ⬦の特定 

ᒾ⃝⨾ᕹ・㕥木貴ኈ 

問題意識：近年、子育てᨭと出生力の関係について政⟇的関心が高まっており、政⟇

変数と出生行動との関係を検証する⢭⦓なミクロࣔデル分析が㐍んできた。しかし、ミク

ロࣔデルでは子どもを⏘み育てるとったライフコース全⯡にわたって政⟇がධする」㞧

な㐣⛬を༑分に表現できない。同時に、子育て⎔ቃに㐪いをもたらすᩥ⬦効果も考慮する

必要が指摘されている。 

目的：出生行動は個人や夫婦のᒓ性や意ᛮだけでなく、個人や夫婦をྲྀりᕳく社会経済

や人口構㐀などのマクロ⎔ቃにも規定される。そこで本研究では、市区町村マク࣒ࢸスࢩ

ロデータを用いて地域の人口ࣞࢪー࣒および子育て⎔ቃの類型化を試み、当該地域の出生

力との関係をホ౯した。 

データ：市区町村の出生力指ᶆに関しては人口動態統計および国勢調査の人口・㓄അ関

係構㐀のデータを用いて推計し、人口ࣞࢪー࣒、子育て⎔ቃについては、国勢調査やྛ✀

行政࢜ープンデータを加ᕤした指ᶆを用いた。人口ࣞࢪー࣒については、人口密度や高㱋

化指ᶆ、人口流出ධに加え、࢙ࢪンࢲーබ平≧ἣを示すዪ性のປാ力ཧ加率、ぶ族の結び

つきを示す家族ࢩス࣒ࢸのഃ面をホ౯する。子育て⎔ቃについては、今日の子育てᨭ⟇

が、経済的ᨭ、育ඣఇ業などの୧立ᨭ、保育サーࣅスの提供を中心に拡しているこ

とから、経済≧ἣ、ാき方に関する≧ἣ、保育サーࣅスの≧ἣに着目した。 

方法：出生力指ᶆについては、間接ᶆ準化法によりồめた市区町村別の合計（特Ṧ）出

生率に加え、地域の相対結婚力指数、相対夫婦出生力指ᶆ（ᒾ⃝ほか 2019）を用いる。

政⟇効果についてはコンࢸクストの役割に着目したい。そのために、同㉁の人口ࣞࢪー

ーࢪ子育て⎔ቃをクラスター分析によって類型化することを試みる。最後に人口ࣞ、࣒

。子育て⎔ቃ類型と出生力指ᶆとの関係を㆟ㄽする・࣒

結ㄽ：ዪ性のປാ力率が高いこと⮬体は夫婦出生とマイࢼスの関係を示しているが、⏨

ዪのバランス良いປാ時間、育ඣఇ業のᬑ及、保育ᅬの利用が、その関係を⦆和している

≧ἣが示唆される。出生数へのインパクトとしては、性別分業特性のある人口のከい大都

市近郊などでの今後の社会変化が重要であるとみられる。 

㸯． 背景 

先㐍国地域では、様々な形で子育てᨭ⟇がㅮじられているが、とりわけ少子化が῝้

で人口ῶ少に結びついている国においては、どのような子育てᨭ⟇が出生ಁ㐍に結びつ

くのかが、大きな政⟇的関心となっている。それにᛂえるべく、学⾡㡿域でも数ከくの

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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調査研究が蓄積されてきた。総じて、出生力に影響を与える要因の特定、とりわけ政⟇効

果を把握することは㞴しいが、主に経済学分㔝においては、ミクロࣔデルの⢭⦓化やパࢿ

ルデータの活用によって、因果関係を特定する試みが㐍んでいる（山口 2009, ᵽ口ほか 

2016）。一方で、ミクロࣔデル分析というᯟ組みでは、政⟇ධの効果を༑分にᤊえきれ

ないとの指摘もある。家族政⟇と出生力の関係にくわしい Thévenonは、政⟇は個別の政

⟇が加⟬的に影響するというより、いくつかの政⟇が組み合わさって出生行動に影響する

ことや、組み合わせの㐪いでも影響が異なること、そしてその社会の歴ྐやᩥ化など、ᩥ

⬦によっても影響が異なることを指摘する（Thévenon  2016）。例えば Rindfussらは、分

析に用いた国における出生力の㐪いを説明する重要なコンࢸクストとして、政府の㣴育コ

ストᨭ以外にも、ປാ市場のᰂ㌾性や結婚と出⏘の結びつきの度合い、࢙ࢪンࢲー均

⾮、ᩍ育ࢩス࣒ࢸ、住Ꮿ市場が重要であるこよに着目している(Rindfuss and Choe 

2016)。このような指摘は、どのような対⟇が子育て㈇ᢸを⦆和し出生行動をಁ㐍する効

果をもたらすかを理ゎするためには、その個人がうける่⃭だけでなく、その個人をとり

まく社会⎔ቃについても関心をᐤせる必要があることを示唆する。 

こうした問題関心は、ᐇは 2010 年代後半以降の日本の子育てᨭ⟇の㆟ㄽともぶ和性

が高い。2014年の日本成会㆟による「成長を続ける二一世⣖のために『ストップ少子

化・地方ඖẼᡓ␎』」（㏻⛠、ቑ田ࣞポート）では地方⮬治体のᣢ続可能性に関心がᐤせら

れた。そして、同年「まち・ࡦと・しࡈと生本部」が発㊊し、その後、ྛ市区町村は

「まち・ࡦと・しࡈと生長期ࣙࢪࣅン」「まち・ࡦと・しࡈと生総合ᡓ␎」を⟇定

し、地方の人口ῶ少の⦆和と地方生のためのྲྀり組みを㐍めている。総合ᡓ␎では「若

い世代の結婚・出⏘・子育てのᕼᮃをかなえる」という目ᶆがᥖࡆられ、少子化対⟇は

「地域プローチ」というᯟ組みの中で、地方⮬治体が当該地域のデータなどを集しホ

౯することで、効率的に当該地域の課題を把握し、少子化対⟇にྲྀり組むことが㐍められ

ている。 

このように地方⮬治体がデータに基づき課題を᥈り、必要な対⟇を効率的に㐍めるᯟ組

みはᩚいつつあるが、現ᐇにはከ✀のデータが有ᶵ的に結びつけられているとは限らな

い。本研究は、こうした地方⮬治体における少子化に対するྲྀり組みをさらに効果的に㐍

めるための一ຓとすべく、少子化に関わる社会のᩥ⬦と出生力との関係に着目する。 

 

㸰． ⎔ቃ・ᩥ⬦に着目する研究と本研究の特徴 

 

 子育て⎔ቃに関するマクロ変数と出生力の関係に着目した先行研究は少なくないが、そ

のከくは国や行政単位のマクロを比較して㆟ㄽしている(Rindfuss and Choe 2016, 中村

2016, 山内 2016, 加⸨ 2017)。しかし、行政単位といっても、人口の規模が大きく㐪いす

ーとᾏ道࢙࢘ルࣀる場合がある。例えば、国、都道府県と行政ࣞベルとしては異なるࡂ

であるが、ࣀル࢙࢘ーは人口 5,200万(2015年)、ᾏ道は人口 5,382万(2015年)と人口
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規模という観点からは類ఝしていることがわかる。この場合、子育て⎔ቃについてࣀル࢘

ーとᾏ道を比較した方が、有効な対⟇のための課࢙࢘ルࣀ、ーと日本を比較するより࢙

題がඹ㏻するかもしれない。また、行政単位は必ずしも家族に関わる地域ᩥ化の区分とは

一⮴せず、むしࢁ行政区分を超えた家族ࢩス࣒ࢸの地域性の重要性を指摘するものもある

(Kato 2013)。 

つまり行政区域よりも、その地域に住む人々に影響を与える条件がある⛬度ඹ㏻する地

域を特定し、その㐪いを比較するようなࣔデルが必要であると考える。その場合、ある⛬

度の⠊ᅖࡈとの効果を推定するᕤ夫として、地域効果の非定ᖖ性を考慮した地理的加重回

帰の活用（鎌田・ᒾ⃝ 2009)や、」数の地域ࣞベルで効果を把握できるマルチࣞベルࣔデ

ルの活用が試みられている(鎌田 2013, Harknett et al. 2014)。本研究では、こうした

ࣔデル≧での✵間の分類と言うよりも、同㉁な社会経済条件を有する具体的な地域の特定

が有用であると考えて、市区町村を社会生活に関わる様々なඹ変㔞を用いたクラスター分

析によって分類することを試みる。 

᪤Ꮡの研究の二つ目の限⏺は、出生力に関心がある場合、マクロ変数としては都道府県

や市区町村の合計出生率が利用されていることである。子育て⎔ቃの結果変数としての出

生力をとらえたいとき、結婚力にも依Ꮡする合計出生率 TFRはかならずしも適ษではな

い。そこでఱらかの形で結婚した夫婦の出生力を反映する指ᶆが必要となる。夫婦出生力

に関する指ᶆには、相対有㓄അ出生率指ᶆが提されている（Coale and Watkins 1986, 

小池 2010)。これらの指ᶆは年㱋別出生数と年㱋別ዪ性人口、年㱋別ዪ性有㓄അ人口を用

いた⟬定が必要となる。本研究では合計出生率を生⏘年㱋ዪ性有㓄അ率で統制してồめ

る相対夫婦出生力（ᒾ⃝ほか 2019）（後㏙）を利用する。 

本研究は、前半でクラスター分析による市区町村の分類を行い、後半で、全国およびク

ラスターࡈとに࢘トカ࣒である相対夫婦出生力をᚑᒓ変数とした重回帰分析を行い、係

数からྛඹ変㔞との関係を確認する。 

 

 

㸱． 方法とデータ 

 

4.1 クラスター分析とඹ変㔞 

クラスター分析は、今回用いる主に 2015 年の変数にḞᦆのない市区町村(1,843)を用

い、非㝵ᒙ型クラスター分析である k平均法により行う。 

クラスター分析に用いるඹ変㔞は、国勢調査や行政統計を中心に表 1に示した 15の変

数を用いる。地域コンࢸクストに関連するものとして、今回は人口特性や⏨ዪのあり方、

ス面に関わる変数をࣅにかかわるものと、子育て㈇ᢸの経済面、時間面、サー࣒ࢸスࢩྛ

選んだ。前者は、Demenyが人口転ẁ㝵や家族ࢩス࣒ࢸを特徴付ける要素として定義した

人口ࣞࢪー࣒（Demeny 2005）に関する変数にあたる。後者は子育て⎔ቃに関わる変数⩌
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といえる。以下でྛ変数について説明する。また、これらの変数を市区町村別にデータを

集するが、2018年 3月時点でのቃ域を用いている。 

 

(1)「人口密度(対数)(2015)」は 2015 年国勢調査による人口密度の対数である。 

(2)「高㱋化率(2015)」は 2015 年国勢調査による総人口に占める 65ṓ以上人口の割合で

ある。 

(3)「流ධ超㐣率(2015) 」は 2015年国勢調査による当該総人口に対する転ධ・転出数で

ある。ṇは転ධ超㐣、㈇は転出超㐣を示す。 

(4)「25-49ṓ⏨ዪປാ力率比(⏨性=1)(2015) 」は、2015 年国勢調査から得られる子育て

の年代と言える 25～49ṓの年㱋ᒙの⏨ዪのປാ力率について、⏨性 1に対するዪ性の比

率である。ዪ性のປാ力率が相対的に⏨性よりも低いと、1を下回る。 

(5)「ᑵ業者にしめる「家のほか」割合(%)(有㓄അዪ性 35～39ṓ)(2005)」も 2015

年国勢調査からồめる。(4)ではാき方にかかわらずປാ力をᤊえるが、そのが主で

はない、すなわち家計⿵ຓ的なാき方がከい場合、ここでᤊえる。 

(6)「30～39ṓዪ性の大༞者割合(2010) 」は、ᩍ育の≧ἣに関する㡯目がある 2010年国

勢調査によりዪ性の大学༞業以上の割合を示す。 

(7)「30～39 ṓ大༞者割合の⏨ዪ比(⏨性=1)(2010) 」は、2010年国勢調査による⏨ዪ別

の大༞者割合の比をとり、⏨性 1に対するዪ性の比率を表す。高学歴化について、相対的

にዪ性が㐍んでいない場合、್が 1を下回る。 

(8)「三世代世帯割合(2015) 」は 2015 年国勢調査から二人以上一⯡世帯に対する三世代

世帯の割合を示す。 

(9)「≀౯調ᩚ平均課⛯所得(2015) 」は 2015年の総務省「市町村⛯課⛯≧ἣ等の調」よ

り得られる平均課⛯所得を「ᾘ㈝者≀౯地域差指数 」で調ᩚし、生活水準を示す指ᶆと

なっている。 

(10)「生活保ㆤ⿕保ㆤ率(0～17ṓ人口千対)(2015) 」は 2015年のཌ生ປാ省「⿕保ㆤ者

調査」から 0-17ṓ人口千対 0-17ṓ人口の生活比保ㆤ者割合を出している。地域の子ども

の㈋ᅔ指ᶆとなる。 

(11)「⏨性㐌間ᑵ業時間(2005) 」は、ᑵ業時間については 2005年国勢調査で表ᙲされて

いるため、2005年国勢調査により⏨性の㐌あたりの平均ᑵ業時間を得た。(12)「ዪ性㐌間

ᑵ業時間(2005) 」はዪ性についてである。 

(13)「25～39ṓ有㓄അዪ性ఇ業割合(2005) 」は 2005 年国勢調査より、子育て時期にあた

る有㓄അዪ性のఇ業者割合である。育ඣఇ業ྲྀ得者がከい場合、この指ᶆに反映されると

定し、育ඣఇ業のᬑ及指ᶆとする。 

(14)「0～6ṓඣ保育所利用割合(2015) 」は保育ᅬ利用のᬑ及度合いを示すものとして、

ཌ生ປാ省「保育所等関連≧ἣྲྀりまとめ」により、6ṓ以下総人口に占める、6ṓ以下

の保育ᅬ利用者の割合としている。 
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(15)「⏦し㎸みに対するᚅᶵඣ❺率(2015)」は、ཌ生ປാ省「保育所等関連≧ἣྲྀりまと

め」から、⏦し㎸み者に占めるᚅᶵඣ❺者数の割合である。 

 

表 1 分析に使用する変数(市区町村ࣞベル統計指ᶆ） 

 

 

 指ᶆによっては全市区町村別に表ᙲされず、都道府県、政令指定都市、中᰾市のみが表

ᙲされている場合がある。その場合は、政令指定都市、中᰾市をのぞいた都道府県指ᶆ

を、都道府県下全域のその他の市区町村の指ᶆとしている。この点は分ᩓが㐣小となる点

として留意する必要がある。 

 また GISデータは国ᅵ㏻省の国ᅵ数್情報より「全国世⏺ 地系平成 30年」版をྲྀ得

した。市区町村数は 1902であるが、「日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）」（国立

社会保障・人口問題研究所）に合わせ 2018年 3月時点での市区町村ቃ域および一部の政令

指定都市を区単位ではなく市単位となるデータ 1を用いるとともに、人口が少ない等でデー

タが↓い⮬治体を㝖外した結果 2、分析に使用する⮬治体は 1843となる。 

1 さいたま市、相模原市、新潟市、静岡市、ᯇ市、堺市、岡山市、⇃本市は市単位とな

る。 
2 Ⰽ村、Ἡ村、留ኪ別村、留別村、⣪㑣村、⸹ྲྀ村、ᷓᯞᒱ村、ᴍ葉町、ᐩ岡町、大⇃

指ᶆ データࢯース

相対夫婦出生力指ᶆ������
�間接ᶆ準化合計出生率������をዪ性有㓄അ
率で統制�

出生力
合計出生率（都道府県をᶆ準とした間接ᶆ
準化）

結婚力 ��～��ṓዪ性有㓄അ率（相対結婚力指ᶆ）

人口密度�対数������� 総務省「国勢調査」

高㱋化率������ 総務省「国勢調査」

流ධ超㐣率������ 総務省「国勢調査」

�����ṓ⏨ዪປാ力率比�⏨性 �������� 総務省「国勢調査」

ᑵ業者にしめる「家のほか」割合���
�有㓄അዪ性��～��ṓ�������

総務省「国勢調査」

��～��ṓዪ性の大༞者割合������ 総務省「国勢調査」

��～��ṓ大༞者割合の⏨ዪ比�⏨性
=1)(2010)

総務省「国勢調査」

家族ࢩス࣒ࢸ 三世代世帯割合������ 総務省「国勢調査」

≀౯調ᩚ平均課⛯所得������
総務省「市町村⛯課⛯≧ἣ等の調」「ᾘ㈝者
≀౯地域差指数�」

生活保ㆤ⿕保ㆤ率��～��ṓ人口千対������� ཌ生ປാ省「⿕保ㆤ者調査」

⏨性㐌間ᑵ業時間������ 総務省「国勢調査」

ዪ性㐌間ᑵ業時間������ 総務省「国勢調査」

��～��ṓ有㓄അዪ性ఇ業割合������ 総務省「国勢調査」

�～�ṓඣ保育所利用割合������
ཌ生ປാ省「保育所等関連≧ἣྲྀりまと
め」、総務省「国勢調査」

⏦し㎸みに対するᚅᶵඣ❺率������ ཌ生ປാ省「保育所等関連≧ἣྲྀりまとめ」

経済≧ἣ

:/%�ఇ業制度

保育サーࣅス

変数

夫婦出生力

説
明
変
数

人
口
ࣞ
ࢪ
ー

࣒

高㱋化・人口ῶ少

ーබ平ࢲン࢙ࢪ

子
育
て
⎔
ቃ

結
果
変
数 ཧ

考

ཌ生ປാ省「人口動態統計」�出生数）、総務
省「国勢調査」（ዪ性㓄അ関係別人口）、日

本版Ṛஸデータベース（ዪ性人口）
�ᒾ⃝ほか������
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4.2 夫婦出生力指ᶆ 

は夫婦出生力である。これはまず都道府県別年㱋別出生率を用いた間接ᶆ準࣒トカ࢘

化法により市区町村の合計出生率をồめる。 

ᶆ準となる都道府県を I、含まれる市区町村を iとし、年㱋を xとすると、 

 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑥𝑥𝑖𝑖 = 𝑐𝑐𝑖𝑖 × 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑥𝑥𝐼𝐼  ただし, 𝑐𝑐𝑖𝑖 = 𝐵𝐵𝑖𝑖

∑ � 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐵𝐵𝐴𝐴𝑥𝑥𝐼𝐼5 × 𝑃𝑃𝑥𝑥
𝑖𝑖,𝐹𝐹

5 �44
𝑛𝑛=15

 

 

ここで ASBR は年㱋別出生率、cはᶆ準化比（水準調ᩚ係数、スケール㺃フクター）、Bは

出生数、Pは人口（Fはዪ性）となる。対象地域の合計出生率は 

 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = 𝑐𝑐𝑖𝑖 × 𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝐼𝐼 

 

と表すことができる（Giannakouris 2010）。なお、今回の市区町村別出生率の年㱋別指ᶆ

は、年㱋 5ṓ㝵⣭別に⟬出した。なお、間接ᶆ準化によって推定された TFRには、人口の少

ない地域において外れ್がᏑᅾする。15～49ṓዪ性人口 1,000人ᮍ‶の⮬治体における TFR

の 2ᶆ準೫差(2Ȫ)の上限と下限は 2.641と 0.395であった。そこで、この⠊ᅖを超える⮬

治体の TFRはこの上限್あるいは下限್とし、推定に用いた。⿵定されたのは 16市区町村

であった。 

 合計出生率にはᮍ婚化による有㓄അዪ性が少ない要因と、結婚後の夫婦の出生行動の要

因がともに反映されている。夫婦の子育て⎔ቃと出生力の関係などを調べたい場合は、㓄അ

関係構㐀による要因を統制した出生力指ᶆの⟬出が不可Ḟである。そこで、ここでは合計出

生率 TFRが、夫婦出生力と有㓄അ構㐀とその効果係数でỴまるࣔデルを考え、㓄അ関係構㐀

を統制した夫婦の出生力指ᶆの⟬出を試みる。 

 市区町村𝑖𝑖の合計出生率 TFRiに関する以下のࣔデルを考える。 

 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = 𝑀𝑀𝑇𝑇 ∙ �𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�𝛽𝛽 ∙ 𝜐𝜐𝑖𝑖 

 

ここで、MFは「基準結婚出生力 (base marital fertility)」である。PMは「有効有㓄അ

率(effective proportion married)」であり、ここでは比較的出生率が高い 20～39ṓዪ性

の有㓄അ率の平均್(PM20-39)を用いる。șは「有㓄അ率効果係数(coefficient of proportion 

married)」であり、有㓄അ率がどの⛬度出生率に影響するかを示す。Ȭ は出生力を変動さ

せる市区町村ᅛ有の指数で、相対夫婦出生力指数(relative marital fertility index)で

町、葉町、ᾉ江町、ⴱᑿ村、㣤⯓村、利ᓥ村、ᚚⶶᓥ村、㟷ࣨᓥ村、すࣀᓥ町、三ᓥ

村、༑ᓥ村はデータがなく分析から㝖外している。 
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ある。𝜐𝜐𝑖𝑖 = exp(𝑢𝑢𝑖𝑖)とすると、 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = 𝑀𝑀𝑇𝑇 ∙ �𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�𝛽𝛽 ∙ exp(𝑢𝑢𝑖𝑖) 

 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = exp�log(𝑀𝑀𝑇𝑇) + 𝛽𝛽 ∙ log�𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖� 

 

と表せる。対数をとることにより 

 

log(𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖) = log(𝑀𝑀𝑇𝑇) + 𝛽𝛽 ∙ log�𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 

 

となり、対数⥺型ࣔデルになる。u iを㝖いたࣔデルの定数 log(MF)および傾きșを市区町

村 i の TFRiおよび 20～39 ṓዪ性有㓄അ率 PM20-39iを使い最小二法によってồめる。2015

年の市区町村データから推定した結果、log(MF)は-3.639、șは 1.056 と推定された。 

 

log(𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖) = −3.539 + 1.056 ∙ log�𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 

 

 さらに、全国ࣞベルの有㓄അ率が 43.8%である場合、全国ࣞベルの有㓄അ率㉳因出生力（結

婚力）は 0.353 となる。この全国結婚力を分離して、市区町村の結婚力を相対指ᶆとする

と、下記のᘧとなり、 

 

log(𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖) = 0.353 + 𝛥𝛥log�𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴|𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 

 

ྑ辺 2㡯目の𝛥𝛥log�𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴|𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�が相対結婚力、3㡯目の uiが相対夫婦出生力となる。 

このࣔデルにより、合計出生率は、全国平均を基準とした場合の、いに⊂立な相対結

婚力指数と相対夫婦出生力指数に分ゎできる。本研究では࢘トカ࣒として、相対夫婦出

生力指数 exp(𝑢𝑢𝑖𝑖)= 𝜐𝜐𝑖𝑖を用いる。 

 

4.3 夫婦出生力の重回帰分析 

とにどのように異なるかを確認した後、全国およびࡈの平均್がクラスター࣒トカ࢘

クラスターࡈとに、どのような⎔ቃ(X)が夫婦出生力(Y)と関係するのかを重回帰ࣔデルで

検証する。クラスターはある⛬度社会経済ᩥ化変数のࣞベルが近いと考えられる。そうし

たᩥ⬦を同じくする⮬治体に限定した上で、その中の差異がどのような社会経済要因の㐪

いで説明できるのかを確認する。全国データを使ったࣔデルの係数とクラスターࡈとに行

った場合の係数の比較から、ᩥ⬦による規定要因の変化を確認する。 

なお、ྛクラスターに含まれる市区町村の数にはばらつきがあり、ከくない場合もᏑᅾ

する。࢘トカ࣒は夫婦出生力を示す相対夫婦出生力指数だけでなく、合計出生率、相対

結婚力指数（ዪ性有㓄അ率）についてもཧ考として行う。 
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㸲． クラスター分析の結果 

クラスター分析においては、分析目的にἢうクラスター数の設定が重要である。本研究

の目的は、地域のᩥ⬦をඹ㏻する㡿域に分類することであるが、代᭰するものとして都道

府県や、都道府県をまとめた地域ࣈロックなどがある。日本の地域ࣈロックは地理学⩦分

㔝では全国をᾏ道地方、東地方、関東地方、中部地方、近畿地方、中国・ᅄ国地方、

ᕞ地方、Ἀ⦖地方の 8区分に分類したものが主に用いられている。一方で、総務省の

「地域別表ᙲに関する࢞イࢻライン」（平成 31年 3月 28 日）によれば、᥇用例がከい

ものとして、ᾏ道、東、関東、㝣、東ᾏ㸭中部、近畿、中国、ᅄ国、ᕞ、Ἀ⦖の

10区分が類型 Iとして提示されている。本研究は日本の地域性に関する分類のከくが 8～

10 区分であったことを㚷み、ணഛ的に 8～10のクラスター分析を行った後、地域特性のゎ

㔘がわかりやすい㸷つのクラスター数を᥇用することとした。分類に使用したඹ変㔞のク

ラスターࡈとの平均್を表㸰に示した。 

 

表 2 全国およびクラスター別にみたඹ編㔞の平均್ 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 ᅜ
市༊町村ᩘ 224 91 172 248 58 256 311 309 174 1,843
㻝㻡䡚㻠㻥ṓዪᛶ人口㻔㻞㻜㻝㻡㻕㻔༓人㻕 3,284 464 657 2,615 1,607 943 9,207 6,861 468 26,106
人口ᐦᗘ㻔ᑐᩘ㻕㻔㻞㻜㻝㻡㻕 4.89 4.44 4.44 5.18 7.82 4.76 7.71 6.36 3.98 5.57
高㱋⋡㻔㻞㻜㻝㻡㻕㻔㻑㻕 32.3 33.0 34.4 31.7 23.8 35.4 25.8 27.6 39.9 31.4
ὶධ㉸㐣⋡㻔㻞㻜㻝㻡㻕 0.42 -3.59 -9.06 -2.05 41.04 -6.33 -14.74 -0.33 -1.22 -3.49
㻞㻡㻙㻠㻥ṓ⏨ዪປാຊ⋡ẚ㻔⏨ᛶ
㻩㻝㻕㻔㻞㻜㻝㻡㻕

0.80 0.84 0.90 0.85 0.81 0.84 0.77 0.80 0.88 0.82

ᑵᴗ⪅ᩘ䛖䛱䛂ᐙ䛾䜋䛛䛃ྜ
㻔㻑㻕㻔᭷㓄അዪᛶ㻟㻡䡚㻟㻥ṓ㻕㻔㻞㻜㻜㻡㻕

54.8 33.1 26.0 35.5 48.0 50.7 57.4 51.6 31.8 45.4

㻟㻜䡚㻟㻥ṓዪᛶ䛾大༞⪅ྜ㻔㻞㻜㻝㻜㻕 0.12 0.11 0.10 0.13 0.20 0.12 0.19 0.15 0.12 0.14
㻟㻜䡚㻟㻥ṓ大༞⪅ྜ䛾⏨ዪẚ㻔⏨ᛶ
㻩㻝㻕㻔㻞㻜㻝㻜㻕

0.53 0.62 0.62 0.62 0.67 0.58 0.59 0.58 0.64 0.59

ᐙ᪘䝅䝇䝔䝮 ୕ୡ௦ୡᖏྜ㻔䠂㻕㻔㻞㻜㻝㻡㻕 6.7 19.7 25.4 13.7 8.3 14.2 6.9 11.6 12.7 12.5
≀౯ㄪᩚᖹᆒㄢ⛯ᡤᚓ㻔㻞㻜㻝㻡㻕 3.37 3.27 3.20 3.27 3.56 3.29 3.49 3.41 3.20 3.34
⏕άಖㆤ⿕ಖㆤ⋡㻔㻜䡚㻝㻣ṓ人口༓
ᑐ㻕㻔㻞㻜㻝㻡㻕

23.4 6.5 5.5 8.7 16.3 7.4 12.4 6.9 8.4 10.4

⏨ᛶ㐌㛫ᑵᴗ㛫㻔㻞㻜㻜㻡㻕 47.6 44.8 45.0 44.9 46.1 44.7 45.7 45.2 44.0 45.3
ዪᛶ㐌㛫ᑵᴗ㛫㻔㻞㻜㻜㻡㻕 37.4 37.7 38.5 37.2 35.8 36.1 33.3 34.8 37.5 36.1
㻞㻡䡚㻟㻥ṓ᭷㓄അዪᛶఇᴗྜ㻔㻞㻜㻜㻡㻕 4.77 5.94 6.37 6.84 7.61 5.60 7.50 6.78 6.22 6.40
㻜䡚㻢ṓ児ಖ⫱ᡤ⏝ྜ㻔㻞㻜㻝㻡㻕 30.4 17.2 60.8 44.6 34.3 53.2 27.8 33.4 64.2 41.0
ᚅᶵ児❺⋡㻔㻞㻜㻝㻡㻕 0.22 1.04 0.05 0.64 1.01 0.02 1.24 0.69 0.01 0.53
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ᅗ 1クラスターの✵間的分布 
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ᅗ㸰クラスターの✵間的分布（全クラスター） 

 

また、ྛクラスターが、どのような地域に分布しているかを確認するため、クラスター

に含まれる市区町村をᅗ 1に示した。ここからクラスター1は主にᾏ道、クラスター2

は༡東地方、クラスター3は日本ᾏഃや東にከいことがわかる。またクラスター4は

日本ᾏとす༡地域、クラスター5は区部など都市的地域、クラスター6は東山地方のほか

比較的ྛ地にᗈがっている。クラスター7は区部の周辺など都市近郊地域、クラスター8

は市部の近郊と見られる。クラスター9はす日本にᗈがっている。ྛクラスターに含まれ

る比較的大規模⮬治体の例を表 3に示した。 
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表 3クラスターの特徴とゎ㔘 

 

 

 クラスターࡈとのྛ変数平均್の高低(表㸰)および✵間分布（ᅗ㸯）から、それぞれの

クラスターの社会経済ᩥ化的、✵間的特徴をゎ㔘してみる。クラスター1は、ᾏ道を中

心に分布し、⏨性が長時間ປാでዪ性の育ඣఇ業は少ない。そして子どもの生活保ㆤཷ⤥

割合が高い。「ᾏ道・᱁差」クラスターとする。クラスター2は༡東で保育所利用が少

なく、ᚅᶵඣ❺があり、三世代同居割合が高い。「保育社会化ᮍᩚഛ」クラスターとす

る。クラスター3 は日本ᾏഃ、東地方にከく、ዪ性ປാ力率が高く、三世代同居、保育

所利用がともに高い。「㎰業・保育㈨※」クラスターとする。クラスター4は日本ᾏഃ、す

༡地域でフルタイ࣒ඹാきで育ඣఇ業や保育所利用をしている。⏨ዪともປാ時間が中⭡

にある。「ඹാき・WLB」クラスターとする。クラスター5は人口密度が高く人口流ධがከ

い区部である。ዪ性は高学歴で所得が高い。ዪ性のປാ力率は高くなく、育ఇ利用はከ

い。「区部」クラスターとする。クラスター6は比較的全国に分布するが、⏨ዪともປാ時

間が長くなく、所得は高くはないが、生活保ㆤ率は低い。「スローライフ」クラスターと

する。クラスター7は区部クラスターの近郊にあり、専業主婦、ዪ性の家計⿵ຓ的ᑵປが

ከい。育ඣఇ業はከいがᚅᶵඣ❺はከい。家・子育てに専ᛕするかフルタイ࣒㞠用かの

極➃な選択⫥がᏑᅾする地域といえる。「市部主婦・ࣜࣕ࢟」クラスターとする。クラ

スター8は市部の近郊にከく、性別分業地域といえる。「市部近郊」クラスターとする。ク

ラスター9はす日本にከく、人口密度が低く高㱋化が㐍んでいる。ዪ性のປാ力率は高い

が、三世代同居は少なく、保育所の利用が高い。「す日本㐣」クラスターとする。 
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㸳． クラスター別にみた夫婦出生力の関連変数 

 クラスター分析により、人口ࣞࢪー࣒、子育て⎔ቃという観点で全国の市区町村を 9つ

に分類することができた。ここでは、これら分類されたクラスターと出生力、とくに夫婦

出生力との関係を確認してみたい。二つのプローチを行う。 

 一つ目では、クラスターࡈとに、࢘トカ࣒（夫婦出生力指ᶆ、合計出生率、結婚力指

数）を比較する。二つ目では、ඹ編㔞と࢘トカ࣒の関係を、同一クラスターに限定して

検証し、クラスターによってどう関係が異なるかを確認する。 

 

5.1 クラスターと夫婦出生力 

 クラスターࡈとに࢘トカ࣒を比較したのが表 4およびᅗ㸱である。夫婦出生力が高い

順からクラスターを୪べると、4ඹാき・WLB、9す日本㐣 、6スローライフ、3㎰

業・保育㈨※、2保育社会化ᮍᩚഛ、8市部近郊、7市部主婦・1、ࣜࣕ࢟ᾏ道・᱁

差、5区部の順であった。ちなみに、6スローライフクラスターは、合計出生率で比較す

ると 6␒目であるが、夫婦出生力では 3␒目になる。結婚力が低いことが合計出生率を低

くとどめていることがわかる。一方、3㎰業・保育㈨※、2保育社会化ᮍᩚഛ、8市部近郊

の地域は合計出生率が比較的高いが、これは結婚力が相対的に高いことに㉳因していると

ゎ㔘できる。 

 

表 4 全国およびクラスター別にみた結果変数の平均್ 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 ᅜ
市༊町村ᩘ 224 91 172 248 58 256 311 309 174 1,843
㻝㻡䡚㻠㻥ṓዪᛶ人口㻔㻞㻜㻝㻡㻕㻔༓人㻕 3,284 464 657 2,615 1,607 943 9,207 6,861 468 26,106
㼀㻲㻾㼋㻞㻜㻝㻡㻔㛫᥋ᶆ‽ἲ㻕 1.40 1.49 1.48 1.60 1.28 1.43 1.39 1.47 1.53 1.46
┦ᑐ⤖፧ຊ㼋㻞㻜㻝㻡 1.03 1.05 1.02 1.04 0.93 0.98 1.00 1.04 1.01 1.02
㻞㻜䡚㻟㻥ṓዪᛶ᭷㓄അ⋡㻔㻞㻜㻝㻡㻕㻔㻑㻕 45.0 45.7 44.7 45.3 40.8 43.0 43.9 45.3 44.0 44.4
┦ᑐኵ፬ฟ⏕ຊ㼋㻞㻜㻝㻡 0.96 1.00 1.02 1.09 0.96 1.02 0.97 0.99 1.07 1.01

⤖
ᯝ
ኚ
ᩘ

ฟ⏕ຊ䠋⤖፧ຊ
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ὀ：ᕥほど夫婦出生力が高い。 

ᅗ 3 全国およびクラスター別にみた結果変数の平均್ 

 

 

5.2 全国およびクラスターࡈとに行う重回帰分析の比較 

 全国および 9つのクラスターࡈとに、夫婦出生力をᚑᒓ変数とクラスター分析に用いた

社会経済マクロ変数を説明変数とした重回帰分析を行った。 

 まず、全国の⮬治体の分ᩓを説明する全国ࣔデルの結果を示そう。人口ࣞࢪー࣒におけ

る高㱋化率が高いほど夫婦出生力は低い関係が見られる。࢙ࢪンࢲーබ平では⏨性に対し

相対的にዪ性のປാ力率が高い地域ほど夫婦出生力が低い。またዪ性大༞割合が高い地域

ほど夫婦出生力は高い。三世代世帯割合は夫婦出生に㈇の関係を示した。 

 続いて、全国ࣔデルにおける子育て⎔ቃの変数を見てみよう。所得が高い地域ほど夫婦

出生力は低い。生活保ㆤ率との関係は明確ではない。またᑵ業⎔ቃとしては⏨性の㐌ປാ

時間が長いと㈇、ዪ性のᑵປ同時間が長いとṇの関係を示す。また、子育て年㱋のዪ性の

ఇ業率（育ඣఇ業ྲྀ得の反映とゎ㔘）は、夫婦出生力にṇの関係を示している。保育サー

スについては、保育所利用の高さは夫婦出生力にṇの関係を示す一方で、ᚅᶵඣ❺と夫ࣅ

婦出生力もṇの関係をしめす。保育所の供⤥が㟂要を下回っている≧ἣがわかる。 
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 さて、このような全国ࣞベルでの社会経済マクロ変数と夫婦出生力の関係が、同㉁な社

会経済≧ἣを有するྛクラスターに限定するとどのようにゎ㔘がかわるのであࢁうか。 

 人口密度は一⯡的には密度が高いと出生力は低い。しかし 9の㐣地域や 6のປാ時間

が短い地域では、むしࢁ人口密度が高いほうが出生力が高い。つまり、密度が低すࡂるこ

とが子育てにはマイࢼスに作用することを示唆する。ዪ性のᑵ業者にしめる家のかたわ

らにをする人の割合は、8市部近郊や 5区部では、家と୧立するをする人がከ

い地域で出生力が高い。三世代世帯の割合は全国では出生と㈇の関係であるが、5区部と

いうローカルではṇの関係を示した。 

 

表 5 クラスターࡈとの 

 

 

4 9 6 3 2 8 7 1 5
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‽
化
ᅇ
ᖐ
ಀ
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ാ
䛝
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፬
䜻

ャ
䝸
䜰

北
海
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䞉
᱁
ᕪ

༊
㒊

p値
人口密度（対数） 0.000 0.916 0.262 0.007 0.005 0.419 0.497 0.000 0.001 0.417 0.603
高齢化率 -0.003 0.001 0.006 0.462 0.030 0.444 0.601 0.214 0.164 0.375 0.065
流入超過率 0.000 0.132 0.440 0.059 0.192 0.872 0.416 0.247 0.490 0.392 0.073
25-49歳男女労働力率比（男性=1）-0.815 0.000 0.414 0.007 0.214 0.005 0.256 0.000 0.000 0.053 0.009
就業者「家事のほか仕事」割合
（有配偶女性35～39歳）

0.000 0.430 0.195 0.869 0.327 0.382 0.488 0.014 0.919 0.341 0.026

30-39歳女性大卒割合 0.313 0.004 0.002 0.358 0.049 0.491 0.055 0.965 0.076 0.586 0.088
30-39歳大卒割合男女比（男性=1） 0.028 0.364 0.091 0.762 0.492 0.688 0.704 0.152 0.000 0.404 0.583

家族システム 三世代世帯割合 -0.004 0.000 0.001 0.226 0.168 0.828 0.031 0.000 0.002 0.270 0.020
物価調整平均課税所得 -0.291 0.000 0.001 0.180 0.073 0.036 0.371 0.022 0.360 0.073 0.284
生活保護被保護率（0-17歳） 0.000 0.971 0.101 0.315 0.909 0.424 0.698 0.015 0.132 0.514 0.617
男性週間就業時間 -0.027 0.000 0.000 0.151 0.291 0.586 0.000 0.135 0.000 0.280 0.429
女性週間就業時間 0.029 0.000 0.019 0.033 0.016 0.554 0.007 0.000 0.000 0.556 0.009
25～39歳有配偶女性休業割合 0.012 0.000 0.007 0.015 0.553 0.096 0.248 0.000 0.006 0.022 0.770
0-6歳保育所利用割合 0.002 0.000 0.705 0.011 0.076 0.000 0.292 0.001 0.007 0.249 0.750
待機児童 0.006 0.029 0.006 0.555 0.967 0.241 0.895 0.018 0.904 0.681 0.745
切片 2.763 0.000 0.000 0.041 0.064 0.008 0.007 0.000 0.000 0.000 0.197

自治体数(N) 248 174 256 172 91 309 311 224 58

ᚑᒓ変ᩘ㸸┦ᑐ夫婦出生ຊ


యㄝ᫂変ᩘ

p値：黒は正方向、赤は負方向
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保育サービス

1,843
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表 6 それぞれのᩥ⬦のなかで重要な変数 

 

 

㸴． 結ㄽ 

 本研究は地域性と出生力の関係をᤊえる研究法に 2つのᨵ良を試みた。まず地域性につ

いては、今、経済社会変数と出生力との関係には地域性やᩥ化といったᩥ⬦が関与して

いることに関心がたかまっている。日本ではこうした地域性は都道府県や地域ࣈロック単

位で分析されることがከい。しかし国や都道府県という行政区分だけでは༑分に同㉁なᩥ

⬦をとらえきれていない可能性がある。そこで本研究では、人口ࣞࢪー࣒および子育て⎔

ቃに関連する 15 の社会経済マクロ指ᶆを用いて、全国の市区町村を 9つのクラスターに

分類し、それを用いて同㉁なᩥ⬦の比較、統制を試みた。また、現ᅾ地方⮬治体でᒎ㛤さ

れている子育てᨭ⟇は結婚した夫婦を対象としているものがከい。その場合、地域の出

生力指ᶆは、結婚のከᐻによる影響を㝖ཤした夫婦出生力でホ౯することがᮃましい。そ

こで࢘トカ࣒については、ዪ性全体の指ᶆである合計出生率ではなく、ዪ性の有㓄അ率

で統制した、地域の結婚力とは⊂立の夫婦出生力の指ᶆ（相対夫婦出生力指数）を用い

た。 

 マクロデータがᥞう 1,843 の⮬治体を 9つにわけたクラスターは、その✵間的分布とྛ

変数の平均水準から 1「ᾏ道・᱁差」（⮬治体数 224）、2「保育社会化ᮍᩚഛ」（同 91）、

3「㎰業・保育㈨※」（同 172）、4「ඹാき・WLB」（同 248）、5「区部」（同 58）、6「スロー

ライフ」（同 256）、7「市部主婦・ࣜࣕ࢟」（同 311）、8「市部近郊」（同 309）、9「す日

本㐣」（同 174）と特徴付けられた。 

 夫婦出生力は、4「ඹാき・WLB」9「す日本㐣」6「スローライフ」3「㎰業・保育㈨

人口レジーム

夫婦出生力と関連(**,*）
（赤字は負）

夫婦出生力と関連(**)
（赤字は負）

夫婦出生力と関連
(*)

（赤字は負）

全体 高齢化、男女労比、大卒、三世代
所得、男性長労、女性長
労、育休、保育園

待機児 26,106 1,843

4 ඹാ䛝䞉WLB 高齢化、大卒、三世代
所得、男性長労、育休、待
機児

女性長労 2,615 248

9 西日本過疎 人密、男女労比 女性長労、育休、保育園 468 174

6 スローライフ 人密、高齢化、大卒 女性長労 943 256

3 農業・保育資源 男女労比 所得、保育園 657 172

2 ಖ⫱♫ᮍᩚഛ 男性長労、三世代 女性長労 464 91

8 市㒊㏆㑹 人密、男女労比、パート比、三世代
所得、生保、女性長労、育
休、保育園

待機児 6,861 309

7
市部主婦キャリ

ア
人密、男女労比、大卒比、三世代

男性長労、女性長労、育
休、保育園

9,207 311

1 北海道・格差 育休 3,284 224

5 区部 男女労比、パート比、三世代 女性長労 1,607 58

子育て環境
15～49歳
女性人口
(千人）

クラスター 自治体数
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※」で高く、7「市部主婦・ࣜࣕ࢟」1「ᾏ道・᱁差」5「区部」で低かった。ちなみ

に結婚力は 2「保育社会化ᮍᩚഛ」4「ඹാき・WLB」8「市部近郊」で高く、6「スローラ

イフ」5「区部」で低かった。なお、出生数へのインパクトという意では、人口がከく

含まれる 7「市部主婦・ࣜࣕ࢟」（⮬治体数 311）、8「市部近郊」（同 309）の社会変化の

動向が㘽となる。 

 社会経済変数と夫婦出生力の関係は、全国でもクラスター別でも変わらなかったものと

して、⏨性に対するዪ性のປാ力率が高い（より⏨ዪ差がない）地域ほど出生力が低いと

いうものがあった。一方で、⏨性のປാ時間が短いほど、ዪ性のປാ時間は長いほどプラ

スであった。そして育ඣఇ業のᬑ及とゎ㔘できる、子育て世代ዪ性のఇ業率が高いほど夫

婦出生にはプラスであった。すなわち、⏨性のປാ力ཧ加にዪ性のປാ力ཧ加が近づくと

基本的には夫婦出生とは㈇の関係を示すが、⏨ዪのປാ時間に差がない、そして育ඣఇ業

の利用、保育ᅬの利用がṇの関係を示しており、⏨ዪの࣡ーク・ライフ・バランスと保育

の社会化が㐍むことで、ዪ性ປ㔞力ཧ加によるᢚ制を⦆和していることを示唆する。こう

した≧ἣは、Ḣᕞྛ国比較などによるᩥ⬦と出生力の関係を説明している専㛛家の見ゎと

も近い（Gauthier 2013）。一方≀౯で調ᩚした所得は全国でもローカルでも、所得が高い

ほど夫婦出生はマイࢼスとなっている。単に生活にవ⿱ができることだけでは出生ಁ㐍に

つながらない可能性を示唆するものである。子育てに対する㔠㖹的ຓを㆟ㄽする際は、

一⯡に子ども数をቑやせない理⏤としてᣲがる「子育てにお㔠がかかる」というᮍ㊊が

どのような水準で認識されているのかについて῝くさࡄる必要があるとᛮわれる。 

 このほか、全国ࣔデルで見られた関係がクラスターローカルでは異なるものもあった。

人口密度は全国では密度が高いほど低出生力と見られていたが、㐣地域などではある⛬

度の密度があることが出生ಁ㐍につながることを示唆する。㐣密な都市部を定して人口

密度が低いほど出生に有利と一ᚊに考えることはミスࣜーࢻとなる。三世代世帯割合は၏

一区部では夫婦出生とプラスの関係を示した。都市部では三世代という居住⎔ቃが㏻ᖖ区

部生活にある様々な問題をゎᾘしている可能性がある。 

 本研究には不༑分な点もᏑᅾする。今回は 2015年を中心とした一時点のマクロデータ

の関係を㆟ㄽしている。時系列や時間の変化についてデータを蓄積すれば変化についての

㆟ㄽが㐍むであࢁう。また使用しているデータはከくが 2015 年のデータであるものの、

一部はデータの制約として 2005 年や 2010 年のものが含まれており時間の統一が全には

かられていないことには留意が必要である。また、国内の市区町村マクロデータは、 々

にして、地域間移動に大きく影響をཷけることが指摘されている(山 2018)。今回は、

市区町村の流ධ超㐣率で統制するにとどまっており、マクロデータが地域住Ẹの特性なの

か、地域にṧる、あるいは地域に流ධするといったࣞࢭクࣙࢩンの結果なのかについて

は、༑分な検討はできていない。こうした点は今後の課題としたい。 

 このように社会経済≧ἣと夫婦出生力との関係は全国の傾向をローカルにも一⯡化でき

るものもあれば、地域のᩥ⬦によってはゎ㔘が異なるものがあることがᨵめて示された。
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近年ではྛ地方⮬治体が域内の子育てᨭ⟇を検討するᶵ会がቑえている。そうした際

に、出生率が比較的高いㅖ外国でᐇ㊶されている対⟇や日本全体で平均的に検出された結

果、あるいは出生力が回した他の市区町村の例をཧ↷したりすることがある。しか

し、地域ᩥ⬦によって効果のある対⟇が異なるとすれば、当該地域がどのような社会経済

ᩥ化的特徴を有しているのか、また同じような社会経済ᩥ化≧ἣを前提に、どのようなྲྀ

り組みが有効かを㆟ㄽしていくことが効率的である。そうした意で本研究で示されたク

ラスター分析による地域性の把握がそうしたプローチをᨭするものになると期ᚅした

い。 

 

ㅰ㎡ 

都道府県および市区町村データのᩚഛにおいて、別府ᚿᾏ、వ田⩧平、鎌田健司ྛẶの༠

力を得た。ࡈ༠力にឤㅰする。 
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親・成人子との居住距離および集住に関する基礎的分析 

千年よしみ 

1．はじめに 
 近年の欧米社会を対象とした国内移動の研究の流れは、かつて主流であった経済的要因
に着目した分析から、世帯外の家族（主として親、成人子）の存在や居住地に焦点を当て
た社会的要因に関する分析へ変わりつつある（Cooke 2008; Mulder 2007）。例えば、最近の
研究からは、別世帯に居住する家族の存在やその構成・それぞれのライフサイクルの変化
に伴う支援ニーズの変化が、個人の移動や目的地の選定に大きく関係していることが明ら
かにされている。米国の研究によると、別世帯に居住する家族が近居している場合、現在
の居住地域から転出する可能性は低くなり、それは特に若年成人子と親、低所得の成人子
と親との関係で顕著である（Spring et al. 2017）。さらに、成人子は高齢の親が居住する地
域に転入する可能性が高く、また、高所得層は親または成人子の居住地と近距離に転入す
る可能性が高い（Spring et al. 2017）。ヨーロッパにおいても国による地域差こそあるもの
の、高齢親の身体機能の低下は、親への支援・介護を行う目的のために、成人子の親との
同居・近居を目的とした移動を促進する（Vergauwen and Mortelmans 2020）。 
 このように、親や成人子との居住距離は移動を規定する重要な要因の一つであり、人口
学的にも世代間の居住距離やその変化は、しっかり把握されるべき事項である。しかし、
親・成人子との同別居に関する研究はこれまで数多くなされてきたものの、別居親・別居
成人子との居住距離に関する研究はあまりなされてこなかった。また、数少ない世代間の
居住距離に関する先行研究は、対象者と親、対象者と成人子といった二世代間に限定した
居住距離の現状把握とその規定要因の分析に終始してきた(大和 2017;千年 2013)。より広く、
親と成人子を含む三世代を考慮した居住距離や、三世代の集住の度合い、といった基本的
な情報は把握できていないのが現状である。三世代を対象とした数少ない研究の一つであ
る Choi et al.（2020）が、米国のデータを用いて行った分析によると、最も近くにいる親ま
たは成人子が近居（30 マイル（48.3km）内）している成人の割合は 75％に達する。また、
親と成人子がどちらも近居（30 マイル内）している成人の割合は 35%であった。親や成人
子との居住距離は、社会経済的属性によって大きく異なっており、社会経済的地位が低い
場合に親や成人子との距離が近いことが明らかにされている。 
本稿は国立社会保障・人口問題研究所が 2008 年、2013 年、2018年に実施した第 4回～

第 6 回全国家庭動向調査のデータを用いて、親・成人子それぞれとの居住距離、そして全
親および全成人子との集住状況の実態とその変化、といったこれまで分析されてこなかっ
た基本的な事項について把握する。また、親・成人子との居住距離が、個人の属性や地域
によってどのように異なるのか分析を行う。全国家庭動向調査の調査票は、主として有配
偶女性を想定して設計されているため、ここでは有配偶女性を対象者とし、その親（夫の
親を含む）と成人子との居住距離について分析を試みる。 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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2．親・成人子との居住距離に関する先行研究 
(1) 世代間の支援ニーズと居住距離 
 日本における世代間の居住関係に関する社会学的研究は、家族変動論や夫婦の個人化と
いった観点から、特に親世代・成人子世代との同別居に着目した研究が多く行われてきた
（施 2012; 大和 2017）。先行研究からは、父系規範は弱まりつつあるものの、長男夫婦が
夫方親と同居する傾向は残っていること（施 2012）、その一方、親世代との交流や支援関係
については、妻方親との援助行動の緊密化という双系化の傾向がみられることが確認され
ている（岩井・保田 2008）。また、多くの先行研究から、世代間の居住距離が近いほど家事
的・身体的支援が行われやすく、受け取りやすいことがわかっている（Chitose 2018; Mulder 
and Cooke 2009）。 
 一方、最近の欧米における研究は、人口学的視点から親・成人子との居住距離を含む社
会的なつながりが移動を規定する重要な要因の一つであることを明らかにしつつある。具
体的には、同じ地域に居住する親・成人子・きょうだいとの結びつきや、子ども同士の地
元でのつながりがあるほど、子育て世帯は転出する可能性が低い（Dawkins 2006; Mulder et 
al. 2020）。また、高齢者についても、近隣の人々との結びつきが強いほど、現住地域への満
足度は高く、他の地域への転出を考えない傾向にあることが指摘されている（Oh 2003）。
さらに、低所得層であるほど、地元での社会的結びつきは移動を強く抑制する傾向が観察
される（Dawkins 2006）。Boyd (2008) の研究によると、米国シカゴ市の低所得世帯を対象
に行われた、より経済的に豊かで多様な人種が居住する地区への移転プロジェクトでは、
約半数の世帯が一度はそのような地区へ引っ越したものの、最終的には再び元の地区へ戻
っていた。その理由は、家族や近所に住む友人といった社会的ネットワークから物理的に
遠くなってしまったこと、及びそこから生じる社会的孤立感やサポートの欠如のためであ
った。より豊かな地区にそのまま残った対象者の多くは、同地区に既に親族や友人が居住
していたり、地域のサポートにより新しい地区の人々との交流や社会活動に積極的に関わ
ることが出来た人たちであった（Boyd 2008）。 
 また、成人子は支援ニーズが高い場合に、親の居住地を考慮に入れて親との近居を選択
する傾向がみられる（Mulder et al. 2020; Smits 2010）。Michielin et al. (2008) によるオラ
ンダの行政データを用いた分析によると、成人子は支援や交流の必要性が高まると親の居
住地の近くに移動する可能性が高くなり、それは特に離婚後で顕著であった。その反面、
親の支援の必要性が成人子の移動に与える影響はずっと低かった。 Mulder et al. (2020) は、
スウェーデンのデータを用いて、都会に出た若い成人子が親の住む地域に U ターンする可
能性と規定要因について分析を行った。その結果、退学、低所得、失業といった苦しい状
況におかれた成人子は、親が居住する地域に U ターンする可能性が高いことを見出した。
一方、学歴や所得が高い成人子は、親が居住する地域にU ターンする可能性は低かった。 
 しかし、成人子が親との近居を選択するのは、自分の支援ニーズが生じた場合のみとは
限らない。親の支援ニーズが高まった時に、成人子が親の近くに移動する傾向も観察され
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る。Vergauwenと Mortelmans (2020)は、ヨーロッパ 15 ヵ国のデータを使い、親の身体機
能の低下が成人子の移動に与える影響について分析を行った。親の身体機能の低下が急で
あった場合、成人子は親との同居を選択する傾向にあった。また、同居および 5km 以内に
近居した成人子は、親への支援が増える傾向が観察された。一方、親の支援ニーズの変化
に伴う世代間の居住距離の変化は、国の福祉政策によっても異なってくる。スウェーデン
においては、比較的若い高齢者は成人子の近くに移動する傾向がみられるが、後期高齢者
になるとその傾向はあまりみられなくなる（Pettersson and Malmberg 2009）。Pettersson et 
al. (2009) は、その理由の一つとして福祉国家としてのスウェーデンの理念により、高齢者
の介護は国の役割とされているため、と論じている。     
 近居する親・成人子の存在が移動を抑制し、異なる地域に住む親・成人子の存在が移動
を促進することは、1980-2013年の 30 年以上にわたる米国のパネルデータを用いた Spring 
et al. (2017)の研究でも明らかにされている。Sprint et al. (2017) は、若年成人子は親から
の支援を受けるため、そして中高年成人子は親へ介護等の支援を提供するために親との近
居を選択すると結論づけている。さらに、親・成人子との近居は特に低所得層の移動を抑
制するものの、高所得層は移動を可能とする資源を保有していることから、高所得層で親・
成人子が居住する地域に転入する傾向が強いと論じている。 
 
(2) 上下両世代を考慮した居住距離 
 以上みてきたように、親・成人子との近居が移動を抑制すること、支援ニーズの増大が
世代間の距離を縮小させる方向へ働くこと、低所得・失業・離婚や、身体機能の低下とい
った生活上の困難が、支援関係の授受を目的とした親・成人子との近居を促進する傾向が
あることが、欧米社会を対象とした研究から明らかになりつつある。少子高齢化が進展し
ている今日、親と成人子両世代が共存する中間世代が増えている可能性があるが、上下両
世代を考慮に入れた居住距離や集住状況について実態を把握する試みは、ほとんどなされ
ていない。 
三世代を対象とした数少ない研究の一つに Choi et al. (2020)の研究があげられる。2013

年の米国におけるパネルデータを用いた分析の結果、最も近くに居住する親または成人子
が近居（30 マイル（48.3km）内）している成人の割合は 75％に達していた。また、親と成
人子がどちらも近居（30マイル内）している成人の割合は 35%であった。さらに、親や成
人子との居住距離は、社会経済的属性によって大きく異なっていることが見出された。具
体的には、社会経済的に不利な立場に置かれている層で世代間の居住距離が近い傾向がみ
られた。例えば、教育年数が 16 年未満の成人で親と同居・近居している者の割合は 71.5％
であるのに対し、教育年数が 16 年以上の成人では 54.7％と低かった。同様に親・成人子と
近居している者の割合は、白人よりも黒人で、配偶者がいる人よりもいない人で高い（Choi 
et al. 2020）。さらに、社会経済的属性による親・成人子との居住距離の違いは、測定に「最
も近い親または成人子との居住距離」を用いるよりも、「すべての親またはすべての成人子
との居住距離」を用いた場合に、大きな差がみられた。例えば、最も近い成人子と同居・
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近居している親の割合は、有配偶者で 74.3％、有配偶者以外で 80.8％であり、後者で 6.5
ポイント高い。一方、すべての成人子と同居・近居している親の割合は、有配偶者で 35.2%、
有配偶者以外で 46.6％と後者で 11.4 ポイント高い（Choi et al. 2020）。 
全国家庭動向調査では今後の移動予定について聞いていないため、世代間の居住距離や

集住状況と今後の移動意向の関係について分析することは出来ない。しかし、有配偶女性
自身の親、配偶者の親、そして成人子との居住距離についてはたずねている。そこで、本
稿では有配偶女性を対象に、夫婦の親および成人子との居住距離、そして属性別にみた上
下両世代との居住距離と集住状況について、実態を把握する。 
 
3．データと方法 
ここでは、国立社会保障・人口問題研究所が 2008 年、2013 年、2018 年に実施した第 4

回～第 6 回全国家庭動向調査の個票データを用いる。全国家庭動向調査の目的は、家庭内
における出産・子育て、親の介護をはじめとする家庭機能の実態と変化を捉えることにあ
る。調査は、同年に実施された「国民生活基礎調査」で設定された調査区より無作為に抽
出された 300調査区に居住する世帯の結婚経験のある女性（複数いる場合は最も若い女性、
1 人もいない場合は世帯主）を対象としている。調査方法は配票自計方式で、各回 7 月１日
時点の事実について記入を求めている。各調査回の有効回収率は、第 4 回から第 6 回を通
じて概ね 76～78％を維持している。 
全国家庭動向調査の調査票は、主として有配偶女性を想定して設計されているため、こ

こでは有配偶女性の親・成人子との居住距離について分析を行う。対象とする有配偶女性
は、25 歳以上とした。親については、有配偶女性の親だけでなく、夫の親についても含め
る。第 4 回～第 6 回の調査票では 18 歳以上の子どもが 4 人以上いる場合、上から 3人まで
について婚姻状況、居住距離、受けた支援、提供した支援の種類等についてたずねている。
成人子は、社会人となっている可能性が高い 25 歳以上に限定した。対象とした有配偶女性
に 1 人でも成人子がいれば、「成人子あり」とし、子どもはいても 25 歳に達していない場
合には、「成人子なし」とした。 
 本稿で鍵となる変数は、世代間の居住距離である。全国家庭動向調査では、親・成人子
との居住距離については、「あなたのお住まいから、親御さん（このお子さん）のお住まい
まで、どれくらいかかりますか。よく使う交通手段でかかる時間をお答えください」と時
間単位で聞いている。親・成人子共に第 5 回・第 6 回調査の選択肢は、「同じ敷地内」、「同
じ敷地内の別棟」、「15 分未満」、「15～30 分未満」、「30～60分未満」、「1～2時間未満」、「2
～3時間未満」、「3 時間以上」の 8つであり、ここから 1 つ選択する設問となっている。第
4 回調査のみ、「同じ敷地内」が、「同じ敷地内（玄関も同じ）」と「同じ敷地内（玄関は別々）」
の 2 つに分かれており、選択肢の数は 9 つとなっている。分析では、第 4 回調査の「同じ
敷地内（玄関も同じ）」と「同じ敷地内（玄関は別々）」を「同じ敷地内」として１つにま
とめた。親・成人子ともに対象とした有配偶女性と同じ世帯内に世帯員として含まれてい
た場合は「同居」とした。最も近くに住む親・または成人子の分析については、居住距離
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の区分を「同居」、「近居（別居且つ 15分以内）」と、「近居（別居且つ 30 分以内）」、「遠居
（別居且つ 2時間以上）」の 4つに分けた。「同じ敷地内」の場合は「近居」とした。また、
すべての親、及びすべての成人子との居住距離の分析では、「全員同居」の他に、「全員 15
分以内（同居を含む）」、「全員 30 分以内（同居を含む）」、「全員 60 分以内）（同居を含む）」、
そして「全員遠居(2 時間以上)」を用いた。 
 また、有配偶女性の属性と親・成人子との居住距離の違いの分析では、学歴、就業状況、
居住地（大都市圏、非大都市圏）を用いた。また、サンプル数を確保するため、2008 年～
2018 年のデータをプールして用いた。 
 
4. 分析結果 
(1) 最も近くに居住する親・成人子との距離 
最も近くに居住する親・成人子との居住距離を、同居・近居・遠居に分類した結果を表 1

に示す。まず、親がいる有配偶女性を対象に、最も近くに居住する親との居住距離を把握す
る。最も近くに住む親が「同居」である女性の割合は、2018 年時点で 16.6％である。これ
は 2008年の 20.9％から 4.3 ポイントの減少である。一方、「15分以内」の近居は 3時点と
もに 3 割程度で大きな変化はみられない。最も近くに居住する親が「同居または近居」で
ある有配偶女性は、2008年には 53.2％と半数を超えていたが、主として同居の低下により
2018 年には 48.0％と 5 割を下回った。近居の定義を 30 分に広げると、最も近くに居住す
る親が「同居または近居」である女性の割合は、2018 年で 62.6％である。主として同居の
減少により 2008 年の 67.1％から低下したが、それでも親がいる有配偶女性の半数弱は 15
分以内の所に、そして 6 割強は、30 分以内の距離に親がいる。親が 2 時間以上の「遠居」
である女性の割合はこの 10年を通じて 14%前後である。2008 年から 2018年の間で、最も
増加幅が著しかったのは「15-60分未満」であり、2008 年の 23.9％から 28.1％へ上昇した。 

 
表 1 最も近くに居住する親・成人子との居住距離  

 
*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 

(%)

2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018
ྠᒃ 20.9 26.4 16.6 115.0 *** 39.2 38.0 35.9 14.3 * 30.8 35.4 28.3 73.7 *** 56.5 59.8 51.5 30.6 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 32.3 28.2 31.5 18.5 18.4 18.2 29.3 26.5 27.9 21.4 19.8 19.8
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 53.2 54.5 48.0 57.7 56.4 54.2 60.1 61.9 56.1 77.9 79.6 71.3
㻝㻡㻙㻢㻜ศ 23.9 23.8 28.1 21.1 22.9 24.5 22.4 22.5 26.2 15.1 14.4 21.6
㻝㻙㻞㛫 8.9 7.8 9.8 8.7 8.9 9.7 8.0 6.6 8.6 4.1 3.5 4.5
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 13.9 13.9 14.1 12.6 11.8 11.6 9.5 9.0 9.1 2.9 2.5 2.6

ྠᒃ 20.9 26.4 16.6 125.7 *** 39.2 38.0 35.9 17.5 ** 30.8 35.4 28.3 81.0 *** 56.5 59.8 51.5 19.8 **

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 46.2 40.0 46.1 30.2 29.5 31.1 42.6 37.9 42.3 30.6 27.5 33.0
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 67.1 66.4 62.6 69.4 67.5 67.0 73.4 73.3 70.5 87.2 87.4 84.5
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 10.1 11.9 13.5 9.4 11.8 11.6 9.2 11.1 11.8 5.9 6.7 8.3
㻝㻙㻞㛫 8.9 7.8 9.8 8.7 8.9 9.7 8.0 6.6 8.6 4.1 3.5 4.5
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 13.9 13.9 14.1 12.6 11.8 11.6 9.5 9.0 9.1 2.9 2.5 2.6
n 3,960 3,672 3,308 2,641 2,906 2,845 4,557 4,652 4,289 1,074 1,178 1,103

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ䛸䛾
ᒃఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ᡂேᏊ䛸䛾ᒃ
ఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ䜎䛯䛿
ᡂேᏊ䛸䛾ᒃఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ䜎䛯䛿
ᡂேᏊ䛸䛾ᒃఫ㊥㞳

ぶ䛜䛔䜛ዪᛶ ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

䃦2(8)䃦2(8)䃦2(8) 䃦2(8)
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表 1 の 2 列目は、成人子（25 歳以上）がいる有配偶女性を対象に、最も近くに居住する
成人子との居住距離を示している。最も近くに居住する成人子が「同居」である女性は、
2018 年で約 36％であり、2008 年の 39.2％から 3.3 ポイント低下している。一方、最も近
くに居住する成人子が「15 分以内」に近居している女性は 3 時点を通じて 18%台であり、
大きな変化はみられない。表 2 には掲載していないが、その構成をみると、「同じ敷地内」
が低下し、「15 分未満」が増加している。最も近くに居住する成人子が「同居または近居」
である女性は、2018 年で 54.2％と半数を超えているが、2008 年の 57.7%から低下傾向に
ある。成人子についても「同居」の減少が大きいが、「近居」は安定的である。「近居」の定
義を 30分以内に広げると、最も近い成人子が近居している女性は約 3 割となる。同居と合
わせると、成人子がいる有配偶女性の半数以上は成人子が 15分以内の距離に、そしておよ
そ 3分の 2（67.0％）は、30 分以内の距離にいる。「遠居」は、12%前後で変化はみられな
い。成人子についても、親同様「同居」が減少し「15-60 分未満」が増加傾向をみせている。 
表 1 の 3 列目は、親または成人子を持つ有配偶女性を対象に、最も近くに居住する親ま

たは成人子との距離をみたものである。親または成人子と「同居」する有配偶女性の割合は、
2018 年で 28.3％であり、2008 年の 30.8％から若干減少している。「近居」（15 分以内）は、
約 28％、「近居」（30 分以内）は 42％ほどで、どちらもここ 10年間に大きな変化はみられ
ない。ここでも「15-60 未満」の増加幅が一番大きく、3.8 ポイントであった。同居を含め
ると親または成人子をもつ有配偶女性の 56％は 15 分以内の場所に、そして約 7割は、親ま
たは成人子が 30 分以内の場所にいる。「遠居」は 9％程度で大きな変化はみられなかった。 
表 1 の 4 列目は、親と成人子の上下両世代を持つ有配偶女性を対象に、最も近くに居住

する親または成人子との距離を示している。上下両世代がいる場合、どちらかと「同居」し
ている女性は 2018 年で 51.5％と半数を超えており、2008 年の 56.5％と比べると低下傾向
にはあるものの、非常に高いレベルにある。近居の定義を「15 分以内」とした場合、最も
近い親または成人子が「近居」している女性は約 2 割、近居を「30 分以内」に広げると、
概ね 3 分の 1 となる。一方、「遠居」は 2%から 3%とおしなべて低い。同居を含めると、親
と成人子がいる有配偶女性の 7 割はどちらかが 15分以内の所に、そして約 85％はどちらか
が 30 分以内の距離に居住している。上下両世代がいる女性は、親・成人子との居住距離が
非常に高いことがわかる。 
 
(2) 親・成人子との集住の度合い 
 次に、親・成人子との集住の度合いをみるため、表 2 に全親・全成人子・全親または全
成人子、そして全親と全成人子が同居、同居を含む近居（15分・30 分・60 分以内）、そし
て遠居（2 時間以上）している有配偶女性の割合をまとめた。 
まず、全親が同居している有配偶女性の割合をみると、どの時点でも概ね約 4％である。

同居を含めて全親が 15 分以内に居住している割合は 2018 年で 15.4％であるが、30 分以内
に広げると 3 割に、60 分以内で 5 割弱となる。親がいる有配偶女性の約半数は、全親が 1
時間以内の距離に居住していることになる。2008 年からの変化をみると、同居・近居の割
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合はすべての項目について 2008 年から若干低下している。 
表 2 の 2 列目は、全成人子が同居・近居している有配偶女性の割合を示している。全成

人子が同居している有配偶女性は、2018 年で約 1 割、15 分以内は 2 割弱、30 分以内は 3
割弱、そして 60 分以内は 4 割強となっている。親と比べると、成人子で全員同居と 15 分
以内の割合が高く、親で 60 分以内が高い。2008 年からの変化をみると、全親と比べて全
成人子の同居・近居割合は変化が小さい。 

 
表２ 全親・全成人子との集住の度合い 

 
1) *p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 
2) 色付きセルは、n<50 
 

表 2 の 3 列目は、親または成人子がいる有配偶女性を対象に、全親または全成人子が同
居、15 分以内、30 分以内、そして 60 分以内の距離にいる女性の割合を示している。全親
または全成人子が同居している女性は、2018 年で 8.3％であった。全親または全成人子が
15分以内の距離にいる女性は 2 割弱、30 分以内は 3 分の 1 である。そして約半数の有配偶
女性は、全親または全成人子が 60 分以内の距離に住んでいる。 
表 2 の 4 列目は、親と成人子の両世代がいる有配偶女性について全親と全成人子が同近

居する女性の割合をみたものである。「全員同居」、および「全員遠居」は、該当数が少な
いためここでは言及しない。全親と全成人子が 30 分以内の距離にいる女性は 13％であるが、
60 分以内まで広げると約 4 分の１となる。2008 年時点と比べると、30 分以内、60 分以内
どちらについても低下傾向が観察されるが、低下幅は特に 60分以内で 4ポイントと大きい。
しかしカイ二乗検定の結果は有意ではなかった。 
 
(3) 個人属性別にみた最も近くに居住する親・成人子との距離 
表 1 から、最も近くに住む親または成人子が 30 分以内の距離にいる有配偶女性は 7 割、

そして親と成人子両世代がいる女性ではその割合が 85%の高水準にのぼることが判明した。
それでは、最も近くに住む親・成人子との居住距離は、有配偶女性の属性によってどのよ
うに異なるのだろうか。ここでは、学歴、就業状況、そして居住地域について、違いをみ
ていく。学歴は、「中高卒」と「短大・大学卒（専修学校・高専・短大・大学・大学院）」

(%)

2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018
ဨྠᒃ 4.3 5.4 4.1 7.4 ** 13.4 13.0 10.9 9.2 ** 8.3 9.8 8.3 8.7 ** 2.0 1.8 1.0 3.7

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 17.6 17.9 15.4 9.4 *** 21.9 20.9 19.4 5.2 * 21.3 22.0 19.3 10.1 *** 7.4 6.9 5.7 2.5

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 34.4 31.7 30.1 16.2 *** 31.6 30.1 29.0 4.5 36.7 34.8 33.3 11.7 *** 16.0 13.8 13.2 4.0

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻢㻜ศ௨ෆ䠅 51.7 51.6 48.3 10.2 *** 44.5 44.1 41.8 4.8 * 53.4 53.4 50.2 11.6 *** 29.1 27.1 25.1 4.5

ဨ㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 13.9 13.9 14.1 0.1 12.6 11.8 11.6 1.3 16.1 15.9 15.6 0.4 2.9 2.5 2.6 0.4

n 3,960 3,672 3,308 2,641 2,906 2,845 4,557 4,652 4,289 1,074 1,178 1,103

䃦2(2)䃦2(2)

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜௨ୗ䛾
㊥㞳䛻䛔䜛ዪᛶ

ぶ䛜௨ୗ䛾㊥㞳
䛻䛔䜛ዪᛶ

ぶ䛜䛔䜛ዪᛶ ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

ᡂேᏊ䛜௨ୗ䛾㊥㞳
䛻䛔䜛ዪᛶ

ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜௨ୗ
䛾㊥㞳䛻䛔䜛ዪᛶ

䃦2(2) 䃦2(2)
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に二分した。就業状況は、「非就業」と「就業」に分けた。居住地域は、居住都道府県を三
大都市圏（東京・千葉・埼玉・愛知・岐阜・三重・大阪・兵庫・京都）と非三大都市圏（そ
れ以外）に分類した。また、属性別の分析ではサンプル数を確保するため、2008 年～2018
年のデータをプールして用いた。 
 

表 3  学歴・就業状況・居住地域別、最も近くに居住する親・成人子との距離 

 
1) *p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 
2) 色付きセルは、n<50 

(%)

୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ

ྠᒃ 25.7 17.9 110.1 *** 37.3 38.5 79.1 *** 37.0 26.0 233.0 *** 57.4 54.1 20.1 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 30.0 31.3 20.4 14.1 27.0 28.8 20.8 19.8
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 55.7 49.2 57.7 52.6 64.1 54.8 78.2 73.9
㻝㻡㻙㻢㻜ศ 24.3 25.8 23.3 21.9 22.5 24.8 16.8 17.2
㻝㻙㻞㛫 7.4 9.9 8.1 11.0 6.2 9.2 2.9 5.6
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 12.7 15.1 10.8 14.5 7.3 11.2 2.2 3.3

ྠᒃ 25.8 17.9 117.3 *** 37.3 38.5 77.1 *** 37.0 26.0 242.6 *** 57.4 54.1 23.4 ***

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 43.7 44.4 32.8 24.8 40.1 41.7 31.3 29.3
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 69.5 62.3 70.1 63.2 77.1 67.7 88.6 83.3
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 10.5 12.7 10.9 11.2 9.4 11.9 6.3 7.8
㻝㻙㻞㛫 7.4 9.9 8.1 11.0 6.2 9.2 2.9 5.6
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 12.6 15.0 10.8 14.5 7.3 11.2 2.2 3.3
n 4,631 6,208 5,538 2,696 6,616 6,740 1,893 1,422

㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ

ྠᒃ 16.6 24.0 218.1 *** 34.1 42.3 74.8 *** 28.7 33.5 148.6 *** 51.7 58.9 22.3 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 27.5 32.4 19.4 16.9 25.2 30.0 21.1 19.9
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 44.1 56.4 53.4 59.2 53.9 63.6 72.8 78.8

㻝㻡㻙㻢㻜ศ 26.5 24.5 25.0 20.1 25.5 22.3 19.3 15.4

㻝㻙㻞㛫 10.3 8.1 10.0 8.0 9.1 6.7 4.4 3.8

㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 19.1 10.9 11.5 12.7 11.6 7.4 3.6 2.0

ྠᒃ 16.6 24.0 212.6 *** 34.1 42.3 74.6 *** 28.7 33.5 124.6 *** 51.7 58.9 21.9 ***

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 41.2 45.8 32.3 27.5 39.0 42.4 32.2 29.1
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 57.8 69.8 66.3 69.8 67.7 75.9 83.9 88.1
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 12.8 11.2 12.1 9.5 11.6 9.9 8.2 6.1
㻝㻙㻞㛫 10.3 8.1 10.0 8.0 9.1 6.7 4.4 3.8
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 19.1 10.9 11.5 12.7 11.6 7.4 3.6 2.0
n 3,849 6,781 4,381 3,592 5,681 7,403 1,324 1,919

㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ

ྠᒃ 28.6 14.3 608.3 *** 36.3 39.3 146.9 *** 36.3 26.9 278.1 *** 57.4 54.3 46.9 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 33.3 28.1 18.5 18.2 29.5 26.3 21.8 18.4
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 61.8 42.3 54.8 57.5 65.8 53.2 79.2 72.7
㻝㻡㻙㻢㻜ศ 23.4 26.8 22.2 23.6 21.1 26.1 16.1 18.1
㻝㻙㻞㛫 5.9 11.8 7.4 11.1 5.2 10.2 2.1 6.4
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 8.9 19.1 15.7 7.8 7.9 10.5 2.6 2.7

ྠᒃ 28.6 14.3 613.0 *** 36.3 39.3 154.7 *** 36.3 26.9 279.2 *** 57.4 54.3 46.5 ***

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 46.6 41.5 30.7 29.7 41.9 39.8 31.7 28.6
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 75.2 55.8 67.0 69.0 78.2 66.7 89.1 82.9
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 10.1 13.4 9.9 12.1 8.7 12.6 6.2 8.0
㻝㻙㻞㛫 5.9 11.8 7.4 11.1 5.2 10.2 2.1 6.4
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 8.9 19.1 15.7 7.8 7.9 10.5 2.6 2.7
n 5,483 5,457 4,466 3,926 6,727 6,771 1,860 1,495

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜䛔䜛
ዪᛶ

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ
䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛸䛾

ᒃఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ
䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛸䛾

ᒃఫ㊥㞳

ぶ䛜䛔䜛ዪᛶ ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ
ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜
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 まず、親との居住距離について学歴別にみると、同居については中高卒 25.7％、短大・
大学卒ｓｗ17.9％と中高卒 7.8 ポイントほど高い（表 3）。一方、近居については 15 分以内
でも 30 分以内でも学歴間に大きな差はみられない。一方、成人子との同居については、中
高卒で 37.3％、短大・大卒で 38.5％と大きな違いは見られないものの、近居については 15
分以内でも 30 分以内でも中高卒で短大・大卒よりも高く、親とは対照的な結果となってい
る。距離が 1 時間を超えるとその割合は短大・大卒の方で高くなる。親または成人子がい
る女性について、最も近くに住む親または成人子との距離をみると、同居は中高卒で 37.0％、
短大・大卒で 26.0％と 10 ポイント以上中高卒で高い。しかし、近居については両者間に大
きな差はみられず、1 時間を過ぎたあたりから短大・大卒の方が高くなる。親と成人子両方
がいる有配偶女性では、どちらかと同居している割合が中高卒で 57.4％、短大・大卒で 54.％
とどちらも半数を超える。近居については両者間にそれほどの大きな違いはみられず、1時
間を過ぎたあたりから短大・大卒が高くなる傾向は他の項目とも共通している。つまり、
学歴間の違いは、ほぼ同居と 1 時間以上の遠居によってもたらされていると思われる。 
就業状況別では、親・成人子両方について一貫して有配偶女性が就業している場合に、

同居割合が高い。親との同居割合は、就業者で 24.0％、非就業者で 16.5％、成人子との同
居割合は、就業者で 42.3％、非就業者で 34.1％である。近居（15分以内）については、親
の場合、就業女性の方が非就業女性よりも近居割合が高いが、成人子については非就業者
の方が若干高い。結果的に同居・近居（15 分）を合わせた割合は就業者で高く、それは特
に親について顕著である。最も近くに住む親が 30分以内（同居含む）の距離にいる女性の
割合は、就業者で約 7 割、非就業者で 57.8％である。親と成人子両方がいる場合、同居を
含む 30分圏内にどちらかがいる女性の割合は、非就業者で 83.9％、就業者で 88.1％ときわ
めて高い水準にある。 
 居住地域別にみると、親との同居割合は非大都市圏で 28.6％、大都市圏で 14.3％と非大
都市圏で 2 倍高い。その反面、成人子との同居割合は、非大都市圏で 36.3％、大都市圏で
39.3％と大都市圏で若干高く、また両地域の差は小さい。近居については、15 分でみても
30 分でみても親については非大都市圏で高く、成人子では地域による違いはほとんどみら
れない。例えば、30 分以内に親がいる女性の割合は非大都市圏で 75.2％、大都市圏で 55.8％
と 20 ポイント弱非大都市圏で高いのに対し、30分以内に成人子がいる女性の割合は、非大
都市圏で 67.0％、大都市圏で 69.0％とほぼ同レベルにある。親と成人子が両方いる場合、
30 分以内（同居含む）にどちらかが居住する女性は非大都市圏では 9 割弱、大都市圏でも
8 割を超えるがやはり非大都市圏で高い。 
 
(4) 個人属性別にみた親・成人子との集住の度合い 
 親・成人子との集住の度合いについては、表 2から 2018 年時点で親または成人子がいる
有配偶女性の半数弱は全親または全成人子が 1 時間以内の場所に居住していることが判明
した。範囲を 30分以内に縮めると、その割合は 3割であった。そして、親と成人子両世代
がいる有配偶女性では、およそ 4 分の 1 は全親と全成人子が 1 時間圏内に居住していた。
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親・成人子の集住の度合いを、有配偶女性の学歴・就業状況・居住地域別に表 4 に示す。 
 

表 4 学歴・就業状況・居住地域別、全親・全成人子の集住との度合い 

 
1) *p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 
2) 色付きセルは、n<50 

 
 まず学歴別に全親の集住状況をみると、中高卒で同居が 6.8％、短大・大卒は 2.8％と前
者で高い。同居・近居の範囲を広げるに従って学歴間の差は広がり、60 分以内に全親がい
る有配偶女性の割合は、中高卒で約 6割のところ、短大・大卒では 43.2％で両者の差は 17.2
ポイントとなる。一方、全成人子についてみると、同居は中高卒で 11.3％、短大・大卒で
15.0％と短大・大卒の方が高い。これは、親との同居とは反対の結果である。しかし、全成
人子が 60 分以内にいる女性の割合は、中高卒で 44.6％、短大・大卒で 40.9％と校舎で若
干高いが、全親との距離にみられた学歴間の差ほどは大きくない。親と成人子両方がいる
女性の場合、全親と全成人子が 60 分圏内にいる割合は、中高卒で約 3 割、短大・大卒で 2
割強とやはり中高卒で高い。 
 就業状況別にみると、すべての項目について就業者で全親・全成人子の集住の度合いが
高い。例えば全親についてみると、全親が同居の割合はどちらも4.5％と同レベルにあるが、
60 分以内に範囲を広げると非就業者では 45％弱のところ、就業者は 54％弱と 9 ポイント
ほど高い。全成人子についても就業者の方で集住の度合いが高い。親と成人子がいる女性
についても遠居を除くすべての項目で就業者が高い。全親と全成人子が 60分圏内に住む女
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性の割合は、非就業者で 24.2％、就業者で 28.7%である。他の項目と比べて、非就業者と
就業者の差は小さい。 
 最後に居住地域別にみると、全親が 60分以内の場所にいる女性の割合は、非大都市圏で
62.3％、大都市圏で 38.9％と圧倒的に非大都市圏で高い。一方、全成人子については、60
分圏内までは非大都市圏で 4 割弱、大都市圏で 47.7％と大都市圏で高いが、遠居は非大都
市圏の方が高い。全親または全成人子についてみると、同居割合はどちらも 8～9％でさほ
どの差はみられない。しかし、15分以内から 60分以内については、圧倒的に非大都市圏で
高い。親と成人子両世代がいる場合、全員が同近居している有配偶女性の割合は全て非大
都市圏で高い。全親と全成人子が 60分以内の距離に集住している割合は、非大都市圏では
30.2％、大都市圏で 23.3%という結果になっている。 
 
5. まとめと課題 
 本稿では、2008、2013、2018 年の全国家庭動向調査のデータを用いて、有配偶女性を対
象に、最も近くに住む親・成人子との居住距離、および先行研究でほとんど捉えられてこ
なかった親・成人子との集住の度合いについて基礎的な情報を把握した。集住の度合いは、
全親、全成人子、全親または全成人子、全親と全成人子が一定の距離内（同居を含む 15分、
30分、60 分以内）にいる女性の割合を用いて計測した。また、それぞれについて有配偶女
性の属性（学歴・就業状況・居住地域）別に分析を行った。結果をまとめると以下の通り
である。 
 
1) 同居を含めると、親または成人子がいる有配偶女性の 56％は、最も近くに住む親または
成人子が 15分以内の場所に、そして約 7 割は 30分以内の場所にいる。 

2) 同居を含めると、親と成人子両世代がいる有配偶女性の 7 割は、どちらかが 15 分以内
の所に、そして約 85％はどちらかが 30 分以内の距離に居住している。 

3) 最も近くに住む親・成人子との距離は、どちらも同居が減少した分 15 分以内・30 分以
内に居住する親・成人子の割合は減少傾向にある。 

4) 最も近くに住む親・成人子との距離は、30-60分で増加傾向がみられる。 
5) 親または成人子がいる有配偶女性の 2 割弱は、全親または全成人子が 15 分以内（同居
含む）の場所に、3 分の 1 は 30 分以内に、約半数は 1時間以内の所にいる。 

6) 親と成人子がいる有配偶女性の約 4分の 1は、全親と全成人子が 1 時間以内の所に居住
している。 

7) 全親または全成人子が 15 分・30分・60分以内（同居含む）に居住する有配偶女性の割
合は、2008 年と比べると減少傾向にあり分散化が進行している。それは特に親について
顕著である。 

8) 属性別に最も近くに住む親についてみると、親と近居（15 分・30 分以内）する女性の
割合は、中高卒、就業者、非大都市圏で高い。属性による違いは特に親との距離で大き
い。 
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9) 属性別に全親、全成人子、全親または全成人子、全親と全成人子が同近居している割合
をみると、全ての項目について同近居する有配偶女性の割合は、中高卒、就業者、非大
都市圏で高い。属性による違いは特に全親との距離で大きい。 

 
 本稿では、最も近くに住む親・成人子との同近居の実態のほか、これまで分析されるこ
とがほぼ無かった全親・全成人子との集住状況と変化について基礎的な情報を把握するこ
とを目的とした。有配偶女性の属性と、親・成人子との居住距離との関係は、欧米におけ
る先行研究の結果と整合的である。今後の課題としては、最も近くに住む親・成人子との
居住距離と移動意向の関係、および親・成人子との集住状況と移動意向の関係についても
分析を行い、親族ネットワークと移動意向との関係性について日本のデータを用いて実証
的に分析する必要があるだろう。 
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日本人生年αϙートからみた出生・ࢰ指ඬの変ۄ点について

ྜྷྲ子 �・別府ࢦք �・੶井ଢ 内থ和ࢃ・� �

�国立社会保障・人口問題研究所� � �ጱ義ग़大学ܜ � Ҷ田大学

,� はじめに

����年のඨथ者は����年に比べ�����人増加し������人となった（生࿓働� ����）。
このような大きな増加は、��� 年前、���� 年の出生数が大きく増加したことに࿊動してい
る。このように、「人生 ��� 年時代」といわれる現在、過ڊ ��� 年間にًこった社会的事象
が、現在の人口構ଆに反ӫされている。
日本における人口減少は、人口増加がそうであったように、着実に進行している。人口૱

数としてはらかにਬ移しているようではあるが、人口をܙ作る出生とࢰは、らかにਬ
移したわけではない。新ܗαロナウΡルス感ઝ下の ���� 年は、前年のྫ和婚の影響で出
生数の減少が例年ほどではなく、マスクの着用、三密ࢯといった感ઝ予の行動変༲も
ありࢰ数は減少し、結果として人口減少の進行がࢯまった。また ���� 年は大幅な出生数
の減少も予測され、αロナ以前よりもさらに大きな人口減少がًこる可能性がある。このよ
うに、αロナという不測の事態の中で人口に影響を与える出生、ࢰの動向は文࣊通り予測
不可能となっている。
しかしながら、このような出生、ࢰに影響を与えた事態は、過ڊ �世紀の間にはՁ度も

あった。���� 年のスϘインインフルΦンδ流行、���� 年日中戦૬、���� 年までକくଢ平
༺戦૬、その後のベϑーϔーϞ、および༑生保護法の制定、���� 年のアジアかͧ、���� 年
のͽのえうま、などがそうである。これらの事象はその出生・ࢰへの影響が必ずしもॉ分
に分析されているわけではない。また、���� 年から大きく減少を始める出生率については、
その理由となる事態もనに把握されているとはいいがたい。
本稿では、人口ౌが全国で౹一して行われるようになった明࣑ � 年以߳、特にそれが

人口動態౹計として整ඍされた ���� 年以߳の人口動向について、不測の人口変化、つまり
それまでのトレンχにٱ行するような変ۄ点をもたらした時点を特定することを目的とす
る。最高齢者が ��� 歳、���� 年生まれである現在、���� 年からの人口動態౹計により記
される出生とࢰが現在の人口の構成要ોとなっており、遠い過ڊのではない。
現在の日本においては、国調査による人口、住民基本台ீによる人口、ރ人口と複数

の人口౹計があるが、૱人口、日本人口について、ք外在ཻ人も含め差をみると、最大で
��� ຬ人程度の違いがある（表� �）。��� ຬ人というのは国調査による日本人口と、ރ
人口からք外在ཻ人数を差し引いた数の差が ��������� 人、ということであるが、これは
国調査では国不が多いことが一番大きな理由であると考えられる。この程度の差（�
～��程度）をޣ差とみるのかどうかは、また別の٠論となるが、人口の変ۄ点をనにと

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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�

らえるためには、ඏຽな差異が影響するため複数の人口データから同様な変化が認められ
るか検証する必要がある。�

表� �� ౹計別૱人口・日本人口の差異（���� 年 �� 月～���� 年 � 月）�

� 人口（人）� ౹計� 時点�

૱
人
口�

������������ 国調査�D�� ���� 年 �� 月 �日�

������������ 住民基本台ீ�E�� ���� 年 �月 �日�

�������� E�D� �

日
本
人
口�

������������ 国調査�F�� ���� 年 �� 月 �日�

������������ 住民基本台ீ�G�� ���� 年 �月 �日�

������������ �人口ރ ���� 年 �月 �� 日�

���������� ք外在ཻ人数� ���� 年 �� 月 �日�

������������ ��H�人口ʷք外在ཻ人数ރ �

�������� H�G� �

���������� G�F� �

���������� H�F� �

資ྋ�� 国調査（૱ແ౹計ۃ）、住民基本台ீに基づく人口、人口動態及び世帯数調査（૱ແ自࣑行政ۃ）、ރ人口
（法ແ）、ք外在ཻ人数調査౹計（外ແ）�

㻌

� 本研究は、すでに౹計としてޮ表されている上記データに付け加え、人口動態౹計などで
得られる各年の出生数、各年・各歳のࢰ数に基づいて生年αϙート人口として再構成した
人口データを作成し、変ۄ点の特定を行うものであり、本稿はその第一段の報ࠄである。�
㻌

,,� 日本人生年αϙートデータの作成�

1. コホートデータについて 

日本における人口は国調査や住民基本台ீ、ރにより、ある時点の数を集計して得る
ことができる。らさらに૱ແ人口ਬ計は、� 年͟との国調査のに、出生数、ࢰ数、
移動数を加える�差し引くことで、ຘ年の人口をࢋ定している。しかしながら、この国調
査のに � 年間の出生数、ࢰ数、移動数を加除したは � 年後の国調査のとは一
せず、そのため国調査のが出た後で、過ڊの数࣊がึਜ਼されている。このように国調
査には、調査れ、重複調査、というޣ差が生じている。�
このような一時点の人口をとらえる方法とは別に、同じ年に生まれた人の集別にࢰ

を差し引き移動を加除することで人口をࢋ定することもできる。このような試みは、長田
（����）、人口問題研究所（����）ですでに行われている。いずれも、人口動態౹計をベー
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�

スにした౹計は、国調査よりも度がよいとしている。しかしながら、長田（����）は第
� 回国調査の ���� 年から ���� 年までの期間、人口問題研究所（����）では人口動態౹
計が生に移؇されて以߳の ���� 年から ���� 年までの期間に限られており、またք外
における出生・ࢰ、およびք外在ཻ人数౹計、国異動、���� 年から ���� 年までのԯ
ೆ県の人口についてはࢋ定の対象外である。�
そこで本研究では、ރ法が実施された ���� 年以߳得られる౹計を可能な限り収集し、

数より生年αϙート人口データを作成し、国ࢰ、౹計、人口動態౹計による出生数ރ
調査、ރ・人口੫態౹計・住民基本台ீに基づくԥஇ的な各歳人口数と比較する。人口動
態౹計に基づくαϙート人口の方が度が高いとはされているものの、出ஙれや ���� 年
代から戦後にかけての大ྖの国ࡏ移動を考えると、いずれの౹計がਜ਼しいのかはいまだ判
இできないが、ありうる౹計を合計するとどの程度つじつまが合うのか、また人口の変ۄ点
が異なった人口データでも同様に認められるのかについて検証する。�

㻌

2. 生年コホートデータの原資料と適用状況 

� ここでいう生年αϙート人口とは、生年別の出生数から、生年別のࢰ数を差し引き、国
����、移動を加除したものである。生年別の出生数はຘ年の出生数と同じでありࡏ 年から
全国集計があるが、生年別のࢰ数がޮ表されるのは ������明࣑ ���年が最ॵであり（Ӷ
生ۃ� ����）、その後人口動態౹計として ����（明࣑ ��）年よりある程度ܩକ的にޮ表され
ている。基本的にはこの各年の出生数から生年別のࢰ数をຘ年差し引くことで、ຘ年の各
歳人口がࢋ定できるわけであるが、以下の点を考慮する必要がある。�

¾ 出ஙれ�
�数が生年別ではなく各歳の場合ࢰ ¾
¾ 国外における出生・ࢰ�
¾ 国外への移動、国外からの移動�
¾ ����～���� 年のԯೆ県の出生・ࢰ�
¾ 国異動�

㻌

� 現段では、これらの項目すべてについて反ӫできているわけではない。それぞれの項目
のన用状況をਦ� � に示した。�
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㻌

ਦ� �� 生年αϙート人口データの資ྋとన用項目�

㻌

� 出生データは、年間出生数であり、比較的データはἩう。国内の日本人出生数（当年け）
は、���� 年以߳は人口動態౹計の現在のޮ表資ྋに掲載されている。����～���� 年は、
���� 年の人口動態౹計報ࠄ書に掲載されている（����、���� 年のは付として収され
ている）。���� 年以前は、日本長期౹計૱ལ（૱ແு౹計ۃ� ����、以下「長期౹計」とす
る）に掲載されている数࣊を用いた。ݬ資ྋは ���� 年から ���� 年まではރۃ�౹計、
���� 年から ���� 年までは౹計ۃ�による人口動態౹計であるが、長期౹計では ����～����
年出生数は、ރۃおよび地方౹計書を元に内ֵ౹計ۃがฦࢌした数（内ֵ౹計ۃ� ����）
が用いられており、ݬ資ྋとඏຽに異なる数がある。�
� 国内出生の出ஙれは、社人研日本൝ࢰデータベース -0'プロジェクトによりとりま
とめられた ���� 年以߳の数を用いた。�
ԯೆ県のは、����～���� 年の期間、全国に含まれていない。����、���� 年の出生数

はおそらく౹計がないと思われるが、����～���� 年の出生数はེځ政府による人口動態౹
計にて、出ஙれとともに集計・ޮ表されているを用いた。�
国外における日本人の出生は、現段では個票により数を得られる ���� 年以߳につい

てన用した。���� 年以前は、���� 年より人口動態౹計の中に集計・ޮ表されているが、今

㻌
�� 各年の出൝元（؇෨ۃ）は政府ૌ৭の変化にԢじて次のように変化している。ރྊ（���������）、内ແ
（���������）、内ແރۃ（���������）、内ແ૱ແރۃ課（���������）、内ແਦ書ރۃ課（����）、内ແ
ॺແރۃ課（����）、内ແܱ保ރۃ課（���������）、内ແ大ׯ房文書課（���������）、年はק行年ではなく
౹計年。�
�� ���� 年は「日本ఉ国人口౹計」の中に、人口੫態౹計と合わせて人口動態౹計がある。���� 年以߳ ���� 年までは
「日本ఉ国人口動態౹計」、以߳は「人口動態౹計」となる。ฦࢌ෨ۃも、内ֵ౹計ۃ（���������）、国院（�����
����）、౹計ۃ（���������）、内ֵ౹計ۃ（���������）、౹計ۃ（����）、内ֵ౹計ۃ（���������）と変યしてい
る。�

��������� ��������� ��������� ���� ��������� ���� ���� ���� ��������� ��������� ����� �����

当年

出ஙれ

個票

当年
Ӷ生ۃ

（未న用）
-0'�GDWD

-0'�GDWD
�各歳のみ�

出ஙれ

政府ځེ
౹計

（各歳のみ）
個票

�未న用�

未న用

データなし非該当

-0'�GDWD

未న用

Ӷ生ރ�ۃ
0-�ۃ'

長期౹計 HVWDW等

非該当

未న用

-0'�GDWD -0'�GDWD

非該当

データなし

報ࠄ書入ྙ

データなし

国異動

国外

ԯೆ

国外

ԯೆ

ࢰ
生年別

国内

出生

国内

非該当 政府౹計ځེ

-0'�GDWD（未న用）未న用
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�

回は入ྙが未྅のためࢋ入していない。戦前は日本人の国外進出に伴い、無視できない数
の国外出生があり、���� 年においては ������� 人で、日本人の出生૱数 ��������� 人の
����にも上る。�
� 数データが必要なのでἩいがѳい。まず国内の当年についてࢰデータは生年別ࢰ
は、社人研日本൝ࢰデータベース -0'プロジェクトによりとりまとめられたデータを用
いた。これは、人口動態౹計によるもので、���� 年以߳についてであるが、����～���� 年
のデータはない。ただしݬ資ྋである人口動態౹計には ���� 年 �～�� 月、���� 年 �～�月
は年齢 �歳څ別ࢰ者数が、���� 年 ��～�� 月は ���� 年以߳と同様、生年別・各歳ࢰ
数がޮ表されている。戦時中の年齢別ࢰ数はいまだ不であり、今後αϙート人口と戦૬
前後の各歳人口の比較により、ਬ計が可能かもしれない。また、����～���� 年は、生年別
ではなく各歳の集計しかޮ表されていないため、生年別に分մし再集計（ਬ計）した（,,,��
に後फ़）。�
� 人口動態౹計以前のࢰ数౹計は、内ແރۃ �によるものと、内ແӶ生ۃによるも
のと二系列あるが、年齢別集計をޮ表しているのは後者である。����～���� 年は年齢 �区
分、����～���� 年は �� 区分�、����～����、����～���� は各歳と、時代を下るにつれて
年齢څがࡋになる。なお、当時は数え年で集計されているため、年齢別はすなわち生年
別となり、���� 年からの集計は生年αϙート人口データにそのままૌみ入れることが可
能である。�
� 国内ࢰのけ出ஙれは、���� 年以߳については出ஙれのึਜ਼に関する方法論の検౾
と、この方法に基づいて出ஙれึਜ਼を行った場合の生ໍ表への影響Ճが行われている
が（੶井 ����）、現時点では本データにૌみ入れていない。戦前については、け出ஙれࢰ
の年齢パターンを用いて生年別ࢰ数としてਬ計する必要がある。�
� ԯೆ県のࢰ数は出生数同様、ེ 政府の人口動態౹計にځ ����～���� 年の各歳ࢰ数が
ޮ表されている。国内の ����～���� 年同様、各歳のみのޮ表であるので、生年別に分մし
再集計（ਬ計）した（,,,�� に後फ़）。����～���� 年は、ࢰ૱数はޮ表されているが、年齢
別ࢰ数はない。����～���� 年は出生数同様、ࢰ૱数もデータがない。�
� 国外のࢰ数については、���� 年以߳は個票によりデータを得ることができるが、現時
点では未న用である。���� 年以前については、国外の出生数同様、少なくとも ���� 年以߳
�。૱数はޮ表されているが、生年別データとしてਬ計する必要があると思われるࢰ
� 国異動については現時点ではࢋ入しておらず、データの有無も含め、今後の課題とした。�
㻌

3. 生年コホートデータと 2015 年国勢調査との比較 

以上のデータを用いて作成した生年αϙート人口データを����年の国調査と比較した
ものがਦ� � である。国調査データは、�� 月 �日という調査時点の各歳人口ではなく、各

㻌
�� 年齢区分は �歳未満���������������������������������������������������������������� 歳以上。�
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歳の ��～�� 月生まれを生年別にૌみえた人口数を用いた。�
㻌

㻌

ਦ� �� ���� 年における生年別人口と国調査日本人口の比較�

㻌

概ね両者のは近ࣇしているが、���� 年以前生まれ、����～���� 年生まれ、���� 年生
まれ以߳の差が目立つ。いずれも生年αϙート人口の方が、国調査日本人口よりも大きい
が、ਦでは目立たないがٱになっている年齢もある。���� 年は差が大きいが、これは ����
年の国調査には ���� 年 ��～�� 月出生者が入っていないことによる。�
生年αϙート人口と国調査人口の差が同じෘߺである生年�年齢層別に、その差の合計

を表� � に示し、生年�年齢別の差をਦ� � に示した。�
㻌

表� �� 生年αϙート人口と ���� 年国調査との差（差のෘߺ別年齢層）�

生年（年齢）� 生年αϙート� 国調査� 差�

����（���）� ����（��）� ���������� ���������� ����������

��������� ��������� ���������� ���������� ���������

��������� ��������� ����������� ����������� ��������

��������� ��������� ����������� ����������� ���������

��������� ���������� ���������� ����

��������� ���������� ���������� �������

��������� ��������� ����������� ����������� ����������

�

��

���

���

���

���
��
��
��
�

��
��
��
�

��
��
��
��

��
��
��
��
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��
��
��
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��
��
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��
��
��
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��
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��
��
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��
��
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��
��

��
��
��
��

��
��
��
��
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��������� ��������� ���������� ���������� �������

��������� �������� ����������� ����������� ��������

合計� ������������ ������������ ����������

㻌

㻌

ਦ� �� 生年αϙート人口と ���� 年国調査との差�

㻌

現段での生年αϙート人口と ���� 年国調査との差は、全年齢で ��������� 人である。
この大きな差は、����～���� 年のࢰ数をૌみ入れていないことが大きな要因であると考
えられる。���� 年の人口動態౹計にޮ表されている ����～���� 年のࢰ૱数は ���������
人であり、���� 年以前生年αϙートと国調査の差の合計 ��������� 人を上回る。この差
は国外出生数によると考えられ、今後のデータࢋ入により分析する予定である。�
���� 年出生αϙート以߳の差の大きなݬ因は、国調査のれ、日本で生まれてからք

外に居住している人の影響が考えられる。しかしいずれにしても国調査の方が少なくな
る方向であり、����～���� 年の生年αϙート人口にくらべ、国調査が �� ຬ人多いのは、
出生け出れとは考えづらく、外国から日本へのؾ化が影響している可能性もある。
���� 年、���� 年生年αϙートでは、国調査との差がそれぞれプラス、マイナスとなって
いるが、ਦ� � にあるように、���� 年から ���� 年まで、差が一様に増加しており、� 年お
きにՁらかの事象が作用したわけではなく、ܩକ的な傾向を持ったޣ差要因が作用してい
ると考えられる。今後、ք外在ཻ人数、国異動をࢋ入し再度分析する必要がある。�
㻌
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�

,,,� 差の検౾からみた変ۄ点、および生年別人口作成における考察�

1. スペインインフルエンザ後のベビーブームと百寿者 

� 前फ़の通り、���� 年 � 月のܡの日に合わせて表されたඨ歳高齢者表ঞの対象者は
������ 人で、前年より大きく増加した（生࿓働� ����）。この増加幅は、前年 ���� 年で
は ����� 人と同様、���� 年では ���、���� 年では ��� 人であり、����、���� 年の増加幅
は著しく大きい。�
� ���� 年に ��� 歳になる人は、���� 年生まれであり、その年の出生数は ��������� 人で、
前年の ��������� 人から実に ������� 人の増加があった。また、���� 年は第一回国調査
が行われた年であり、そのために出ஙれの動向が変わったことも考えられるが、出ஙれ
を加えた数でみても、やはり、���� 年の出生数の大きな増加傾向は変わらない（ਦ� �）。�
� さらに、���� 年の国調査、またその時点での生年αϙートを見ても、���� 年生まれの
人の大きな増加傾向は同様である。したがって、���� 年の出生数増加は、確かにًこった
と考えられる。�
㻌

㻌

ਦ� �� ����～���� 年の出生数、���� 年における生年αϙート人口と国調査人口�

㻌

日本におけるスϘインインフルΦンδ流行前後のࢰ者数（全ࢰ因）を月別にみると、第
一ഀのϒークは ���� 年 �� 月、第 � ഀのϒークは ���� 年 � 月にあり、特に ���� 年 �� 月
のࢰ数はࡏ立って高くなっている（ਦ� �）。一方出生数を見ると、ࢰ数ϒークの �か月

��

���

���

���

���

������� ������� �������� �������� �������� �������� �������� �������� ��������

ຬ
人

生年（����年の年齢）

出生数 合計（出ஙれ含む） ����年国調査 ����年生年αϙート
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�

後、すなわち ���� 年 �月、���� 年 �� 月に、通常の月別パターンとは大きく異なる出生数
の減少が認められる。つまり、ࢰ数ϒークの月にはೝ৹数が減ったと考えられる。そして、
���� 年 � 月の出生数の大幅減少後、���� 年 �� 月ࠔから出生数の増加がみられ、次に出生
数が減少した ���� 年 �� 月の前月まで、出生数の水準は例年になく高くなった。つまり、
失ったೝ৹の機会を取り戻すような行動があったと考えられる。このように、スϘインイン
フルΦンδという急ܻに来ऽする事象にԢじて、出生数も月別に大きく変動し、出生数が大
きく減った後にベϑーϔーϞともいえる出生数の増加があった。�

㻌

㻌

ਦ� �� スϘインインフルΦンδ前後の月別出生数とࢰ数�
資ྋ�� 人口動態౹計（内ֵ౹計ۃ�国院�౹計ۃ）�

㻌

� ���� 年のඨ歳高齢者数の増加は大きかったが、���� 年の増加も同様に大きかった。しか
しながら、��� 年前の ���� 年の出生数は前年と比べ減少している。この理由は、上記の月
別動態౹計からઈ明できる。࿓の表するඨ歳長थ者の数は、���� 年度、つまり ����
年 � 月から ���� 年 � 月までに ��� 歳になった（なると見ࠒまれる）人の数である。そのた
め、��� 年前の出生数も年度にૌみえると、���� 年 �～�月の出生数増加が ���� 年度出
生数に含まれることになり、���� 年としては前年より減少していた出生数が、���� 年度で
みると増加に転じる（表� �、ਦ� �）。また、ඨ歳高齢者を出生数で割ったものをඨ歳生存率
と定義し計ࢋすると、分を年の出生数にすると ���� 年のඨ歳生存率が大きくなるが、分
子のඨ歳高齢者数と同様に分を年度の出生数にすると、ඨ歳生存率は ���� 年から ����
年までスϞーズに増加する。�
� つまり、���� 年のみならず、���� 年もඨ歳高齢者が増えたのは、現在の࿓によるඨ
歳高齢者が年度で計上されていることによるもので、ඨ歳高齢者の増加は出生数の増加に

�
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�

対Ԣしているといえる。�

表� �� ����～���� 年の出生数（年�年度）とඨ歳高齢者数・ඨ歳生存率�

� 出生数� ඨ歳高齢者数（年度）� ඨ歳生存率�

年� 年度� 人� 前年差� 年� 年度�

����� ���������� ���������� ������� ���� ����� �����

����� ���������� ���������� ������� ���� ����� �����

����� ���������� ���������� ������� ������ ����� �����

����� ���������� ���������� ������� ������ ����� �����

����� ���������� ���������� � � � �

資ྋ�� 出生数は人口動態౹計（内ֵ౹計ۃ�国院�౹計ۃ）、ඨ歳高齢者数は生࿓働（����）�

㻌 㻌

ਦ� �� 出生数、ඨ歳生存率の年・年度比較�
資ྋ�� 出生数は人口動態౹計（内ֵ౹計ۃ�国院�౹計ۃ）、ඨ歳高齢者数は生࿓働（����）�

㻌

2. アジアかぜの人口への影響 

� ਦ� � の ���� 年における人口をみると、���� 年の生年αϙート、国調査いずれにも、
人口のԞみがある。これは����年に日本で流行したアジアかͧが影響しているのだろうか。
日本におけるアジアかͧの流行は、���� 年のインフルΦンδጸ׳者・ࢰ者の �つの「ࢃ」
（増加）のうち、�月より始まる第 �、第 �のࢃとされ、ࢰ者は合計 ����� 人であったとさ
れている（日本ޮ़Ӷ生ڢ会� ����）。その数は、全体のࢰ数から比べると少ないが、同時
期にਲ、Ԏ、ᄸଋによるࢰ数が大きく増加しており、インフルΦンδとਏஇされない
が実ࡏはインフルΦンδによるࢰが多くあったのではないかと考えられる。一方、����
年前後の月別ࢰ数（全ࢰ因、ਦ� �）をみると、���� 年 �� 月～���� 年 � 月に前後の年よ

���

���

���

���

���

���� ���� ���� ���� ����

ຬ
人 出生数

出生数年 出生数年度

����

����

����

����

����

����

���� ���� ���� ����

ඨ歳生存率

ඨ歳生存率年 ඨ歳生存率年度
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�

りもかなり多いࢰがある。またそれにݼԢして、�か月後の ���� 年 �月～�� 月の出生数
が前後年と比べ大きくཚちࠒんでいる。ࢰ数の増加が、ೝ৹数を減らし、�か月後の出生
数を減らしたことが、ここでも認められる。つまり、人口動向に影響した感ઝは、アジア
かͧよりも、その前にあった ���� 年最ॵのインフルΦンδのࢃによるものであったとい
える。�
�

㻌

ਦ� �� アジアかͧ前後の月別ࢰ数と出生数�
資ྋ�� 人口動態౹計（生）�

�
� アジアかͧ（$�インフルΦンδ）のみならず、インフルΦンδにかかると流産、ࣉܙد
出産のϨスクがあることは当時から知られていた（日本ޮ़Ӷ生ڢ会� ����）。���� 年の出
生数のཚちࠒみは流産の増加によるのであろうか。���� 年前後の出生数、ࢰ産数、中ઊ数
をみると（ਦ� �）、���� 年の出生数は前年よりも ������ ݇減少したが、自ષࢰ産数は ���
݇の増加であり、インフルΦンδによる流産の増加を൳定することはできないものの、出生
数の減少を自ષࢰ産の増加ですべてઈ明することはできない。また、���� 年の中ઊ数は前
年から ������ ݇減少しており、ܙدをڬれて中ઊが増えたわけでもない。�
一方、���� 年の出生数は、���� 年に比べ ������ 人（����）の上昇をみた。これは、����

年に出生を߉えたことによるベϑーϔーϞであったといえるだろうか。戦後のベϑーϔー
Ϟから༑生保護法により経済的理由による中ઊが可能になってから、出生数は急ܻに減っ
たが、���� 年はその減少傾向のఊであった。インフルΦンδがなくても、ఊをついた可能
性もあるが、���� 年の減少は、それまでの減少幅よりも大きく、���� 年にいったん増加し
た出生数はその後再び減少に転じている。そのため、���� 年の通常よりもܻしい減少が
���� 年の増加でீভしにされた、と考えるのがଧ当であろう。ただし、���� 年の出生数増

�

�

�

�

�

�

�月 �月 �月 �月 �月 �月 �月 �月 �月 ��
月

��
月

��
月

ຬ
人 数ࢰ

���� ���� ����
���� ����

��

��

��

��

��

��

��

�月 �月 �月 �月 �月 �月 �月 �月 �月 ��
月

��
月

��
月

ຬ
人 出生数

���� ���� ����
���� ����

- 141 -



�

加と同時に、中ઊ数、人口ࢰ産数も増加していることから、意ਦせͷೝ৹が増えたことも考
えられる。つまり、���� 年にҵしたೝ৹・出産の機会を ���� 年に取り戻そうとした、とい
うことだけでは ���� 年の出生数の増加をઈ明できない、ということになる。�
㻌

㻌

ਦ� �� 出生・ࢰ産・中ઊ数のਬ移（����～���� 年）�
資ྋ�� 人口動態౹計（生）、中ઊ数はӶ生行政報ࠄ例（生）�

㻌

� ���� 年、���� 年の出生数の変化は、���� 年時点での生年αϙート人口においても、����
年生まれが少なく ���� 年生まれが多くなっており、同様に認められる（ਦ� �）。一方、����
年の国調査は ���� 年生まれにほぼ対Ԣする �歳人口が、出生数、生年αϙート人口のよ
うに増加していない。これはԯೆの人口を加えても同様である。���� 年国調査は出生月
別の人口がޮ表されておらず、個票も存在しないため、国調査から生年別人口はわからな
いが、出生数を前年 �� 月～当年̗月にૌみえてみると（ਦ� � の「出生数（�� 月ब期）」）、
���� 年の急ܻな出生数増加は認められなくなり、国調査の人口数の変動と同様である。
ਦ� �、ਦ� � にあるように、出生数の月別変動が大きい場合は、生年別、年度別、�� 月ब期
による年別といった年の定義が異なると、経年変化をਜ਼しく把握することができないため、
定義をἩえることが重要である。�
�

�
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㻌
ਦ� �� ����～���� 年の出生数、���� 年における生年αϙート人口と国調査人口�

�� 出生数、生年αϙートには出ஙれ、ԯೆ出生数を含む。�

㻌

3. 年齢別死亡数から生年別死亡数への分解集計 

� �者の生年について整理するとਦࢰ年齢とそのࢰ �� のようになる。このਦは例とし
て、���� 年から ���� 年まで（ԥ）、�歳から � 歳まで（ॐ）について示したもので、
ࣾતの始点が出生、終点がࢰを表すレΫシスਦである。ここで����年の�歳のࢰ数は、
ϒンク色に着色され実તで囲まれた範囲に終点がある人数で、このਦでは � 人である。
一方、���� 年生年αϙートの ���� 年のࢰ数はԭ色に着色され੪点તで囲まれたඝܙの
範囲に終点がある人数で �人である。このように年齢別と生年別のࢰ数は区別される。�
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���
ຬ
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出生数 出生数���月ब期�
����年国調査 国調査（ԯೆ含む）
����年生年αϙート
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㻌

ਦ� ��� レΫシスਦによる年齢別ࢰ者数と生年別ࢰ者数のໝ式ਦ�
�
日本におけるࢰ౹計では、���� 年の人口動態౹計から、生年別と年齢別にࢰ数を集

計・ޮ表していた。その時代に表হするような国ࡏ基準があったかはわからないが、それ以
前のރ౹計の人口集計は生年別となっており、日本の数え年の例が影響していた可能
性もある。数え年は自動的に生年が判明する年齢の数え方であり、生年αϙート作成には都
合がよい。しかしなͧか、����～���� 年の期間は、生年別のࢰ数はޮ表されなくなり、
年齢別のみのޮ表となった。そのため、生年別ࢰ数をなんらかの方法でਬ計する必要があ
る。このਬ計は、ਦ� �� においてのਜ਼方ܙを対ֱતで区った二等วֱ三ֱܙ（レΫ
シストライアンήル）に分մすることで可能になる。ਜ਼方ܙの上側のレΫシストライア
ンήルと、その上の ���� 年年齢 �歳の下側のレΫシストライアンήルを足し合わせること
で、���� 年生まれࢰ数を得ることができる。�
レΫシストライアンήルの分մは、一番単९には半分ずつにすることであるが、�歳のよ

うにࢰ率が時間の経過とともに大きく低下する場合や出生数の月別変動により半分にす
ることはޣ差をもたらすとされている（:LOPRWK�HW�DO������）。さらにࢰの月変動が大き
い場合は、それによってもレΫシストライアンήル上下の割合は半分からစ離することに
なる。�
そこで、:LOPRWK�HW� DO�������にならい、ਜ਼方ܙに対する下側レΫシストライアンήルの

割合をМとして、データのある年（����～���� 年、����～���� 年、���� 年以߳）につい
て、年齢別のМのを計ࢋした（ਦ� ��）。Мの分ාのばらつきは大きいが、�歳や高年齢で
高く、それ以外では低い傾向があり、平ۋでは ��� を上回る程度で、スϘインインフルΦ

�

�

�

���� ���� ���� ����

年
齢

年
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�

ンδの異常なࢰ数ϒークが��月にあった����年のみ高いを示していることがわかる。�
�

�

�
ਦ� ��� 年齢別М（全国、����～���� 年、����～���� 年、����～���� 年）�

�� 白実તは全期間の平ۋ、ԭ実તは ���� 年と ���� 年の平ۋ�

����

���

���

���

���

���

���

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ���

М

年齢

男性

����
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���

���

���

���

���

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ���

М

年齢

女性
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�

今回、ޮ表がなく各歳ࢰ数から生年別ࢰ数のਬ計が必要なのは、����～���� 年の
期間であるが、���� 年のМは外れでありそれを用いるのはଧ当ではない。そこで、����
年と ���� 年の年齢別Мの平ۋを用いて、����～���� 年の各歳ࢰ数から生年別ࢰ数
をਬ計した。�
同様に、ེ 政府によるځ ����～���� 年のԯೆにおけるࢰ数データも、各歳ࢰ数のみ

で生年別ࢰ数がޮ表されていない。その期間の前後で各歳ࢰ数と生年別ࢰ数がいず
れもޮ表されているのは ���� 年の人口動態౹計であり、���� 年以߳は都道府県別の各歳�
生年別ࢰ数はޮ表されていない。ԯೆ県の人口動態౹計は ���� 年代ࠔから安定すると
されており（ࢃ内 ����）、���� 年について年齢別のМをࢋ定すると（ਦ� ��）、全国でみた
ような年齢にԢじた変化は認められず、Мはすべての年齢で ��� 前後となっている。そのた
め、����～���� 年の生年別ࢰ数は、Мを ��� として各歳ࢰ数からਬ計することとした。�
�

�
ਦ� ��� 年齢別М（ԯೆ県、���� 年）�

�� 白実તは全期間の平ۋ、ԭ実તは ���� 年と ���� 年の平ۋ、����～���� 年、����～���� 年、����～���� 年�

㻌

㻌

,9� おわりに�

� 現段の生年αϙート人口には、����～���� 年のࢰ、出ஙれのࢰ、国外の出生・
入されていない。このなかでࢋ、国異動がࢰ ����～���� 年のࢰが、それ以前に生ま

���

���

���

���

���

���

���

���

���

���

���

� �� �� �� �� ���

М

年齢

男性 女性
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�

れた人の現在の数に一番大きく影響すると考えられる。この期間の年齢別ࢰ数はޮ表さ
れておらず、全年齢のࢰ૱数から年齢別のࢰ数をਬ計するのではなく、前後の年齢別人
口の差からࢰ数をਬ計する方がଧ当であると考えられる。そしてそのためには、戦前のか
なりの数に上る国外の出生、および引き༴げによる移動の影響を考慮したうえで人口数を
ັする必要がある。�
� ���� 年での生年αϙート人口と国調査日本人口との比較では、����～���� 年生まれ
のαϙート人口は、国調査日本人口を �� ຬ人下回っており、この差の理由は、出生の
け出れ、ࢰの不ਜ਼な出、���� 年時点で ��～�� である ����～���� 年生まれの人の
国調査での重複回答、といった点は考えにくく、国異動によるのかもしれない。国異
動の年齢別データが長期間にわたり得られるかどうかは未知であるが、その必要性が確認
された。�
今後は、生年αϙート人口と比較する国調査人口には、ք外在ཻ人を加える必要があ

る。さらに、住民基本台ீによる人口、ރによる人口との比較分析も行いたい。�
� 今回目した、����～���� 年スϘインインフルΦンδと、���� 年アジアかͧの人口への
影響は、生年αϙート人口がなくても、人口動態౹計を月別に観察することで分析が成り立
つとはいえるが、複数の人口データがどの程度一しているのか確認することで、人口の急
ܻな変化についての理մをめることができるともいえる。�
㻌

㻌

ˠ人口動態౹計の個票は、生࿓働行政ਬ進調査事業ඇึ助 （ۜ政策Ռ学૱合研究事業（政策Ռ
学ਬ進研究事業）「長期的人口減少と大国ࡏ人口移動時代におけるগ来人口・世帯ਬ計の方法論
的展とԢ用に関する研究」（研究代表者小ஓ࢚࿗）において、生࿓働より౹計法 �� ড়の規
定に基づき提供を受けた。個票を再集計しているため、ޮ表数とは一しない場合がある。�
�
�
参照文献�
੶井ଢ� 第『人口問題研究』「の出ஙれが生ໍ表に及ぼす影響についてࢰ」������ ��

第ת ����SS、ߺ�����、国立社会保障・人口問題研究所�
KWWS���ZZZ�LSVV�JR�MS�V\RXVKLND�EXQNHQ�GDWD�SGI����������SGI���

Ӷ生ۃ（����）『Ӷ生ۃ年報�自明࣑二ॉ࢝年一月ࢺ同年ॉ二月』
KWWSV���GO�QGO�JR�MS�LQIR�QGOMS�SLG����������

長田子� ������「出生集を基礎とした年齢別人口のਬ計について」�『౹計ۃ研究ኰ報』、
第 �� ����SS��f、ߺ KWWSV���GO�QGO�JR�MS�LQIR�QGOMS�SLG�����������

�生人口問題研究所 ������「戦後の日本人人口ならびに人口動態率րࢋの試み」人口
問題研究所研究資ྋ第 ��� ߺ
KWWS���ZZZ�LSVV�JR�MS�V\RXVKLND�EXQNHQ�GDWD�SGI�-������SGI���
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生࿓働 � ������「ඨ歳高齢者表ঞの対象者は ������ 人」プレスϨϨース
KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�FRQWHQW��������������������SGI��

内ֵ౹計ۃ� ������『維新以後ఉ国౹計ࡒྋኰࢌ�� 第 � ी� �人口動態ニ関スル౹計ࡒྋ�� 』
KWWSV���GO�QGO�JR�MS�LQIR�QGOMS�SLG��������� �

日本ޮ़Ӷ生ڢ会� ������『アジアかͧ流行࢛ʷ$� インフルΦンδ流行の記（����～
����）』KWWSV���GO�QGO�JR�MS�LQIR�QGOMS�SLG�����������

�内থ和ࢃ ������「����～���� 年のԯೆ県のࢰྙと出生ྙࢰ�数と出生数のਬ計とそ
の結果の考察�」『人口問題研究』第 �� 第ת ������SS、ߺ�
KWWS���ZZZ�LSVV�JR�MS�V\RXVKLND�EXQNHQ�GDWD�SGI����������SGI���

:LOPRWK�-�5���.��$QGUHHY��'��-GDQRY��'�$��*OHL�DQG�7��5LIIH��������0HWKRGV�3URWRFRO�IRU�
WKH�+XPDQ�0RUWDOLW\�'DWDEDVH��9HUVLRQ���
KWWSV���ZZZ�PRUWDOLW\�RUJ�3XEOLF�'RFV�0HWKRGV3URWRFRO�SGI���
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戦後わが国における⻑寿化、晩婚・未婚化と就業パターンの変化およびその地域差 

� ଢܣ

はじめに 

���� 年から ���� 年の国調査による長期時系列౹計を用いて、わが国男女の就業行動
にどのような地域（都道府県）差があるのか実証的に示すことを目的とする。とくに、男女
年齢別配偶関係別の࿓働ྙ状態別人口（もしくは就業者）に関する集計結果を用いて、就業
の都道府県֪差を婚姻状態と配偶関係別就業状態の年齢パターンの都道府県֪差のそれぞ
れのر与へ要因分մすることを通じ、わが国における就業の地域差について基本的な理մ
を定ྖ的に提示したい。わが国男女の就業行動における配偶関係構ଆの長期ਾとその男
女差については、すでに（����）において報ࠄした。ここで用いるデータ・分析手法は
（����）と同一のものであり、地域֪差についての結果を報ࠄする。
（����）の本分析の特として、ᶅ就業थໍという指ඬを用い、౹一的なデータ・方法

で長期をカバーすること、ᶆՃのऊ度を人生の長さにඬ準化し、ライフαース（ライフサ
イクル）の観点から男女を比較すること、とくに就業の配偶関係構ଆに着目することがڏげ
られる。ライフサイクルとは、個人が生まれてからࢰͷまでの生֖におけるライフイベント
について、年齢をにみるものである（Ԯ� ����）。一言でいえば、「男女の生֖における
就業」が戦後の社会経済変化のなかでどのようにਬ移したかを၈ᛎした。࿓働ྙ率の年齢ス
ίジϣールの 0 的な女性の特異性はܗにఱܗ࣊ 0 の存在しない男性との比較においܗ࣊
てූきりとなるため男女で比較した。����～���� 年という長期時系列比較ดびに男女差
の比較が意ັのあるものであるためには比較可能性（న度な類ࣇ性と異࣯性）が必要になる
が、ライフαースの観点から就業थໍという指ඬを用いることで一定の意義を持たせた。就
業थໍは、おもに定常人口の生存人年、配偶関係構ଆ（年齢パターン）と配偶関係別年齢別
就業率によって݀定される。配偶関係構ଆと配偶関係別就業率のر与の要因分մに用いた
ૌみは、特定の人口集全体でみた「率」の変化（֪差）をサϔήループの「率」の変化
と構成の変化のر与に分մするという͟くඬ準的な人口学的手法である。
本稿は、（����）が分析に用いたデータ・手法をそのまま用いて、「男女の生֖におけ

る就業」にどのような地域差があるのかを၈ᛎしようとするものである。データと指ඬ、要
因分մ手法については（����）を参照されたい。全国的な就業の長期ਾと男女差につい
ても܃りศすつもりはないが、記फ़౹計として全国の ����～���� 年実ࡏ人口・定常人口の
就業率及び就業थໍ（ਦ �）についてのみ、以下に再掲する。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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�

ਦ �．実ࡏ人口・定常人口の就業率及び就業थໍ（参考：࿓働ྙथໍ）：全国、����～���� 年�
出ఱ：（����）．�
�

1．男⼥・都道府県別にみた 15 歳時平均余命と配偶関係別期待⽣存期間：1950

〜2015 年 

� 全国の �� 歳時平ۋ༪ໍ、男性は ���� 年の ���� 年から ���� 年の ���� 年、女性は ����
年の ���� 年から ���� 年の ���� 年へと一貫して増加していた。地域֪差についてみると、
男性については、���� 年の �� 歳時平ۋ༪ໍが最も長いԮࢃ県（���� 年）と最も短いव田
県（���� 年）の間には ��� 年の差があったが、���� 年ではਈઔ県（���� 年）と੪ਁ県
（���� 年）の ��� 年に縮小した（ਦ �）。しかし、レンジでみる限り、その後の地域差は大
きく変わっておらず、���� 年は長県（���� 年）と੪ਁ県（���� 年）の間の ��� 年であっ
た。時系列変化の幅に比べれば地域差は限られる。����～���� 年のඬ準ย差は ���� 年が
最大（�����）で ���� 年（�����）までは一貫して低下したが、その後はあまり大きな変化
はない。࢝分位範囲と �～���範囲の場合には、���� 年が最大（����� と �����）、���� 年
が最小（����� と �����）であり、どの指ඬでみても ���� 年代までは地域֪差が縮小する傾
向があったが、���� 年代以後は明ྐが方向を示していない。ただし、����～���� 年を通じ

男

女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

平均就業期間割合 就業率

a) 就業率，平均就業期間割合

男

女

男

女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

就業寿命 非就業期間 労働力寿命

b) 就業寿命，非就業期間，労働力寿命
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て平ۋは一貫して上昇しているため、ඬ準ย差を平ۋで除した変動係数でみると、����
年以後も概ね縮小傾向がみられる。�
�

�

ਦ �．男女別 �� 歳時平ۋ༪ໍ：全国と都道府県別特性、����～���� 年�
�
� 女性の �� 歳時平ۋ༪ໍについてみると、���� 年にはԯೆ県（���� 年）とव田県（����
年）の間に最大 ��� 年の差があったが、���� 年は長県（���� 年）と੪ਁ県（���� 年）の
間の ��� 年に縮小している。時系列変化の幅と比べると、地域差は極めて限定的である。女
性の場合には、����～���� 年のඬ準ย差、࢝分位範囲、�～���範囲ともに、���� 年が最
大であり（ॳに �����、�����、�����）、���� 年（࢝分位範囲は ���� 年）が最小になってい
る（ॳに �����、�����、�����）。����～���� 年の間、一貫して֪差を縮小してきたわけで
はないものの、地域֪差には概ね縮小の傾向がみられる。�
� �� 歳時平ۋ༪ໍの地域差は時系列変化の幅と比べれば限定的であるものの、一定の地理
的なパターンがみられる。����～���� 年を通じて、男性では長県を中ৼとする中෨地方
やೈ関東地方で �� 歳時平ۋ༪ໍは長く、東地方（෨）や۟य地方（෨）で比較的短
い。����～���� 年の �� 年次で上位・下位 � 位に入ったことがある回数をみると、下位の
回数が最も多いのは੪ਁ県の �� 回、これにव田県の �� 回がକく。ٱに上位の回数が最も
多いのは、長県の � 回で、� 番目に多いのは岐阜県・࣐ծ県・京都府の � 回となってい

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

男

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

女

全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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る。女性については、地域֪差が૮対的に小さいのでॳ位の変動幅も大きいが、取県・ౣ
ࠞ県・Ԯࢃ県・広ౣ県を中ৼとする中国地方やۿ本県、ԯೆ県、���� 年代以߳はࢃ県・
福井県・੶ઔ県といったの日本ք側から長県にかけての地域で長くなっている。ٱに、
東地方から関東までの地域で �� 歳時平ۋ༪ໍは短くなっている。����～���� 年の ��
年次で上位・下位 � 位に入ったことがある回数をみると、下位の回数が最も多いのは男性
と同じ੪ਁ県の �回、これにತ県の �回、व田県の �回がକく。上位の回数が多いのは、
ԯೆ県の ��回、Ԯࢃ県の �回、そしてౣࠞ県の �回のॳであった。このように、�� 歳時平
༪ໍには、男女とも比較的安定な地域パターンがあり、女性については地域差を縮小しつۋ
つ、男性における地域差は明ྐな֨大はしておらず、全国的なਾにԌって上昇していると
みてよいだろう。�
� 全国の配偶関係別期ଶ生存期間のਬ移をみると、まず未婚については ���� 年男性 ����
年、女性 ���� 年だったが、���� 年に男性 ���� 年、女性 ���� 年になったあと৵長が顕著に
なり、���� 年は男性 ���� 年、女性 ���� 年だった。有配偶については、���� 年の男性 ����
年、女性 ���� 年から、男性は ���� 年の ���� 年に増加したあとΑるやかに低下し ���� 年
は ���� 年だったのに対し、女性は ���� 年の ���� 年に増加したあとΑるやかに低下し ����
年は ���� 年だった。これらに比べると離ࢰ別はあまり大きく変化しておらず、���� 年は男
性 ��� 年、女性 ���� 年、���� 年は男性 ��� 年、女性 ���� 年だった。�
� 未婚の期ଶ生存期間の地位差については、男女ともೈ関東地方や近ق地方の大都市とそ
のबว地域及びԯೆ県で未婚期間が長くなっている（ਦ �）。男性の場合、���� 年の東京都
（���� 年）と੪ਁ県（���� 年）の間に ��� 年の差があったが、���� 年には東京都（���� 年）
とٸ県（���� 年）の間の ��� 年になった。女性については、���� 年の東京都（���� 年）
とࢃ県（��� 年）の間に ��� 年の差があったが、���� 年には東京都（���� 年）と福井県
（���� 年）の間の ��� 年になった。未婚期間のレンジは男性の ���� 年以後、女性の ����
年以後は ��歳時平ۋ༪ໍのものよりも広い。ඬ準ย差、࢝分位範囲等の分ාに関する特性
は、男女とも ���� 年代前後まで小さくなったが、その後平ۋの上昇にともなって大き
くなる傾向がある。ඬ準ย差を平ۋで除した変動係数は概ね一貫して縮小しており、とくに
���� 年までと男性の ���� 年代以後の縮小幅が大きい。全国的に未婚期間が৵長するなか
で૮対的な地域差は縮小する傾向があるといえる。����～���� 年の �� 年次で上位・下位
�位に入ったことがある回数をみると、上位の回数が多いのは男性では東京都（�� 回）、ਈ
ઔ県（�� 回）、ԯೆ県（�回）が多く、女性では東京都（�� 回）、京都府（�� 回）に福Ԯ
県（�回）がକく。下位の回数が多いのは男性ではٸ県（�回）、੪ਁ県（�回）に࣐ծ県・
ྒྷ県・ಛౣ県（�回）が多く、女性では福井県（�� 回）、ࢃ県（��回）と੪ਁ県（�回）
が多い。�
�
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�

ਦ �．男女・配偶関係別期ଶ生存期間（�� 歳以上૱数）：全国と都道府県別特性、����～
���� 年�
�
� 有配偶の期ଶ生存期間の地域差については、男女とも東京都と大阪府、ԯೆ県は短く、ٱ
に、ࢃ県・੶ઔ県・福井県から長県・岐阜県・愛知県・੫Ԯ県に広がる中෨地方で長い
傾向がある。女性ではೈ東地方から東京都を除く関東地方で有配偶生存期間は平ۋより
長く、۟ य地方で平ۋより短くなっている。一方、男性では関東地方は概ね平ۋより短く、
福Ԯ県とࣝౣࣉ県を除く۟य地方は平ۋより長い傾向がみられる。レンジをみると男性の
場合、���� 年のԮࢃ県（���� 年）と大阪府（���� 年）の間に ��� 年の差があったが、����
年には࣐ծ県（���� 年）と੪ਁ県（���� 年）の間の ��� 年になっている。女性については、
���� 年のԮࢃ県（���� 年）とԯೆ県（���� 年）の間に ��� 年の差があったが、���� 年は࣐
ծ県（���� 年）と੪ਁ県（���� 年）の間の ��� 年になっている。有配偶期間のレンジは男性
の ���� 年以後、女性の ���� 年以後は �� 歳時平ۋ༪ໍのものよりも広い。ඬ準ย差、࢝分
位範囲等の分ාに関する特性は、男女とも ���� 年代前後まで小さくなったが、その後大
きくなる傾向がある。有配偶期間については平ۋも一貫して大きくなったわけではない
ので、変動係数をみても、����～���� 年に縮小したが、���� 年以後は地域差を֨大する傾
向がみられる。とくに、男女とも ���� 年前後の地域差の֨大が顕著である。����～���� 年
の �� 年次で上位・下位 �位に入ったことがある回数をみると、上位の回数が多いのは男性

未婚

有配偶

離死別

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

男

未婚

有配偶

離死別

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

女

全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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では福井県（�� 回）、岐阜県・࣐ծ県（�回）、ྒྷ県（�回）が多く、女性ではἜ県（�
回）、࣐ծ県（� 回）と岐阜県（� 回）が多い。下位の回数が多いのは男性では東京都（��
回）、大阪府（�回）と高知県・ԯೆ県（�回）が多く、女性では東京都（�� 回）、大阪府（��
回）とԯೆ県（�回）が多い。�
� 離ࢰ別の期ଶ生存期間の地域差については、男女ともԯೆ県と中国・࢝国地方で長い。男
性ではࢃ県・੶ઔ県が短く、この他に ���� 年以前は東地方や ���� 年以前は۟य地方
で短かったが、���� 年代以߳ではೈ関東地方や中෨地方で短く、ٱに۟य地方は平ۋより
長くなっている。女性では、ೈ東地方や関東地方、中෨地方で短く、日本において長い
傾向がある。ただし、女性の੪ਁ県については、���� 年は �� 都道府県中 �� 番目に短い県
だったが ���� 年代までに急ଐにॳ位をあげ、���� 年に �� 位、���� 年以後は最も長い県
になっている。また東京都とਈઔ県も ���� 年は �� 位と �� 位で૮対的に長い地域だった
が、���� 年は �位と �位で最も短い地域の �つになっており、ॳ位の変化が著しい。レン
ジについてみると男性の場合、���� 年のಛౣ県（��� 年）と੪ਁ県（��� 年）の間に ��� 年
の差があったが、���� 年には高知県（��� 年）と東京都（��� 年）の間の ��� 年になってい
る。女性については、���� 年のԯೆ県（���� 年）と܊ഇ県（���� 年）の間に ��� 年の差が
あったが、���� 年は੪ਁ県（���� 年）と埼玉県（���� 年）の間の ��� 年になっている。離
別期間のレンジは、男性では水準が低いのでࢰ �� 歳時平ۋ༪ໍのものよりڳいが、女性で
は �� 歳時平ۋ༪ໍのものよりも一貫して広くなっている。ඬ準ย差、࢝分位範囲等の分ා
に関する特性は、男性では ���� 年まで小さくなったが、その後大きくなる傾向がある。
女性については、ඬ準ย差でみると全ൢ的に縮小傾向だが、࢝分位範囲と �～���範囲につ
いては、����～���� 年まで縮小したあと、やや֨大している。変動係数をみると、男性で
は ����～���� 年に縮小したが、���� 年代以後は֨大しており、女性では ����～���� 年
を通じ概ね縮小する傾向があるものの ���� 年以後の変化は大きくない。男性については
���� 年代までは離ࢰ別期間の地域差には縮小傾向があったが、���� 年代以後やや傾向が変
化しており、女性についてはレンジの縮小（����～���� 年に全国的に離ࢰ別期間がやや上
昇するなかで最も長いԯೆ県の離ࢰ別期間は縮小、ٱに最も短い܊ഇ県やἜ県のものは
৵長）ほどには ���� 年代以後の地域差は縮小していない。����～���� 年の �� 年次で上
位・下位 �位に入ったことがある回数をみると、上位の回数が多いのは男性ではԯೆ県（��
回）、ಛౣ県・高知県（�回）、ౣࠞ県（�回）が多く、女性ではԯೆ県（�� 回）、高知県（�
回）と大阪府・福Ԯ県（�回）が多い。下位の回数が多いのは男性ではܙࢃ県（�� 回）、
��）ഇ県܊、県（��回）ܙࢃ県（�回）と੪ਁ県（�回）が多く、女性ではࢃ 回）とἜ県
（�回）が多い。�
� 期ଶ生存期間の変動係数を男女・配偶関係で比較すると、����～���� 年の平ۋが大きな
ॳに男性離ࢰ別（������）、女性未婚（̎．����）、女性離ࢰ別（������）、男性未婚（������）、
女性有配偶（������）、男性有配偶（������）、男性の �� 歳時平ۋ༪ໍ（������）、女性の ��
歳時平ۋ༪ （ໍ������）のॳになっている。変動係数が最大の年次と最小の年次の差を比較
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すると、૱数（�� 歳時平ۋ༪ໍに）については、男女とも ���� 年が最も大きく、���� 年
が最も小さくなっており、男性は�������（�������������）、女性は�������（�������������）
である。未婚については男女とも ���� 年が最も大きく、���� 年が最も小さくなっており、
男性は�������（�������������）、女性は�������（�������������）である。有配偶は男女と
も ���� 年が最も大きく、���� 年が小さくて、男性は�������（�������������）、女性は
�������（�������������）である。離ࢰ別は ���� 年が最も大きく、最も小さいのは男性に
ついては ���� 年で�������（�������������）、女性は ���� 年が最も小さく�������（�������
������）となっている。૱数と比べて配偶関係別にみた期ଶ生存期間の変動係数は大きいの
で、�� 歳時平ۋ༪ໍと比べて配偶関係割合の地域差は大きいことが示ࠨされる。配偶関係
別にみると、未婚と離ࢰ別の変動係数の縮小幅は同程度で、地域差が縮小傾向にあるとみら
れる。これに対し、有配偶は変動係数の変化幅は小さいものの ���� 年以後૮対的な地域差
をやや֨大させている。�
� 最後に、�� 歳時平ۋ༪ໍ及び配偶関係別期ଶ生存期間の地理的なパターンの男女差につ
いて言及しておきたい。ࡋかくみればこれらの指ඬの地理的なパターンには男女差もある
が、都道府県間૮関係数をみると、����～���� 年を通じてਜ਼の૮関があり、一定の地域パ
ターンを共有することがわかる。男性の �� 歳時平ۋ༪ໍと女性のものの都道府県間૮関係
数は、������～������で����～����年の��年次すべてが��水準で౹計的に有意である。
時系列の変化をみると、���� 年の૮関係数が最も大きく、���� 年の最小に向けて概ね一貫
して低下していたが、���� 年代以後の૮関は強くなる傾向がみられる。配偶関係別にみる
と、まず未婚の૮関係数は ������～������ の範囲で ���� 年代以来概ね一貫して૮関を低
下させている。有配偶については、૮関係数は������～������の範囲で����年以前（������
～������）がやや高く、����～���� 年と ���� 年（������～������）がやや低いが、����
～���� 年（������～������）に一貫した変化はみられない。����～���� 年の離ࢰ別の地域
૮関係数は小さく౹計的に有意ではないが、���� 年以後は ��水準で౹計的に有意なਜ਼の
૮関がみられ、૮関係数も大きくなっている（����～���� 年は ������～������、���� 年
は ������）。各都道府県の男女の平ۋ༪ໍは全国的なਾにあわせ概ね一貫して৵長するな
かで、���� 年代ࠔまではおもに未婚（及び有配偶）の期ଶ生存期間の地域差が縮小するこ
とを通じて �� 歳時平ۋ༪ໍにおける男女間の地理的なパターンの類ࣇ性が低下したが、
���� 年代以後離ࢰ別の期ଶ生存期間の地域差が縮小するなかで男女の地理的なパターンの
類ࣇ性は高まり、�� 歳時平ۋ༪ໍの男女間の地域૮関が高まっていることが示ࠨされる。�
�

2．男⼥・都道府県別にみた就業寿命と平均就業期間割合：1950〜2015 年 

� 全国の就業थໍは、男性は ���� 年（���� 年）から ���� 年（���� 年）へ৵長したあと、
概ね低下傾向がみられ、���� 年には ���� 年まで低下した（���� 年は ���� 年）。女性では
���� 年の ���� 年から ���� 年の ���� 年へ急ཚしたことを除けば、���� 年の ���� 年から
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���� 年の ���� 年へ一貫して上昇していた。平ۋ就業期間割合は、男性では ����～���� 年
代を通じて概ね一貫した低下傾向があり、���� 年（����％）から ���� 年（����％）、もし
くは ���� 年（����％）から ���� 年（����％）の低下が著しかった（���� 年は ����％）。
女性の平ۋ就業期間割合は、���� 年（����％）から ���� 年（����％）へ急ཚしており、����
年（����％）以後は ���� 年（����％）まで上昇が顕著であることを除くと、���� 年（����％）
以来の傾向として目立った上昇や下߳はなかった。�
� 参考として、হ付表 �～�に ����～���� 年の男女・都道府県別就業थໍのਬ移を示す。
ࡋはそちらを参照いただくことにし、ここでは就業थໍと平ۋ就業期間割合の地域差に
ついて、� つの特を指摘しておきたい（ਦ �、ਦ �）。第一に、�� 歳時平ۋ༪ໍや配偶関
係別期ଶ生存期間と比べると、男女とも就業थໍと平ۋ就業期間割合には大きな地域差が
ある。第二に、男性の就業थໍは �� 歳時平ۋ༪ໍと一定の地域૮関を示すが、女性の就業
थໍや男女の平ۋ就業期間割合と��歳時平ۋ༪ໍの間の地域૮関は૮対的に弱い。一方で、
就業थໍと平ۋ就業期間割合には男女とも強い地域૮関関係がある。第三に、男性の就業थ
ໍと平ۋ就業期間割合の都道府県平ۋと全国には明ྐな差はみられないが、女性のもの
は一貫して都道府県平ۋが全国を上回る。これは人口規ໝの小さな非大都市地域でこれ
らの指ඬが大きいことを示す。第࢝に、就業थໍと平ۋ就業期間割合の地域差は、男性より
女性で大きいが、女性における地域֪差には縮小傾向がみられ、とくに ���� 年以後もしく
は ���� 年代以後の縮小が顕著である。第ޔに、女性の就業थໍと平ۋ就業率は ���� 年か
ら ���� 年に概ねすべての都道府県で低下しており、���� 年以前と ���� 年以後の変化にஇ
ઊがみられる。第に、女性の就業थໍ・平ۋ就業期間割合については、���� 年まで最も
大きい福井県や取県、ౣࠞ県では ���� 年から ���� 年ࠔまでその水準は概ね同程度でਬ
移しているが、就業थໍ・平ۋ就業期間割合が短い大阪府やྒྷ県、ਈઔ県などの大都市
とその߭外の自࣑体で就業थໍは急ଐに上昇するܙで地域֪差は縮小している。最後に、こ
のように男女で異なった地域パターンを示すようにみえる就業थໍと平ۋ就業期間割合だ
が、男女間には一定の૮関がみられる。重複する点もあるが、以下؈単に়介する。�
�
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全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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ਦ �．男女別にみた就業थໍ：全国及び都道府県分ා特性、����～���� 年�

ਦ �．男女別にみた平ۋ就業期間割合：全国及び都道府県分ා特性、����～���� 年�
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� �� 歳時平ۋ༪ໍと就業थໍ及び平ۋ就業期間割合の都道府県間૮関係数を ����～����
年の��年次について男女別にみると、男性の就業थໍの૮関係数は������～������で����
～���� 年を通し ��水準で౹計的に有意なਜ਼の૮関がある。男性の平ۋ就業期間割合につ
いても、���� 年（�������）を除けばਜ਼の૮関があり、����～���� 年や ����～���� 年は
������～������ で ��水準の౹計的に有意なਜ਼の૮関があるものの、その他の年次の૮関
（������～������）は強くない。女性の場合には ���� 年以前の૮関はෝで、���� 年以後は
ਜ਼になっている（ෝの૮関が最も強いのは ���� 年で就業थໍ�������、就業期間割合�������、
ਜ਼の૮関が最も強いのは ���� 年で就業थໍ ������、就業期間割合 ������）。女性の �� 歳
時平ۋ༪ໍと就業थໍとの間の૮関係数は、����～���� 年については ��水準で౹計的に
有意だが、配偶関係૱数でみると૱じて関係性は弱い。これらと比べると、就業थໍと平ۋ
就業期間割合の૮関係数は、男性で �����～������、女性で ������～������ であり、����
～���� 年を通じて ����水準で౹計的に有意にਜ਼になっている。人生の長さと生֖で働く
期間の長さは、とくに男性で一定の地域૮関があるものの、生֖で働く長さの地域差は人生
の長さよりも生֖にઐめる就業期間割合の高さ（の地域差）と強い関係がある。�
� 男性の就業थໍ・平ۋ就業期間割合の地域差については、�� 歳時平ۋ༪ໍあるいは有配
偶の期ଶ生存期間とࣇている。就業थໍのレンジは、���� 年は岐阜県（���� 年）と福Ԯ県
（���� 年）の間に ��� 年の差があったが、���� 年以後最も長いのは長県、���� 年を除き
最も短いのはԯೆ県になっており ���� 年は長県（���� 年）とԯೆ県（���� 年）の間の
��� 年になっている（付表 �）。平ۋ就業期間割合のレンジは、���� 年は福井県（����％）
と福Ԯ県（�����）の間に ���％ポイントの差があったが、���� 年以後 ���� 年を除いて最
も長いのは長県、����年以後最も短いのはԯೆ県になっており、����年は長県（����％）
とԯೆ県（����％）の間に ���％ポイントの差がある。ඬ準ย差等の地域分ාの特性をみ
ると、���� 年にやや地域差が大きくなっていることを除くと、���� 年から ����～���� 年
に֨大傾向、���� 年代以後には縮小傾向がみられる（ඬ準ย差についてはਦ ��）。地理的
なパターンについては、新׃県・ࢃ県・੶ઔ県・福井県から੫Ԯ県・愛知県の間に広がる
中෨地方で高く、ౣ ࠞ県と取県を除く日本とくに࢝国地方・۟य地方・ԯೆ県で低くな
っている。����～���� 年の �� 年次で上位・下位 � 位に入ったことがある回数をみると、
就業थໍが長い回数が最も多いのは長県と福井県の �� 回、これに岐阜県の � 回がକく。
平ۋ就業期間割合が高い回数が多いのもこの �県でそれぞれ �� 回、�� 回、�回となってい
る。ٱに就業थໍが短い回数が最も多いのは、福Ԯ県の �� 回で、� 番目に多いのはԯೆ県
の �回となっている。平ۋ就業期間割合が低い回数が多いのもこの �県でそれぞれ �� 回と
�� 回である。�
� 女性の就業थໍ・平ۋ就業期間割合の地域差については、新׃県・ࢃ県・੶ઔ県・福井
県・長県などの中෨地方と取県・ౣࠞ県で高くなっていることは �� 歳時平ۋ༪ໍのパ
ターンと合する。ٱに、未婚の期ଶ生存期間が長い東京都・ਈઔ県・京都府・大阪府・
兵庫県・ྒྷ県・和Րࢃ県・福Ԯ県といった大都市とその߭外の自࣑体で低くなっていると
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いうパターンがみられる。۟ य地方では未婚期間は長く、有配偶期間は短くなっていたが、
就業थໍや平ۋ就業期間割合は平ۋより高い自࣑体と低い自࣑体がある。関東以につい
ても高低が入りཛྷれている。�
� 女性の就業थໍのレンジは、���� 年の福井県（���� 年）と東京都（���� 年）の間の ����
年から、���� 年の取県（���� 年）とྒྷ県（���� 年）の間の ���� 年を経て、���� 年の
ౣࠞ県（���� 年）とྒྷ県（���� 年）の間の ��� 年へと概ね一貫してڳくなっている。ਦ
�� からも明らかなように、就業थໍが最も長い自࣑体のは大きく変わっていないのに対
し、最小の自࣑体の上昇が著しい。ඬ準ย差等の分ාの特性についてみると、࢝分位範囲
は ����～���� 年にやや֨大したが ����～���� 年以後概ね一貫して低下している。ඬ準ย
差と �～���範囲の変化パターンはほぼ同一で ����～���� 年は変化しなかったが、以後概
ねતܗの低下をしている。����～���� 年の �� 年次で上位・下位 � 位に入ったことがある
回数をみると、就業थໍが長い回数が多いのは、福井県（�� 回）、取県（�� 回）、長県
とౣࠞ県（� 回）となっている。���� 年代はࣝౣࣉ県の就業थໍが最も長かったが、����
年代以後はこれら � 県のいずれかで最も長くなっている。ٱに、短い回数が最も多いのは
大阪府（��回）で、ਈઔ県（��回）とྒྷ県（�回）がକく。���� 年までは東京都で就
業थໍは最も短く、����～���� 年はਈઔ県で最短だったが、���� 年以後はྒྷ県で就業
थໍは最も短くなっている。����～���� 年を通じて、これらを中ৼとする大都市に位置す
る自࣑体で就業थໍは短いため、都道府県平ۋよりも全国は低い。また、就業थໍが短い
地域で ���� 年以後の上昇が著しいため、全国は都道府県平ۋに急ଐに近づいている。�
� 女性の平ۋ就業期間割合のレンジは、���� 年の福井県（�����）と東京都（�����）の間
の ����％ポイントから、���� 年のౣࠞ県（����％）とྒྷ県（�����）の間の ����％ポイ
ントへ一貫してڳくなっている。平ۋ就業期間割合については、���� 年以来最小が上昇
するだけでなく、最大が低下するܙでレンジは一貫して縮小している。���� 年以後につ
いみると、平ۋ就業期間割合においても最も高い地域の水準は ���� 年ࠔまでほとんど変化
しておらず、最も低い地域の水準がり上がるܙで地域差は縮小しており、���� 年代以後
は概ねすべての都道府県で上昇がみられる。ඬ準ย差等の分ාの特性については、࢝分位
範囲は ����～���� 年は同程度の水準だったが、����～���� 年以後は急ଐに低下しており、
就業थໍより低下幅は急ଐである。�～���範囲やඬ準ย差、レンジの変化は非常にࣇてお
り、����～���� 年にやや֨大したのを除くと ����～���� 年を通じて概ね一貫してતܗの
縮小をしている（ඬ準ย差についてはਦ ��）。地理的なパターンは就業थໍと類ࣇしており、
����～���� 年の �� 年次で上位・下位 � 位に入ったことがある回数をみると、高い回数が
多いのは、福井県（�� 回）、取県（�� 回）、長県（�回）となっている。ٱに、低い回
数が最も多いのはਈઔ県（�� 回）で、ྒྷ県（� 回）と大阪府・ԯೆ県（� 回）がକく。�
� 男女の変動係数を比較すると、����～���� 年の平ۋが大きなॳに、女性の就業थໍ
（������）、女性の平ۋ就業期間割合（������）、男性の就業थໍ（������）、男性の平ۋ就
業期間割合（������）のॳになっている。変動係数の時系列変化については、男性では ����
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年が最も大きいことは就業थໍと平ۋ就業期間割合に共通し、���� 年から ���� 年に֨大
し、���� 年以後は縮小するというパターンがとくに平ۋ就業期間割合では顕著である。こ
れに対し、女性では就業थໍと平ۋ就業期間割合の変動係数の大きさは ����～���� 年を通
じほとんど同水準であり、���� 年が最も大きく ���� 年まで概ね一貫して縮小している。
�� 歳時平ۋ༪ໍの変動係数と比較すると、男女とも就業थໍと平ۋ就業期間割合には大き
な地域差がある。また、૮対的に地域差が大きい女性において、地域差縮小の傾向が著しい。�
� 最後に、就業थໍと平ۋ就業期間割合の地理的なパターンの男女差について言及してお
きたい。男性のものが࢝国・۟य地方で低い傾向がみられるのに対し、女性ではこれらの地
域で明ྐに低くなっているわけではない等、地理的なパターンには男女差もあるものの、都
道府県間૮関係数をみると、����～���� 年を通じてਜ਼の૮関がある。男性の就業थໍと女
性のものの都道府県間૮関係数は、����～����年に低くなる期間を除くと、������～������
であり、���％水準で౹計的に有意にਜ਼である。男女の平ۋ就業期間割合についての都道府
県間૮関係数についても ����～���� 年を除けば ���％水準で౹計的に有意にਜ਼であり、
���� 年代は ������～������、���� 年以後は ������～������ である。平ۋ就業期間割合、
すなわち生֖で働く期間の割合は男女で水準と時系列変化のパターンが異なり、男性より
も女性の方が大きな地域差があるものの女性の地域差は急ଐに縮小している（男性の地域
差に一貫とした縮小傾向はみられない）という明ྐな違いがある。また、業社会からޑ用
就業の一ൢ化といった社会経済ڧの変化を経るなかで࣯的な変化をしているはずである。
それにもかかわらず、平ۋ就業期間割合の地理的なパターンには男女間で一定の類ࣇ性が
みられるということになる。�
� なお、女性の就業थໍ・平ۋ就業期間割合は未婚期ଶ生存期間とマイナスの૮関、有配偶
期ଶ生存期間とプラスの૮関がある。都道府県別にみても女性の年齢別就業率は未婚のも
のが有配偶のものより高いという配偶関係֪差があるにも関わらず、この૮関関係は未婚
の期ଶ生存期間が長い地域で平ۋ就業期間割合は低い傾向があることを意ັする。これは
未婚率のみをみれば大都市において高く（� ઇ）、かつ大都市地域においては有配偶の平ۋ
就業率が低く、平ۋ就業期間割合は低くなっている（�ઇ）という地理的な関係を反ӫした
ものと考えられる。就業の地域差に対する有配偶就業率の地域差のر与が（配偶関係構ଆの
地域差よりも）強いことが示ࠨされる。�
�

3．配偶関係と年齢区分別平均就業率の都道府県格差：1950〜2015 年 

� � ઇでは女性の平ۋ就業期間割合には男性よりも大きな地域差があるが、その地域差には
縮小傾向があることを示した。ここでは年齢区分別平ۋ就業期間割合（配偶関係૱数）と配
偶関係別就業率の検౾を通じて、就業の地域差の年齢及び配偶関係構ଆとその時系列変化
についてみる。�
� 配偶関係૱数の平ۋ就業率を年齢区分別にみると（平ۋ就業期間割合に合）、男性では
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�� 歳以上に大きな地域差があり、その他（とくに �� 歳代前半以下）の年齢における地域差
は૮対的には小さい（ਦ �）。女性の年齢区分別平ۋ就業期間割合のレンジ・ඬ準ย差・࢝
分位範囲・�～���範囲をみると、どの地域分ාに関する特性についても ����～���� 年
の平ۋは、��～�� 歳における地域差がもっとも大きいことを示すが、��～�� 歳においても
��～�� 歳に比する地域差がある。��～�� 歳と ��～�� 歳の地域差の時系列変化のパターン
についても、�～���範囲についてはほぼ同水準となっており、概ね一貫して֪差は縮小し
ている。ただし、ඬ準ย差や࢝分位範囲、レンジでみると、��～�� 歳のものは ���� 年まで
は地域֪差の縮小はΑるやかであり（࢝分位範囲は ����～���� 年にやや֨大）、���� 年以
後に急ଐな縮小がみられる（ਦ �）。これに対し、��～�� 歳については、ඬ準ย差や࢝分位
範囲、レンジでみても、概ね一貫してતܗの֪差縮小がみられる。ࡋかな差はあるものの女
性の ��～�� 歳と ��～�� 歳の平ۋ就業期間割合の地域差のパターンはࣇており、���� 年代
以前には平ۋ就業期間割合が最も高い水準（約 ���）の都道府県のは大きく変化してお
らず最も低い水準の都道府県の上昇が著しいことで地域֪差は縮小してきたが、���� 年以
後は約 ��％のళ井をಧきൊけるようなܙで、概ねすべての都道府県の平ۋ就業期間割合は
上昇している。年齢૱数でみられたこのような時系列変化のパターンは、��～�� 歳女性の
幅広い年齢において多くの都道府県でみられる全国的なਾである。���� 年代以߳の（有
配偶）就業率の上昇は、とくに（૮対的に女性就業率の低い）大都市及びそのबวで大きい。
これらの結果、女性就業の地域差・配偶関係間֪差はその幅を急ଐに縮小しているものの、
地理的なパターンの大きな変化は認められず、���� 年においても女性就業には過ڊと同様
の地理的なパターン（日本ք側で高く、大都市及びそのबวで低い）がみられる。これらの
年齢と比べると、女性の �� 歳以上の地域差は૮対的に小さい。男性では加齢にしたがって
地域差は֨大する傾向がみられ、ඬ準ย差等の指ඬでみると �� 歳以上の地域差は男性の方
が女性よりやや大きくなっている（ਦ �）。ただし、全ൢ的に男性の平ۋ就業期間割合の方
が女性より大きいため、変動係数でみると ��歳以上も男性より女性の方が大きくなる。男
性の平ۋ就業期間割合と女性のものの地域૮関係数を年齢区分別にみると、��～�� 歳は�
������～������、��～�� 歳は ������～������、�� 歳以上は ������～������ で、�� 歳以上
が最も大きい。また、�� 歳以上では૮関係数が最小の ���� 年から最大の ���� 年まで一貫
して大きくなっている。�� 歳以上の就業の地域パターンには、男女間に一定の類ࣇ性があ
る。なお、��～�� 歳についてはਦ ��では൧ࡸになるため割愛したが、男女差はほとんどな
く、���� 年代以前には ��～�� 歳と同程度の地域֪差が存在したものの ���� 年代に急ଐに
֪差は縮小し ���� 年代以߳はどの年齢区分よりも低い水準になっている。�
�
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�

ਦ �．男女・年齢区分別にみた平ۋ就業期間割合（配偶関係૱数）：全国及び都道府県特性
、����～���� 年�
�
� 年齢区分別平ۋ就業期間割合と年齢૱数の平ۋ就業期間割合の単९૮関係数をみると、
男女ともすべての年齢区分において ���％水準で౹計的に有意なਜ਼の૮関がある。年齢間で
比較すると、����～���� 年の平ۋとしては男女とも ��～�� 歳が最も૮関が強く、男性で
������～������、女性では ������～������ となっている。��～�� 歳の૮関係数について
も、男性で ������～������、女性で ������～������ と高い。年齢૱数との૮関係数の水準
は ��～�� 歳女性、��～�� 歳女性、��～�� 歳男性、��～�� 歳男性のॳに高く、地域差の大
きな女性の方が高い。ただし、時系列変化のパターンは異なり、男性では ��～�� 歳の૮関
係数に上昇傾向があり、��～�� 歳のものは低下している。そのため、年齢૱数との૮関係
数は ���� 年以前では ��～�� 歳の方が大きかったが、���� 年以後は ��～�� 歳の方が大き
くなっている。��～�� 歳男性においては、水準は低いものの、����～���� 年に地域差に֨
大傾向がみられる（ਦ �）。���� 年代以߳の൫婚・未婚化とޑ用ڧがѳ化するなかで就業
の全ൢ的な地域差への若年就業のر与は重要になっている可能性がある。一方、女性では
����～���� 年を通じ、��～�� 歳の方が ��～�� 歳より一貫して大きく、��～�� 歳の૮関
係数がほとんど変化していないのに対して、��～�� 歳のものは ���� 年以前（������～
������）から ����～���� 年（������～������）に低下し、���� 年以後（������～������）

男

女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

15歳以上

男

女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

25～39歳

男

女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

65歳以上

男

女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

40～64歳

全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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はやや小さくなっている。これらの年齢と比べれば、�� 歳以上の૮関は男女とも૮対的に
弱い。��歳以上の平ۋ就業期間割合の年齢૱数との地域૮関係数は、男性������～������、
女性 ������～������ で、���� 年以前は女性の૮関係数の方が大きく、����～���� 年は男
性の方が大きいが、����～���� 年は同程度の水準になっている。いずれにせよ、年齢区分
別平ۋ就業期間割合は、いくつかの例外的な年次を除けば、年齢૱数のものと高いਜ਼の૮関
があるため、地理的なパターンは年齢૱数とࣇたパターンを示す（ࡋは割愛）。�
�

�

ਦ �．男女・配偶関係別にみた平ۋ就業率（年齢૱数）：全国及び都道府県特性、����～
���� 年�
�
� 配偶関係別の平ۋ就業率の地域差は、データがえられる男性の ���� 年以後、女性の ����
年以後の期間では、有配偶女性が最も大きい（ਦ �）。その他は、ඬ準ย差、࢝分位範囲、�
～���範囲、レンジの地域分ාに関するどの指ඬでみても、女性の未婚と離ࢰ別は同程度の
水準で、男性は未婚が離ࢰ別よりやや大きく、有配偶男性が最も小さくなっている。たとえ
ば、ඬ準ย差と �～���範囲について ����～���� 年平ۋをみると、有配偶女性は ���� と
�����、未婚女性は ���� と ����、離ࢰ別女性は ���� と ����、離ࢰ別男性は ����� と ����、
未婚男性は ���� と ����、有配偶男性は ���� と ���� である。時系列変化のパターンについ
ては、男女ともすべての配偶関係で ����～���� 年を通じ概ね一貫とした低下傾向がみられ

男

女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

総数

有配偶男

有配偶女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

有配偶

未婚男

未婚女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

未婚

離死別男

離死別女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

離死別

平均就業率:全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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る。また、有配偶女性以外の類ܗについては水準が低いため変化も少ないが、低下幅も有配
偶女性の低下幅が最も大きい。男性では平ۋ就業率が最も高い有配偶の地域֪差が小さい
が未婚や離ࢰ別との差はわずかである。これに対し、女性では有配偶の地域差が大きいが、
地域差の縮小傾向も顕著である。�
� 配偶関係別平ۋ就業率のඬ準ย差を年齢別にみても、�� 歳以上で有配偶男女のものが同
水準になっていることを除くと、すべての年齢で有配偶女性の地域差は大きいが、地域差の
縮小傾向も顕著である（ਦ �）。年齢別に男女で比較すると、未婚と離ࢰ別については概ね
すべての年齢で女性のඬ準ย差は男性と同じかやや小さく、男女ともΑるやかに低下して
いる。これに対し、�� 歳未満の有配偶では男性のඬ準ย差は低水準かつ時系列変化も限定
的で、女性のඬ準ย差の方が男性より顕著に大きく、低下傾向も明ྐである。このため、��
歳未満有配偶の年齢別にみた平ۋ就業率のඬ準ย差の男女差は縮小する傾向があり、なか
でも女性のඬ準ย差が最も大きく男性のものは最も小さい ��～�� 歳において地域差（ඬ準
ย差）が男女間で収する傾向がみられる（有配偶年齢別にඬ準ย差の男女差（女ʷ男）を
���� 年と ���� 年の変化についてみると、��～�� 歳は ���� と ���� で����� ポイント、��～
�� 歳は ���� と ���� で����� ポイント、��～�� 歳は ���� と ���� で����� ポイント）。�
�

�

ਦ �．男女・配偶関係別にみた年齢区分別平ۋ就業率の都道府県間ඬ準ย差：����～���� 年�
�

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

総数

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

有配偶

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

未婚

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

離死別

注：男女・配偶関係・年齢区分別の都道府県間格差に関する標準偏差．マーカーありは男，なしは女．1970～1985年男の配偶関係別集計は利用できない．15～19歳離死別を除く．男女年齢別人口に占める配偶関係割合

総数 20～24 25～39 40～64 65+
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� 配偶関係૱数の平ۋ就業期間割合と配偶関係別平ۋ就業率の地域૮関係数について男女
別にみると、未婚女性を除き ����水準で౹計的に有意なਜ਼の૮関がある。未婚女性におい
てもਜ਼の૮関があり、����～���� 年を除くと ��水準で౹計的に有意である。૮関係数は
有配偶女性が最も大きく ������～������ で、有配偶男性の ������～������ が次に大きい。
有配偶男性の૮関係数が概ね一貫して低下しているのに対し、未婚男性の૮関係数は
������～������ で � 番目に大きく、概ね一貫して上昇しており ����～���� 年は有配偶男
性のものより大きくなっている。離ࢰ別男性は �������～������ で、離ࢰ別女性の ������
～������ より大きく、未婚女性の ������～������ が最も小さい。�
� 有配偶女性の地域૮関係数が大きい理由として、地域差が大きいことに加え、地理的なパ
ターンが安定していることをڏげることができる。有配偶女性の平ۋ就業率の地理的なパ
ターンをみると、取県とౣࠞ県、中෨地方とٸ県を除く東地方で高く、ք道、ٸ
県、ೈ関東地方や近ق地方及び福Ԯ県といった政ྫ指定都市を༶する都道府県とԯೆ県で
低い。同様の地理的なパターンは未婚や離ࢰ別においてもみられるが、有配偶のパターンは
安定している。たとえば、����～���� 年の �年次の配偶関係別平ۋ就業率の都道府県ॳ位
をみると、未婚についてはಛౣ県やԯೆ県のように一貫して最低もしくは � 番目に低い地
域がある一方で、ࢃཨ県のように ���� 年の �� 位から ���� 年に � 番目に低い地域となっ
たものもある。離ࢰ別についても、ྒྷ県のように ����～���� 年は一貫して低い（���� 年
は � 番目に低い）地域と、取県や高知県のように一貫して最高もしくは � 番目までに高
い地域もあれば、広ౣ県のように ���� 年は � 番目に高かったが ���� 年は �� 位になった
県もある。各都道府県について ����～���� 年の最高ॳ位と最低ॳ位の差を計ࢋし、�� 都
道府県で平ۋすると、未婚は ����、離ࢰ別は ���� のॳ位の変化があったのに対し、有配偶
のॳ位の変化は ��� である。有配偶の平ۋ就業率は、����～���� 年を通じてྒྷ県で最も
低く、大阪府（���� 年のみ �番目に低い）、ਈઔ県（���� 年のみ �番目に低い）、兵庫県
（����～���� 年を通じ �番目に低い）がକく。ٱに、上位 �番目までに入った回数は、福
井県（�回）、取県（�回）、ܙࢃ県（�回）とౣࠞ県（�回）にಢઐされる。また、有配偶
平ۋ就業率のॳ位の変動は未婚や離ࢰ別と比べて中ԟに近い地域においても小さく、地
域差は大きくその地理的なパターンは安定している。�
� 以上をಁまえれば、男性については、都道府県別にみてもすべての地域で未婚就業率は有
配偶より低いという配偶関係֪差があって、未婚就業の地域差は有配偶より大きい。男性に
おける未婚化と、��～�� 歳配偶関係૱数のඬ準ย差の֨大、平ۋ就業期間割合と ��～�� 歳
及び未婚平ۋ就業率との地域૮関の上昇傾向は整合的であり、未婚化が若年未婚者の全ൢ
的な就業の地域差のパターンへのر与を重要にしている可能性がある。一方で、女性につい
ては ��～�� 歳女性の平ۋ就業期間割合と年齢૱数の地域૮関係数は ���� 年以後やや低下
しており、未婚率の上昇が著しい時期と重なっている。また、配偶関係別平ۋ就業率の地域
差は ��～�� 歳有配偶女性で最も大きく、女性の平ۋ就業率と平ۋ就業期間割合の地域૮関
係数は有配偶が未婚と離ࢰ別をྉձしており、地理的なパターンは未婚や離ࢰ別と比べて
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安定している。女性では未婚化が全ൢ的な就業の地域差のパターンへの ��～�� 歳のر与を
低下させており、有配偶就業率の高まりのなかで地域差の水準は低下傾向にあるものの、��
～�� 歳有配偶女性の全ൢ的な女性就業の地域差に対するر与はғષとして重要である可能
性がある。�
� なお、�ઇの最後に平ۋ就業期間割合の地理的なパターンは男女でࣇ通っていることを指
摘したが、配偶関係別にみてもਜ਼の૮関がある。男性の平ۋ就業率と女性のものの ����～
���� 年の૮関係数は、未婚では ������～������、離ࢰ別では ������～������、有配偶では
������～������ である。これらは ���� 年有配偶が ��水準であるのを除けば、����水準で
౹計的に有意である。�
�

4．⼥性就業率の M 字型の都道府県格差 

� 女性就業率の年齢スίジϣールの0ܗ࣊はおもに未婚・有配偶の年齢スίジϣールのܙ
状の違い（配偶関係֪差の年齢パターン）と未婚率の年齢パターン（ॵ婚タイϝンή）で݀
定されると考えられる。ࢶ幅の関係でࡋは示せないが、都道府県別にみても未婚女性の就
業率の年齢スίジϣールは、データの利用可能な ���� 年以後すべての地域で ��～�� 歳が
最も高く ��～�� 歳以上では加齢にしたがって低下するという全国と同様のパターンを示
す。有配偶女性のものも �� 歳代以下は低年齢ほど低いというパターンはすべての地域で全
国と共通する。このため、都道府県別にみても配偶関係֪差（有配偶ʷ未婚）は �� 歳代で
マイナス幅が最も大きくなり加齢にしたがってマイナス幅は縮小するというパターンも同
じで、全国的な配偶関係֪差縮小のਾも共通する。また、すべての年齢で地域֪差には概
ね縮小傾向がみられる（とくに ��～�� 歳代で顕著）。ただし、配偶関係別年齢別就業率の
地域差により、配偶関係֪差の水準は地域によって異なる。そして、就業率の時系列変化は
配偶関係と年齢で異なるため、配偶関係֪差の年齢パターンの時系列変化の方も地域に
よって異なる。そのため、地域別にみた配偶関係֪差の水準・年齢パターンは多様であり、
地域差の時系列変化も年齢によって異なる。たとえば、��～�� 歳の配偶関係֪差は ����～
���� 年の全国では�����～�����ポイントの水準をਬ移しマイナス幅が֨大したわけではな
いが、配偶関係֪差がਜ਼の自࣑体数は ���� 年の �� 自࣑体から ���� 年の � 自࣑体に減少
した。また、��～�� 歳では全国では ���� 年の�����％ポイントから ���� 年の�����ポイン
トへ一貫して縮小しており（���� 年は ���％ポイント）、配偶関係֪差がਜ਼の自࣑体数は
���� 年の �� 自࣑体から ���� 年の �� 自࣑体へ増加した（���� 年は �� 自࣑体）。配偶関係
૱数の就業率の年齢スίジϣールはこのような配偶関係֪差のほか、ॵ婚タイϝンήの影
響も受ける。すなわち、�� 歳代までは多くの地域で未婚就業率の方が有配偶よりも高いの
で、൫婚は配偶関係૱数の就業率を上昇させ（0ܗ࣊の୫をછくする）、年齢別就業率の配
偶関係֪差と配偶関係構ଆのね合いで年齢パターンは݀まる。配偶関係別期ଶ生存期間
と比べ平ۋ就業率には大きな地域差があり、とくに若年有配偶女性の地域差が大きいと同
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時に֪差縮小の傾向も最も顕著であった。地域別にみた女性就業の0ܗ࣊のܙ状は、有配
偶就業率の地域パターンと時系列変化に大きくࠪӊされることが示ࠨされるが、実ࡏにど
のように変化してきたか確認する。�
� 女性就業の年齢スίジϣールにおける0ܗ࣊の୫のさを比較するため、ここでは「0
指ඬを用いる。まずݼ比」と࣊ ��～�� 歳で最大の就業率と ��～�� 歳で最大の就業率を
તึܗした年齢スίジϣールによる ��～�� 歳平ۋ就業期間割合を ����～���� 年につい
て都道府県別に計ࢋした。この0ܗ࣊の୫がなかった場合の平ۋ就業期間割合に対する実
のࡏ ��～�� 歳平ۋ就業期間割合の比が「0࣊比」である。「0࣊比」が ���％を超えるこ
とはなく、�� 歳代の 0 の୫がいほど「0࣊ 比」は小さくなる。全国の「0࣊ 比」は࣊
���� 年の �����から ���� 年の �����に一貫して低下し、���� 年以後は ���� 年の ����％
まで一貫して上昇している（ਦ �）。�
�

�

ਦ �．��～�� 歳女性の 0 の就業ࡏの୫がなかった場合の年齢スίジϣールにઐめる�実࣊
期間割合�ˠ�（％）：全国及び都道府県特性、����～���� 年�
：��～�� 歳就業期間がɾ0࣊の୫がなかった場合の年齢スίジϣールにઐめる割合とはɾ各年次の都道

府県別年齢スίジϣールにおいて ��～�� 歳で最大の就業率と ��～�� 歳で最大の就業率をતึܗした

��～�� 歳平ۋ就業期間割合に対する実ࡏに観察された ��～�� 歳平ۋ就業期間割合の比を指す。�

�

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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� 地域分ාのਬ移をみると、都道府県平ۋは（࢝分位範囲や �～���範囲についても）����
年まで低下した後、上昇しており、全国と同様のਬ移をした地域が多いことが見て取れる。
また、「0࣊比」が最も大きな地域におけるの変化は૮対的に少なく、下位の（0ܗ࣊の
୫がい）地域における૮対的な上昇が大きいこともわかる。このため、����～���� 年以
後は、「0࣊比」の地域差は急ଐに縮小する傾向がみられる。「0࣊比」のレンジのਬ移を
みると、���� 年のಛౣ県（����％）とਈઔ県（����％）の間に �����ポイントの差があ
ったが、���� 年にはಛౣ県（����％）とਈઔ県（����％）の間の �����ポイントに縮小
している。その後もレンジは一貫して縮小しており、���� 年はव田県（�����）とਈઔ
県（�����）の間の ����ポイントになっている。����～���� 年の「0࣊比」が最大の自࣑
体のは �����（���� 年）から ����％（���� 年取県）の範囲で ���％ポイントしか変化
していないが、最小の自࣑体のは �����（���� 年ਈઔ県）から �����（���� 年）へと
�����ポイント上昇している。ඬ準ย差と �～���範囲のਬ移は非常にࣇており、����～
���� 年は同程度の水準だったが、����～���� 年以後は（����～���� 年に増加したのを除
くと）概ねતܗの低下をしている。࢝分位範囲の場合には、����～���� 年にやや増加した
後、���� 年代の急ଐな縮小と ����～���� 年の֨を除けば、概ねતܗの低下である。�
� 「0 が全国を上回ることかۋ比」の地理的なパターンについては、まず都道府県平࣊
ら大都市地域で「0࣊比」は小さくなっていることがわかる。����～���� 年の �� 年次で
上位・下位 �位に入ったことがある回数をみると、「0࣊比」が大きい回数が最も多い（0
��）県ܙࢃの୫がછい）のは࣊ 回）で、これに高知県とԯೆ県（�回）がକく。ٱに「0࣊
比」が小さい回数が最も多いのは、ਈઔ県（�� 回）で、埼玉県（� 回）、大阪府（� 回）
ྒྷ県（�回）のॳである。「0࣊比」は、ᶅ0࣊の୫がなかった場合の平ۋ就業期間割合
の大きさと、ᶆこれと実の差（୫のさ）という �つの要ોを複合した指ඬになっている
が、ᶇ「0࣊比」が全国より小さい（0࣊の୫がい）か൳かという �つのড়݇をૌみ合
わせて各都道府県の女性就業率の年齢スίジϣールを �つの類ܗに分類し、全国の0ܗ࣊
を準ڎとして地域別の0ܗ࣊を比較してみた。各都道府県の ����～���� 年の �� 年次の類
体数が最も多いのは全国より࣑をみると、該当自ܗのうち最もあてはまる回数が多い類ܗ
も「0࣊比」が大きく、0࣊の୫がなかった場合の就業率が高く、実との差が小さいί
ースの �� 自࣑体だった。次に多いのは、全国より「0࣊比」が小さく、0࣊の୫がなかっ
た場合の就業率が低く、実との差が大きいίースで大都市圏の � 自࣑体（ք道、埼玉
県、千葉県、東京都、ਈઔ県、大阪府、兵庫県、ྒྷ県）が該当した。このίースは0࣊
の୫がいだけでなく、就業率の水準が低いことになる。残る��自࣑体のうち�自࣑体は、
全国より「0࣊比」が大きく、0࣊の୫がなかった場合の就業率は低いが実との差は小
さいίース（Ἔ県、܊ഇ県、੫Ԯ県、愛知県、࣐ծ県）であり、�自࣑体は全国より「0
の୫がなかった場合の就業率は高いが実との差࣊0、（の୫はく࣊0）比」が小さく࣊
は大きいίース（京都府、和Րࢃ県、福Ԯ県、長県、ԯೆ県）だった。�
� このように ����～���� 年の �� 年次で最も該当する回数が多い類ܗに分類すると、0࣊
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の୫が全国よりい回数の多い自࣑体は �� であった。このうち �自࣑体では就業率の全ൢ
的な水準が全国より低いことからਬ測されるように、これらの自࣑体では就業率が低く、と
くに有配偶就業率が低い。実ࡏ、「࣊0比」と ��～�� 歳平ۋ就業期間割合との地域૮関係
数をみると、����～���� 年を通じて ���％水準でਜ਼の૮関があり、������～������ であっ
た。とくに「0࣊比」に大きな地域差があった ����～���� 年の૮関係数は ������～������
と大きく、その後 ���� 年の ������ まで低下したが（����～���� 年は ������～������）、
����～���� 年は ������～������ というように変化している。平ۋ就業期間割合の地域差
は有配偶就業率と強い関係があることを考えると、「0࣊比」の小さい（0࣊の୫がい）
地域では有配偶就業率が低い可能性がある。配偶関係別データのえられる ���� 年以後につ
いてみると、��～�� 歳の未婚平ۋ就業率と「0 ������～�������比」の地域૮関係数は࣊
で、౹計的に有意な૮関関係はみられなかったのに対して、有配偶平ۋ就業率との地域૮関
係数は ������～������ であり（���� 年が最も低く、����～���� 年は ������～������、
����～���� 年は ������～������）、����～���� 年を通じて ���％水準で౹計的に有意であ
った。���� 年以前についてはデータが得られないが、大都市における有配偶女性の就業率
は低く、0ܗ࣊の୫もかった可能性がある。なお、「0࣊比」と ��～�� 歳期ଶ生存期間
に対する未婚期間の比との単९૮関については、未婚率の高い（൫婚）地域で「0࣊比」は
小さいというෝの関係がある。ただし、૮関係数は ����～���� 年は�������～������� であ
り ��水準で౹計的に有意だったが、����～���� 年は�������～������� で౹計的に有意で
はなく、����～���� 年は ��水準で౹計的に有意な�������～������� というようにਬ移し
ている。「0 比」と未婚率との関係は૱じて弱く、女性就業の࣊ 0 の地域差には（有ܗ࣊
配偶）就業率の低さが૮対的に重要といえよう。�
� なお、「0 比」は女性就業の年齢スίジϣールにおける࣊ 0 、の୫のછさを測るがܗ࣊
結婚・出産によって失われた女性࿓働の少なさを示すわけではないことに意が必要であ
る。配偶関係૱数の年齢スίジϣールでみた 0 の่ࠪ（たとえばܗ࣊ ��～�� 歳就業率の
水準）は当該年齢までに結婚・出産し、既に離৮した女性を含むため、「0࣊比」は結婚・
出産による女性࿓働のҪ失分についてのਬ計としてはڬらく過小であろう。また、実ࡏに
観察された年齢スίジϣールによる平ۋ就業期間割合と0࣊の୫の෨分をતึܗした年
齢スίジϣールによる平ۋ就業期間割合には非常に高い૮関がある（����～���� 年の૮関
係数は ������～������）。これは 0 によって失われる就業期間の長さ以外にも、就業ܗ࣊
の地域差にとって重要な要因（たとえば有配偶女性の就業率の地域差の要因）があることを
示ࠨする。�
�

5．男⼥別にみた平均就業期間割合の都道府県格差 

� 要因分մの手法は（����）と同様であるため割愛するが、人口集全体における「率」
の変化を人口集の属性構成の変化のر与と属性別にみた生確率の変化のر与に分մす
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るඬ準的な人口学的手法（.LWDJDZD������-$6$ɾ'DV�*XSWD������0DWK�3RS�6WXGL）を用い
ている。平ۋ就業期間割合はɾ定常人口の配偶関係ʹ年齢分ා（構成）をウェイトとする配
偶関係別年齢別就業率の加重平ۋであるため、要因分մの結果、各都道府県の平ۋ就業期間
割合の全国からの差は、「分ා効果」と「率効果」に分մされる。�
� 福井県やܙࢃ県、ౣ ࠞ県といった有配偶女性の平ۋ就業期間割合の高い地域、ٱにྒྷ県
やਈઔ県といった低い地域における要因には関ৼがあると思われるものの、ࢶ幅の関係
で、ここでは平ۋ就業期間割合の地域差への「率効果」と「分ා効果」の平ۋ的なر与度を
તܙ回ؾϠデルで用いて集計した結果を示す。具体的には、まず都道府県別平ۋ就業期間割
合の全国からのစ離（地域差）を「率効果」と「分ා効果」に分մする。その上で、����
年、���� 年、���� 年についての配偶関係別年齢૱数のそれぞれの効果を配偶関係૱数・年
齢૱数の平ۋ就業期間割合の地域差に回ؾし、係数を求めた。このようにして平ۋ的なر与
を求める考え方（ໝ式ਦ）はਦ �� の通りである。なお、ਬ定Ϡデルには ���� 年を準ڎカ
τゴϨーとする �つの年次ダϝーとの交差項を含めた。ਦ �� に示す結果は、�つの年次の
平ۋ的な係数である。�
�

�
ਦ ��．地域差への「効果」の平ۋ的なر与の考え方（ໝ式ਦ）�

�

-2

-1

0

1

2

-1 0 1

率効果
分布効果

＜限界効果の模式図＞

地域ŝの平均就業期間割合
の全国値からの差 ＝率効果 ＋分布効果

対⾓線

期待率効果ŝ＝ ×限界率効果
＋線形回帰からの乖離

�限界率効果 は の1йポイン
トあたりの平均的な率効果の
⼤きさ．

�分布効果も同様．
より ．

平均就業期間割合
地域差;с1Ϳ

限界率効果

限界分布効果

ある に対する の期待値を線形投影

- 170 -



率効果(%)=-0.109 + 0.990×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.109 + 0.010×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.967
分布効果=0.011

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

配偶関係総数

率効果(%)=-0.073 + 0.382×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=-0.557 + 0.013×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.794
分布効果=0.036

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

未婚

率効果(%)=-0.003 + 0.520×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.587 + 0.078×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.855
分布効果=0.065

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

有配偶

率効果(%)=-0.033 + 0.088×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.079 + -0.081×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.818
分布効果=0.304

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

離死別

男

率効果(%)=0.075 + 1.040×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=-0.075 + -0.040×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.993
分布効果=0.220

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

配偶関係総数

率効果(%)=-0.152 + 0.061×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=-0.304 + -0.142×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.284
分布効果=0.274

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

未婚

率効果(%)=0.332 + 0.906×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.061 + 0.099×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.964
分布効果=0.117

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

有配偶

率効果(%)=-0.105 + 0.073×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.169 + 0.004×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.408
分布効果=0.027

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

離死別

女

率効果:1990 2000 2015 分布効果:1990 2000 2015

：配偶関係別率・分ා効果とはɾ平ۋ就業期間割合の地域差（都道府県ʷ全国）を配偶関係別年齢別就業率の差のر与と配偶関係ʹ年齢分ාの差のر与に要因分մしたものを配偶関係別に年
齢૱数に合計したもの．それぞれの効果を平ۋ就業期間割合の地域差<Lに回ؾした係数はɾ� ��ポイントあたり<Lのそれぞれの効果の平ۋ的な大きさに૮当．ਬ定では ���� 年ɾ���� 年ɾ����
年をプールし年次カτゴϨー変数との交差項を౹御している．� - 171 -



� 回ؾ係数は平ۋ就業期間割合の地域差 ��ポイントあたりの平ۋ的な「率効果」と「分ා
効果」の大きさに૮当する。配偶関係別の効果についての回ؾ係数は、当該配偶関係の効果
の平ۋ的なر与度を示す（配偶関係別の係数の合計は概ね � になる）。また、݀定係数は、
各平ۋ就業期間の地域差の水準に対Ԣするそれぞれの効果のતܗ近ࣇの分散が、実ࡏの
効果の分散にઐめる割合で、このような平ۋのતܗ近ࣇからのစ離（各平ۋ就業期間の地
域差の水準とಢ立な偶的変動、あるいはޣ差項）がどの程度小さいかを示す。�
� 分析結果から、少なくとも �点を指摘することができる（ਦ ��）。第一に、配偶関係૱数
（年齢૱数）での平ۋ就業期間割合の地域差に対する「率効果」の平ۋ的なر与は男性で
�����、女性で ����であり、「分ා効果」は残りの男性 ��、女性���に過ぎない。「率効
果」についての݀定係数も男性 �����、女性 ����� で、平رۋ与率に対する͟く単९なતܙ
近ࣇからのစ離は非常に少なく、平ۋ就業期間割合の地域差に対する「率効果」のر与が大
半の地域で非常に高いという見方と整合的である。�
� 第二に、配偶関係別にみた「率効果」のر与度は男女によって異なる。男性では未婚が
����％、有配偶が ����％であり、未婚「率効果」も地域差に一定のر与をしている。また、
男性における݀定係数は「率効果」が �����～����� であるの対し、「分ා効果」は �����～
����� であり、すべての配偶関係で「率効果」に対し「分ා効果」のものが小さい。これは、
「分ා効果」には一定の地域差があるにも関わらず平ۋ的なر与度が低いためである。一方、
女性では有配偶「率効果」のر与が ����％と、他の類ܗをྉձしており、女性の平ۋ就業期
間割合の地域差は平ۋ的には有配偶「率効果」の大きさと強い関࿊がある。また、݀定係数
は有配偶「率効果」の �����に対して、その他の類ܗでは �����～����� と低く、女性では
有配偶「率効果」のر与が非常に高いという見方と整合的である。݀ 定係数が高いことは、
͟く少数の例外（外れ）を除けば、平ۋ就業期間割合の水準に関わらず、女性では有配偶
「率効果」がほとんどの地域で重要な要因であることを示ࠨする。�
� 第三に、「率効果」と「分ා効果」の平ۋ的なر与度の時系列変化について、平ۋ就業期
間割合の地域差と年次ダϝーとの交差項のਬ定結果によると、���� 年男性の未婚「率効果」
は����年と比べ��水準で౹計的に有意に大きく（����年 ����％に対し����年 ����％）、
���� 年女性の未婚「分ා効果」は ���� 年と比べ ��水準で౹計的に有意に小さくなってい
た（���� 年����％に対し ���� 年������）。その他の配偶関係・効果ついては౹計的に有意
な時系列変化は観察されなかった。これらは平ۋ就業期間割合の地域差に対する未婚のر
与が ����～���� 年に変化している可能性を示ࠨするものの、上で指摘した �つの結果と
८するものではない。平ۋ就業期間割合の地域差は、ほとんどが「率効果」のر与により、
とくに女性では有配偶「率効果」のر与が他をྉձする重要な要因であることは、少なくと
も ����～���� 年の期間では安定しているといえよう。�
�
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6．結語 

� 戦後わが国の男女とくに有配偶女性の就業行動は産業構ଆの変化（サーϑス産業化）とޑ
用就業の増大、都市への人口集中といったマクロ社会経済ڧの変化と高学歴化をはじめ
とするϝクロ属性の変化のなかで大きく変した。これはɾ൫婚・൫産化と少子化、すなわ
ちパートナーシップܙ成・家族ܙ成タイϝンήのஙれと水準の低下ดびにそれらの地域֪
差をともなっていた。一方で、平ۋ就業期間割合が測る男性の就業の低下と女性の ���� 年
以後の上昇は、ॵ婚タイϝンήやथໍ・高齢期の離ࢰ別期間の男女差及び ����～���� 年の
ܸ的な変化にも関わらず、配偶関係と年齢構ଆの男女差のر与は限定的（主要な෨分は有配
偶の年齢別就業パターンの差にً因）、かつ、૮対的ر与度は変化していない（� ����）。�
� 本稿の分析結果によれば、地域別の就業率変化のਾは全国と共通するが、���� 年代以
߳の有配偶就業率の上昇は、とくに（૮対的に女性就業率の低い）大都市及びそのबวで大
きい。その結果、女性就業の地域差・配偶関係間֪差はその幅を急ଐに縮小しているものの、
地理的なパターンに大きな変化は認められず、���� 年においても女性就業には過ڊと同様
の地理的なパターン（日本ք側で高く、大都市及びそのबวで低い）がみられる。そして、
その地域差は�ほぼ全に既婚就業率の差（「率効果」）が反ӫされたものであり、配偶関係・
年齢構ଆには一定の地域差があるにも関わらず、未婚率の地域パターンは女性就業率の地
域差にほとんど影響を及ぼしていないことなどが明らかになった。一方で、これらの結果は
平ۋ就業期間割合という指ඬが就業行動の地域差を的確に縮約し測る指ඬであることを示
する。他方で、男女・配偶関係別にみた就業率の地域差がなͧ生じているのかをմ明するࠨ
ことが次の重要な課題となる。�
�
参照文献�
+DMQDO��-RKQ��������n$JH�DW�0DUULDJH�DQG�3URSRUWLRQV�0DUU\LQJ�|�3RSXODWLRQ�6WXGLHV��9RO�����

1R�����SS����������
.LWDJDZD��(YHO\Q�0����������&RPSRQHQWV�RI�D�'LIIHUHQFH�%HWZHHQ�7ZR�5DWHV���-RXUQDO�RI�

WKH�$PHULFDQ�6WDWLVWLFDO�$VVRFLDWLRQ��9RO������1R�������SS�����������
Ԯ༺一（����）「ライフサイクルからみた少子高齢社会の問題」ライフサイクル指ඬ研究

җ員会ฦ『ྻ ���� 年のライフサイクル指ඬ研究ʷᶙ� 日本人のライフサイクル変化
に関する研究』社法人Φイジンή૱合研究センターɾ ���� Ϙ ー ジ
（KWWSV���ZZZ�DGSGD�MS�SXEOLFDWLRQ�SDJH��KWPO）���� 年 �� 月 �� 日アクセス．�

ܣଢ（����）「就業थໍʷ戦後わが国における長थ化ɾ൫婚・未婚化と就業パターン」ɾ
୫ఱ子他ฦ著『人口変動と家族の実証分析』ܜጱ義ग़大学出൝会ɾ���� 年（第 � হɾ
�������）．�

� �
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付表 �．都道府県別就業थໍのਬ移：男、����～���� 年�

�

出ఱ：『国調査報ࠄ』（૱ແ౹計ۃ）ɾ「日本൝ࢰデータベース」（国立社会保障・人口問題研究所）ɾ

「水ౣ生ໍ表」（水ౣ他）を用いてජ者ࢋ出．：配偶関係別男女年齢別就業率についてはɾ（����）হ

付表を用いた．各都道府県についても同様．ただしɾ都道府県別に配偶関係別の男女年齢別就業率が利

用できるのは ���� 年以後でありɾこれ以前は配偶関係૱数の男女年齢別就業率を用いɾ都道府県別には配

偶関係構ଆを౹御していない．就業थໍはɾ各年次の『国調査』による都道府県別男女年齢別の配偶関

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015
全国 41.1 44.0 44.8 45.2 45.8 44.7 44.4 43.9 44.4 44.3 42.9 42.5 42.4 43.6

北海道 41.3 43.2 44.1 44.5 45.2 44.6 43.9 42.4 42.9 43.4 42.0 41.2 40.9 42.6
青森県 41.2 43.6 43.3 43.7 44.4 43.1 42.8 41.8 42.3 42.8 41.9 40.3 40.0 42.3
岩手県 43.1 44.8 45.2 44.9 44.9 44.6 44.7 44.0 44.7 45.3 44.0 42.6 41.2 44.2
宮城県 42.0 43.5 43.7 43.8 44.7 44.0 44.0 43.3 44.1 44.4 42.6 41.6 40.5 43.1
秋田県 40.4 43.0 43.0 43.6 44.2 43.9 43.6 42.9 43.5 44.1 42.8 41.8 41.3 43.0
山形県 41.9 44.0 43.7 44.3 44.9 44.2 44.5 44.5 45.3 45.7 44.8 43.8 42.9 44.7
福島県 42.3 43.6 43.9 44.0 44.7 44.1 44.3 43.7 44.4 44.8 43.3 42.5 41.9 44.0
茨城県 42.4 44.2 45.4 45.1 45.3 44.4 44.5 44.1 44.7 44.6 43.1 42.4 42.1 43.3
栃木県 41.7 44.6 44.5 44.9 45.4 44.8 44.9 44.7 45.3 44.9 43.6 43.0 42.7 43.6
群馬県 43.3 44.8 45.5 45.9 46.9 45.8 46.0 45.6 46.0 45.7 44.0 43.2 42.6 43.9
埼玉県 41.9 43.9 45.4 45.7 46.6 45.3 44.8 44.4 45.0 44.6 43.1 42.9 42.7 43.6
千葉県 41.1 43.0 44.3 44.8 45.7 44.6 44.3 43.8 44.5 44.1 42.6 42.4 42.6 43.5
東京都 40.0 42.3 44.3 46.5 47.2 45.9 45.5 45.2 46.0 45.0 43.5 43.5 43.5 44.6
神奈川県 40.9 41.9 44.1 45.9 47.3 45.8 44.7 44.4 44.9 44.2 42.5 42.7 43.0 43.8
新潟県 42.2 44.8 45.4 45.4 46.1 45.3 45.4 44.5 45.2 45.8 43.7 43.4 43.0 44.0
富山県 43.2 45.2 46.0 45.7 46.8 45.7 45.6 45.2 45.7 46.2 44.6 44.0 43.4 44.8
石川県 42.5 45.3 45.9 45.4 46.6 44.8 45.2 44.7 45.1 45.4 43.7 43.4 43.3 44.4
福井県 44.1 46.3 47.1 47.1 47.7 46.6 46.7 46.3 46.6 47.0 45.4 44.8 44.3 45.5
山梨県 43.8 45.5 45.8 45.4 46.0 45.5 45.7 45.7 46.2 46.2 44.8 44.0 43.5 44.3
長野県 43.9 46.5 46.7 46.8 48.0 47.3 47.7 48.0 48.3 48.6 46.9 45.9 45.0 46.2
岐阜県 44.5 46.8 47.5 47.5 48.4 46.7 46.5 46.1 46.3 46.1 44.5 44.0 43.6 45.0
静岡県 43.6 45.0 46.1 46.5 47.5 46.4 46.3 46.0 46.5 46.3 44.9 44.7 43.9 44.7
愛知県 42.7 45.4 46.5 47.4 48.2 46.6 45.9 45.4 45.8 45.4 44.1 44.3 44.4 45.1
三重県 43.2 45.1 45.9 45.7 46.5 45.4 44.9 44.4 44.7 45.1 43.4 43.4 43.6 44.5
滋賀県 42.7 45.1 45.7 45.9 47.3 46.3 45.9 45.7 45.7 45.9 44.1 43.8 43.7 44.5
京都府 40.8 43.2 45.1 46.2 47.3 45.7 45.1 44.4 45.2 44.7 43.1 42.8 42.7 43.5
大阪府 40.1 41.9 44.1 45.3 46.8 44.4 43.4 42.6 43.2 42.8 40.8 40.3 41.0 42.2
兵庫県 41.8 43.4 45.0 45.8 47.1 45.2 44.1 43.4 43.8 43.4 41.9 41.4 41.8 42.7
奈良県 41.9 43.2 44.5 44.8 46.1 44.6 44.1 43.5 43.8 44.1 42.2 41.3 41.0 42.0
和歌山県 42.4 43.9 45.0 44.8 45.6 44.2 43.9 42.7 43.3 43.9 42.1 41.8 41.9 43.3
鳥取県 43.2 44.6 45.0 44.2 45.4 45.1 45.3 44.4 44.9 45.4 44.5 43.2 42.6 43.9
島根県 43.4 46.0 46.4 45.3 46.3 45.9 46.0 45.6 45.7 46.5 45.1 44.0 43.8 45.0
岡山県 43.2 45.7 46.4 46.3 47.5 46.1 45.4 44.8 44.8 45.3 43.2 43.0 41.8 43.7
広島県 43.5 44.8 46.0 46.4 47.3 46.0 44.9 44.4 44.6 44.7 43.1 43.1 43.3 44.1
山口県 42.1 43.5 44.3 44.8 45.7 45.4 44.4 43.5 43.9 44.5 42.8 42.8 42.4 43.5
徳島県 41.7 43.8 44.1 43.1 44.1 43.0 42.6 41.5 42.3 42.7 41.6 40.4 40.4 41.6
香川県 42.3 45.1 45.1 45.3 46.3 45.4 45.2 44.3 44.5 45.0 43.1 42.4 42.5 43.5
愛媛県 43.7 44.9 44.9 44.6 45.1 44.0 43.7 42.8 43.2 43.6 41.9 41.7 41.2 42.9
高知県 43.7 44.6 44.8 43.4 43.5 42.2 42.4 41.1 42.0 42.6 41.5 40.1 40.4 42.1
福岡県 40.5 40.1 41.5 41.3 42.6 41.8 41.1 40.0 40.9 41.6 40.6 40.4 40.7 42.1
佐賀県 41.3 41.7 42.8 43.2 44.3 43.5 43.8 42.9 43.5 44.5 43.0 42.6 42.6 44.2
長崎県 40.8 41.3 43.2 42.9 43.2 42.3 42.0 41.3 41.7 42.6 41.3 40.9 41.1 42.8
熊本県 42.1 43.3 43.3 43.2 43.1 42.4 42.5 41.7 42.1 42.8 42.1 41.9 41.9 43.3
大分県 41.8 43.8 43.9 44.5 44.8 43.9 43.6 42.6 43.0 44.0 42.5 42.2 41.6 43.3
宮崎県 42.3 44.6 45.1 44.0 44.2 43.2 43.1 42.0 42.3 43.3 41.9 42.1 41.8 43.1
鹿児島県 42.7 45.3 45.1 44.1 43.8 43.0 43.4 42.5 42.3 43.2 41.6 41.2 41.4 42.7
沖縄県 41.5 43.6 43.3 43.4 43.3 40.8 41.1 41.1 40.7 39.6 38.1 37.2 38.0 40.6
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係と࿓働ྙ（就業）状態を経験する場合に期ଶする期間でありɾ状態間のય移確率がକいた場合のもので

はない．（����）第 ��� ઇを参照．�

�
付表 �．都道府県別就業थໍのਬ移：女、����～���� 年�

�

出ఱ：付表 �と同じ．�

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015
全国 23.8 26.2 27.0 27.3 28.3 25.8 26.8 27.5 28.7 29.3 29.7 30.8 32.4 34.7

北海道 20.5 22.7 22.9 22.9 24.5 23.0 24.2 24.6 26.4 27.6 28.2 29.3 30.9 33.5
青森県 27.6 30.0 29.8 28.8 30.0 27.0 27.2 27.7 29.5 30.4 31.2 31.7 32.6 35.7
岩手県 29.7 32.4 33.0 31.4 33.3 30.9 30.9 32.0 33.6 33.8 34.0 34.0 34.0 37.1
宮城県 22.7 25.2 26.0 26.2 27.7 24.6 25.4 26.9 28.6 29.0 29.3 29.8 30.7 33.4
秋田県 24.1 28.0 28.9 28.0 30.2 27.4 27.5 29.0 31.0 31.1 32.0 32.7 33.9 36.6
山形県 25.9 28.9 30.2 30.2 32.5 29.6 30.9 32.6 34.2 34.2 34.7 35.1 35.7 38.4
福島県 27.3 29.6 30.8 30.9 33.1 30.1 30.8 31.7 32.7 32.4 32.5 32.7 33.5 35.9
茨城県 31.3 32.7 34.8 31.7 32.0 27.6 28.1 28.4 29.3 29.2 29.8 30.6 31.8 34.3
栃木県 27.3 30.3 31.6 31.0 31.8 28.5 29.6 30.5 31.2 31.1 31.5 31.9 33.2 34.9
群馬県 26.0 29.5 30.6 31.3 33.0 28.5 29.4 29.7 30.7 30.7 31.2 32.1 33.2 35.7
埼玉県 24.6 26.6 27.4 25.9 26.2 22.7 23.8 25.2 26.4 26.9 27.7 29.3 31.3 33.6
千葉県 27.5 29.6 30.2 27.5 26.8 23.0 24.0 25.1 26.5 27.2 27.8 29.3 31.3 33.8
東京都 13.3 15.8 17.8 21.5 22.4 23.6 25.3 26.9 28.5 29.2 29.6 30.5 33.0 35.3
神奈川県 15.0 16.5 17.9 20.3 21.2 20.3 21.7 23.6 25.1 26.0 26.7 28.7 30.8 33.2
新潟県 28.3 31.1 32.6 32.1 34.1 31.1 31.7 31.8 33.1 33.7 33.3 34.1 35.2 37.4
富山県 29.2 31.5 33.1 33.1 34.8 31.3 32.2 32.6 33.6 34.4 34.3 35.2 36.2 38.4
石川県 29.1 32.0 33.8 32.8 34.2 30.4 31.9 32.1 33.3 33.7 33.4 34.3 35.8 37.8
福井県 32.3 34.7 36.3 35.8 37.8 33.7 35.0 34.7 35.3 35.6 35.2 35.7 36.6 39.1
山梨県 27.4 29.5 30.4 30.8 32.6 28.7 29.9 30.6 31.6 31.9 32.6 33.4 34.3 36.6
長野県 29.8 33.8 34.2 34.2 36.9 32.7 33.9 34.6 35.2 35.5 35.4 35.8 36.1 38.3
岐阜県 27.3 29.7 31.4 32.0 34.7 30.1 30.9 31.0 31.6 31.6 31.9 33.0 33.9 36.6
静岡県 24.9 25.9 27.8 28.5 31.1 28.6 30.3 31.2 32.5 32.9 33.1 34.1 34.4 36.4
愛知県 24.4 26.1 27.4 28.5 29.5 27.3 28.3 28.7 29.8 30.2 30.6 31.8 33.2 34.9
三重県 26.7 28.4 29.5 29.1 30.6 26.9 27.8 28.6 29.7 30.5 30.7 32.1 33.7 35.7
滋賀県 28.6 31.0 32.2 32.5 34.2 28.7 28.1 28.0 28.7 29.4 29.6 31.0 32.4 34.6
京都府 20.1 22.3 24.8 26.7 27.6 26.3 27.0 27.2 28.4 28.9 28.9 30.5 32.5 34.6
大阪府 13.4 16.5 18.4 21.5 22.5 21.5 23.0 23.8 25.0 25.7 26.1 27.7 30.2 32.6
兵庫県 19.3 22.1 23.1 24.2 25.4 22.5 23.5 24.3 25.5 25.7 26.7 28.3 30.3 32.6
奈良県 18.3 21.1 21.7 23.8 25.0 20.3 21.0 21.8 22.8 23.8 24.7 26.6 28.5 31.3
和歌山県 22.1 23.6 24.5 25.0 27.1 23.7 25.4 26.0 27.3 28.2 28.7 30.3 31.7 34.5
鳥取県 31.2 33.5 35.0 34.5 37.6 34.5 35.1 35.1 35.7 36.0 35.7 35.6 36.5 38.7
島根県 31.1 33.7 35.7 33.9 36.6 33.3 34.0 34.3 34.8 35.6 35.1 35.7 37.3 39.6
岡山県 28.1 31.2 33.4 33.5 35.0 30.1 30.1 30.1 30.5 31.1 31.1 32.1 32.6 35.4
広島県 27.6 28.8 30.8 30.9 32.1 28.4 28.9 29.0 29.8 30.4 30.7 31.9 33.3 35.0
山口県 25.2 27.3 28.1 29.2 30.7 28.4 28.6 29.0 29.9 31.1 31.2 32.3 33.0 35.0
徳島県 27.3 30.4 31.6 29.7 31.9 28.7 29.5 29.4 30.2 30.6 30.8 31.3 32.9 35.0
香川県 27.2 31.5 32.0 32.1 33.3 29.0 30.2 30.1 30.9 31.7 31.7 32.4 33.8 35.7
愛媛県 25.6 27.9 27.4 28.7 30.6 26.8 28.4 28.7 29.2 29.9 29.9 31.1 32.2 35.0
高知県 30.9 32.2 32.7 31.6 33.0 29.9 31.2 31.1 32.2 33.1 33.2 33.6 35.5 37.7
福岡県 19.2 20.6 21.3 23.4 25.4 23.8 24.6 25.0 26.4 27.6 28.5 29.7 31.4 33.8
佐賀県 25.1 27.2 28.5 29.4 32.1 29.2 30.4 30.5 31.8 32.8 32.9 33.8 34.8 37.4
長崎県 24.0 25.0 25.7 25.8 26.5 24.1 25.6 26.2 28.1 29.5 30.1 31.2 32.6 35.3
熊本県 27.6 27.6 28.5 28.3 29.8 27.6 28.7 29.3 30.7 31.5 32.1 33.3 34.5 36.7
大分県 28.1 30.6 30.9 30.8 31.4 27.3 27.9 27.9 29.0 30.2 30.7 31.9 32.8 35.4
宮崎県 30.7 31.5 32.1 30.8 32.6 29.1 29.9 30.3 31.3 32.5 32.6 33.5 34.6 37.0
鹿児島県 36.1 37.1 36.3 33.7 33.9 28.9 29.2 29.0 29.2 30.3 30.8 31.9 33.4 35.7
沖縄県 30.4 30.8 31.9 27.7 25.3 20.5 22.4 24.2 25.8 26.0 27.0 27.8 30.4 33.9
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ຊͷਓݮޱগԼʹ͓͚ΔಓݝҠಈܥේʹΑΔ

λΠϓผ࠶ੜ࢈ͷղੳ

ਓߏޱڀݚ෦ɹେઘྮ

ཁࢫ

ਓޱΛਓͷͷμΠφϛΫεͱͨ͑ߟ߹ɼͦΕΛߏ͢Δཁૉ୯७Ͱ͋Δɽྸɼ

ग़ੜɼࢮɼͦͯ͠ҬؒͷҠಈͰ͋Δɽࣾձతഎܠผͱͯ͠ɼগྸߴࢠԽग़ੜ͕ݮ

Γɼࢮ݁ͨͬݮՌͱ͑ߟΔ߹ɼݱͷਓݮޱগʹӨڹΛٴ΅͍ͯ͠Δྸผͷग़

ੜɼࢮɼҠಈͷߦಈΛఆྔతʹධՁͰ͖Εɼਫ਼ີͳੳྸੈʹ߹Θͤͨࡦ

ཱҊ͕ग़དྷΔͩΖ͏ɽɹ͜͏ͨ͠ఆྔධՁΛ͑ߟΔͷʹ͋ͨͬͯɼຊڀݚͰҰൠԽϨε

Ϧʔྻߦͷجຊ࠶ੜ࢈ʹ͋ͨΔ type reproduction number(TRN)ͷղੳʹযΛͯ

Δɽ͜ͷΛ͢ࢉܭΔ͜ͱʹΑΓҬຖͷকདྷͷਓݮޱগͷࠩΛΔ͜ͱ͕Ͱ͖Δɽ

͡Ίʹ

ຊͷਓݮޱগ͕࢝·͔ͬͯΒ 10 ͕ܦͱ͏ͱ͍ͯ͠Δɽ͜Ε 50 ۙ͘ʹٴͿਓ

ಛघܭ߹ؒظਫ४ஔޱҼͰ͋ΔɽਓݪԽ͕ࢠਫ४ΛԼճΔग़ੜɼ͍ΘΏΔগஔޱ

ग़ੜʹ͓͍ͯਓޱͷ૿ݮͷΛܾΊΔᮢͱͯ͠༻͍ΒΕ͖ͯͨɽ·ͨɼΑΓચ࿅͞

Εͨࢦඪͱͯ͠جຊ࠶ੜ࢈ʢ·ͨ७࠶ੜ࢈ʣ͕͋Δɽਓޱஔਫ४͕Ұਓͷঁੑͷ

جͷʹର͢ΔͰ͋ΔɽࣇΉঁ࢈Ұਓͷঁੑ͕ऀޙͷʹର͢Δʹରͯ͠ɼࢠΉ࢈

ຊ࠶ੜ࢈ਓޱਪܭͳͲʹΘΕΔϨεϦʔྻߦͳͲͷجຊతͳཧϞσϧ͔Βಋ͔Ε

ΔͷͰɼཧڀݚʹ͓͍ͯͪ͜Βͷํ͕ѻ͍͍҆ɽ·ͨɼਓޱஔਫ४உੑͷࢮͳ

ͲͷมԽͷӨڹΛड͚ΔͨΊɼʹΑͬͯ 2Ҏ্ͷͰมಈ͢ΔɽҰํɼجຊ࠶ੜ࢈ʹ

͓͚Δᮢৗʹ 1 Ͱ͋Γมಈ͠ͳ͍ͱ͍͏ͷ͜ͷࢦඪͷѻ͍͍҆Ͱ͋Δɽ࠷৽ͷ

2021ਓޱ౷ࢿܭྉूʹΑΔͱ 2019ͷجຊ࠶ੜ࢈ 0.66Ͱ͋ΓɼਓݮޱগҾ͖

ଓ͖ଓ͘ͷͱ͑ߟΒΕ͍ͯΔɽ

ΕݟͷͰ͋Δ͕ɼҰํͰग़ੜʹҬ͕ࠩ͋Γɼ֤ҬͰۉฏࠃશ࢈ੜ࠶ຊج

શࠃͱͷʹ͕ࠩੜ·ΕΔͣͰ͋ΔɽগࢠԽͷΛଅਐ͢ΔཁҼ୯७ʹग़ੜͷԼ

͚ͩͰͳ͘ࢢ෦ͳͲͷग़ੜྗͷ͍ҬͷਓޱҠಈͳͲ͑ߟΒΕΔɽਓޱಈଶͷج

ຊग़ੜɼࢮɼͦͯ͠ҠಈʹΑͬͯߏ͞ΕΔ͔ΒͰ͋Δɽجຊ࠶ੜ࢈ʹ͜ͷҠಈ

ͷޮՌͱ͍͏ͷ͕ө͞Ε͍ͯͳ͍ɽ͘͠ɼཅʹݱΕ͍ͯͳ͍ɽྫ͑ɼग़ੜͷ

Ҭ͕͋ͬͨͱͯ͠ɼͦ͜ͷҬग़ऀͷຆͲ͕ͦͷҬʹཹ·Δ߹ɼͦͷҬͷ͍ߴ

ਓޱ૿Ճ͢ΔࣄʹͳΔɽ

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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͔͠͠ɼग़ੜͷ͍͕͋ࢢΓͦ͜ʹਓྲྀ͕ޱΕ͍ͯ͘ͷͰ͋Εɼ݁ہग़ੜͷߴ

͍ҬͦͷޮՌ͕͔͖ফ͞Εͯ͠·͏ͩΖ͏ɽ͜͏ͨ͠ޮՌࢦྀͨ͠ߟඪ͕͋Εɼ

ΑΓਓݮޱগͷཧղʹݙߩग़དྷΔ্ʹҬࡦͷཱҊʹཱͭͣͰ͋Δɽ

ͭ·ΓɼҬੑΛجྀͨ͠ߟຊ࠶ੜ࢈ʹΘΔࢦඪ͕ඞཁͱͳΔɽ͜ΕΛతͱ͠

ͯਓֶޱʹಋೖ͞Εͨͷ͕λΠϓผ࠶ੜ࢈: type reproduction number (TRN)Ͱ͋Δ

[Inaba, 2009]ɽTRN͋ΔҬग़ͷঁੑ͕ಉҬʹશͯͷੈʹ͓͍ͯ࠷ॳʹݱΕΔ

ঁੑͷࢠଙʢ·ͨઌʣͷظ૯Ͱ͋Δɽ͜Ε͚ͩͰेʹཧղ͢Δͷ͔͠

͠Εͳ͍ɽTRNجຊ࠶ੜ࢈ͱൺΔͱෳࡶͳ֓೦Ͱ͋Δ্ɺҰൠԽϨεϦʔྻߦʹ

͍ͭͯ৮Εͳ͚ΕɼԿ͜ނͷࢦඪ͕ҬಛੑΛऔΓೖΕͨجຊ࠶ੜ࢈ʹΘΔࢦඪͱ

ͳΔͷ͔͔Βͳ͍Ͱ͋Ζ͏ɽͦ͜ͰɼຊߘͰ·ͣ TRNͷಋೖͱҰൠԽϨεϦʔྻߦ

ʹ͍ͭͯղઆ͢Δ͜ͱ͔Β࢝ΊΔɽ

ҰൠԽϨεϦʔྻߦ

ϨεϦʔྻߦग़ੜͱࢮաఔͷΈͰߏ͞Ε͍ͯΔ͕࣮ࡍͷਓޱಈଶ͜ΕʹҠಈ

ՃΘΔɽຊߘͰดਓޱΛԾఆ͠ࠃҠಈΛ೦಄ʹҰൠԽϨεϦʔྻߦΛߏ͢Δɽn

Δͱ͠Α͏ɽ͋Δ͕͋ࠃΒͳΔ͔ݝ j Β͔ݝ i ʹݝ a ͷঁੑ͕Ҡಈ͢Δׂ߹Λࡀ kij (a)

ͱ͢Δͱɼ୯Ґؒ࣌ t+ 1ʹ iݝʹΔ a+ ޱͷঁੑਓࡀ1 Pt+1 (a+ 1, i)

Pt+1 (a, i) =
n∑

j=1

kij (a)Pt (a, j) , (1)

ͱදͤΔɽ͜ͷͱ͖ɼ୯Ґؒ࣌Ͱ͜ىΔࢮྀ͢ߟΔͱ

∑

i

kij (a) ≤ 1.

ͱͳΔɽ·ͨ aࡀͷ j Ήঁੑ͕ॅʹݝ iݝͷ୯Ґޙؒ࣌ͷग़ੜΛmij (a)ͱ͢Δͱ୯

Ґޙؒ࣌ͷ ͷࣇঁࡀ0 iݝͷਓޱ

Pt+1 (0, i) =
ω∑

a=0

n∑

j=1

mij (a)Pt (a, j) , (2)

ͱද͞ΕΔɽ͜͜Ͱ ω ݶքྸͱ͢Δɽ͜͜ͰɼPt (a, j) Λ࣍ͷ༷ʹϕΫτϧඪهʹ

͢ɽ

pt :=





pt(0)
...

pt(a)
...

pt(ω)




, pt(a) := (Pt(a, j))1≤j≤n . (3)

͢Δͱɼࣜ (1)ͱࣜ (2)ҎԼͷྻߦϞσϧʹม͞ΕΔɽ

pt+1 = Lpt. (4)
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͜͜ͰɼLҎԼͰ༩͑ΒΕΔɽ

L :=





M0 · · · Ma · · · Mω

K0 O · · · · · · O
O K1 O · · · O
... O

. . .
. . .

...
O · · · O Kω−1 O




, (5)

·ͨɼ͜ͷྻߦΛߏ͢ΔখྻߦҎԼͰ༩͑ΒΕΔɿ

Ma := (mij(a))1≤i,j≤n, Ka := (kij(a))1≤i,j≤n , O : n× n− 0 .ྻߦ (6)

͜ͷͱ͖ɼྻߦ L ͷࣄΛҰൠԽϨεϦʔྻߦ Generalized Leslie’s Matrix ͱݺͿ

[Inaba, 1986]ɽ

ಛੑํఔࣜͱੈ࣍ྻߦ

લग़ͷจݙ [Inaba, 1986]ʹ͓͍ͯ͜ͷϞσϧͷجຊతͳղੳ͕ͳ͞Ε͍ͯΔɽͦΕʹ

͍ͭͯɼຊߘͷൣғΛҳͯ͠͠·͏ͷͰɼTRN ͱີʹؔΘΔ෦Λղઆ͍ͨ͠ɽ

ҰൠԽϨεϦʔྻߦϨεϦʔྻߦͱҟͳΓ Euler-Lotka ͷެࣜΑ͏ͳग़ੜͱࢮ͔Β

ਓ૿ޱՃಋ͘୯७ͳํఔࣜͳ͍ɽҰํɺͦΕʹΘΔಛੑํఔࣜ࣍ͷ༷ʹ༩͑Β

ΕΔɽ
det (I−Ψ (λ)) = 0 (7)

͜͜ͰɼI n× n ୯ҐྻߦɼΨ (λ)ɼҎԼͰ༩͑ΒΕΔɿ

Ψ(λ) := (ψij(λ))1≤i,j≤n , (8)

ψij(λ) :=
ω∑

a=0

n∑

"=1

K(0, j → a, $)mi"(a)λ
−a−1. (9)

͞Βʹɼ

K(s, j → a, i) :=






n∑

j1=1

...
ja−s−1=1

kij1(a− 1)kj1j2(a− 2) · · · kja−s−1j(s) s < a− 1

δij s = a− 1

. (10)

͜ͷྻߦ Ψ (λ) ͕ҰൠԽϨεϦʔྻߦͷ༷ʑͳੑ࣭Λแ͍ͯ͠Δɽ͜ͷྻߦΛߏ͢

Δ ψij(λ) j ग़ͷঁੑͷݝ iݝʹର͢Δ ͳ͢͜ͱ͕ग़དྷΔɽͳͥͳΒɼݟൟ৩Ձͱࡀ0

ؔ K j ࿏ΛશؚͯΜͰ͓Γɼͦ͜ʹੜଘؚ·ΕΔͷͰܦग़ͷঁੑͷҠಈݝ

͜ΕҬผੜͷҙຯ߹͍ซͤͭ࣋ɽग़ੜ mͱੜͷੵΛ࠷େݻ༗Ͱྸ

ຖʹׂΓҾ͍ͨ߹͕ܭൟ৩ՁͷఆٛͰ͋Δ͔Βɽ͜Ε·ͨൟ৩Ձͱݟͳ͢͜ͱ͕ग़དྷΔ

ͩΖ͏ɽͦͯ͜ λ = 1Λೖͨ͠ ψij((1)Λ͑ߟΑ͏ɽ͜Εɼj ग़ͷҰਓͷঁੑ͕ݝ

Ұੜ֔ʹ i࢈ʹݝΉঁࣇͷظͱͯ͠ղऍͰ͖Δɽͭ·Γ͜ΕΛʹྻߦͭ࣋Ψ (1)

શੈͷ৽ੜ͔ࣇΒੈ࣍ͷ֤ಓݝͷ৽ੜࣇΛੜ͢Δ͕ࣄग़དྷΔɽ
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͜ͷྻߦΛੈ࣍ྻߦ Next Generation Matrix ͱݺͿ [Inaba, 2017]ɽ[Inaba, 2009]

ʹΑΕɼੈ࣍ྻߦΨ (1)ͷεϖΫτϧܘ Λ(Ψ (1))جຊ࠶ੜ࢈ͱఆٛͰ͖Δࣄ

͕ࣔ͞Ε͍ͯΔɽͭ·ΓɼΛ(Ψ (1)) > 1Ͱ͋ΕɼҰൠԽϨεϦʔྻߦͷ࠷େݻ༗ 1

Λ͑ΔɽΛ(Ψ (1)) ≤ 1Ͱ͋Εɼ1ҎԼͱͳΔɽ

λΠϓผ࠶ੜ࢈

ඪͷҰͭͰ͋Δɽ͜ͷࢦಈଶΛௐΔ্Ͱɼॏཁͳޱਓ࢈ੜ࠶ຢ७࢈ੜ࠶ຊج

ΒͣӸֶͷ্Ͱಉ༷ͳׂΛՌ͖ͨͯͨ͠ɽҰਓͷঁੑ͕ੜ֔·ཹʹֶ͚ͩޱඪਓࢦ

͢Δ·ͰʹԿਓͷࢮΔ͍࣏͋છऀ͕ײඪͱಉ༷ɺҰਓͷࢦͷΛද͢͜ͷࣇΉঁ࢈

ίϩφΟܕҖΛৼΔ͍ͬͯΔ৽ࠓࡢΘΕΔɽΔͷ͔ͱ͍͏จ຺Ͱ͢࢈ੜ࠶છऀΛײ

ϧεײછͷχϡʔεͳͲͰऔΓ্͛ΒΕ͍ͯΔࢦඪͷҰͭͰ͋Δɽ

[Heesterbeek and Roberts, 2007]͜͏ͨ͠ײછʹର͢ΔશମతͳࢦඪͰͳ͘ɼײ

છऀͷλΠϓ͕͋Δ߹ʹݸʑͷλΠϓຖʹ࠶ੜ࢈ʹؔ͢Δࢦඪ͕ͳ͍͔ͱௐͨɽͦ͠

ͯɼײછऀຖͷ࠶ੜ࢈Λද͢ࢦඪͱͯ͠ “λΠϓผ࠶ੜ࢈ (TRN: Type Reproduction

Number)”Λಋೖͨ͠ɽ͜ͷ֓೦Λਓࠐͪ࣋ʹֶޱΜͩͷ͕ [Inaba, 2009]Ͱ͋Δɽ

͜͜Ͱ [Inaba, 2009]ʹ฿͍ɼࢢํϞσϧΛྫʹͱΓɼҰൠతͳఆٛΛհ͢Δɽ

n Ҭ͋Δ࣏ࣗମͷɼࢢ෦ͱ͞ΕΔҬ͕ κ ෦Λࢢఆ͞Ε͍ͯΔͱ͢Δɽࢦ͚ͩ

1, ํ෦Λ 2ͱఆٛͦ͠ΕͧΕͷҬͷભҠ͢Δੈ࣍ྻߦ Ψ (1)Λฒସ͑ͨྻߦ

Λ Φͱ͢Δɽ

Φ :=

[
Q11 Q12

Q21 Q22

]
. (11)

Qk" Ҭ $͔ΒҬ k ͷਪҠখྻߦΛද͢ɽ Q11  κ× κྻߦɼQ22  (n− κ)×
(n− κ)ྻߦɼQ21  (n− κ)× κྻߦɼͦͯ͠Q12  κ× (n− κ)ྻߦΛͦΕͧΕද͢ɽ

·ͣɼࢢ෦ΛλʔήοτҬͱͨ͠ TRN Λ͑ߟΑ͏ɽ͜͜ͷͱ͖εϖΫτϧܘ

Λ (Q22) < 1 ΛԾఆ͢Δɽ࣍ʹࢢ෦ͷҠಈͷΈΛࣸ૾͢Δྻߦ U Λ࣍Ͱఆٛ͢Δɽ

͢ͳΘͪɼ

U :=

[
I11 O12

O21 O22

]
, (12)

͜ͷͱ͖ I11 ୯Ґྻߦɼ Ok"  ,Λද͠ྻߦ0 ͜ΕΒͷఴ͑ࣈ Qk" ʹͦΕͧΕରԠ

͢Δ. ͞Βʹ࣍Ͱ༩͑ΒΕΔεϖΫτϧܘ Λ(Q) ͕ࢢ෦ͷ TRNͷఆٛΛ༩͑Δɽ

Q := UΦ (I− (I−U)Φ)−1 . (13)

ͷࣜΛల։͢Δͱه্

Q =

[
Q1 Q12 (I−Q22)

−1

O21 O22

]
, (14)

Q1 : = Q11 +Q12 (I−Q22)
−1 Q21, (15)

ͱͳΔɽྻߦͷҰൠΛ༻͍Ε Λ(Q) = Λ(Q1) ͱͳΔ͜ͱ͕ΒΕ͍ͯΔ (ৄ͘͠

[Heesterbeek and Roberts, 2007, Inaba, 2009, Inaba, 2017]).
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ͰɼྻߦQ1 ͷͭ࣋ਓֶޱతҙຯΛͯ͑ߟΈΔɽྻߦٯ (I−Q22)
−1 ࣍ͷڃʹల

։͞ΕΔ.

(I−Q22)
−1 = I+

∞∑

m=1

Qm
22.

͜ͷڃϊΠϚϯڃ ( Neumann series)ͱݺΕɼͦͷऩଋ͕݅ Λ (Q22) < 1Ͱ

͋Δɽ͜ͷڃΛQ1 ͷࣜʹೖ͢Δ͜ͱҎԼΛಘΔɽ

Q1 = Q11 +Q12Q21 +
∞∑

m=1

Q12Q
m
22Q21. (16)

Qm
22 mੈͷؒɼࢢ෦Ҏ֎ͷํҬʹཹ·ΔࢠଙͷظΛ༩͍͑ͯΔͷͰɼQ1

ࢢग़ͷঁੑ͕ɼશͯͷੈΛ௨ͯ͠ॳΊͯࢢग़ͷঁੑΛࢠଙʹظͭ࣋Λ༩

͍͑ͯΔɽͭ·ΓɼTRNͷఆٛͰ͋ΔεϖΫτϧܘ Λ(Q1)Ұਓͷࢢग़ͷঁੑ͕

શͯͷੈΛ௨ͯ͠ॳΊͯࢢग़ͷঁੑΛࢠଙʹػͭ࣋ମਓͱղऍग़དྷΔɽκ = nͱ

͓͚ɼ͜ͷࢦඪલग़ͷجຊ࠶ੜ࢈ͱҰக͢ΔͷͰɼ͜ͷ֓೦ͷҰछͷ֦ுͱଊ͑Δ

ग़དྷΔɽ͕ࣄ

ಓݝผ TRNͱ౷ܭΛ༻͍ͨσʔληοτʹ͍ͭͯ

ΑΓ۩ମతͳղੳʹೖΔҝʹɼTRNΛنఆ͢Δ “λΠϓ”ΛܾΊͳ͚ΕͳΒͳ͍ɽ

Ұൠతͳ TRNεϖΫτϧܘΛతʹ͢ࢉܭΔ͜ͱʹͳΔ͕ɼຊڀݚͰ֤ಓ

ͱͷ͝ݝ TRN ͷղੳΛ͢ࢦɽͭ·Γ, n = 47 ͓Αͼ κ = 1 ͱͯ͑͠ߟΔͷͰ͋Δɽ

κ = 1Ͱ͋ΕɼQ11 εΧϥʔɼQ12, Q21 ͦΕͧΕɼߦϕΫτϧͱྻϕΫτϧͱͳ

Δɽྫ͑ i൪ͷݝΛλʔήοτͱͯ͠ TRN: Ti Λߏ͢Ε Q11 = ψii (1)ͱͳΓɼ

ϕΫτϧ:Qijߦ = (ψij (1))
$
1≤j≤47ɼྻϕΫτϧ Qji = (ψij (1))1≤j≤47 ͱͳΔɽiߦ iྻ

Λআͨ͠ྻߦΨi (1)ͱซͤͯࣜ (16)ʹೖ͠ɼͦΕΛ͢ࢉܭΕ

Ti = ψii (1) +
∞∑

m=1

ψ(m)
ii (1) (17)

ψ(m)
ii (1) : =

∑

j1 %=i

...
jm %=i

ψij1(1)ψj1j2(1)× · · ·× ψjmi(1)

ͱͳͬͯɼ TRNͷΛٻΊΔ͕ࣄग़དྷΔɽຊશͯͷݝͰਓޱஔਫ४ΛԼճͬ

͍ͯΔͷͰɼTRNΛߏ͢ΔແڃݶͷऩଋੑΛؾʹ͢Δඞཁແ͍ɽͭ·Γɼզʑ

Ψྻߦ (1)ͷ͔ΒεϖΫτϧܘΛٻΊΔ͕ࣄग़དྷΔͷͰ͋ΔɽTRN (17)ੈ

Λ͑ͨಓݝҠಈܥේͱݟͳ͢͜ͱ͕ग़དྷΔɽ·ͨɼψij (1)Λߏ͢Δࣜ (10)

Ұਓͷঁੑͷੜ֔ҠಈܥේͷີΛ༩͓͑ͯΓɽҰൠԽϨεϦʔྻߦΛૅجͱ͢Δਓޱಈ

ଶੈΛ͑ͨҠಈͱݸਓͷ྆ํʹ͢ΔඞཁੑΛ͍ࣔࠦͯ͠Δɽ

۩ମతʹຊͷಓݝͷ TRNΛղੳ͢Δʹ͋ͨͬͯɼύϥϝʔλʔΛઃఆ͢Δࣄ

ॏཁͰ͋ΔɽਓޱҠಈͷશࠃௐࠪ૯ল͕ࠃ͏ߦௐࠪ [MIAC, 2015]ʹґଘͤ͟ΔΛ

͑ͳ͍ͷͰɼඞવతʹ ؒ࣌Αͼ୯Ґ͓ڃ֊ࡀ5 5ͷϞσϧΛߏங͠ͳͯ͘ͳΒͳ͍ɽ- 181 -



ຊڀݚͰɼղऍΛ୯७ʹ͢ΔҝɼҠॅ kij (a)Λ Ҡॅ֬ɹ Tij(a) ͱ 5લͷॅډ

ͷ 5ؒͷੜଘ pj(a)(σʔλ [MHLW, 2015])ͱͯ͠ҎԼͷ༷ʹ༩͑Δɿ

kij(a) = Tij(a)× pj(a) i, j = 1, 2, 3, · · · , 47. (18)

·ͨग़ੜmij (a)ɼଞͷಓ͔ݝΒͷ 5Ҏͷग़ੜɾҠಈ͕গͳ͍ͷͱԾఆ͠ɼ

5લͷॅډͷΈ͔Βͷग़ੜΛ࠾༻͢Δ͜ͱʹ͢Δɽͭ·Γ:

mij (a) =

{
mij (a) ≥ 0 i = j

0 i &= j
.

֤ग़ੜɼग़ੜੑൺɼೕࢮࣇ [pop, 2020] ͱಉࢿྉूͷաڈͷͷΛ༷ͨ͠ɽ

۩ମతͳύϥϝʔλͷߏํ๏ࢴ໘ͷ߹͕͋ΔͷͰɼࡏݱߘ४උதͷʮਓޱݚ

ʯͷಛूΛ͝ཡ͖͍ͨɽڀ

1 ݁Ռ

શͯͷಓݝͷ TRN ʹؔͯ͠ಛू߸ߘ४උதͷߘݪ 2 ॏʹͳͬͯ͠·͏ͨ

ΊɼຊߘͰ࠷͍ͷͱ࠷͍ߴͷΛ͍ͨ͛ڍɽ2015ࠃௐࠪΛϕʔεͱ͢Δ

݁ՌҎԼͷ௨ΓͰ͋Δɽ

શࠃ (࢈ੜ࠶ຊج) : 0.69

౦ژ (࠷) : T13 = 0.34

ԭೄݝ (ߴ࠷) : T47 = 0.63

Ͱ͋ΔɽશࠃͰͨݟ߹Ұਓͷঁੑͷجຊ࠶ੜ࢈ 0.69Ͱ͋Δ͕ɼͦͦͦΕΑΓ

ग़ੜͷ͍ߴԭೄݝʢಉσʔλͷࢉܭͰ૯࠶ੜ࢈ 0.92ʣͰ͢Βجຊ࠶ੜ࢈ͷͦ

ΕΑΓ͍݁Ռͱͳͬͨɽ·ͨɼ౦ژʹ͓͍ͯ૯࠶ੜ࢈ 0.55ΑΓ͍ɽ͜Εɼ

ҠಈʹΑΔग़ؼ࠶ʹؔͯ͠ଛࣦ͕͋ΔͨΊͱ͑ߟΒΕΔɽ

2 ·ͱΊ

λΠϓผ࠶ੜ࢈ؒظσʔλ͔Βɼ1ੈ͚ͩͰͳ͘ɼͦͷ··ଓ͍ͨ߹ͷੈޙࠓ

ͷใશؚͯ·ΕΔͱ͍͏Ͱɼ߹ܭಛघग़ੜجຊ࠶ੜ࢈ͱେ͖͘ҟͳΔɽج

ຊ࠶ੜ࢈͕ 1Λ͍͑ͯΔ߹ɼશͯͷಓݝͷλΠϓผ࠶ੜ࢈͕ 1Λ͑Δ͔ɼ

߹ʹΑͬͯڃ (17)͕ऩଋͤͣ Ti = ∞ͱͳΔ߹͋ΔɽͦΕྫ͑͋ΔҬͷ
ग़ੜ͕ਓޱஔਫ४ΛԼճ͍ͬͯͨͱͯ͠ɼੈΛͨܦҠಈͷ݁Ռɼग़ੜͷ͍ߴ

ҬΛܦ༝ͨ͠ܥේΛࢠͭ࣋ଙʹΑͬͯิΘΕΔ͔ΒͰ͋Δɽ͜ΕٯͷޮՌ͋Δ͜ͱΛ

͍ࣔࠦͯ͠ΔɽຊͷΑ͏ʹਓޱஔਫ४ΛԼճΔͱ͖ɼԭೄݝͷΑ͏ʹग़ੜ͕ݝ͍ߴ

͕͋ͬͨͱͯ͠ʢͦΕ͕ܭ߹ؒظಛघग़ੜ͕ 2  3 ͱ͍ͬͨେ͖ͳͰʣҠಈʹ

Αͬͯग़ੜͷ͍Ҭʹ͋Δׂ߹ͷࢠଙ͕ॅΊɼͦͷҬͷ࣮ࡍͷਓ૿ޱͷݙߩ

গͳ͘ͳΔ͑ݴ͕ࣄΔɽ
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ԭೄݝͷঁੑ͕ 0.92ਓͷঁࣇΛ࢈Μͩͱͯͦ͠ͷதͰԭೄݝͷਓ͢ݙߩʹޱΔࢠଙ

ͷ 0.63ਓʢશͯͷੈͰʣ·ͰݮΔͱ͍͏ࣄͰ͋ΔɽগྸߴࢠԽରࡦʹ͓͍ͯҠಈ

ͷ֓೦͕͍͔ʹॏཁͰ͋Δ͔͜ͷ݁Ռ͍ͯͬޠΔɽޙࠓଞͷݝʹؔͯ͠ɼࡏݱ४උ

தͳͷͰಛू߸·Ͱ͓͖͍ͪͨɽ

ݙจߟࢀ
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死亡率推計へのモデル生命表の応用について

石井太・堀口侑

はじめに
死亡は年齢によってその発生頻度が大きく異なることから、死亡率などの生命表関数を

単純な法則や規則を用いて簡約化したものが死亡の年齢パターンのモデリングである。死
亡の年齢パターンモデルには、大きく分けて、(1) 数学的関数によるモデル、(2) 数表に
よるモデル、(3)リレーショナルモデルの 3種類があり、従来、モデル生命表と呼ばれる
ものは、Coale-Demneyのモデル生命表など数表によるモデルを指すことが多かった。し
かしながら、現在では、コンピュータを用いることにより、モデルにある程度複雑な計算
過程が含まれるものであっても、ユーザーが必要なパラメータを設定しさえすれば、推計
結果を比較的簡単に得ることができようになっており、モデル生命表の提示にあたって、
数表による形式よりも、いくつかのパラメータを投入することで生命表関数を得られるリ
レーショナル・モデルを基本とする方式の方がユーザーにとっても活用がしやすい状況に
なっている。このような背景から、近年、リレーショナル・モデルを基本とするモデル生
命表がいくつか提案されている。
そこで、本研究では、死亡率のモデリングと、近年のリレーショナル・モデルを基本と
するモデル生命表についてレビューを行うとともに、これらを日本の死亡率推計に適合さ
せるための修正を行ったモデル開発に関する試みについて述べることとしたい。

1 死亡率のモデリング
人口動態事象は年齢によってその頻度が大きく異なるものがあるが、死亡もその代表例
である。一般に、年齢別に死亡率を見ると精密に観察を行うことができるが、多くの率を
取り扱う必要性が生じるため、複雑さも増大することとなる。したがって、死亡率などの
死亡を表現する生命表関数を、単純な法則や規則を用いて簡約化して表すことができると
便利であり、これを実現するのが死亡の年齢パターンのモデリングである。
死亡の年齢パターンモデルには、大きく分けて、(1)数学的関数によるモデル、(2)数表
によるモデル、(3)リレーショナルモデルの 3種類がある。(1)の数学的関数によるモデ
ルとは、年齢の数学的関数によって生命表関数を表現するものであり、死亡法則 (law of

mortality)とも言われる。これには多くの先行研究があるが、死力を年齢の指数関数で表
す Gompertzモデル (Gompertz 1825)はその代表例である。また、これに定数項を加え
た Gompertz-Makehamモデル (Makeham 1860)は、現在、厚生労働省が作成する完全

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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生命表・簡易生命表で用いられている。一方、これらの指数関数では超高年層での死亡率
を過大推定してしまうことがしばしば観察されることから、加齢に応じて死力の傾きが逓
減するロジスティック関数で死力を表現する Perks (1932)、Beard (1971)のような先行
研究がある。
(2)の数表によるモデルは、経験に基づくいくつかの数表によって生命表関数を表現す
るものである。Coale-Demney のモデル生命表 (Coale and Demeny 1983) がその代表
例であり、生命表の形状（シェイプ）を 4種類 (North, South, East and West)に分け、
それぞれに 25のレベルから成るモデル的な生命表を用意して様々な生命表を表現してい
る。また、国連のモデル生命表 (United Nations 1982) もその例であり、4 つの地域パ
ターン (Latin American pattern, Chilean pattern, South Asian pattern, Far Eastern

pattern)と一般的なパターン (General pattern)の５種類の形状について、それぞれ男女
別に 35～75年の e0 に対応する生命表を示している。
数学的関数によるモデルは、生命表関数を数少ないパラメータで表現でき、豊富な情報
を簡約化して表現できるという点で優れているが、一方で、実際の死亡の年齢パターンは
複雑であり、必ずしも既知の数学的関数で表されるとは限らない。また、これを改善する
ために複数の数学的関数を組み合わせていくと、多くのパラメータが必要となってかえっ
て複雑性を増してしまうという問題点がある。これに対し、数表によるモデルは、実際に
経験された年齢パターンから作成されることから、このような数学的関数によるモデルの
ような制約はない。しかしながら、この方法では、それぞれのレベルや形状の種類に対応
した数表を用意しなければならないため、レベルや形状を細分化していくと、膨大な数の
数表が必要となり、やはり複雑性が増大してしまうという問題点がある。
(3)のリレーショナルモデルは、この二つのモデルの長所を採り入れたモデルともいう
ことができ、経験に基づく（数表による）標準的な年齢パターンと、そこからの変化に関
するパラメータを組み合わせて死亡パターンを表現するものである。リレーショナルモデ
ルの代表例としては、Brass (1971)により開発されたブラス・ロジットシステムが挙げら
れる。ブラス・ロジットシステムは、lx をロジット変換した関数 Yx = log

(
lx

1−lx

)
を考

え、ある基準となるパターン Y s
x を用いて、任意の Y a

x が、Y a
x = α+ βY s

x と表されると
するモデルである。ここで、αがレベル、β が形状を表すパラメータとなっている。
また、リーとカーターによって開発された生命表のリレーショナルモデル (リー・カー
ター・モデル, LCモデル)は、年齢別死亡率を、標準となる年齢パターン、死亡の一般的
水準 (死亡指数)、死亡指数の動きに対する年齢別死亡率変化率および誤差項に分解するこ
とで、死亡の一般的水準の変化に応じて年齢ごとに異なる変化率を記述するモデルであ
り、現在国際機関や各国が行う将来推計においては標準的なモデルとして広く用いられて
いる (Lee and Carter 1992)。

logmx,t = ax + ktbx + εx,t

ここで、
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logmx,t: 対数死亡率
ax: 対数死亡率の標準的な年齢パターン
kt: 死亡水準（死亡指数）
bx: kt が変化する時の年齢別死亡率の変化
εx,t: 平均 0の残差項

である。
さて、この死亡モデルの分類であるが、最終的な表現はそれぞれ異なっているものの、
その作成過程においては互いにオーバーラップする部分も存在している。例えば、Coale

and Demeny (1983)では、生命表の形状である 4種類 (North, South, East and West)

と性別に、nqx と log10(10000nqx)を e10 で回帰し、

nqx = Ax +Bxe10

log10(10000nqx) = A′
x +B′

xe10

という形で回帰係数 Ax, Bx などとして求め、これを基に各レベルの生命表関数を作成
している。ここで、この推定されたパラメータ Ax, Bx は、リー・カーター・モデルの
= ax, bx と本質的には同じ役割を果たしている。また、高齢部分の死亡率の作成では、数
学的関数によるモデルである Gompertzモデルが仮定されている。
また、United Nations (1982)では、５種類の形状 iに含まれる各種生命表 j の死亡確
率 nqx のロジット

nD
ij
x = logitnqx =

1

2
ln

(
nqx

1− nqx

)

に対して、主成分分析を行って第１主成分に対応した項を取ることにより、

nY
ij
x = nȲ

i
x + a1jU1x

という形（ただし、nY ij
x はモデル化された死亡確率のロジット、nȲ i

x は形状 iのクラス
ターに含まれる nY ij

x の平均)で表すことにより数表を作成しており、この手続きはリー・
カーター・モデルと同じものとなっている。
このように、数表によるモデルであっても、その作成過程では、リレーショナル・モデ
ルや数学的関数によるモデルが用いられていることがあることがわかる。
現在では、コンピュータを用いることにより、モデルにある程度複雑な計算過程が含ま
れるものであっても、ユーザーが必要なパラメータを設定しさえすれば、推計結果を比較
的簡単に得ることができようになっており、モデル生命表の提示にあたって、数表による
形式よりも、いくつかのパラメータを投入することで生命表関数を得られるリレーショナ
ル・モデルを基本とする方式の方がユーザーにとっても活用がしやすい状況になってい
る。そこで、このようなリレーショナル・モデルを基本とするモデル生命表作成の試みに
ついて次に述べることとしたい。
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2 リレーショナル・モデルを用いたモデル生命表
近年、リレーショナル・モデルを基本とするモデル生命表がいくつか提案されているが、
本稿ではその中から、Wilmoth et al. (2012)、Clark (2019)についてレビューを行う。

2.1 Wilmothらの flexible model

Wilmoth et al. (2012) は、間接推定のための新たなモデル生命表 (flexible two-

dimensional mortality model, 以下、flexible modelと呼ぶ)を開発して提案している。
このモデルは、

log(mx) = ax + bxh+ cxh
2 + νxk

という形を取り、hは log(5q0)であり死亡率のレベルを表すパラメータ、kは通常 (−2, 2)

の範囲の値を取り、通常のパターンからの乖離を示すシェイプに関するパラメータであ
る。ax, bx, cx, νx は、Human Mortality Database(HMD)における 719の生命表に基づ
き、ウエイト付き最小二乗法と特異値分解を用いて推定されている。
この flexible modelは、少ない情報から様々な年齢パターンを効率的に表現することが
でき、これまでに提案されているモデル生命表よりも優れた、あるいは少なくとも同程度
のパフォーマンスを発揮するとされている。
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図 1は、この flexibleモデルを用いてスウェーデンの e0 を推定した結果と、実績の e0

と一緒にグラフにしたものである。実線が実績の e0 を、点線が flexible modelによって
推定された e0 を示しているが、極めて長期間の推定にも関わらず、両者は概ね一致して
いることが観察できる。
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図 3 flexible model による mx の推
定 (スウェーデン, 女性, 2005-2009年)

また、図 2、3 は、スウェーデン女性の、1970-1974 年, 2005-2009 年の mx について
の推定を行った結果を示したものである。ここで、黒の実線が実績の mx、赤の実線が
flexible modelによる推定値、青の点線は flexible modelにおいて、k = 0という制約の
下に推定値した推定値となっているが、いずれの推定値についても実績との当てはまりが
よいことが観察される。このように、flexible model は極めて長期的な死亡率の動向を、
その形状も含めてモデル化することに成功していることがわかる。
なお、このような優れたモデル生命表の開発には、HMDプロジェクトによって、一定
のクオリティが保証された同一形式の膨大な量の生命表がデータベース化されたことも大
きく貢献しているといえよう。

2.2 Clarkの SVD-comp model

一方、Clark (2019) は、特異値分解を用いて死亡確率のモデリングを行った、”SVD

Component model ”(以下、SVD-Comp modelと略す）を提案した。
今、Qz を性 z ∈ {female, male}の死亡確率を格納した A × L 行列であるとする。た
だし、Aは年齢階級の数、Lは生命表の数を表し、l ∈ {1, 2, · · · , L}で、各生命表を添字
を付けて表す。Qz を特異値分解することにより、

SVD(Qz) = UzSzV
T
z =

ρ∑

i=1

sziuziv
T
zi
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という表現を得る。ただし、 Uz は左特異ベクトル uzi を列方向に並べた行列、Vz は
右特異ベクトル vzi を列方向に並べた行列、Sz は特異値を成分とする対角行列であり、
ρ = rank(Qz)である。vzi の第 l成分を vzli と書くとき、性 z, 生命表 lの年齢階級別死
亡確率 qzl は、特異値分解における c項目まで (c ≤ ρ)の和を用いて、

qzl ≈
c∑

i=1

vzli · sziuzi

と書けることになる。Clark (2019)では、c = 4で、HMDに含まれる死亡確率の近似に
十分であるとしている。
また、flexible modelのように、5q0 や 45q15 を用いてパラメータ推定を行う観点から、

sziuzi を固定する一方で、vzli を 5q0 や 45q15 によって回帰し、その係数を固定すること
によって、モデル生命表の推定を行う方法を提案している。
このように、Clark (2019)のモデルはリー・カーター・モデルよりも高次の特異値に対
応する成分を用いながら、flexible modelのような、5q0 や 45q15 を用いて推定のできるモ
デル生命表を提案したものと位置付けることができよう。

3 わが国の死亡率推計のためのモデル生命表
第 2.1節においては、flexible modelがスウェーデンの死亡率を長期にわたって表現す
ることが可能であることを見た。それでは、このモデルは日本の死亡率推計にも有用であ
ろうか。
図 4は、この flexibleモデルを用いて日本の e0 を推定した結果と、実績の e0 と一緒に
グラフにしたものである。実線が実績の e0 を、点線が flexible modelによって推定され
た e0 を示している。日本のデータに当てはめた場合、スウェーデンとは異なり、1980年
代以降で実績との間に乖離が生じていることが観察される。
また、図 5、6 は、日本女性の、1970-1974 年, 2005-2009 年の mx についての推定を
行った結果を示したものである。これを見ると、1970-74年については、モデルの実績値
への当てはまりはかなりよいことが観察されるのに対し、2005-2009年では、黒の実線で
示された実績値よりも、flexible modelの推定値がかなり上回っていることがわかる。図
4における e0 の乖離は、このような高齢死亡率におけるモデル当てはめの問題点がその
原因となっていることが考えられ、特に近年の日本の死亡率に対して、flexible modelを
用いることはあまり適切ではないと考えられる。
そこで、flexible modelを日本の死亡率に合うように修正し、日本の死亡率に対するモ
デル生命表の開発を試みたものが、筆者らによる堀口 (2021)である。堀口 (2021)では、
先に示した日本の高齢死亡率に対する flexible modelの問題点の構造を調べる観点から、
日本版死亡データベースに収載されている都道府県別生命表を用い、flexible modelによ
る推定値と実績値の乖離を観察したところ、高齢層でベル状の年齢パターンを持ってお
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り、実績の平均寿命が伸長するほどその山が高くなるような傾向が見られた。
そこで、flexible model と実績の平均二乗誤差 (MSE) を計算し、e65 との関係を示し
たものが図 7である。これを見ると、MSEは e65 が大きくなるほど大きい傾向が観察さ
れる。
この観察に基づき、flexible modelと実績の乖離を特異値分解し、その第一特異値に対
応する項でこの乖離を近似することで flexible modelを改善することが可能であると考え
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図 7 e65 と flexible modelと実績のMSEとの関係 (女性) (堀口 (2021)より引用)

られる。そこで、堀口 (2021)では、これを修正項として新たにモデルに付加することに
より、flexible modelを修正することを提案した。以下、これを修正モデルと呼ぶ。
修正モデルは以下のような式で表される。

log(mx) = ax + bxh+ cxh
2 + νxk + uxr

ここで、右辺第４項までが flexible modelに相当する部分であり、修正モデルではこれ
に第５項 uxr が追加されている。ここで、ax, bx, cx, νx については flexible model のパ
ラメータをそのまま用い、ux については、特異値分解を用いて推定されたもので固定す
ることとする。そして、この修正モデルを用いて、生命表の推計をするためには、まず、
flexible modelと同様に、h = log 5q0 とし、さらに k を log 45q15 を再現するような値と
して数値解析的に求める。次に、r を e65 を再現するような値として同じく数値解析的に
求めることにより、生命表関数が推定可能となる。
近年、日本では 5q0 や 45q15 はかなり低いレベルとなっており、平均寿命の伸長は高齢
死亡率改善によるところが大きいことから、e65 をある程度適切に推計することができれ
ば、この修正モデルを用いることにより全ての生命表関数の推計が可能となる。
そこで、修正モデルを市区町村レベルの生命表推計に応用する例として、埼玉県和光
市の女性 (2015 年) の死亡率推計を試みた結果が図 8 である。ここでは、2015 年の e65,

45q15, 5q0 について、e65 については, 和光市の 2010 年 e65 の実績値に, 埼玉県の女性
(JMD) の e65 の 2003-2007 年から 2008-2012 年への増加率を乗じて推計し、45q15, 5q0

については和光市の 2010 年実績値を固定して用いている。図からも明らかな通り、e65

を増加率を用いて単純に推定しただけであっても、実績値をかなりよく表現できているこ
とがわかる。このように、修正モデルは、自治体が将来人口推計を行う際に必要となる生
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図 8 死亡率推計結果 (埼玉県和光市女性, 2015年) (堀口 (2021)より引用)

残率の設定などに極めて有用であると考えられる。

おわりに
本研究では、死亡率のモデリングと、近年のリレーショナル・モデルを基本とするモデ
ル生命表についてレビューを行うとともに、これらを日本の死亡率推計に適合させるため
の修正を行ったモデル開発に関する試みについて述べた。
具体的には、死亡の年齢パターンモデルとして、(1)数学的関数によるモデル、(2)数表
によるモデル、(3)リレーショナルモデルの 3種類が存在するが、近年、リレーショナル・
モデルを基本とするモデル生命表がいくつか提案されており、その例として、Wilmoth

et al. (2012)の flexible model と Clark (2019)の SVD-comp model に関するレビュー
を行った。また、flexible modelを日本の死亡率に合うように修正し、日本の死亡率に対
するモデル生命表の開発を試みた堀口 (2021)の修正モデルについて述べ、埼玉県和光市
の女性 (2015年)の死亡率を修正モデルを用いて推計した例を観察することで、このモデ
ルは自治体が将来人口推計を行う際に必要となる生残率の設定などに極めて有用であると
考えられることを見た。
このように、わが国の死亡率推計に有用であると考えられる修正モデルであるが、問題
点もないわけではない。現在の修正モデルは flexible modelのパラメータを用いることで
推計を行っており、若年層の死亡パターンは概ね flexible modelによって規定されている
と考えられるが、特に近年の日本では若年死亡のレベルも諸外国に比べてかなり低いもの
となっており、flexible modelに基づく若年死亡パターンが日本での表現に必ずしも優れ
ているとは言えない面があることである。また、修正モデルはあくまでも都道府県別生命
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表に基づいてモデリングされているが、自治体としてはさらに規模の小さい市区町村での
活用も必要とされることから、このような小規模自治体における死亡率推計の安定性につ
いてはさらなる検討が必要であると考えられる。このような問題については、今後の課題
としていきたい。
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2015年の⼈⼝وໝ

注：「国勢調査」，「⽇本の地域別将来推計

⼈⼝（平成 25 年 3 ⽉推計）」より作成

㏆年におけるእᅜ人のᆅᇦ別人口動ྥ 

⼩池司朗

１．はじめに 

⽇本の総⼈⼝は 2008 年ࠔを境に減少にじた⼀⽅で，外国⼈⼈⼝はଁ加の⼀をたどっ
ている。総務省⾃治⾏政局「े基本ୈீに基づく⼈⼝、⼈⼝動態ٶびଵ数調査」（以下，
「े基本ୈீ⼈⼝」）によれば，2020 年 1 ⽉ 1 ⽇現在の外国⼈⼈⼝は約 287 万⼈にのぼ
り，総⼈⼝に占める割合は約 2.3％まで上昇している。このような状況を受け，2015 年の国
勢調査⼈⼝を基準とした国⽴社会保্・⼈⼝問題研究所（以下，社⼈研）「⽇本の将来推計
⼈⼝（平成 29 年推計）」では，⼈⼝を明⽰的に⽇本⼈と外国⼈に分けた将来⼈⼝推計が⾏わ
れている。

⼀⽅，同じく 2015 年国勢調査⼈⼝を基準とした社⼈研「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平
成 30 年推計）」では⽇本⼈・外国⼈別の推計は⾏っておらず，出⽣・死亡・⼈⼝移動とも⽇
本⼈・外国⼈を統合した傾向をもとに仮定値をઅ定している。しかしながら，地域別にみた
外国⼈の⼈⼝移動パターンは⽇本⼈⼈⼝の⼈⼝移動パターンとは⼤きく異なっていること
にはཻ意が必要である（中川ほか 2016）。図 1 は，2015 年の外国⼈⼈⼝割合と，2010 年国
勢調査⼈⼝を基準とした社⼈研「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成 25 年 3 ⽉推計）」によ
る 2015 年の推計⼈⼝の誤差率ઊ対値の૮関係数を，2015 年の⼈⼝規模別にみたものであ
る。

図 1 2015 年の⼈⼝規模別，外国⼈⼈⼝割合と推計誤差率ઊ対値（2015 年）の૮関係数

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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本図から明らかなように，とくに⼈⼝規模の⼤きい地域では⼩さくない正の૮関がみら
れ，外国⼈⼈⼝割合が⾼いほど誤差率ઊ対値が⼤きい傾向が表れている。推計は౦影の観点
で⾏われているため，誤差率が⼤きいのは，基本的には⼈⼝動態（地域別将来⼈⼝推計（以
下，地域推計）では主に⼈⼝移動）の傾向が変化したことを意味する。すなわち，外国⼈⼈
⼝割合が⾼い地域では，総じて⼈⼝移動傾向が変化しやすいことを⽰ࠨしているといえる。 

以上のことから，とくに⼈⼝移動については⽇本⼈と外国⼈を統合した傾向を地域推計
の基準とすることが౦影の観点から必ずしも適切とはいえない可能性もある。そこで本稿
では，近年における外国⼈の地域別⼈⼝動向に点を当て，⽇本⼈の⼈⼝動向との⽐較を
ಁまえながら主に⼈⼝分布変化の観点からいくつかの分析を⾏う。地域推計においても，
⽇本⼈・外国⼈別の推計へのऩ要は⾼まってきており，そのための検証はܿかすことがで
きない。ॊ来，外国⼈の地域別⼈⼝動向についてѴできる資料はほとんど存在しなかっ
たが，2012 年のे基本ୈீ法のր正をܘ機として，少しずつではあるものの地域別の外
国⼈⼈⼝に関する統計も⼊⼿可能となってきた。本稿は，それらの統計を活⽤し，地域推
計において外国⼈⼈⼝のଁ加に対応した推計Ϡデϩが可能かどうかを೨ಆに，いくつかの
個別事例の検証を含め，༩ඍ的な分析を⾏うことを主たる⽬的とする。 
 
２．እᅜ人人口に㛵ࡍる統計 

 分析に⼊る前に，外国⼈⼈⼝に関する統計についてऑױ触れておく。全数としての外国⼈
⼈⼝がѴ可能な主な統計として，総務省統計局「国勢調査」，総務省⾃治⾏政局「े基
本ୈீ⼈⼝」，法務省「在ཻ外国⼈統計」（ڈ・ౌ 録外国⼈統計）の 3 つの統計が挙げられる。
以下，各統計における外国⼈の表章について簡単に述べる。 
 「国勢調査」は，外国⼈⼈⼝についてेڋ地域別・国籍別等，詳細な属性別の⼈⼝がѴ
可能である。属性は各回の調査で異なるものの，1920 年の 1 回調査から継続して外国⼈
⼈⼝が表章されており，外国⼈⼈⼝の変化に関して⻑期的な時ܧ分析も可能である。「在
ཻ外国⼈統計」には，都道府県別⼥年齢別国籍別の⼈⼝や他の統計では得られない在ཻ資
格別の⼈⼝が都道府県別に表章されている。2012 年に「ౌ録外国⼈統計」から「在ཻ外国
⼈統計」となってからはຘ年 6 ⽉と 12 ⽉に統計が公表されるようになり，3 つの統計のな
かで最もߍ頻度が⾼い。「े基本ୈீ⼈⼝」においては，上述のे基本ୈீ法のր正
により，2014 年から外国⼈⼈⼝が表章されるようになった。そのなかには，市区町村別の
⼈⼝動態やଵ数，⼥ 5 歳階級別⼈⼝などが含まれるが，国籍別⼈⼝の情報は存在しな
い。 
 外国⼈⼈⼝の分析がࠖೋな要因のひとつとして，3 統計でѴされる外国⼈⼈⼝の違いが
挙げられる。表 1 は，「国勢調査」（2015 年 10 ⽉ 1 ⽇），「在ཻ外国⼈統計」（2015 年 12 ⽉
31 ⽇），「े基本ୈீに基づく⼈⼝、⼈⼝動態ٶびଵ数調査」（2016 年 1 ⽉ 1 ⽇）によ
る全国の⼥ 5 歳階級別外国⼈⼈⼝である。本表には，「े基本ୈீ⼈⼝」による⼈⼝を
100 とした場合の指数を併記しているが，3 統計のなかでは「在ཻ外国⼈統計」による⼈⼝
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ेخ本
ୈீ⼈⼝

⼈国ཻࡑ
౹計

国ࠬ
⼈国ཻࡑ

౹計
国ࠬ

ेخ本
ୈீ⼈⼝

⼈国ཻࡑ
౹計

国ࠬ
⼈国ཻࡑ

౹計
国ࠬ

0〜4歳 39,117 39,669 32,308 101.4 82.6 36,487 36,892 30,414 101.1 83.4
5〜9 30,885 32,167 26,070 104.2 84.4 29,449 30,740 25,020 104.4 85.0
10〜14 27,198 28,304 23,382 104.1 86.0 25,561 26,648 22,380 104.3 87.6
15〜19 46,793 48,075 37,564 102.7 80.3 45,015 46,254 36,953 102.8 82.1
20〜24 146,903 149,475 101,656 101.8 69.2 129,850 132,294 95,425 101.9 73.5
25〜29 166,569 170,515 116,883 102.4 70.2 148,801 152,401 111,959 102.4 75.2
30〜34 124,982 128,923 94,476 103.2 75.6 137,395 141,159 110,461 102.7 80.4
35〜39 95,383 98,967 74,721 103.8 78.3 121,260 124,517 99,996 102.7 82.5
40〜44 78,872 81,871 63,467 103.8 80.5 111,192 113,896 93,693 102.4 84.3
45〜49 68,886 71,286 55,670 103.5 80.8 106,764 108,995 88,504 102.1 82.9
50〜54 56,748 58,579 46,245 103.2 81.5 81,465 83,303 67,366 102.3 82.7
55〜59 40,541 41,906 33,535 103.4 82.7 55,681 57,148 45,928 102.6 82.5
60〜64 32,525 33,432 27,929 102.8 85.9 39,960 41,036 33,762 102.7 84.5
65〜69 26,236 27,009 23,174 102.9 88.3 28,438 29,179 24,745 102.6 87.0
70〜74 17,053 17,457 15,617 102.4 91.6 20,823 21,162 18,600 101.6 89.3
75〜79 11,178 11,416 10,159 102.1 90.9 15,869 16,036 13,501 101.1 85.1
80歳Ґ上 10,354 11,017 9,157 106.4 88.4 20,177 20,459 16,284 101.4 80.7
૱数 1,020,241 1,050,070 807,136 102.9 79.1 1,154,228 1,182,119 945,232 102.4 81.9

 ⼥
⼈⼝（⼈） （100＝⼝⼈خे）数ࢨ ⼈⼝（⼈） （100＝⼝⼈خे）数ࢨ

が最も多く，「国勢調査」による⼈⼝が他の 2 統計と⽐較して⼤幅に少なく，とりわけ⼥
とも 20 歳代を中⼼とするऑ年⼈⼝で差異が⼤きい。「国勢調査」と他の 2 統計の間に 3 ϴ
⽉のタイϞラグがあることを考慮しても，「国勢調査」による外国⼈⼈⼝の少なさは顕著で
あり，その要因として外国⼈が「国勢調査」に対して⾮ڢ⼒的である可能性が指摘されてい
る（੶川 2019）。 
 

表 1 3 つの統計による⼥年齢別外国⼈⼈⼝の⽐較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：「े基本ୈீ⼈⼝」は 2016 年 1 ⽉ 1 ⽇現在，「在ཻ外国⼈統計」は 2015 年 12 ⽉ 31 ⽇現在，「国勢

調査」は 2015 年 10 ⽉ 1 ⽇現在。 

 
 
 本稿の主ءが近年の外国⼈の地域別⼈⼝動向にあること，また外国⼈⼈⼝の変化がܻし
いことなどから，主にߍ頻度の⾼い「े基本ୈீ」および「在ཻ外国⼈統計」を⽤いて，
外国⼈⼈⼝の地域分布変化等に関する分析を⾏う。 
 
３．ᅜⓗにࡓࡳእᅜ人人口の動ྥ 

 外国⼈⼈⼝の地域分布の分析に⼊る前に，全国的にみた外国⼈⼈⼝の動向について簡単
に触れる。 
 図 2 は，「在ཻ外国⼈統計」による 1980 年以降における全国の国籍別の外国⼈⼈⼝の推
移を⽰したものである。外国⼈⼈⼝の総数は 1980 年には約 78 万⼈であったが，2019 年に
は約 293 万⼈と 4 倍ओにଁ加している。国籍別にみると，2019 年時点で多いॳに，中国

- 201 -



0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

19
80
年

19
81
年

19
82
年

19
83
年

19
84
年

19
85
年

19
86
年

19
87
年

19
88
年

19
89
年

19
90
年

19
91
年

19
92
年

19
93
年

19
94
年

19
95
年

19
96
年

19
97
年

19
98
年

19
99
年

20
00
年

20
01
年

20
02
年

20
03
年

20
04
年

20
05
年

20
06
年

20
07
年

20
08
年

20
09
年

20
10
年

20
11
年

20
12
年

20
13
年

20
14
年

20
15
年

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

（
⼈
）

中国 ؘ国ʀળ ベφψϞ

ϓΡϨϒϱ ϔϧζϩ ͨのଠ

（29.9％），ؘ 国・ળ（16.2％），ベトψϞ（14.0％），ϓΡϨϒン（9.6％），ϔラジϩ（7.2％）
となっており，この 5 カ国で全体の 77.0％を占めている。ؘ国・ળ⼈の⼈⼝が減少傾向
にある⼀⽅で，その他のΠジΠ諸国の外国⼈⼈⼝ଁ加が⽬⽴っており，とくにベトψϞ⼈の
ଁ加は顕著である。外国⼈全体とこれら 5 カ国の 2019 年の⼈⼝ϒラϝρドをඵくと図 3 の
ようになり，国籍によって性年齢ߑଆが⼤きく異なることが⾒て取れる。このような性年齢
ଆの違いに⼤きく影響している要因のひとつが在ཻ資格である。5ߑ カ国における 2019 年
の在ཻ資格別⼈⼝は表 2 のとおりであり，各国間で在ཻ資格の分布は⼤きく異なっている。
最も多数を占める中国⼈は外国⼈全体の分布に近いが，「ٗढ़・⼈⽂知ࣟ・国ۂࡏ務」と「ཻ
学」の割合がやや⾼く，ؘ国⼈はいわΑるΨーϩドカϜーが多いことから，「特別Ӯे者」
をはじめとする「ਐ分・地位に基づく在ཻ資格」の割合が⾮常に⾼い。近年急ଁしているベ
トψϞ⼈は「ٗ能実स」が半数以上を占め，ϓΡϨϒン⼈は「ਐ分・地位に基づく在ཻ資格」
の割合が⾼いが，そのなかでは「Ӯे者」・「定े者」および「⽇本⼈の配۰者等」が⼤半を
占めている。ϔラジϩ⼈は，ほぼすべてが「ਐ分・地位に基づく在ཻ資格」となっている。
また，在ཻ資格別の⼈⼝ϒラϝρドは図 4 のとおりであり，国籍別の⼈⼝ߑ成の違いには
在ཻ資格別の⼈⼝ߑ成が強く反映されていることがうかがえる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在ཻ外国⼈統計」 

 
図 2 国籍別外国⼈⼈⼝の推移 
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資料：法務省「在ཻ外国⼈統計」 

 
 

図 3 国籍別の⼈⼝ϒラϝρド（2019 年） 
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資料：法務省「在ཻ外国⼈統計」 
 
 

図 4 在ཻ資格別の⼈⼝ϒラϝρド（2019 年） 
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（％）

⥲ ᩘ 9.3 14.0 11.8 6.9 51.0 7.0
中 国 11.2 10.1 17.7 10.1 43.1 7.8
韓 国 6.1 0.0 4.0 2.7 84.2 3.0
ベ ト ナ ム 12.6 53.1 19.2 5.2 7.2 2.7
フィリピン 2.9 12.7 1.2 1.3 77.8 4.2
ブ ラ ジ ル 0.3 0.0 0.3 0.4 98.6 0.4

技術・人文
知識・

国際業務
技能実習 留　　　学 家族滞在

身分・地
位

その他

表 2 国籍別，在ཻ資格別⼈⼝割合（2019 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在ཻ外国⼈統計」 
 
４．እᅜ人のᆅᇦ分ᕸの分析 

 外国⼈の地域分布について，以下では外国⼈の国籍別⼈⼝や年齢別⼈⼝を対象として主
にジω係数による分析を⾏う。そのࡏ，全国的な傾向は都道府県別⼈⼝から求めたジω係数
により，また都道府県別の傾向は市区町村別⼈⼝から求めたジω係数により，それぞれѴ
する。 
 
４㸫１．㒔㐨ᗓ┴別にࡓࡳ分ᕸ 

 外国⼈⼈⼝割合は都道府県によって⼤きな差があり，2019 年時点での最⾼は東京都
（4.0％），最低はव⽥県（0.4％）となっている。また，2014 年と 2019 年の⼈⼝を⽇本⼈
と外国⼈別にみると（表 3），5 年間で⽇本⼈がଁ加しているのは東京圏の 1 都 3 県とѬ知
県，沖縄県の 6 都県にとどまっているのに対し，外国⼈は全都道府県でଁ加している。ただ
し，ଁ加率には沖縄県の 76.9％からव⽥県の 6.6％まで⼤きな幅がある。 
 「在ཻ外国⼈統計」から，2013 年と 2018 年の国籍別⼈⼝のジω係数を求めたのが表 4 で
ある。本表には，⽇本⼈と外国⼈全体（2014 年，2019 年）についてのジω係数も併記して
いる。まず⽇本⼈と外国⼈を⽐較すると，外国⼈のジω係数の⽅が⾼く，都道府県単位でみ
れば外国⼈の⽅が集中的な分布を⽰していることがわかる。実ࡏに，「े基本ୈீ⼈⼝」
による 2019 年の外国⼈の全国に占める東京圏の⼈⼝シΥΠは 41.0％（⽇本⼈は 28.5％），
三⼤都市圏の⼈⼝シΥΠは 70.1％（⽇本⼈は 51.7％）と，⼤都市圏への⼈⼝集中が⽬⽴っ
ている。ただし，2013 年と 2018 年を⽐較すると，⽇本⼈はやや集中化の傾向があるのに対
して，外国⼈はほぼ横ばいとなっている。国籍別にみると，中国・ୈ・ؘ国などで集中傾
向が強い⼀⽅で，インドϋシΠやベトψϞなどでは集中傾向はあまり強くない。2013 年か
ら 2018 年の 5 年間でみると，⽐較的⼤きな変化が⽣じているのは中国⼈とベトψϞ⼈であ
り，中国⼈は集中化，ベトψϞ⼈は分散化の傾向がそれぞれみられる。 
 続いて，「े基本ୈீ⼈⼝」から⽇本⼈と外国⼈の年齢別のジω係数の変化をみるが，
本稿では年齢 5 歳階級別のαーϙートで観察する（表 5）。たとえば，期ड年齢 0〜4 歳は 
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2014年 2019年 ིݰଁ
ʤˍʥ

2014年 2019年 ིݰଁ
ʤˍʥ

સ国 126,434,634 124,776,364 -1.3 2,003,379 2,667,199 33.1
北海道 5,441,079 5,268,352 -3.2 21,966 36,061 64.2
⻘森県 1,363,963 1,287,029 -5.6 3,895 5,680 45.8
घ県آ 1,305,990 1,243,012 -4.8 5,377 7,130 32.6
宮城県 2,314,509 2,281,915 -1.4 14,930 21,183 41.9
व⽥県 1,066,538 996,292 -6.6 3,688 3,931 6.6
県ܙ⼭ 1,145,288 1,088,125 -5.0 6,030 7,258 20.4
福島県 1,966,594 1,887,006 -4.0 9,502 14,047 47.8
Ἔ城県 2,944,064 2,871,183 -2.5 49,574 65,001 31.1
ತ県 1,980,414 1,935,463 -2.3 29,858 40,658 36.2
ഇ県܊ 1,979,094 1,924,605 -2.8 40,593 56,597 39.4
県ۆ 7,168,616 7,200,193 0.4 120,232 177,095 47.3
એ葉県 6,141,503 6,157,685 0.3 106,357 153,505 44.3
東京都 12,807,627 13,189,049 3.0 394,410 551,683 39.9
ਈ川県 8,940,001 8,976,954 0.4 160,605 212,567 32.4
׃県 2,341,907 2,242,517 -4.2 12,965 16,792 29.5
富⼭県 1,078,692 1,045,031 -3.1 12,920 18,262 41.3
੶川県 1,152,949 1,130,737 -1.9 10,431 15,211 45.8
福井県 797,066 771,847 -3.2 11,163 14,656 31.3
⼭ཨ県 848,292 817,065 -3.7 13,323 15,704 17.9
⻑野県 2,130,885 2,066,413 -3.0 29,929 35,478 18.5
県ز 2,054,702 1,990,598 -3.1 43,474 53,516 23.1
静岡県 3,731,920 3,637,196 -2.5 71,561 89,341 24.8
Ѭ知県 7,288,942 7,311,801 0.3 189,664 253,508 33.7
三॑県 1,827,576 1,773,994 -2.9 41,284 50,643 22.7
ծ県࣐ 1,397,955 1,390,806 -0.5 23,824 29,274 22.9
京都府 2,534,567 2,494,923 -1.6 51,337 60,145 17.2
⼤阪府 8,678,514 8,613,021 -0.8 200,180 235,977 17.9
ฎށ県 5,560,378 5,462,316 -1.8 94,983 108,302 14.0
ྒྷ県 1,392,193 1,350,265 -3.0 10,841 12,516 15.5
和Ր⼭県 1,006,455 958,055 -4.8 5,781 6,543 13.2
ख県 583,274 561,445 -3.7 3,793 4,607 21.5
島根県 706,064 677,251 -4.1 5,300 8,875 67.5
岡⼭県 1,924,542 1,883,926 -2.1 20,666 27,796 34.5
島県߁ 2,838,523 2,787,086 -1.8 37,777 51,546 36.4
⼭⼝県 1,429,968 1,366,822 -4.4 13,178 16,257 23.4
徳島県 777,454 744,521 -4.2 4,888 5,998 22.7
川県ߵ 1,001,667 974,869 -2.7 8,361 12,467 49.1
Ѭඦ県 1,427,866 1,369,853 -4.1 8,661 11,908 37.5
߶知県 750,927 713,006 -5.0 3,348 4,474 33.6
福岡県 5,063,541 5,055,178 -0.2 55,272 76,127 37.7
ࠦծ県 848,040 822,443 -3.0 4,245 6,338 49.3
⻑崎県 1,416,850 1,355,223 -4.3 7,683 10,168 32.3
本県ۿ 1,816,276 1,764,768 -2.8 9,410 15,311 62.7
⼤県 1,188,155 1,147,448 -3.4 9,699 12,770 31.7
宮崎県 1,138,313 1,097,293 -3.6 4,173 6,462 54.9
島県ࣉࣝ 1,696,429 1,633,098 -3.7 6,362 10,339 62.5
ԯೆ県 1,438,472 1,458,686 1.4 9,886 17,492 76.9

⽇本⼈⼈⼝（⼈） ⼝⼈⼈国

表 3 都道府県別，⽇本⼈⼈⼝と外国⼈⼈⼝（2014 年，2019 年） 
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2013年 2018年 ࠫ
0.6198 0.6283 0.0085
0.7791 0.7790 -0.0001

中国 0.7831 0.8241 0.0410
ୈ 0.8616 0.8569 -0.0047
ؘ国 0.8406 0.8417 0.0011
ベφψϞ 0.7438 0.6836 -0.0601
ϓΡϨϒϱ 0.7321 0.7214 -0.0107
イϱχϋεΠ 0.6591 0.6442 -0.0150
ϋϏʖϩ 0.8377 0.8379 0.0002
νイ 0.7787 0.7628 -0.0159
ธ国 0.8159 0.8220 0.0061
ϔϧζϩ 0.7683 0.7679 -0.0004
ͨのଠ 0.8099 0.8030 -0.0068

⽇本⼈
⼈国

国別

期ड年ྺ
ζωܐ数
（2014年）

ζωܐ数
（2019年）

ࠫ

0〜4歳 0.6293 0.6274 -0.0020
5〜9 0.6169 0.6184 0.0014
10〜14 0.6087 0.6168 0.0081
15〜19 0.6050 0.6585 0.0535
20〜24 0.6382 0.6761 0.0380
25〜29 0.6589 0.6647 0.0057
30〜34 0.6580 0.6578 -0.0002
35〜39 0.6537 0.6539 0.0002
40〜44 0.6627 0.6637 0.0011
45〜49 0.6556 0.6566 0.0010
50〜54 0.6193 0.6190 -0.0003
55〜59 0.5850 0.5830 -0.0020
60〜64 0.5866 0.5843 -0.0024
65〜69 0.6087 0.6071 -0.0016
70〜 0.5779 0.5842 0.0063

期ड年ྺ
ζωܐ数
（2014年）

ζωܐ数
（2019年）

ࠫ

0〜4歳 0.8034 0.8121 0.0087
5〜9 0.7989 0.8028 0.0039
10〜14 0.7951 0.7740 -0.0211
15〜19 0.7762 0.7488 -0.0274
20〜24 0.7470 0.7723 0.0254
25〜29 0.7710 0.7808 0.0098
30〜34 0.7810 0.7887 0.0077
35〜39 0.7860 0.7869 0.0008
40〜44 0.7891 0.7862 -0.0029
45〜49 0.7948 0.7927 -0.0021
50〜54 0.8034 0.8006 -0.0028
55〜59 0.8024 0.8012 -0.0012
60〜64 0.8040 0.8037 -0.0003
65〜69 0.8124 0.8123 -0.0001
70〜 0.8281 0.8272 -0.0009

表 4 国籍別ジω係数（2013 年，2018 年） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：⽇本⼈と外国⼈の値は「े基本ୈீに基づく⼈⼝、⼈⼝動態ٶびଵ数調査」（2014 年，2019 年）

より算出，国籍別の値は法務省「在ཻ外国⼈統計」より算出 

 
表 5 ⽇本⼈と外国⼈のαーϙート別ジω係数（2014 年，2019 年） 

         
⽇本⼈                   外国⼈ 
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2014 年時点で 0〜4 歳であり，2019 年には⽣存していれば 5〜9 歳となるαーϙートであ
る。⽇本⼈では，期ड年齢 15〜19 歳および 20〜24 歳における集中化が⽬⽴ち，10〜14 歳
および 25〜29 歳においてもやや集中化しているが，50〜54 歳から 65〜69 歳にかけてはऑ
ながら分散化の傾向がみられる1。外国⼈では，10〜14ױ 歳と 15〜19 歳では分散化，20〜
24 歳から 30〜34 歳にかけては集中化の傾向がみられ，40〜44 歳以上ではऑױながら分散
化の傾向となっている。このような現象の要因については詳細な分析が必要であるが，10〜
14 歳や 15〜19 歳において⽇本⼈と異なり分散化傾向を⽰す⼤きな要因としては，規に
⼊国する外国⼈のなかに各地に点在する⼤学のཻ学⽣が多く含まれることが挙げられよう。 
 
４㸫２．市区町村別にࡓࡳ分ᕸ 

 表 6 は，市区町村別の⽇本⼈⼈⼝と外国⼈⼈⼝から都道府県別のジω係数を算出したも
のである。本表で，⽇本⼈⼈⼝については「े基本ୈீ⼈⼝」（2014 年，2019 年）を⽤
いているが，外国⼈⼈⼝については次に国籍別の⼈⼝分布変化をみるため，「在ཻ外国⼈統
計」（2013 年，2018 年）を⽤いている。⽇本⼈⼈⼝は 2014〜2019 年の 5 年間において全
都道府県でジω係数が上昇している⼀⽅で，ほぼ同じ 5 年間において外国⼈⼈⼝のジω係
数が上昇しているのは 17 県にとどまる。ジω係数の変化幅も総じて⽇本⼈と⽐較して⼤き
く，最⾼は島根県（+0.0704），最低は⼤分県（-0.0365）となっている。とくに⻄⽇本では，
外国⼈⼈⼝のジω係数が低下する府県が⽬⽴つようにみえる。 
 ジω係数の変化を国籍別にみると（表 7），国籍によって傾向が⼤きく異なっている。中
国⼈やϓΡϨϒン⼈ではジω係数が上昇する県が⽬⽴ち，ؘ 国⼈・ϔラジϩ⼈・ΠメϨカ⼈
では上昇する県と低下する県が概ね፲߇する⼀⽅で，ベトψϞ⼈やୈ⼈ではジω係数が
低下する県が༑勢である。とりわけベトψϞ⼈では 43 都道府県で低下しており，都道府県
内では⼈⼝が分散化する傾向が顕著となっている。福島県では国籍「その他」も含め，すべ
ての国籍の⼈⼝でジω係数が低下している。 
 続いて前ߴと同様，「े基本ୈீ⼈⼝」から年齢 5 歳階級のαーϙート別のジω係数を
求めるが，そのࡏにはཻ意すべき点がある。「े基本ୈீ⼈⼝」では，外国⼈ेの「
性総数が 1〜9 ⼈」・「⼥性総数が 1〜9 ⼈」・「⼥計総数が 49 ⼈以下」のいずれかに該当す
る市区町村において，外国⼈の⼥ 5 歳階級別⼈⼝が表章されていない2。表 8 は，2014 年
と 2019 年の外国⼈の⼥ 5 歳階級別⼈⼝の記載状況をまとめたものであるが，1,896 市区
町村のうち，540 市町村では少なくともいずれかの年で外国⼈の⼥ 5 歳階級別⼈⼝が記
載されていないため，りの 1,356 市区町村を対象として⽇本⼈と外国⼈について都道府 

                                                       
1 ⾼齢の外国⼈⼈⼝が⾮常に少なくなるため，本表は⽐較を༲ҝにするために 70 歳以上のαーϙートで
まとめているが，عԡ研究において前期⾼齢者では⼤都市圏から⾮⼤都市圏に向かう移動がӿすること
が⽰されており（平Ҭ 2007），70〜74 歳においてもジω係数は低下している可能性が⾼い。 
2 https://www.soumu.go.jp/mainBcontent/000701326.pdf（2021 年 4 ⽉ 13 ⽇最शΠクιス） 
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2014年 2019年 ࠫ 2014年 2019年 ࠫ

北海道 0.8791 0.8851 0.0061 0.9047 0.8902 -0.0145
⻘森県 0.5255 0.5348 0.0092 0.6332 0.6579 0.0247
घ県آ 0.4665 0.4830 0.0165 0.4794 0.4465 -0.0329
宮城県 0.6173 0.6231 0.0057 0.6857 0.6840 -0.0017
व⽥県 0.4851 0.4918 0.0067 0.4985 0.5202 0.0217
県ܙ⼭ 0.4992 0.5108 0.0116 0.4782 0.5124 0.0343
福島県 0.4587 0.4678 0.0090 0.4796 0.4976 0.0180
Ἔ城県 0.3861 0.3984 0.0123 0.4710 0.4646 -0.0064
ತ県 0.4251 0.4333 0.0081 0.5667 0.5809 0.0141
ഇ県܊ 0.5757 0.5827 0.0069 0.8457 0.8283 -0.0174
県ۆ 0.5204 0.5284 0.0080 0.6498 0.6727 0.0229
એ葉県 0.6158 0.6252 0.0094 0.7017 0.6998 -0.0019
東京都 0.4047 0.4090 0.0043 0.6110 0.6105 -0.0005
ਈ川県 0.4129 0.4201 0.0072 0.5826 0.5839 0.0014
׃県 0.6681 0.6759 0.0078 0.7365 0.7252 -0.0113
富⼭県 0.4352 0.4432 0.0080 0.5352 0.5306 -0.0046
੶川県 0.6138 0.6285 0.0147 0.6316 0.6380 0.0064
福井県 0.4866 0.4974 0.0108 0.5860 0.6237 0.0377
⼭ཨ県 0.6045 0.6199 0.0154 0.7883 0.7671 -0.0211
⻑野県 0.5175 0.5239 0.0064 0.5730 0.5648 -0.0082
県ز 0.5965 0.6052 0.0087 0.6585 0.6546 -0.0039
静岡県 0.5465 0.5518 0.0053 0.6760 0.6604 -0.0156
Ѭ知県 0.4460 0.4489 0.0030 0.5637 0.5530 -0.0107
三॑県 0.5313 0.5445 0.0132 0.6270 0.6345 0.0075
ծ県࣐ 0.4339 0.4472 0.0133 0.4687 0.4832 0.0145
京都府 0.6506 0.6544 0.0037 0.7500 0.7479 -0.0021
⼤阪府 0.4023 0.4107 0.0083 0.6892 0.6837 -0.0055
ฎށ県 0.6442 0.6464 0.0022 0.7925 0.7870 -0.0054
ྒྷ県 0.5834 0.5872 0.0038 0.6093 0.6019 -0.0074
和Ր⼭県 0.5834 0.5899 0.0066 0.6881 0.6753 -0.0128
ख県 0.6305 0.6365 0.0060 0.7239 0.7095 -0.0145
島根県 0.4540 0.4642 0.0103 0.5730 0.6434 0.0704
岡⼭県 0.6218 0.6321 0.0103 0.6590 0.6493 -0.0097
島県߁ 0.6832 0.6913 0.0081 0.7618 0.7517 -0.0101
⼭⼝県 0.3834 0.3955 0.0121 0.4995 0.4880 -0.0115
徳島県 0.6497 0.6622 0.0125 0.6363 0.6381 0.0018
川県ߵ 0.4322 0.4407 0.0084 0.5962 0.6301 0.0339
Ѭඦ県 0.5466 0.5583 0.0118 0.6056 0.5978 -0.0078
߶知県 0.6242 0.6336 0.0094 0.6855 0.6951 0.0096
福岡県 0.5592 0.5692 0.0100 0.7323 0.7208 -0.0116
ࠦծ県 0.3009 0.3134 0.0125 0.4644 0.4630 -0.0014
⻑崎県 0.4843 0.4947 0.0104 0.5707 0.5770 0.0063
本県ۿ 0.7033 0.7138 0.0106 0.8180 0.7891 -0.0289
⼤県 0.5136 0.5249 0.0114 0.7883 0.7518 -0.0365
宮崎県 0.5107 0.5188 0.0080 0.5565 0.5665 0.0101
島県ࣉࣝ 0.4524 0.4635 0.0112 0.5792 0.5489 -0.0303
ԯೆ県 0.6839 0.6841 0.0002 0.7292 0.7216 -0.0077

⽇本⼈ ⼈国

表 6 都道府県別に算出した⽇本⼈と外国⼈のジω係数（2014 年，2019 年） 
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中国 ؘ国 ベφψϞ ϓΡϨϒϱ ϔϧζϩ ୈ ΠϟϨΩ ͨのଠ
北海道 0.0217 0.0056 �0.1175 �0.0113 0.0021 �0.0089 �0.0067 �0.0200
⻘森県 0.0994 �0.0160 �0.1825 0.0576 0.0238 0.0071 0.0247 �0.0317
घ県آ 0.0771 0.0050 �0.3937 �0.0238 0.0735 �0.0775 0.0254 �0.0305
宮城県 0.0091 �0.0025 �0.1557 0.0139 �0.0099 0.0087 0.0009 �0.0014
व⽥県 0.1165 �0.0070 �0.2466 0.0021 0.0730 �0.1489 �0.0493 �0.0240
県ܙ⼭ 0.0306 0.0181 �0.2009 0.0231 �0.0260 �0.0335 �0.0166 �0.0432
福島県 �0.0069 �0.0086 �0.1207 �0.0413 �0.0006 �0.0759 �0.0363 �0.0141
Ἔ城県 0.0139 0.0082 �0.1296 0.0008 �0.0168 0.0077 0.0120 �0.0011
ತ県 0.0046 �0.0097 �0.0411 0.0421 0.0074 �0.0071 0.0251 0.0277
ഇ県܊ 0.0170 �0.0068 �0.0906 0.0329 0.0024 0.0758 �0.0084 �0.0205
県ۆ 0.0359 0.0071 �0.0722 �0.0152 �0.0074 0.0140 �0.0017 0.0410
એ葉県 0.0041 �0.0040 �0.0814 0.0016 �0.0098 0.0135 �0.0014 0.0097
東京都 �0.0100 �0.0036 �0.0067 �0.0059 �0.0305 �0.0184 �0.0192 0.0012
ਈ川県 0.0087 0.0013 �0.0894 �0.0083 �0.0265 �0.0224 0.0127 0.0054
׃県 0.0073 �0.0074 �0.0838 0.0069 �0.0115 �0.0661 0.0076 �0.0263
富⼭県 0.0346 �0.0231 �0.0927 0.0444 �0.0134 �0.2005 0.1373 �0.0780
੶川県 0.0641 �0.0121 �0.0270 0.2004 �0.0130 �0.1210 �0.0287 �0.0898
福井県 �0.0196 0.0118 �0.0891 �0.0545 0.0300 �0.0127 �0.0116 �0.0197
⼭ཨ県 �0.0198 �0.0044 �0.1684 �0.0134 0.0203 �0.0604 0.0124 �0.0347
⻑野県 �0.0076 0.0028 �0.1011 0.0132 0.0292 �0.0152 �0.0116 �0.0017
県ز �0.0132 �0.0149 �0.1782 0.0071 0.0049 �0.0908 0.0409 0.0041
静岡県 �0.0246 �0.0086 �0.1131 0.0114 �0.0096 �0.0270 0.0153 �0.0160
Ѭ知県 �0.0111 0.0063 0.0047 �0.0202 �0.0248 �0.0185 �0.0121 0.0414
三॑県 0.0130 0.0060 �0.0083 �0.0137 0.0035 �0.0633 0.0335 �0.0116
ծ県࣐ 0.0883 0.0085 �0.2422 0.0151 0.0241 �0.0075 0.0529 �0.0564
京都府 0.0098 �0.0004 �0.0674 0.0073 �0.0499 0.0101 0.0238 �0.0061
⼤阪府 0.0230 0.0006 �0.0021 �0.0202 �0.0322 0.0144 0.0004 0.0026
ฎށ県 0.0050 0.0000 �0.0511 �0.0324 �0.0397 �0.0098 �0.0155 �0.0127
ྒྷ県 0.0262 0.0013 �0.0843 �0.0233 �0.0362 �0.0645 �0.0286 �0.0689
和Ր⼭県 0.0097 0.0159 �0.1887 0.0033 0.0124 �0.0507 0.0306 0.0034
ख県 �0.0510 �0.0019 �0.0935 �0.0078 0.0710 �0.0441 0.0274 �0.0327
島根県 0.0152 �0.0295 �0.1112 0.0222 0.0099 �0.1324 �0.0120 �0.0658
岡⼭県 0.0571 �0.0030 0.0043 0.0616 �0.0156 �0.0660 �0.0423 0.0046
島県߁ 0.0128 0.0074 0.0554 �0.0082 �0.0023 �0.0164 �0.0213 �0.0165
⼭⼝県 0.0540 �0.0004 �0.0425 0.2271 �0.0607 �0.1136 �0.0242 �0.0204
徳島県 0.0386 �0.0153 �0.0849 0.0758 0.0246 0.0065 �0.0493 �0.0400
川県ߵ 0.0912 �0.0245 0.0088 0.0257 �0.0081 0.0683 �0.1299 0.0321
Ѭඦ県 0.0082 0.0038 �0.1686 0.1331 �0.0003 �0.0387 0.0610 �0.0396
߶知県 0.0231 0.0222 �0.0250 0.0135 0.0300 �0.0472 0.0582 �0.0167
福岡県 �0.0057 0.0221 �0.1271 �0.0094 �0.0391 0.0050 �0.0117 �0.0149
ࠦծ県 0.0454 �0.0094 �0.2678 0.0178 �0.0500 �0.0234 0.1279 �0.1094
⻑崎県 0.1090 0.0770 �0.0934 0.0238 �0.0260 �0.0532 0.0195 �0.1025
本県ۿ 0.0178 �0.0083 �0.0957 0.0271 �0.0120 �0.0026 0.0052 �0.0381
⼤県 �0.0030 0.0098 �0.1816 �0.0352 0.0122 �0.0359 �0.0346 �0.0294
宮崎県 �0.0145 �0.0133 �0.1836 0.0356 0.0250 �0.0290 0.0108 �0.0828
島県ࣉࣝ �0.0634 0.0174 �0.0954 0.0701 0.0335 0.0206 �0.0380 �0.0182
ԯೆ県 �0.0202 �0.0120 �0.1345 0.0077 0.0029 �0.0119 �0.0097 �0.0108

表 7 都道府県別に算出した国籍別のジω係数の変化（2013ˢ2018 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

法務省「在ཻ外国⼈統計」より算出 
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ௌଞ਼ۢࢤ

2014年ʀ2019年๏にࡎىໃ͢ 391
2014年のΊ͍ࡎىΕ 13
2019年のΊ͍ࡎىΕ 136
2014年ʀ2019年๏に͍ࡎىΕ 1�356
合計 1�896

表 8 「े基本ୈீ⼈⼝」における市区町村別⼥年齢 5 歳階級別⼈⼝の記載状況 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「े基本ୈீに基づく⼈⼝、⼈⼝動態ٶびଵ数調査」 

 
 
県別・αーϙート別のジω係数を算出した。540 市町村は総じて⼈⼝規模が⼩さい⾃治体で
あり，これらの市町村を除外した場合でも全体的な分布の傾向は⼗分にѴ可能と考えら
れる。表 9 は，2014 年と 2019 年の双⽅で⼥ 5 歳階級別⼈⼝が得られる市区町村を対象
として，⽇本⼈と外国⼈について都道府県別αーϙート別ジω係数の変化の概要を⽰した
ものである。⽇本⼈では，期ड年齢が 10〜14 歳から 40〜44 歳のαーϙートにおいてジω
係数が上昇する都道府県が多く，とりわけ 15〜19 歳と 20〜24 歳では全都道府県で集中化
の傾向を⽰している。学やम৮を機に，県ு所在都市など都道府県内主要都市への⼈⼝移
動がӿすることを反映していると考えられる。⼀⽅外国⼈は，全年齢を通してジω係数の
変化がϕラスの県とϜイψスの県が概ね፲߇しており，⽇本⼈のようなऑ年における顕
著な集中化傾向は観察されない。ただ，⽇本⼈と⽐較すると変化の標準偏差が⼤きく，都道
府県による⼈⼝分布変化の差異が⽬⽴っている。その背景には，外国⼈の⼈⼝規模が⼩さい
ことも挙げられるが，年齢別⼈⼝分布変化に関して⽇本⼈と全く異なるパターンを⽰して
いる点には⼤いにཻ意すべきであろう。 
 
４㸫３．ಶ別 

 以上のように，外国⼈⼈⼝の地域別の変化は多様であるが，本節では個別の事例について，
島根県出Ӥ市・⼤分県別府市および北海道ωια町・۠知安町・占ץ村・佐࿌間町を対象と
して述べる。 
 
��� ᓥ᰿┴出㞼市࣭分┴別ᗓ市 

 2013 年から 2018 年の外国⼈⼈⼝のジω係数の変化が最⼤の島根県と最⼩の⼤分県につ
いて，表 10 に市町村別の外国⼈⼈⼝を⽰した。両県とも⼤半の市町村において 5 年間で外
国⼈⼈⼝がଁ加しているが，島根県ではଁ加が出Ӥ市などに集中しているのに対して，⼤分
県では多くの市町でほぼ万ษなくଁ加している状況である。以下では，2018 年のઊ対数で
みて最も外国⼈⼈⼝規模が⼤きい島根県出Ӥ市と⼤分県別府市を取り上げ，外国⼈⼈⼝ଁ 
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期ड年ྺ ඬ६ย差 ϕϧη
ಕැ਼ݟ

値⼤࠹
値の⼤࠹
都道府県

値⼩࠹
値の⼩࠹
都道府県

0〜4歳 0.0078 16 0.0134 Ѭඦ県 �0.0283 川県ߵ
5〜9 0.0036 33 0.0097 ⻑崎県 �0.0068 川県ߵ
10〜14 0.0056 44 0.0214 ⻑崎県 �0.0087 ྒྷ県
15〜19 0.0157 47 0.0667 福岡県 0.0051 ԯೆ県
20〜24 0.0184 47 0.0876 ⼤阪府 0.0044 ⻘森県
25〜29 0.0090 42 0.0370 ⼭ཨ県 �0.0050 京都府
30〜34 0.0057 35 0.0145 ⼭ཨ県 �0.0115 ԯೆ県
35〜39 0.0038 36 0.0102 घ県آ �0.0084 ԯೆ県
40〜44 0.0021 38 0.0066 ࠦծ県 �0.0045 ԯೆ県
45〜49 0.0018 25 0.0064 ࠦծ県 �0.0037 ԯೆ県
50〜54 0.0015 24 0.0027 京都府 �0.0045 ԯೆ県
55〜59 0.0021 19 0.0030 島県ࣉࣝ �0.0045 ⼭⼝県
60〜64 0.0017 15 0.0025 घ県آ �0.0061 東京都
65〜69 0.0018 27 0.0031 Ἔ城県 �0.0077 東京都
70〜 0.0050 40 0.0133 Ἔ城県 �0.0108 東京都

期ड年ྺ ඬ६ย差 ϕϧη
ಕැ਼ݟ

値⼤࠹
値の⼤࠹
都道府県

値⼩࠹
値の⼩࠹
都道府県

0〜4歳 0.0551 16 0.1127 島根県 �0.2753 徳島県
5〜9 0.0408 17 0.0551 ख県 �0.1607 島県ࣉࣝ
10〜14 0.0889 15 0.1045 ⼤県 �0.2698 घ県آ
15〜19 0.0760 20 0.1304 व⽥県 �0.2274 ߶知県
20〜24 0.0752 17 0.1300 川県ߵ �0.2268 ⼤県
25〜29 0.0528 17 0.1102 島根県 �0.1399 ⼤県
30〜34 0.0396 23 0.1103 島根県 �0.0894 島県ࣉࣝ
35〜39 0.0298 23 0.1126 島根県 �0.0631 ⼤県
40〜44 0.0234 26 0.0641 島根県 �0.0578 徳島県
45〜49 0.0284 19 0.1310 島根県 �0.0776 ⼤県
50〜54 0.0229 20 0.1064 島根県 �0.0310 व⽥県
55〜59 0.0248 21 0.0457 Ѭඦ県 �0.0903 宮崎県
60〜64 0.0250 24 0.0586 घ県آ �0.0935 徳島県
65〜69 0.0302 26 0.0876 घ県آ �0.0989 宮崎県
70〜 0.0270 28 0.0933 県ܙ⼭ �0.0525 ⻘森県

表 9 都道府県別に算出した⽇本⼈と外国⼈のαーϙート別ジω係数変化の概要 
（2014ˢ2019 年） 

 
⽇本⼈ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外国⼈ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
総務省「े基本ୈீに基づく⼈⼝、⼈⼝動態ٶびଵ数調査」より算出 
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2013年 2018年 ݰଁ 2013年 2018年 ݰଁ
松ߒ市 1,154 1,509 355 ⼤市 2,775 3,148 373
浜⽥市 644 627 -17 別府市 3,995 4,433 438
出Ӥ市 2,060 4,975 2�915 中津市 611 1,404 793
ӻ⽥市 320 385 65 ⽇⽥市 317 463 146
⼤⽥市 301 419 118 ࠦത市 225 422 197
҈པ市 132 266 134 ӕ٫市 145 286 141
津市ߒ 243 301 58 津ݡٳ市 35 28 -7
Ӥ南市 218 222 4 ⽥市 175 212 37
Ԡ出Ӥ町 88 75 -13 豊ޛ߶⽥市 298 494 196
൩南町 26 37 11 ٫市 109 173 64
川本町 17 14 -3 宇ࠦ市 392 653 261
ඔڹ町 18 18 0 豊ޛ⼤野市 166 214 48
༤南町 55 103 48 ༟ා市 201 445 244
津和野町 61 58 -3 国東市 152 246 94
吉ծ町 98 152 54 ඥ島村 0 0 0
海⼠町 7 11 4 ⽇出町 120 123 3
⻄ό島町 10 20 10 ۟॑町 53 100 47
知村 1 3 2 ۤज町 93 107 14
Ӈزの島町 77 79 2

表 10 島根県と⼤分県の市町村別外国⼈⼈⼝（2013 年，2018 年） 
 

島根県                   ⼤分県 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在ཻ外国⼈統計」 
 
 
加の要因等について可能な範囲で考察する。両市の国籍別⼈⼝の変化をみると（表 11），出
Ӥ市ではϔラジϩ⼈⼈⼝のଁ加が⾮常に⼤きい⼀⽅で，別府市ではその他国籍の⼈⼝ଁ加
が⼤きく，この点は外国⼈⼈⼝の変化を捉えるうえで必要不可ܿな情報となる。 

まず出Ӥ市について，2015 年の外国⼈⼈⼝割合を地区別にみると（図 5），その割合が⾼
いのは伊ഀ野・ߒなどの⼀部の地区にݸ定されている。ߒ地区にはϔラジϩ⼈を多くޑ
⽤する出Ӥ村⽥作所が⽴地しており，2018 年時点で同社の正社ҽ数は約 4,000 ⼈である
が，それ以外に約 3,000 ⼈のϔラジϩ⼈が働いている（ྵ 2019）。伊ഀ野・ߒの両地区
を中⼼とした地域には，同社で働くϔラジϩ⼈労働者が多くेڋしているものと考えられ
る。出Ӥ市のϙーϞϘージで公開されているデータから，2015 年 3 ⽉〜2019 年 8 ⽉におけ
る地区別⼈⼝のଁ減率をみると，⼈⼝ଁ加率が⾼いのは概ね出Ӥ村⽥作所に地理的に近
い地区に集中しており，国籍別の内༃は不明であるものの，同期間にϔラジϩ⼈⼈⼝が約
2,000 ⼈ଁ加していることを考慮すれば，⼈⼝ଁ加地区ではϔラジϩ⼈⼈⼝のଁ加が⼤きく
寄与している可能性が⾼い。 
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表 11 出Ӥ市と別府市の国籍別外国⼈⼈⼝（2013 年，2018 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在ཻ外国⼈統計」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「国勢調査」 
 

図 5 出Ӥ市の地区別外国⼈⼈⼝割合（2015 年） 
  
 

2013年 2018年 ݰଁ 2013年 2018年 ݰଁ

中国 450 312 -138 1,318 911 -407
ؘ国 172 134 -38 811 735 -76
ベφψϞ 35 304 269 344 471 127
ϓΡϨϒϱ 171 242 71 134 156 22
ϔϧζϩ 1,121 3,646 2�525 11 14 3
ୈ 0 1 1 88 120 32
ธ国 22 21 -1 118 128 10
ͨのଠ 89 315 226 1,171 1,898 727
合計 2,060 4,975 2�915 3,995 4,433 438

出Ӥ市 別府市
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ؘ国 556
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⼀⽅，別府市の外国⼈⼈⼝については，市内に⽴地する⽴命ؙΠジΠଢ平༺⼤学の影響が
⼤きい。同⼤学の 2019 年 5 ⽉ 1 ⽇現在の国籍別学⽣数は表 12 のとおりであり，ཻ学⽣の
数が⽇本⼈の学⽣数にతするとともに，国籍もきわめて多زにわたっている。上述の別府
市におけるその他国籍⼈⼝のଁ加は，様々な国籍を持つ同⼤学のཻ学⽣のଁ加が多分に反
映されていると考えられる。 
 
 

表 12 ⽴命ؙΠジΠଢ平༺⼤学の国籍別学⽣数（2019 年 5 ⽉ 1 ⽇現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：⽴命ؙΠジΠଢ平༺⼤学の :eb Ϙージよりජ者作成 

 
また，⼤分県の資料によれば，2019 年 12 ⽉末時点における⼤分県内の在ཻ資格「ཻ学

⽣」の外国⼈⼈⼝は 3,678 ⼈であるが，そのうち 81.5％に૮当する 2,997 ⼈が別府市に集
中しており3，同⼤学のཻ学⽣の⼤多数も別府市内にेڋしていることがうかがえる。2015
年における町࣊別の外国⼈⼈⼝割合をみても，同⼤学が⽴地する⼤࣊野⽥地区では
68.2％とಧ出した値となっている（図 6）。ただ⼤分県全体でみれば，別府市以外における
市町でもٗ能実स⽣を中⼼とする外国⼈⼈⼝のଁ加が顕著であるため，県内の⼈⼝分布は
分散化する形となっている。 
 

                                                       
3 https://www.pref.oita.jp/uploaded/attachment/2086546.pdf（2021 年 4 ⽉ 13 ⽇最शΠクιス） 
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資料：総務省「国勢調査」 
 

図 6 別府市の町࣊別外国⼈⼈⼝割合（2015 年） 
 
 
�2� ᾏ㐨ࢥࢭࢽ町࣭▱Ᏻ町࣭༨ෙ村࣭బ࿅㛫町 

 2014〜2019 年の都道府県別の外国⼈⼈⼝割合でみてさほど⼤きな変化がない北海道にお
いても，⼤きな変化が⽣じている市町村は少なくない。もともとΨϙーツクԌ؝地域におけ
る外国⼈⼈⼝割合が⾼かったが，近年では内部において割合が急ଁする町村が⽬⽴って
いる。「े基本ୈீ⼈⼝」による 2019 年の外国⼈⼈⼝割合が⾼い 20 市区町村は表 13 の
とおりであり，占ץ村（26.1％）をはじめとして，Ҭ川村（12.6％），ཻ थ都村（12.3％），
۠知安町（11.9％），ωια町（9.4％）と，スキーϨμートがんな⼩規模町村が 20 位以
内にݤดみ໌を連ねている。 
 北海道が公表している「े基ϋρトにおける⼈⼝」から得られるωια町・۠知安町・占
村・佐࿌間町における外国⼈⼈⼝割合の推移を図ץ 8 に⽰した。いずれの町村も外国⼈⼈
⼝割合はଁ加傾向であるが，ωια町・۠知安町・占ץ村の 3 町村ではل節性が明ྐに表れ
ている。このなかで，ωια町・۠知安町では期でϒーク，占ץ村では期とՈ期でϒー
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㡰 都道府県 市༊町村
⥲人口
（人）

እᅜ人
（人）

እᅜ人
ྜ（䠂）

㻝 北海道 ຬᡶ㒆༨ෙ村 㻝㻘㻡㻜㻤 㻟㻥㻟 㻞㻢㻚㻝
㻞 大阪府 大阪市⏕野༊ 㻝㻞㻣㻘㻠㻝㻡 㻞㻣㻘㻤㻜㻣 㻞㻝㻚㻤
㻟 ⩌㤿県 㑚ᴦ㒆大Ἠ町 㻠㻝㻘㻣㻤㻡 㻣㻘㻢㻞㻟 㻝㻤㻚㻞
㻠 大阪府 大阪市ᾉ㏿༊ 㻢㻣㻘㻠㻝㻡 㻤㻘㻤㻝㻢 㻝㻟㻚㻝
㻡 北海道 వ市㒆㉥ᕝ村 㻝㻘㻞㻢㻞 㻝㻡㻥 㻝㻞㻚㻢
㻢 東京都 ᪂ᐟ༊ 㻟㻠㻢㻘㻝㻢㻞 㻠㻟㻘㻜㻢㻤 㻝㻞㻚㻠
㻣 北海道 ⺁⏣㒆␃ᑑ都村 㻞㻘㻜㻠㻣 㻞㻡㻞 㻝㻞㻚㻟
㻤 北海道 ⺁⏣㒆▱Ᏻ町 㻝㻢㻘㻢㻠㻞 㻝㻘㻥㻣㻣 㻝㻝㻚㻥
㻥 ឡ▱県 ྡྂᒇ市୰༊ 㻤㻢㻘㻢㻡㻟 㻥㻘㻤㻝㻡 㻝㻝㻚㻟

㻝㻜 ⚄奈ᕝ県 ᶓ市୰༊ 㻝㻡㻝㻘㻠㻣㻠 㻝㻢㻘㻤㻝㻜 㻝㻝㻚㻝
㻝㻝 東京都 豊島༊ 㻞㻤㻥㻘㻡㻜㻤 㻟㻜㻘㻞㻞㻟 㻝㻜㻚㻠
㻝㻞 長野県 北Ᏻ㒆ⓑ㤿村 㻥㻘㻠㻠㻣 㻥㻣㻝 㻝㻜㻚㻟
㻝㻟 රᗜ県 ⚄ᡞ市୰ኸ༊ 㻝㻟㻢㻘㻡㻥㻢 㻝㻟㻘㻜㻡㻡 㻥㻚㻢
㻝㻠 北海道 ⺁⏣㒆䝙䝉䝁町 㻡㻘㻞㻥㻤 㻡㻜㻜 㻥㻚㻠
㻝㻡 埼玉県 ⷘ市 㻣㻡㻘㻞㻢㻝 㻢㻘㻢㻥㻥 㻤㻚㻥
㻝㻢 東京都 Ⲩᕝ༊ 㻞㻝㻡㻘㻥㻢㻢 㻝㻥㻘㻝㻟㻝 㻤㻚㻥
㻝㻣 大阪府 大阪市東ᡂ༊ 㻤㻟㻘㻠㻟㻜 㻣㻘㻟㻠㻝 㻤㻚㻤
㻝㻤 ᒱ㜧県 ⨾⃰ຍⱱ市 㻡㻢㻘㻥㻤㻣 㻠㻘㻥㻠㻢 㻤㻚㻣
㻝㻥 大阪府 大阪市西ᡂ༊ 㻝㻜㻢㻘㻥㻟㻝 㻥㻘㻜㻡㻜 㻤㻚㻡
㻞㻜 大阪府 大阪市୰ኸ༊ 㻥㻥㻘㻤㻣㻞 㻤㻘㻠㻝㻢 㻤㻚㻠

クというパターンを⽰しており，1 年間での変動が⾮常に⼤きい。たとえば占ץ村では，「े
基ϋρトにおける⼈⼝」による 2019 年 1 ⽉末，4 ⽉末，8 ⽉末の外国⼈⼈⼝割合がそれぞ
れ，27.7％，10.6％，22.8％と推移している。占ץ村は野ϨμートがӣӨするトϜϞが有
໌であるが，スキーϨμートのほか当地で観察されるӤ海を活⽤してՈ期にも観ޭٮが多
く集まるようになり（中ୖ 2009），それに伴ってϨμート施અのॊۂҽとして働く外国⼈
⼈⼝もଁ加したものと考えられる。⼀⽅，佐࿌間町を含むΨϙーツクԌ؝地域ではڢۂڕ同
組合で働く外国⼈ٗ能実स⽣を継続的に受け⼊れているという事情があるため（中Ԅ 
2019），外国⼈⼈⼝割合はଁ加基調を⽰しつつも，本グラϓに⽰した 3 町村とは異なり安定
的に推移している。 

 
 

表 13 外国⼈⼈⼝割合が⾼い市区町村（2019 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「े基本ୈீに基づく⼈⼝、⼈⼝動態ٶびଵ数調査」 
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資料：北海道「े基ϋρトにおける⼈⼝」 
 
図 7 ωια町・۠知安町・占ץ村・佐࿌間町の外国⼈⼈⼝割合の推移（2013 年 9 ⽉〜） 
 
 
５．おࡾࢃに 

 本稿では，近年ଁ加が著しい外国⼈⼈⼝に着⽬し，主に⼈⼝分布変化の観点からジω係数
を⽤いた分析を⾏った後，個別事例について少々触れた。外国⼈⼈⼝割合のଁ加に伴い，⽇
本⼈と外国⼈を統合した総数ベースでみた⼈⼝移動傾向も外国⼈の移動傾向の影響度が強
まることになる。本稿で⽰したように，都道府県別にみても市区町村別にみても外国⼈の⼈
⼝分布変化のパターンが⽇本⼈のそれと⼤きく異なる状況では，地域推計において総数ベ
ースで⼈⼝移動傾向を捉えることには検討の余地が⼤きいといえよう。将来的には，全国の
将来⼈⼝推計と同様，地域推計においても⽇本⼈と外国⼈を明⽰的に区分した推計が望ま
しいと考えられる。 
 ⼀⽅で，地域別の外国⼈⼈⼝の将来推計は⾮常にࠖೋである。本稿の個別事例でも⽰した
とおり，地域別外国⼈⼈⼝の変化にはۂة・⼤学・ॕഩ施અなどの⽴地や，場合によっては
⼝⼈節的な要因も⼤きく影響している。したがって，⼀ൢに個別地域で観察された近のل
動態を将来に反映させるという౦影の観点からの推計は適切ではなく，外国⼈⼈⼝に関し
てすべての市区町村別において⼥年齢別の移動仮定をઅ定することは⾮現実的といえよ
う。それに代わる推計⽅法としては，全国で推計されている外国⼈⼈⼝を都道府県別，市区
町村別に配分する⽅法が考えられる。配分にあたっては，たとえば全国や都道府県単位で観
察された全域的な傾向を，都道府県や都道府県内市区町村に適⽤する⼿法があり得る。いず
れにしても，外国⼈⼈⼝の౦影が⾮常にࠖೋであることに加え，最श的な推計結果を全国の
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将来推計⼈⼝と整合させることを考慮すれば，全国の外国⼈⼈⼝をあらかじめ約ড়݇と
するのが妥当といえよう。本稿で⽰したように，⼈⼝分布変化のパターンが国籍別に⼤きく
異なる点にもཻ意が必要であるが，これについては全国から都道府県別，市区町村別に外国
⼈⼈⼝を配分するࡏの有⽤な情報として活⽤できる可能性もある。 
 現時点では，外国⼈⼈⼝の適切な推計⼿法に関する情報がまだ不⼗分であることも事実
であるが，2020 年国勢調査を基準とする次期推計では，近期間となる 2015〜2020 年に
おいて「े基本ୈீ⼈⼝」により市区町村別外国⼈⼈⼝の変化が 1 年ごとに捉えられる
ようになるなど，将来的に⽇本⼈・外国⼈別の推計をࢻ野に⼊れた分析のためのો材も着実
に整ඍされてきている。ܗαϫψΤΡϩス（&O9ID-19）の感ઝ֨⼤以降，国ࡏ⼈⼝移動
がほぼシϡρトΠΤトされた状態となり，急ଐにଁ加してきた外国⼈⼈⼝もం଼するなど
⼤きな変化がみられるが，このようなܻ変下における地域別外国⼈⼈⼝の動きについても
査することにより，適切な外国⼈⼈⼝の推計⼿法につながる知⾒が得られるとも考えら
れる。とくに地域推計にとっては，今後も様々な⾓度から外国⼈⼈⼝に関する分析を継続さ
せていくことが必要不可ܿといえよう。 
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市区町村別にみた将来の人口ቑ加率の要因分ゎ：⿵ㄽ

鎌田健司・小池司朗・Ⳣ᱇太・山内昌和

㸯．はじめに

本稿は市区町村別にみた将来の人口ቑ加率の要因分ゎを行った鎌田他（2020b）でᥖ㍕

できなかった仮定್の分布やᅗ表を⿵ㄽとしてᒎ㛤することを目的とする。

鎌田他（2020b）は，国立社会保障・人口問題研究所が平成 30（2018）年 3 月にබ表し

た「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」における市区町村別の将来の人口ቑ加

率について，Bongaarts and Bulatao（1999）のᡭ法を用いて年㱋構㐀要因・出生要因・

Ṛஸ要因・移動要因の 4 要因に分ゎし，将来の人口変化に対するྛ要因の影響を分析し

た。分析対象は⚟ᓥ県内市町村を㝖く 1,682 市区町村である。 
主要な結果として，(1)将来の人口ቑ加率に対するᐤ与度は年㱋構㐀要因と移動要因が大

きく，Ṛஸ要因のᐤ与度は人口規模によらず 5%ᙅ⛬度であり，出生要因のᐤ与は総じて

小さい。(2)人口ቑ加をಁす仮定における出生率の上昇は人口規模が大きい地域ほど将来の

人口ቑ加率へのᐤ与度が大きく，⣧移動率の半ῶは人口規模が小さい地域ほどᐤ与度が大

きくなるなど，人口規模によってྛ要因の影響にばらつきがみられた。(3)人口࣓ࣔンタ࣒

の分析では，長期的に人口が一定となる静Ṇ人口年次はᴫࡡ 2075～2080 年の間となる。

(4)Ἀ⦖県内の市町村を中心とした 12 地域は静Ṇ人口比が 1 を超え，2015 年時点において

人口ቑ加を内ໟした人口構㐀にあり，それ以外の 1,670 地域は長期的には人口ῶ少が内ໟ

された人口構㐀であり，大都市圏を含めて全国的に人口ῶ少が不可㑊な人口構㐀をᣢつこ

と等を明らかにしている。

本稿では，はじめに分析ᡭ法についてまとめ，推計に使用した出生率，生ṧ率，⣧移動

率の分布を示す。次に，将来の人口ቑ加率ならびにྛ要因について 2015 年時点の人口規

模別にみた度数分布と推計の✀類間の比較を行う。第三にྛ要因のᐤ与度の地理的分布を

示す。

㸰．分析ᯟ組

㸰㸫㸯．Bongaarts and Bulatao (1999)による要因分ゎ法 

Bongaarts and Bulatao（1999）の要因分ゎ法は，将来の人口ቑ加率を基準人口の年㱋構㐀要

因，出生要因，Ṛஸ要因，移動要因の 4 要因に分ゎする。要因分ゎには推計㛤ጞ時点の基準

人口 P と 4 ✀類の推計࢜ࣜࢼࢩ別推計結果を用いる（表 1）。ᶆ準࢜ࣜࢼࢩ Psは人口動態率

が仮定್㏻りにᢞ影される推計結果，⮬↛ቑῶ࢜ࣜࢼࢩ Pn はᶆ準࢜ࣜࢼࢩの仮定್のうち

⣧移動率をࢮロに変᭦する推計結果，ᑑఙ長࢜ࣜࢼࢩ Pr は⣧移動率ࢮロ及び出生率を

2015Ѝ2020 年以降一定に変᭦する推計結果，年㱋構㐀࢜ࣜࢼࢩ Pm はさらに生ṧ率を 2015

Ѝ2020 年以降一定に変᭦する推計結果である。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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 4 ✀類の推計結果と基準人口の比をとることで，ྛ 要因の数 M（multiplier）が得られる。

ྛ要因の数は，(1)年㱋構㐀要因数 Mm=Pm/P，(2)出生要因数 Mb=Pn/Pr，(3)Ṛஸ要因

数 Md=Pr/Pm，（4）移動要因数 Mmg=Ps/Pnで得られ，ྛ数を基準人口にけ合わせること

で，ྛ࢜ࣜࢼࢩにおける推計結果となる。 

 分析結果のゎ㔘においては，将来の人口ቑ加率のྛ要因のᐤ与度を用いる。ᐤ与度はྛ要

因による人口変化が基準人口（2015 年）に占める割合を示し，ྛ要因のᐤ与度の合計は当

該期間の人口ቑ加率となる指ᶆである。 

本稿では，2015～2045 年の 30 年間の人口ቑ加率について，地域推計（平成 30 年推計）

の結果の分析を行った上で，2 ✀類の人口ቑ加をಁす仮定に基づく推計結果を示す（表 1）。

第 1 の仮定（以下，人口ቑ加仮定Ϩ）は，(1)出生率が人口置水準に㐩する，(2)平均ᑑ

が 2040Ѝ2045 年の水準に延ఙ，(3)⣧移動率は地域推計（平成 30 年推計）と同一の場合で

ある。第 2 の仮定（以下，人口ቑ加仮定ϩ）は，(1)，(2)に加え，(3’)⣧移動率が一ᚊ半ῶす

る場合の推計結果である。 

 

㸰㸫㸰．人口動態率の定義 

 本稿で用いる人口動態率のうち，生ṧ率は地域推計（平成 30 年推計）でබ表されている

仮定್であり，年㱋別出生率・⣧移動率はබ表されている仮定್ではなく推計結果とᩚ合的

な数್を⟬出した上で分析を行った。 

 

(1) ⿵ṇ出生率 

 ⿵ṇ出生率とは，地域推計（平成 30 年推計）で用いられている出生仮定である子どもዪ

性比及び全国推計と一⮴させるための⿵ṇによって得られた将来の 0～4 ṓ人口にᩚ合的な

年㱋別出生率である。都道府県の分析では，2015 年時点の 5 ṓ㝵⣭別年㱋別出生率につい

て，全国್とྛ都道府県の相対的較差（比）を「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」（以

下，全国推計（平成 29 年推計））（国立社会保障・人口問題研究所 2017）における 5 ṓ㝵⣭

別に合⟬した将来の年㱋別出生率にけ合わせて，都道府県別の将来の年㱋別出生率とし，

それを用いた推計結果から得られた 5 年間の出生数と地域推計（平成 30 年推計）から得ら

れる 0～4 ṓ人口との比を⿵ṇ係数としてけ合わせることによって，5 ṓ㝵⣭別の⿵ṇ出

生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ)𝑖𝑖,𝑥𝑥 を⟬出した（鎌田他 2020a）。⿵ṇ出生率には出生Ѝ0～4 ṓ人口の生ṧ率・

⣧移動率，全国推計との合計調ᩚによる変化が含まれる。 

 市区町村の⿵ṇ出生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥 は，ձ上記で作成した都道府県別の⿵ṇ出生率

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ)𝑖𝑖,𝑥𝑥 に，地域推計（平成 30 年推計）におけるྛ市区町村と都道府県の 2020～2045

年の 5 年ẖの子どもዪ性比の比ܹܥ𝐴𝐴(ݐ) 𝑖𝑖Τ(ݐ)𝐴𝐴ܹܥ をけ合わせることで市区町村の年㱋別

出生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥を⟬出した。i は都道府県，j は市区町村，x は 15～19 ṓから 45～49 ṓま

での 5 ṓ間㝸の年㱋，ݐは 2020 年から 2045 年までの 5 年間㝸の時点である。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ)𝑖𝑖,𝑥𝑥 × (ݐ)𝐴𝐴ܹܥ� 𝑖𝑖Τ(ݐ)𝐴𝐴ܹܥ � 
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ղ𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥を用いた推計結果から得られた 5 年間の出生数と地域推計（平成 30 年推計）

から得られる 0～4 ṓ人口との比を⿵ṇ係数(ݐ)ܥとした。 

(ݐ)ܥ = 𝑃𝑃(ݐ),0~ସ  (𝑃𝑃(ݐ),𝑥𝑥 × 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥)
ସହ~ସ9

ଵହ~ଵ9
ൗ  

ճ𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥と(ݐ)ܥをけ合わせ，市区町村別の 5 ṓ㝵⣭別⿵ṇ出生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥 を作成し

た。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥 ×  (ݐ)ܥ

մ人口置水準の⿵ṇ出生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥𝐴𝐴 は，人口置水準を市区町村一ᚊ 2.07 と仮定し，

本推計における⿵ṇ出生率の合計∑ 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥ସହ~ସ9
ଵହ~ଵ9 との比をྛ市区町村の年㱋別出生率

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥 にけ合わせて⟬出した。なお，出生性比に相当する 0～4 ṓ人口性比は地域推

計（平成 30 年推計）から得られる市区町村ࡈとの್を用いた。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥𝐴𝐴 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥 × ( 2.0
∑ 𝐴𝐴𝐴𝐴ி𝐴𝐴(௧)ೕ,𝑥𝑥

45~4వ
15~1వ

)  

 

 市区町村ࡈとの合計⿵ṇ出生率の分布について 2015 年から 2045 年までの推移を示した

ものがᅗ 1 である。中ኸ್の分布は 1.6 ⛬度で一定に推移し，90%タイルでは 2.0～2.1，10%

タイルでは 1.3 ⛬度の⠊ᅖでྛ市区町村が分布している。また，2015 年から 2045 年までの

年㱋別⿵ṇ出生率の分布を示したものがᅗ 2 である。15～19 ṓから 30～34 ṓまでは 201～

2045 年までほぼ変化がなく，35～39 ṓでは 2015～2025 年にかけて低下し，その後ᶓばい

になり，40～44 ṓでは 2015 年から 2020 年にかけて上昇し，その後ᶓばいとなる。 

 

(2) 生ṧ率・⣧移動率 

 将来の⏨ዪ年㱋別の生ṧ率𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥は，地域推計（平成 30 年推計）でබ表されている仮定

್である（国立社会保障・人口問題研究所 2018）。j は市区町村，x は⏨ዪ年㱋㝵⣭であり，

0～4 ṓЍ5～9 ṓから 85 ṓ以上Ѝ90 ṓ以上，ݐは 2015Ѝ2020 年から 2040Ѝ2045 年まで 5 年

間㝸の時点を示す。 

 ⏨ዪ年㱋別生ṧ率の分布は，ዪ性の方が，平均ᑑが長いことを反映して▴形化が㐍んで

いる他は，年㱋別にみた分布の㐪いはあまりみられない。 

 将来の⏨ዪ年㱋別の⣧移動率ܰ𝑀𝑀(ݐ),𝑥𝑥は，地域推計（平成 30 年推計）における推計結果

の時点間のコー࣍ート変化率ܥܥ𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥から生ṧ率𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥をᘬいた್である。j は市区町村，

x は⏨ዪ年㱋㝵⣭であり，0～4 ṓЍ5～9 ṓから 85 ṓ以上Ѝ90 ṓ以上，ݐは 2015Ѝ2020 年か

ら 2040Ѝ2045 年まで 5 年間㝸の時点を示す。 
ܰ𝑀𝑀(ݐ),𝑥𝑥 = ,𝑥𝑥(ݐ)𝐴𝐴ܥܥ − 𝐴𝐴(ݐ),𝑥𝑥 

 ⏨ዪ年㱋別⣧移動率の分布は，10 代から 30 代において大きな変動がみられ，大都市圏ほ

ど⣧移動率はプラスになり，非大都市圏ではマイࢼスとなる。中ኸ್の分布は，⏨性では 10

代で大きくマイࢼスになり，20 代後半でプラスに転じて，その後一定となり，高㱋部分で
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プラスになる分布を示す。一方ዪ性では，10 代で大きくマイࢼスになることは変わらない

が，20 代後半でのプラスがみられずマイࢼスのままであり，大都市圏への移動が U ターン

等による非大都市圏への移動が⏨性に比べて生じていないという現≧をᢞ影している。 

 
㸱．分析結果 
表 2 は 2015～2045 年の人口ቑ加率とྛ要因のᐤ与度について，要因分ゎ結果とྛ仮定

್の✀類間の差の中ኸ್を，2015 年時点の人口規模別である。まず，地域推計（平成 30
年推計）の総数では，当該期間の人口ቑ加率（中ኸ್，以下同じ）は-34.9%，ྛ要因につ

いては年㱋構㐀要因-27.6%，出生要因-0.2%，Ṛஸ要因 4.7%，移動要因-11.0%である。

2015 年時点の人口規模別にみると，人口ቑ加率は人口規模が大きくなるにしたがってマイ

スᖜが⦰小する（1ࢼ 万人ᮍ‶-49.4%から 100 万人以上-7.5%）。年㱋構㐀要因のᐤ与度も

同様の傾向である（同-36.2%から同-19.3%）。出生要因は 1 万人ᮍ‶では 0.2%とプラスの

ᐤ与度であるが，1 万人以上の人口規模ではマイࢼスとなり-0.1～-0.7%⛬度のマイࢼスの

ᐤ与度である。Ṛஸ要因は人口規模別の傾向はみられずᴫࡡ 4.6～4.8%のプラスのᐤ与度

である。移動要因は人口規模が 30 万人ᮍ‶ではマイࢼスのᐤ与度であり，人口規模が小

さくなるほどマイࢼスのᐤ与度が大きくなる（1 万人ᮍ‶-16.9%）。一方，30 万人以上の

人口規模ではプラスのᐤ与度となり，とりわけ 100 万人以上は 11.1%と✺出して大きい。 
人口ቑ加仮定に基づく推計結果には，人口ቑ加仮定Ϩ（人口置水準出生率，2040Ѝ

2045 年生ṧ率，⣧移動率本推計）と人口ቑ加仮定ϩ（人口置水準出生率，2040Ѝ2045
年生ṧ率，⣧移動率半ῶ）があり，本推計との差は人口置水準の出生率 2.07 と 2040Ѝ
45 年の生ṧ率を用いている点はϨとϩでඹ㏻し，移動要因においてϩはϨの⣧移動率を一

ᚊ半ῶとしている。総数について人口ቑ加率をみると，人口ቑ加仮定Ϩは総数が-31.2%，

ϩは-23.9%と本推計よりもマイࢼスᖜがῶ少する結果となる。出生率が大ᖜに上昇する地

域がከく，Ṛஸ者が少なくなることで人口ቑ加率のマイࢼスが⦆和され，人口ቑ加仮定ϩ

においては⣧移動率を半ῶさせることによって，転出超㐣が観察される地域ではマイࢼス

が⦰小される。人口ቑ加仮定Ϩは，本推計で仮定されている大都市圏への集中傾向が続く

とする移動傾向が同じで出生率が上昇する仮定であるため，人口規模別にみると人口規模

が大きい地域ほど人口ቑ加率が高くなる。一方で，人口ቑ加仮定ϩでは移動傾向が⦰小さ

れることで，人口規模が小さい地域ほど人口ቑ加率が高くなる（人口ῶ少率が⦆和され

る）という傾向がみられる。ྛ要因のᐤ与度をみると，出生要因は総数で 5.8%のプラスの

ᐤ与度であり，人口規模が大きくなるほどそのᐤ与度が大きくなる（1 万人ᮍ‶ 3.8%から

100 万人以上 11.7%）。Ṛஸ要因は総数 5.4%であり，人口規模間の差は小さい。移動要因

について，人口ቑ加仮定Ϩをみると総数で-13.6%であり，人口規模が大きくなるにしたが

ってᐤ与度が上昇する（同-19.9%から同 13.5%）。人口ቑ加仮定ϩはϨの傾向と同様でᐤ

与度はϨの半分⛬度の水準となる（総数-6.8%，同-10.9%から同 6.8%）。 
 次に仮定್の✀類間の差をみると，本推計に比べて人口ቑ加仮定Ϩの人口ቑ加率のቑ加
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分は 3.7%（1 万人ᮍ‶ 1.6%から 100 万人以上 14.4%），ϩは 10.2%（同 10.6%から同

8.4%）であり，⣧移動率を一ᚊ半ῶさせた仮定において人口ቑ加率のቑ加分が大きくなる

地域がከい。人口ቑ加仮定Ϩとϩの差は移動要因の差と同じであり 6.5%（同 8.9%から同-
6.9%）となり，人口規模が小さい地域ほど人口ቑ加率のቑ加分が大きく，30 万人以上の

人口規模では半数の地域がマイࢼスとなる。出生要因の本推計と人口ቑ加仮定の差は 5.9%
（同 3.7%から同 12.2%）と人口規模が大きくなるほどቑ加分はプラスになり，Ṛஸ要因

では 0.8%⛬度で人口規模によらず同⛬度のプラスのᐤ与度となる。移動要因については，

本推計と比べて人口ቑ加仮定Ϩは-2.0%（同-2.5%から同 2.9%），ϩは 3.7%（同 5.8%から

同-3.5%）であり，人口規模が小さいほどプラスのቑ加分が大きい地域がከい。 
表 3 は 2015 年の人口規模別の人口ቑ加率の分布である。地域推計（平成 30 年推計）の総

数では，2015 年から 2045 年の人口ቑ加率が-60%～-40%のカࣜࢦࢸが 35.1%と最も高く，-

40%～-20%（33.0%），-20%～0%（20.5%）と続き，今後 30 年間の人口ቑ加率がマイࢼスの

地域は 94.4%となる。人口規模別の分布では，人口規模が小さい地域ほど人口ቑ加率が低い

傾向がみられ，5 万人ᮍ‶では-60%～-40%のカ10，ࣜࢦࢸ 万人以上では-20%～0%のカࢦࢸ

ࣜに含まれる地域が最もከい。人口ቑ加率がプラスになる地域割合は，人口規模が 50 万人

以上では 20%を超える。人口ቑ加仮定では，全体的に人口ቑ加率はプラスの方向に分布し，

出生と移動の影響が大きく，出生率が 2.07 になる影響は，若年人口割合の高い人口規模が

大きい地域でプラスの影響が大きく，人口ቑ加仮定 I では移動傾向が変わらないと仮定して

いることから，大都市圏（とくに東京圏）への集中傾向を反映して，人口規模が大きい地域

ほど人口ቑ加率が高くなる。一方で，人口ቑ加仮定 II では⣧移動率を一ᚊ半ῶしているた

め，人口規模が小さい⮬治体での人口ቑ加率のプラスの効果が得られる。表 4 では推計の✀

類間の比較を行っており，地域推計（平成 30 年推計）と人口ቑ加仮定 I では，91.9%の地域

で人口ቑ加率が高くなっており，人口規模 30 万人以上ではすべての地域でプラスの結果と

なった。また，人口ቑ加仮定 II との比較では，97.7%の地域で人口ቑ加率は高くなっており，

1 万人ᮍ‶の地域で 98.7%，50 万人以上ではすべての地域でプラスとなっている。人口ቑ加

仮定 I と II の比較では，⣧移動率半ῶの効果もあり，人口規模が小さい地域ほど人口ቑ加

率が高くなる傾向が顕著にみられる。ᅗ 5(A)は，推計の✀類別の人口ቑ加率の市区町村別

の地理的分布を示しており，大都市圏で人口ቑ加率が高く，非大都市圏で低い地理的分布で

あることがわかる。人口ቑ加仮定 I では，大都市圏の人口ቑ加率がṇの地域（㉥Ⰽ）がቑ加

し，大都市圏郊外地域の人口ቑ加率のマイࢼスが⦆和（㟷から水Ⰽ）されていることがみて

とれる。さらに人口ቑ加仮定 II では非大都市圏においても水Ⰽの地域がቑえており，人口

ቑ加率のマイࢼスの⦆和がᗈがっている。 

表 5 は年㱋構㐀要因のᐤ与度の分布を示している。人口ቑ加率に対するᐤ与度は，-40%

～-20㸣のカࣜࢦࢸが 61.2%と最も高く，1 万人ᮍ‶の地域ではややばらつきがあるものの，

1 万人以上の地域では-40%～0%の間にᴫࡡ 9 割以上の地域が含まれる。ᅗ 5(B)は年㱋構㐀

要因の地理的分布を示しており，全国的にマイࢼスのᐤ与の分布を示しており，ᾏ道の非
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都市地域，⛅田県，㟷᳃県，山形県，ᒾᡭ県，高知県，ᚨᓥ県，大分県，ዉ良県༡部，中国

地方の中山間地域など高㱋化率が高い地域ほどマイࢼスのᐤ与が大きい。 

表 6 は出生要因のᐤ与度の分布を示しており，地域推計（平成 30 年推計）では-1%～2%

の⠊ᅖに 78.6%が分布する。出生要因のプラスのᐤ与は人口規模が小さい地域でከく，人口

規模が大きい地域ほどマイࢼスのᐤ与となる。一方で，人口ቑ加仮定 I・II では，全体的に

プラスのᐤ与が大きくなり，人口規模が 30 万人以上の地域ではすべての地域で出生要因が

プラスとなり，人口規模が大きい地域では 10%以上のプラスのᐤ与度となる。表 7 は，推計

の✀類間の出生要因のᐤ与度の比較を示しており，地域推計（平成 30 年推計）に比べて人

口ቑ加仮定 I・II は 92.2%の地域で出生要因のᐤ与度が高く，人口規模が大きい地域ほど出

生要因のᐤ与度が高い地域がከくなる。ᅗ 5(C)は出生要因の地理的分布を示しており，地

域推計（平成 30 年推計）では，ᾏ道の非都市地域，東地方やᕞ地方，Ἀ⦖県などを

㝖く地域ではマイࢼスのᐤ与の分布がᗈがっているが，人口ቑ加仮定 I・II では，全国的に

プラスになるほか，全国的にプラスのᐤ与となり，大都市圏ほどプラスのᐤ与度が高い。な

お，ዉ良県༡部やᐑ崎県の一部，㮵ඣᓥ県༡部やᓥᕋ部，Ἀ⦖県においてマイࢼスのᐤ与と

なるのは，地域推計（平成 30 年推計）の⿵ṇ出生率が 2.07 よりも高い地域であり，一ᚊ 2.07

にすることでᐤ与度が下がることによるものである。 

表 8 はṚஸ要因のᐤ与度の分布を示している。Ṛஸ要因は地域推計（平成 30 年推計）で

は 4%～5%のカࣜࢦࢸに 80.7%の地域が含まれ，5%～6%のカࣜࢦࢸを含めると 98.3%とな

り，人口規模間の差はほぼない。人口ቑ加仮定では最頻カࣜࢦࢸが 5%～6%になるなどṚஸ

要因のᐤ与度は上昇し，人口規模間の差もほぼない。表 9 は推計の✀類間のṚஸ要因のᐤ与

度の比較を示しており，地域推計（平成 30 年推計）に比べて人口ቑ加仮定 I・II は 99.9%の

地域でṚஸ要因のᐤ与度が上昇している。ṧりの 0.1%は୧者で変化しない地域である。ᅗ

5(D)はṚஸ要因のᐤ与度の地理的分布を示している。全国的な地域差は小さいものの，東

地方や関東，ᒱ㜧県，和ḷ山県，රᗜ県，ᅄ国地方，ᕞ地方部と㮵ඣᓥ県，Ἀ⦖県な

どではプラスのᐤ与度が高く，それ以外の地域では比較的小さい。人口ቑ加仮定 I・II でも

同様である。 

表 10 は移動要因のᐤ与度の分布を示している。地域推計（平成 30 年推計）における移

動要因のᐤ与度は-20%～-10%のカࣜࢦࢸが 37.7%で最も高く，ᐤ与度がマイࢼスの地域は

人口規模が小さい地域を中心に全体の 80%を占める。人口ቑ加仮定 I は大都市圏（とくに

東京圏）への移動傾向を仮定していることから，大都市圏における移動要因のᐤ与度が高

くなる。一方，人口ቑ加仮定 II は，⣧移動率を一ᚊに半ῶ化しているため，全体のばらつ

きが少なくなり，人口規模が小さい地域のマイࢼスのᐤ与度が上昇し，人口規模の大きい

地域のプラスのᐤ与度がῶ少する。表 11 は推計の✀類間の移動要因の比較を示しており，

地域推計（平成 30 年推計）に比べて人口移動仮定 I の方が移動要因のᐤ与度が高まる地域

は 13.3%なのに対して，人口ቑ加仮定 II では 78.6%と人口規模が小さい地域を中心にᐤ与

度が上昇する。人口ቑ加仮定 I と II では，II の方が移動要因のᐤ与度が上昇する地域が
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82.8%となる。ᅗ 5(E)は移動要因のᐤ与度の地理的分布を示している。地域推計（平成 30

年推計）の地理的分布では，東京圏を中心に大都市圏やᮐᖠ市，⚟岡市など政令指定都市

においてプラスのᐤ与度が高い。人口ቑ加仮定 I においても基本的には同様の地理的分布

を示し，都市地域のプラスのᐤ与度が高まり，移動要因がマイࢼスの地域はさらにᐤ与度

がマイࢼスになるという傾向を示す。一方で，人口ቑ加仮定 II においては，大都市圏や都

市地域のプラスのᐤ与度が⦰小し，非大都市圏のマイࢼスのᐤ与度が上昇に転じる。 

 
ㅰ㎡：本研究は，国立社会保障・人口問題研究所一⯡会計プロ࢙ࢪクト「地域別将来人口推計（都道府県別

人口推計・市区町村別人口推計）」（代表者：小池司朗），ཌ生ປാ行政推㐍調査業㈝⿵ຓ㔠（政⟇⛉学総

合研究業（政⟇⛉学推㐍研究業））「国際的・地域的視㔝から見た少子化・高㱋化の新潮流に対ᛂした

人口分析・将来推計とそのᛂ用に関する研究（研究代表者：小池司朗）」，ཌ生ປാ行政推㐍調査業⿵ຓ

㔠（政⟇⛉学総合研究業（政⟇⛉学推㐍研究業））「長期的人口ῶ少と大国際人口移動時代における将

来人口・世帯推計の方法ㄽ的発ᒎとᛂ用に関する研究（研究代表者：小池司朗）」によるຓ成をཷけた． 
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表 1 推計࢜ࣜࢼࢩと仮定್・数の構成 

 
"Note: 1. Adjusted fertility rates: The fertility rates are the age-specific fertility rates to obtain the number of births consistent with 
the projected results of the population aged 0-4 years in the regional projections (2018). 
2. The net migration rate is calculated by subtracting the future survival rate from the cohort change rate, which is obtained from the 
results of the regional projections (2018). 
3. The survival rate is the rate for the period from 2040 to 2045 in the regional population projections (2018). 
4. The fertility rate at the population replacement level is the ratio of the national fertility rate at the population replacement level of 
2.07 to the sum of the age-specific adjusted fertility rates for each municipality, multiplied by the adjusted fertility rate. 
5. The net migration rate is uniformly cut in half. 
6. Each multiplier is based on (1) the age structure factor Mm=Pm/P, (2) the birth factor Mb=Pn/Pr, (3) the death factor Md=Pr/Pm, and 
(4) the migration factor Mmg=Ps/Pn, where P is the base population."    
 

 

ᅗ 1 合計⿵ṇ出生率の分布：2015～2045 年 

 

  

Senarios of Projections Assumptions Results Multipliears

　1. Standard Momentum, Mortality, Fertility1, Migration2 Ps P・Mm・Md・Mb・Mmg

　2. Natural Momentum, Mortality, Fertility1 Pn P・Mm・Md・Mb

　3. Replacement Momentum, Mortality Pr P・Mm・Md

　4. Momentum Momentum Pm P・Mm

　5. Standard Momentum, Mortality3, Fertility4, Migration2 Ps_I P・Mm・MdI・MbI・MmgI

　6. Natural Momentum, Mortality3, Fertility4 Pn_I P・Mm・MdI・MbI

　7. Replacement Momentum, Mortality3 Pr_I P・Mm・MdI

　8. Momentum Momentum Pm P・Mm

　5. Standard Momentum, Mortality3, Fertility4, Migration5 Ps_II P・Mm・MdI・MbI・MmgII

　6. Natural Momentum, Mortality3, Fertility4 Pn_I P・Mm・MdI・MbI

　7. Replacement Momentum, Mortality3 Pr_I P・Mm・MdI

　8. Momentum Momentum Pm P・Mm

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

2-1. Simulation I: 2015-2045

2-2. Simulation II: 2015-2045
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ᅗ 2 年㱋別⿵ṇ出生率の分布：2015～2045 年 
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ᅗ 3 ⏨ዪ年㱋別生ṧ率の分布：2015Ѝ2020 年～2040Ѝ2045 年 
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ᅗ 3（つづき） 
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ᅗ 4 ⏨ዪ年㱋別⣧移動率の分布：2015Ѝ2020 年～2040Ѝ2045 年 
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ᅗ 4（つづき） 
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表 2 2015 年時点の人口規模別の人口ቑ加率・ྛ要因のᐤ与度・୪びに仮定್の✀類間の

差の中ኸ್ 

 
  

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

Population Growth Rate and four factors under each assumption: 2015-2045
Population Growth Rate
　RPP -34.9 -49.4 -37.4 -26.2 -17.9 -9.5 -10.3 -7.5
　Simulation I -31.2 -47.8 -33.3 -19.6 -9.7 -1.6 1.5 8.7
　Simulation II -23.9 -38.2 -26.3 -14.6 -8.3 -3.5 -1.2 1.1
Momentum -27.6 -36.2 -29.2 -22.7 -21.0 -20.3 -20.4 -19.3
Fertility
　RPP -0.2 0.2 -0.1 -0.4 -0.6 -0.7 -0.6 -0.4
　Simulation I・II 5.8 3.8 5.5 6.4 7.7 8.4 9.6 11.7
Mortality
　RPP 4.7 4.6 4.7 4.6 4.6 4.6 4.6 4.8
　Simulation I・II 5.4 5.5 5.5 5.4 5.4 5.4 5.4 5.5
Migration
RPPࠉ -11.0 -16.9 -12.4 -6.1 -0.2 4.3 4.2 11.1
Simulation Iࠉ -13.6 -19.9 -15.1 -8.2 -1.4 3.7 4.7 13.5
Simulation IIࠉ -6.8 -10.9 -7.7 -4.2 -0.6 1.8 2.4 6.8

Difference between scenarios
Population Growth Rate
　S-I - RPP 3.7 1.6 3.4 5.5 8.0 9.2 12.8 14.4
　S-II - RPP 10.2 10.6 10.7 9.6 8.9 7.6 8.3 8.4
　S-II - S-I 6.5 8.9 7.3 4.1 0.7 -1.9 -2.4 -6.9
Fertility: S-I・II - RPP 5.9 3.7 5.6 7.1 8.6 9.0 10.5 12.2
Mortality: S-I・II - RPP 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
Migration
　S-I - RPP -2.0 -2.5 -2.4 -1.8 -1.0 -0.3 0.7 2.9
　S-II - RPP 3.7 5.8 4.3 2.1 0.1 -2.1 -2.0 -3.5
　S-II - S-I 6.5 8.9 7.3 4.1 0.7 -1.9 -2.4 -6.9

1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I: Simulation I, S-II: Simulation II
municipality (N)

Total

Population size in 2015
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表 3 推計の✀類別，2015 年の人口規模別，2015～2045 年の人口ቑ加率の分布 

 
表 4 2015 年の人口規模別，推計の✀類間の 2015～2045 年の人口ቑ加率の比較 

 
表 5 2015 年時点の人口規模別，年㱋構㐀要因のᐤ与度の分布 

 

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045
less than -60% 5.8 18.2 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-60〜-40% 35.1 56.8 42.1 12.8 2.0 0.0 0.0 0.0

-40〜-20% 33.0 19.0 37.7 47.9 41.3 14.9 4.2 0.0

-20〜0% 20.5 5.0 14.2 30.7 43.4 78.7 70.8 72.7

0〜5% 2.5 0.8 1.8 3.1 6.1 2.1 16.7 9.1

5〜10% 1.4 0.0 0.9 2.7 4.1 0.0 4.2 18.2
10% or more 1.7 0.2 1.6 2.7 3.1 4.3 4.2 0.0

2-1. Simulation I: 2015-2045
less than -60% 4.5 14.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-60〜-40% 29.8 55.3 32.9 5.8 0.5 0.0 0.0 0.0

-40〜-20% 32.4 24.2 41.0 42.4 22.4 4.3 0.0 0.0

-20〜0% 22.1 4.6 18.9 34.2 50.0 53.2 41.7 18.2

0〜5% 3.4 1.0 2.8 5.1 5.1 12.8 16.7 9.1

5〜10% 3.1 0.4 1.0 5.1 8.2 12.8 12.5 45.5
10% or more 4.7 0.0 2.2 7.4 13.8 17.0 29.2 27.3

2-2. Simulation II: 2015-2045
less than -60% 0.8 2.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-60〜-40% 15.8 42.0 9.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-40〜-20% 41.8 43.6 57.3 33.9 12.2 0.0 0.0 0.0

-20〜0% 31.7 10.2 27.2 51.0 63.8 66.0 54.2 18.2

0〜5% 4.9 0.6 3.4 6.2 9.7 23.4 20.8 54.5

5〜10% 2.1 0.2 1.0 5.4 5.1 2.1 4.2 9.1
10% or more 3.0 0.6 1.3 3.5 9.2 8.5 20.8 18.2

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total

Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

RPP < S-I 91.9 82.3 93.3 97.7 99.5 100.0 100.0 100.0
RPP < S-II 97.7 98.7 97.0 97.3 98.0 97.9 100.0 100.0
S-I < S-II 82.8 97.3 90.3 75.5 56.1 29.8 16.7 9.1

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11

Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I: Simulation I, S-II: Simulation II

Total

Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

less than -60% 0.5 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
-60〜-40% 13.9 35.1 9.6 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0

-40〜-20% 61.2 51.8 70.8 59.5 57.7 53.2 54.2 45.5

-20〜0% 23.1 10.9 18.1 37.4 41.3 46.8 45.8 54.5

0〜5% 0.8 0.4 0.7 1.6 1.0 0.0 0.0 0.0

5〜10% 0.2 0.2 0.3 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0
10% or more 0.2 0.0 0.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total
Population size in 2015
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表 6 2015 年時点の人口規模別，出生要因のᐤ与度の分布 

 
表 7 2015 年の人口規模別，推計の✀類間の出生要因の比較 

 

表 8 2015 年時点の人口規模別，Ṛஸ要因のᐤ与度の分布 

 
表 9 2015 年の人口規模別，推計の✀類間のṚஸ要因の比較 

 

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045
less than -3% 1.1 2.5 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-3䡚-1% 17.4 14.2 14.2 27.6 23.0 21.3 16.7 0.0
-1䡚0% 39.2 27.1 36.8 43.6 57.1 68.1 70.8 90.9
0䡚2% 39.4 48.9 46.3 28.0 19.9 10.6 12.5 9.1
2䡚5% 2.9 7.1 1.8 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0

5䡚10% 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
10% or more 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2. Simulation I・II: 2015-2045
less than -3% 3.1 7.7 1.8 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0

-3䡚-1% 2.2 5.0 1.6 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0
-1䡚0% 2.5 5.0 2.5 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0
0䡚2% 7.0 14.2 5.8 3.5 0.5 0.0 0.0 0.0
2䡚5% 27.2 31.9 32.0 25.3 12.2 2.1 0.0 0.0

5䡚10% 49.9 32.6 50.9 61.9 68.9 74.5 54.2 9.1
10% or more 8.2 3.5 5.2 7.4 17.9 23.4 45.8 90.9

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total
Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

RPP < S-I・II 92.2 82.9 93.6 97.7 99.5 100.0 100.0 100.0
municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I・II: Simulation I and Simulation II

Population size in 2015

Total

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045
less than 4% 1.5 2.1 1.2 1.9 0.5 2.1 0.0 0.0

4䡚5% 80.7 78.3 75.6 84.4 93.4 93.6 95.8 90.9
5䡚6% 17.4 19.0 22.5 13.6 6.1 4.3 4.2 9.1
6䡚7% 0.4 0.4 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

7% or more 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
2. Simulation I・II: 2015-2045

less than 4% 0.1 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
4䡚5% 11.1 10.6 10.2 17.5 7.7 10.6 8.3 0.0
5䡚6% 78.7 75.8 76.9 77.4 88.8 89.4 91.7 90.9
6䡚7% 9.6 12.3 12.3 5.1 3.6 0.0 0.0 9.1

7% or more 0.5 1.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11

Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total
Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

RPP < S-I・II 99.9 99.8 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I・II: Simulation I and Simulation II

Total

Population size in 2015
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表 10 2015 年時点の人口規模別，移動要因のᐤ与度の分布 

 
表 11 2015 年の人口規模別，推計の✀類間の移動要因の比較 

 
  

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045
less than -20% 16.1 36.3 14.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0

-20䡚-10% 37.7 45.7 45.4 36.2 9.7 0.0 0.0 0.0
-10䡚0% 26.2 14.4 28.1 34.2 41.3 27.7 4.2 9.1

0䡚5% 9.9 2.5 7.0 15.6 20.9 27.7 50.0 9.1
5䡚10% 5.2 0.6 3.0 7.4 14.8 21.3 12.5 27.3

10䡚15% 2.4 0.4 1.3 3.5 5.1 10.6 8.3 27.3
15% or more 2.6 0.0 0.7 2.7 8.2 12.8 25.0 27.3

2-1. Simulation I: 2015-2045
less than -20% 26.3 49.5 27.8 6.2 1.5 0.0 0.0 0.0

-20䡚-10% 34.4 34.9 41.6 39.3 16.8 0.0 0.0 0.0
-10䡚0% 21.2 12.3 20.5 27.6 36.7 29.8 12.5 9.1

0䡚5% 8.3 2.3 5.4 14.0 17.3 25.5 37.5 9.1
5䡚10% 4.2 0.4 2.2 6.6 11.2 19.1 16.7 9.1

10䡚15% 2.4 0.6 1.8 3.1 4.1 8.5 8.3 27.3
15% or more 3.3 0.0 0.6 3.1 12.2 17.0 25.0 45.5

2-2. Simulation II: 2015-2045
less than -20% 0.8 2.5 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-20䡚-10% 29.8 54.7 32.2 7.4 3.1 0.0 0.0 0.0
-10䡚0% 50.0 37.6 56.4 64.2 51.5 29.8 12.5 9.1

0䡚5% 13.4 3.8 8.8 21.4 29.1 44.7 54.2 27.3
5䡚10% 3.7 0.6 2.2 5.4 8.7 12.8 12.5 45.5

10䡚15% 0.9 0.0 0.1 1.2 3.1 4.3 4.2 18.2
15% or more 1.3 0.8 0.0 0.4 4.6 8.5 16.7 0.0

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total
Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

RPP < S-I 13.3 12.7 5.2 10.1 29.6 38.3 62.5 90.9
RPP < S-II 78.6 95.4 86.1 67.3 52.6 21.3 12.5 9.1

S-I < S-II 82.8 97.3 90.3 75.5 56.1 29.8 16.7 9.1

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11

Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I: Simulation I, S-II: Simulation II

Total
Population size in 2015
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ᅗ 5 2015～2045 年の人口ቑ加率，ྛ要因の地理的分布 

 
 

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

2-1. Simulation I: 2015-2045

2-2. Simulation II: 2015-2045

A) Population Growth Rate: 2015-2045

B) Contribution of the momentum factor: 2015-2045
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ᅗ 5 2015～2045 年の人口ቑ加率，ྛ要因の地理的分布（つづき） 

 
  

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

C) Contribution of the Fertility factor: 2015-2045

2. Simulation I・II: 2015-2045

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

D) Contribution of the Mortality factor: 2015-2045

2. Simulation I・II: 2015-2045
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ᅗ 5 2015～2045 年の人口ቑ加率，ྛ要因の地理的分布（つづき） 

 

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

E) Contribution of the Migration factor: 2015-2045

2-1. Simulation I: 2015-2045

2-2. Simulation II: 2015-2045
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都道府県・市区町村データでみる人口及び保健⚟♴サーࣅスクࢭスの分析

㸫地域差を考慮した政⟇ࢩミࣗࣞーࣙࢩンのための考察㸫

小ᓥඞஂ

㸯．はじめに 

 わが国では人口ῶ少、少子高㱋化の㐍ᒎなど、人口をᕠる動きがこれまでとは異なる社会

にධっている。例えば、わが国の人口は 2008 年をࣆークにῶ少局面にධっており、総務省

統計局『国勢調査』によると 2015 年の人口は約 1 ൨ 2709 万人であるが、2010 年の約 1 ൨

2806 万人より約 96.3 万人ῶ少している。今後もわが国の人口はῶ少する見㏻しである。ま

た、高㱋化の動きをみると、2015 年の高㱋者（65 ṓ以上の者）の数は約 3,347 万人であり、

これが人口に占める割合である「高㱋化率」は 26.6㸣であった。わが国の高㱋者の数は 2020
年にかけて大きくቑ加するものの、2020 年から 2040 年ࢁࡈまでは、高㱋者人口が 3,600ࠥ
3,800 万人の間で推移する。そして、2040 年以降は高㱋者人口もῶ少しጞめる。すでにわ

が国の人口はῶ少しているので、高㱋化率は上昇を続け、2060 年には人口の 39.9㸣が高㱋

者になる見㏻しである。こうした動きには地域差がある。東京や大阪などの大都市圏で高㱋

化がᛴ㏿に㐍む一方、非大都市圏では高㱋者の数が人口とともにῶ少する局面にいち᪩く

ධる。

 高㱋化の対ᛂとして、年㔠制度のᐇの一方で、保健⚟♴サーࣅス体制のᐇも必要であ

る。年㔠制度は全国ඹ㏻の制度で㐠Ⴀするため、政⟇ࢩミࣗࣞーࣙࢩンも全国的なࣔデルで

の分析となる。しかし、保健⚟♴サーࣅスは、地域住Ẹに┤接提供されるものであるため、

住Ẹ個人のࢽーࢬはもとより、住Ẹをྲྀりᕳく地域⎔ቃにも㓄慮したものである必要があ

る。わが国のㆤ制度でいえば、現ᅾ、高㱋者が住み័れた地域で་⒪やㆤなどのサーࣅ

スをษれ目なく利用できる『地域ໟᣓケࢩス࣒ࢸ』の構⠏を㐍めている。このࢩス࣒ࢸが

定している地域は、日ᖖの㏻ᡭẁ（ᚐṌを含む）により 30 分以内で㥑けつけることの

できる⠊ᅖである。具体的には中学ᰯのᰯ区を定している。日本の地域（都道府県、市区

町村といった地方⮬治体、市区町村を構成するコミࣗࢸࢽ）は、人口、高㱋化の≧ἣ、་

⒪ᶵ関やㆤ業所のᩚഛ≧ἣなどが大きく異なる。つまり、『地域ໟᣓケࢩス࣒ࢸ』の

具体的な構⠏の方には、全国ඹ㏻の⟅えがあるヂではない。ᐇ際に、ㆤ保㝤制度見┤し

に関する意見として、「地域のᐇ情にᛂじたㆤサーࣅス基┙ᩚഛ」がᐤせられている（ཌ

生ປാ省『ㆤ分㔝をめࡄる≧ἣについて』（社会保障ᑂ㆟会ㆤ⤥付㈝分⛉会第 176 回㈨

ᩱ）による）。ㆤ保㝤法や⪁人⚟♴法のᨵṇでも、「地域の特性にᛂじた認知対⟇やㆤ

サーࣅス提供体制のᩚഛ等の推㐍」がㅻわれている。そのため、ㆤに限らず保健⚟♴分㔝

での政⟇ࢩミࣗࣞーࣙࢩンは全国的なものに加え、人口や保健⚟♴サーࣅス提供の地域差

を考慮したものも必要がある。政⟇ࢩミࣗࣞーࣙࢩンをすべての都道府県や市区町村ࡈと

に行うのは、それにかかる時間などを考えると現ᐇ的とは言いがたい。人口や保健⚟♴サー

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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ス提供の地域差の型的なパターンをᢳ出した上で、いくつかのࣔデルを作る方が現ᐇࣅ

的であࢁう。こうした地域差を考慮した政⟇ࢩミࣗࣞーࣙࢩンには、人口や保健⚟♴サーࣅ

ス提供の地域差の現≧を把握する必要がある 1。 
このような問題意識のもと、都道府県及び市区町村別にබ㛤データが利用できる政府統

計を用いて、人口や保健⚟♴サーࣅス提供の地域差の現≧把握の分析を行った。 
 
㸰．分析の考え方と分析方法 

（分析の考え方） 
本研究では、人口及び保健利用サーࣅス提供の地域差の把握を目的とする。そこで、これ

らの地域別にみた≧ἣにどの⛬度ばらつきが見られるかを明確にすることを基本とする。

地域の単位として、都道府県、市区町村とする。なお、東京特別区、政令指定都市の区はそ

れぞれ一つの市区町村と見なした。保健⚟♴サーࣅスの利用については市区町村以下のࣞ

ベルでの把握がᮃましいが、データ利用可能性から、この 2 ✀類の単位での分析とする。 
（使用データ） 
 本研究で使用したデータは、政府統計のබ㛤データである 2。そして都道府県、市区町村

別の集計表が利用できるものである。 
 まず、人口と世帯については総務省統計局『国勢調査』を用いた。地域差の現≧分析なの

で、最も新しい結果が利用できる 2015 年調査の結果のうち、都道府県・市区町村の人口、

年㱋㝵⣭別人口、家族類型別一⯡世帯数、外国人人口、5 年前の居住地別の人口の集計表を

用いた分析を行った 3。後㏙の『住Ꮿᅵ地統計調査』の分析のため、人口密度のデータもこ

の調査のものを用いた。 
 保健⚟♴サーࣅス提供の現≧把握のため、サーࣅス提供主体または利用者主体いずれか

の統計で把握するかをỴめる必要がある。ここでは、人々の保健⚟♴サーࣅスへのクࢭス

の地域差を検証する観点から、後者の統計を用いる。これがわかる統計として、総務省統計

局『住Ꮿᅵ地統計調査』（2018 年）があり、住⎔ቃの統計がある。具体的には、最ᐤりの⪁

人デイサーࣅスࢭンター、保育所、་⒪ᶵ関、㏻ᶵ関、㑊㞴所などの距離別に見た世帯分

布の統計がある。この統計表から、最ᐤりの⪁人デイサーࣅスࢭンターからの距離、最ᐤり

の保育所からの距離、最ᐤりの་⒪ᶵ関からの距離、それぞれ距離別の世帯数分布の集計表

を用いることとした。それぞれの集計表からこれら設からの距離が 500 ࣓ートルᮍ‶の

世帯割合を都道府県、市区町村別にồめ、その分布を把握した。これを対ᛂする都道府県、

市区町村人口密度（2015 年国勢調査より）、ᣢ家率との関係をみる形で、これらの指ᶆでみ

た地域差の把握を試みた。 
 
㸱．わが国の人口からみた地域差 

（人口ቑ加率） 

 ᅗ 1（すべてᩥ末にᥖ㍕）は、わが国の市区町村別人口ቑ加率（2010～2015 年の変平均）
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をまとめたものである 。都道府県別の人口ቑ加率のばらつきとの比較を行うため、市区町

村の人口ቑ加率も都道府県別まとめ、その最大್と最小್をᣢつ市区町村をそれぞれ上限

と下限にしてᲬグラフで示したものである。つまり、Წグラフの間にྛ都道府県の市区町村
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が分布している。そして、ࡦし形で示しているのは都道府県別の人口ቑ加率である。 
このᅗを見ると、市区町村の人口ቑ加率の地域差（Წグラフの縦のᖜ）は、都道府県のそ

れ（ࡦし形のばらつきのᖜ）よりも大きい。ばらつきの⛬度を示す分ᩓで見ると、市区町村

で 0.018㸣、都道府県で 0.001㸣である。都道府県で見て人口がቑ加している、千葉県、ᇸ

⋢県、東京都、⚄ዉ川県、ᇸ⋢県、㈡県、⚟岡県、Ἀ⦖県では、人口がቑ加している市区

町村がある一方で、人口がῶ少している市区町村もある。特に、都道府県別人口ቑ加率が最

も高い方にᒓする東京都（0.5㸣）とἈ⦖県（0.6㸣）では、人口ቑ加率がそれぞれ 4.0㸣、

2.0㸣に㐩する市区町村がある一方で、-2.0㸣の人口ῶ少率となっている市区町村もᏑᅾす

る。都道府県別人口ቑ加率がもっとも低い方にᒓするのは⛅田県（-1.2㸣）、⚟ᓥ県（-1.2㸣）

や㟷᳃県（-1.0㸣）などであるが、これらの都道府県の中には人口がቑ加している市区町村

がᏑᅾする。例えば、㟷᳃県では人口ቑ加率が 0.4㸣である市区町村がある。⚟ᓥ県でも

0.6㸣の人口ቑ加率となっている市区町村がᏑᅾする。他の都道府県を見ても、人口ቑ加率

がプラス、マイࢼスの市区町村がᏑᅾする形になっている。このように、人口ቑ加率の地域

差は都道府県よりも市区町村ࣞベルで大きい。しかも、人口がቑ加している都道府県でも人

口がῶ少している市区町村が見られる。 
 
（高㱋化率） 

ᅗ 2 は、わが国の市区町村別の高㱋化率の 2015 年についてまとめたものである。ᅗ 1 と

同じように、市区町村の高㱋化率を都道府県別にまとめ、その最大್と最小್をᣢつ市区町

村をそれぞれ上限と下限にしたᲬグラフを表示した。ここでも、それぞれのグラフの間にྛ

都道府県の市区町村が分布している。また、ࡦし形で示しているのは 2015 年の都道府県別

高㱋化率である。 
このᅗを見ても、市区町村別の高㱋化率の地域差（Წグラフの縦のᖜ）は、都道府県別の

それ（ࡦし形のばらつき）よりも大きい。ばらつきの⛬度を示す分ᩓで見ると、市区町村で

0.511㸣、都道府県で 0.075㸣である。2015 年の数್（Წグラフ）で見ると、⩌㤿県、長㔝

県、ዉ良県で高㱋化率が 60㸣近くになる市区町村がある一方、東京都、⚄ዉ川県、ឡ知県

などでは高㱋率が 10㸣台の市区町村がある。わが国で高㱋化率が最も高い・低い市区町村

の差は 47.8㸣となり、この差は都道府県の高㱋化率の地域差のᖜ（14.2㸣ポイント）よりも

大きい。 
 市区町村別の高㱋化率の᱁差はᅗのᲬグラフや面グラフの縦のᖜが示すように、都道府

県内でも顕著である。例えば、このᅗから都道府県別高㱋化率が最も高い⛅田県で見ると、

2015 年では高㱋化率が最も高い市区町村で 48.7㸣、最も低い市区町村で 28.6㸣である。⛅

田県内で高㱋化率の᱁差がおよそ 20㸣ポイントあるだけでなく、最も高㱋化率が低い市区

町村はわが国全体の高㱋化率に近い水準である。同じ年で高㱋化率が最も低いグループに

ある東京都では、高㱋化率が最も高い市区町村で 48.2㸣、最も低い市区町村で 12.7㸣であ

る。高㱋化率の᱁差がおよそ 36㸣ポイントと非ᖖに大きい。また、東京都で高㱋化率が最
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も高い市区町村は、⛅田県で最も高㱋化率が高い市区町村とあまり変わらない水準である。

このように、高㱋化率の地域差は都道府県よりも市区町村ࣞベルで大きい。しかも、高㱋化

率が高い（低い）都道府県で、高㱋化率が低い（高い）市区町村が見られる。 
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（世帯構㐀・外国人割合・人口移動） 
 人口の他のഃ面についても地域差が見られる。表 1 は世帯構㐀（夫婦のみ及び単⊂世帯

割合）、外国人人口割合、移動率（5 年前ᕧᶞ್が現住地と異なる者の割合）をまとめたも

のである。都道府県別にこれらの指ᶆの数್、ྛ 都道府県内の市区町村別のこれらのす指ᶆ

の最大್と最小್をまとめている。 
 まず、夫婦のみ及び単⊂世帯割合を見ると、都道府県別では東京都の 64.3㸣から山形県

の 43.4㸣までの差があり、差はおよそ 20㸣ポイントとなる。分ᩓは 0.2㸣となる。これを

市区町村別で見ると最大್は 95.6㸣、最小್は 25.1㸣であり、70㸣ポイントのᖜとなる。

分ᩓは 0.913㸣となる。世帯構㐀で見ても、都道府県よりも市区町村のᖜの方が大きい。夫

婦のみ及び単⊂世帯割合が高い（低い）都道府県内でも、これが低い（高い）市区町村が見

られる。例えば、東京都では一⯡世帯の 64.3㸣が夫婦のみまたは単⊂世帯であるが、この

割合が 87.2㸣になる市区町村がある一方で、45.0㸣にとどまる市区町村がある。後者はこ

の割合がもっとも低い山形県や⚟井県の水準に相当する。その一方で、山形県内の市区町村

には夫婦のみ及び単⊂世帯割合が 51.7㸣になる市区町村がᏑᅾし、この水準はᇸ⋢県、ឡ

知県、三重県、岡山県などに相当する。 
 次に外国人人口割合を見ると、都道府県別では東京都の 2.8㸣から⛅田県の 0.3㸣まで、

およそ 2.5㸣ポイントのᖜがある。これを市区町村別で見ると最大್は 15.8㸣、最小್は

0.0㸣であり、およそ 16㸣ポイントのᖜとなる。分ᩓで見ると、都道府県で 0.003㸣、市区

町村で 0.013㸣である。外国人人口割合で見ても、都道府県よりも市区町村のᖜの方が大き

い。外国人人口割合がもっとも高い東京都では、その割合が 9.1㸣の市区町村がある一方、

0.1㸣にとどまる市区町村もある。後者は⛅田県の数್を下回る。外国人人口割合が 1㸣台

の都道府県でも、市区町村別では最大で 10㸣台の外国人人口割合のとこࢁがある。例えば、

⩌㤿県（1.9㸣）、長㔝県（1.3㸣）ではそれぞれ最大で 14.6㸣、15.8㸣の外国人人口割合を

ᣢつ市区町村がある。なお最小್ではそれぞれ 0.4㸣、0.3㸣となる。 
 さらに移動率である 5 年前居住地が現住地と異なる者の割合は、都道府県では、㮵ඣᓥ

県の 24.6㸣から⛅田県の 14.6㸣まで、10㸣ポイントのᖜがある。市区町村別では、最大で

66.3㸣、最小で 4.2㸣と、60㸣ポイントを超えるᖜがある。分ᩓで見ると、都道府県で 0.054㸣、

市区町村で 0.307㸣である。移動率で見ても、都道府県よりも市区町村のᖜの方が大きい。

ྛ都道府県内の市区町村の移動率の最大್が 40㸣を超えるとこࢁを見ると、⚟ᓥ県

（66.3㸣）、ᐑᇛ県（59.3㸣）がある他、ᾏ道（40.2㸣）、ᒾᡭ県（47.5㸣）、東京都（44.6㸣）、

㮵ඣᓥ県（47.4㸣）、Ἀ⦖県（45.3㸣）がある。一方で最小್の市区町村の水準が 5㸣台以下

の都道府県として、京都府（4.2㸣）に加えて、山形県（5.8㸣）、Ⲉᇛ県（5.9㸣）、㈡県

（5.8㸣）、ዉ良県（5.5㸣）がある。市区町村ࣞベルで見て移動率が特に高い、低いとこࢁ

は、全国的に分布していることになる。 
 このように、人口のさまࡊまなഃ面で地域差があり、より地理的な⠊ᅖが⊃い市区町村ࣞ
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ベルで地域差が大きく現れることがわかる。 
 

 
 

都道府県
市༊町村
（最大値）

市༊町村
（最ᑠ値）

都道府県
市༊町村
（最大値）

市༊町村
（最ᑠ値）

都道府県
市༊町村
（最大値）

市༊町村
（最ᑠ値）

北海道 188 61.2% 78.2% 44.0% 0.4% 5.0% 0.0% 22.7% 40.2% 12.0%

㟷᳃県 40 49.4% 63.0% 31.8% 0.3% 0.8% 0.0% 17.6% 23.5% 7.8%

ᒾᡭ県 33 49.1% 59.6% 34.3% 0.4% 1.5% 0.1% 20.9% 47.5% 7.4%

宮城県 39 52.0% 67.6% 26.2% 0.6% 1.6% 0.2% 23.9% 59.3% 8.7%

⛅⏣県 25 48.4% 56.1% 29.8% 0.3% 0.8% 0.1% 14.6% 19.3% 7.1%

山ᙧ県 35 43.4% 51.7% 27.0% 0.5% 1.1% 0.2% 16.6% 23.6% 5.8%

福島県 53 49.1% 95.6% 25.1% 0.5% 1.4% 0.1% 19.5% 66.3% 6.9%

茨城県 44 48.7% 57.4% 34.0% 1.4% 3.9% 0.2% 17.6% 26.0% 5.9%

ᰣᮌ県 25 48.5% 54.0% 34.7% 1.3% 3.4% 0.4% 18.1% 21.5% 7.5%

⩌㤿県 35 49.4% 70.1% 36.7% 1.9% 14.6% 0.2% 18.3% 25.5% 7.4%

埼玉県 72 51.1% 60.3% 35.9% 1.4% 5.2% 0.2% 18.6% 25.4% 6.2%

༓ⴥ県 59 53.4% 64.7% 37.6% 1.4% 3.7% 0.3% 18.8% 24.6% 6.4%

東京都 62 64.3% 87.2% 45.0% 2.8% 9.1% 0.1% 20.3% 44.6% 13.3%

⚄奈ᕝ県 58 55.8% 72.1% 42.9% 1.6% 7.8% 0.3% 20.1% 27.3% 10.2%

᪂₲県 37 46.3% 63.3% 31.7% 0.5% 1.2% 0.2% 16.6% 26.5% 8.9%

ᐩ山県 15 45.6% 50.3% 29.6% 1.0% 1.6% 0.2% 15.6% 19.1% 9.1%

▼ᕝ県 19 51.4% 59.9% 25.5% 0.8% 1.7% 0.3% 18.1% 30.0% 8.6%

福県 17 45.0% 52.1% 34.5% 1.2% 3.3% 0.3% 15.3% 19.5% 6.8%

山県 27 50.6% 74.3% 37.8% 1.3% 3.9% 0.1% 17.5% 25.6% 9.4%

長野県 77 49.6% 70.3% 32.8% 1.3% 15.8% 0.4% 18.3% 23.4% 7.8%

ᒱ㜧県 42 46.7% 52.5% 34.8% 1.7% 6.4% 0.4% 16.3% 24.1% 6.8%

静岡県 43 48.9% 68.0% 38.4% 1.6% 4.7% 0.3% 19.8% 26.5% 9.6%

ឡ▱県 69 52.7% 80.5% 32.9% 2.2% 6.7% 0.7% 20.3% 29.7% 9.9%

୕㔜県 29 51.5% 67.0% 35.1% 1.7% 3.6% 0.3% 17.0% 23.6% 7.3%

㈡県 19 48.2% 58.2% 36.4% 1.4% 3.6% 0.4% 17.6% 24.4% 5.8%

京都府 36 57.7% 73.1% 39.6% 1.7% 4.9% 0.2% 18.0% 23.4% 4.2%

大阪府 72 57.0% 82.4% 44.5% 1.7% 12.6% 0.3% 18.6% 26.6% 6.4%

රᗜ県 49 54.0% 76.4% 38.3% 1.4% 6.9% 0.3% 18.5% 25.0% 8.1%

奈良県 39 49.1% 79.7% 34.7% 0.6% 1.6% 0.0% 16.4% 22.9% 5.5%

ḷ山県 30 52.6% 76.1% 42.0% 0.5% 0.7% 0.1% 16.4% 19.8% 8.0%

㫽ྲྀ県 19 48.3% 55.1% 33.4% 0.6% 1.0% 0.2% 18.0% 21.9% 7.8%

島᰿県 19 50.9% 77.3% 37.6% 0.8% 1.9% 0.3% 18.7% 25.4% 12.2%

岡山県 30 52.7% 63.5% 43.0% 0.9% 1.7% 0.1% 19.3% 27.1% 9.8%

ᗈ島県 30 56.3% 72.9% 48.2% 1.2% 2.5% 0.4% 21.2% 27.2% 12.5%

山口県 19 57.4% 69.4% 53.0% 0.8% 1.3% 0.1% 20.9% 24.2% 9.7%

ᚨ島県 24 53.1% 70.1% 42.5% 0.5% 1.9% 0.2% 17.2% 24.4% 6.8%

㤶ᕝ県 17 53.6% 66.5% 42.8% 0.7% 2.2% 0.4% 18.6% 27.0% 11.0%

ឡ県 20 56.3% 70.7% 46.8% 0.6% 4.0% 0.1% 19.3% 23.0% 11.4%

高▱県 34 57.8% 73.7% 46.9% 0.4% 2.3% 0.1% 18.1% 21.0% 7.8%

福岡県 72 56.5% 77.4% 35.7% 0.9% 2.5% 0.1% 23.1% 34.5% 10.7%

బ㈡県 20 45.7% 51.0% 34.1% 0.5% 1.0% 0.1% 19.9% 24.7% 10.1%

長崎県 21 54.0% 67.1% 40.1% 0.6% 1.2% 0.1% 21.5% 26.4% 12.5%

熊本県 49 51.4% 67.3% 38.6% 0.5% 1.6% 0.1% 21.7% 29.5% 9.1%

大ศ県 18 55.9% 63.0% 48.3% 0.7% 3.0% 0.0% 21.3% 24.7% 13.0%

宮崎県 26 56.1% 67.1% 45.2% 0.3% 0.8% 0.1% 23.0% 25.5% 12.0%

鹿児島県 43 59.6% 76.3% 52.2% 0.4% 1.3% 0.0% 24.6% 47.4% 13.5%

沖縄県 41 47.8% 78.3% 36.0% 0.8% 4.8% 0.2% 23.2% 45.3% 13.8%

ฟᡤ：⥲ົ┬⤫ィᒁ䛂ᅜໃㄪᰝ䛃䜘䜚➹⪅సᡂ䚹

注：市༊町村䛾༊䛻は䚸ᨻ௧ᣦ定都市䛾༊䜢ྵ䜐䚹東日本大㟈⅏䞉福島➨୍ཎᏊຊⓎ㟁ᡤ䛾ᨾ䛾ᙳ㡪䛻䜘䜚ㄪᰝⅬ䛷ᒃఫ䛜ไ㝈䛥䜜䛶䛔た
福島県䛾୍㒊䛾町村（ᐩ岡町䚸大熊町䚸ⴥ町䚸ᾉỤ町䚸ⴱᑿ村䚸㣤⯓村）䜢㝖䛟䚹㻞㻜㻠㻜ᖺは福島県䛾市町村䜢㝖䛟䚹

⾲㻝䚷䜟䛜ᅜ䛾ᆅᇦู人口䞉ୡᖏ䛻㛵䛩䜛䛺ᩘ値（㻞㻜㻝㻡ᖺ）

ኵ፬䛾䜏ཬ䜃༢⊂ୡᖏྜ እᅜ人人口ྜ 㻡ᖺ๓ᒃఫᆅ䛜⌧ఫᆅ௨እྜ
市༊

町村ᩘ
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㸲．わが国の保健⚟♴サーࣅスへのクࢭスからみた地域差 

（人口密度との関係） 
わが国の保健⚟♴サーࣅス設までの距離について、「住Ꮿᅵ地統計調査」より⪁人デイ

サーࣅスࢭンター、保育所、་⒪ᶵ関からの距離が 500 ࣓ートルᮍ‶の世帯割合を、市区

町村、都道府県別ồめ、そのばらつき具合をまとめてみた。ᅗ 3 はばらつき具合を地域の都

市化の⛬度を示す人口密度（「国勢調査」（2015 年）の数್をマッチング）を㍈にしてまと

めたものである。 
まず、⪁人デイサーࣅスࢭンターからの距離が 500 ࣓ートルᮍ‶の世帯割合は、市区町

村別では、最大್が 100.0㸣、最小್が 0.0㸣、平均 36.4㸣であり、分ᩓは 5.2㸣である。

都道府県別では、最大್が 72.0㸣、最小್が 23.8㸣、平均 38.9㸣であり、分ᩓは 1.3㸣で

ある。よって、市区町村の方が都道府県よりも、⪁人デイサーࣅスࢭンターへのクࢭスの

⛬度の地域差が大きい。ᅗ 3 より、人口密度との関係でみた市区町村の分布（ሬりつࡪした

い点）を見ると、人口密度が大きな地域ほど、この割合が高いという大まかな傾向が見ら

れる。市区町村の人口密度の単⣧平均（2,284 人）、⪁人デイサーࣅスࢭンターから 500 ࣓

ートルᮍ‶世帯割合の単⣧平均（36.4㸣）を基準にして見ると、୧者が高い部分、低い部分

に市区町村が分布している。人口密度は平均よりも低いが、⪁人デイサーࣅスࢭンターへの

スは平均よりも良い市区町村も見られるが、その㏫はあまり見られない。都道府県別ࢭク

の分布（ⓑᢤきのい点）を見ると、市区町村よりも分布の⠊ᅖが⊃い形になっている。 
次に、保育所からの距離が 500 ࣓ートルᮍ‶の世帯割合は、市区町村別では、最大್が

96.1㸣、最小್が 0.0㸣、平均 26.8㸣であり、分ᩓは 4.4㸣である。都道府県別では、最大

್が 76.6㸣、最小್が 14.2㸣、平均 28.9㸣であり、分ᩓは 1.4㸣である。⪁人デイサーࣅ

スࢭンターの場合と同様に、市区町村の方が都道府県よりも、保育所へのクࢭスの⛬度の

地域差が大きい。ᅗ 3 より、人口密度との関係でみた市区町村の分布（ሬりつࡪしたい

点）を見ると、⪁人デイサーࣅスࢭンターの場合よりも明確に、人口密度が大きな地域ほど、

この割合が高いという傾向が見られる。市区町村の人口密度の単⣧平均（2,284 人）、保育

所から 500 ࣓ートルᮍ‶世帯割合の単⣧平均（26.8㸣）を基準にして見ると、୧者が高い部

分、低い部分に市区町村が分布している。人口密度は平均よりも低いが、保育所へのクࢭ

スは平均よりも良い市区町村もある⛬度見られるが、その㏫はあまり見られない。都道府県

別の分布（ⓑᢤきのい点）を見ると、⪁人デイサーࣅスࢭンターの場合と同様に、市区町

村よりも分布の⠊ᅖが⊃い形になっている。 
そして、་⒪ᶵ関からの距離が 500 ࣓ートルᮍ‶の世帯割合は、市区町村別では、最大

್が 100.0㸣、最小್が 0.0㸣、平均 45.5㸣であり、分ᩓは 5.9㸣である。都道府県別では、

最大್が 86.0㸣、最小್が 30.1㸣、平均 48.5㸣であり、分ᩓは 1.5㸣である。⪁人デイサ

ーࣅスࢭンターの場合と同様に、市区町村の方が都道府県よりも、་⒪ᶵ関へのクࢭスの

⛬度の地域差が大きい。ᅗ 3 より、人口密度との関係でみた市区町村の分布（ሬりつࡪした

い点）を見ると、⪁人デイサーࣅスࢭンターの場合よりもさらに明確に、人口密度が大き 
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な地域ほど、この割合が高いという傾向が見られる。市区町村の人口密度の単⣧平均（2,284
人）、་⒪ᶵ関から 500 ࣓ートルᮍ‶世帯割合の単⣧平均（45.5㸣）を基準にして見ると、 

୧者が高い部分、低い部分に市区町村が分布している。しかも、་⒪ᶵ関まで 500 ࣓ー

トルᮍ‶の世帯割合が高い市区町村がከく分布する形になっている。人口密度は平均より

も低いが、保育所へのクࢭスは平均よりも良い市区町村もある⛬度見られるが、その㏫は

ほとんど見られない。都道府県別の分布（ⓑᢤきのい点）を見ると、⪁人デイサーࣅスࢭ

ンターの場合よりも、市区町村よりも分布の⠊ᅖが⊃い形になっている。 
これらの結果から、人口密度の高い地域ほど、⪁人デイサーࣅスࢭンター、保育所、་⒪

ᶵ関へのクࢭスが良い世帯割合が高い傾向が見られる。こうした地域は都市的な地域で

あり、そうでない地域では、これらのサーࣅスへのクࢭスは良くない傾向があるといえる。

ただし、人口密度が低くても、これらのサーࣅスへのクࢭスが良い地域も見られる。人口

が少ない地域で、保健⚟♴に力をධれている地域であるとᛮわれる。 
 
（ᣢ家率との関係） 
 ᅗ 4 は、都道府県、市区町村別の⪁人デイサーࣅスࢭンター、保育所、་⒪ᶵ関からの距

離が 500 ࣓ートルᮍ‶の世帯割合を、「住Ꮿᅵ地統計調査」で代表的な指ᶆであるᣢ家率と

の関係をまとめたものである。 
まず、⪁人デイサーࣅスࢭンターからの距離が 500 ࣓ートルᮍ‶の世帯割合とᣢ家率と

の関係を見ると、ᣢち家率が高い地域ほど、この割合は低下するというྑ下下がりの分布と

なっている。特に、市区町村の分布（ሬりつࡪしたい点）のほうが、都道府県の分布（ⓑ

ᢤきのい点）よりもᗈい。 
次に、保育所からの距離が 500 ࣓ートルᮍ‶の世帯割合とᣢ家率との関係も同様の傾向

が見られる。ただし、市区町村で見た場合に、ᣢ家率が低く、保育所からの距離が近い世帯

割合が高い地域は、分布がまだらになっている。一方でᣢ家率が高く、保育所からの距離が

近い世帯割合が低い地域は、⪁人デイサーࣅスࢭンターの場合よりも密集した分布となっ

ている。 
そして、་⒪ᶵ関からの距離が 500 ࣓ートルᮍ‶の世帯割合とᣢ家率の関係も同様の傾

向であるが、分布はᅗのᐤり上の方に位置する形となっている。つまり、おおむࡡ་⒪ᶵ関

から近い世帯割合は、⪁人デイサーࣅスࢭンターや保育所より若干高くなる傾向にある。ま

た、こうした分布から外れる市区町村が他の保健⚟♴サーࣅスよりもከくなっている。 
これらの結果から、ᣢち家率がむしࢁ低い地域ほど、⪁人デイサーࣅスࢭンター、保育所、

་⒪ᶵ関へのクࢭスが良い世帯割合が高い傾向が見られる。都市的な地域では㈤㈚住Ꮿ

がከいという情を反映しているものと考えたれる。 
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（保健⚟♴サーࣅス相間の関係） 
 ᅗ 5 は、⪁人デイサーࣅスࢭンター、保育所、་⒪ᶵ関へのクࢭスが良い世帯割合の相

の関係を市区町村、都道府県別の分布としてまとめたものである。基準として、⪁人デイ

サーࣅスࢭンターから 500 ࣓ートルᮍ‶世帯割合を用いた。 

 
 まず、⪁人デイサーࣅスࢭンターから 500 ࣓ートルᮍ‶世帯割合と保育所から 500 ࣓ー

トルᮍ‶世帯割合の組み合わせで見た市区町村の分布を見ると、前者が高いほど後者も高
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い形で市区町村が分布している。୧者それぞれの単⣧平均である、36.4㸣、26.8㸣を基準と

して分けた区分で見ると、୧者とも高い地域、低い地域に市区町村がከく分布している。都

道府県の分布は市区町村の分布の⠊ᅖにまる形で、市区町村と同様の形で分布している。 
 次に、⪁人デイサーࣅスࢭンターから 500 ࣓ートルᮍ‶世帯割合と་⒪ᶵ関から 500 ࣓

ートルᮍ‶世帯割合の組み合わせで見た市区町村の分布を見ても同様の傾向が見られる。

ただし、後者の平均が 45.5㸣であるため、分布はᅗの上方に位置する形となっている。୧

者それぞれの単⣧平均である、36.4㸣、45.5㸣を基準として分けた区分で見ても、୧者とも

高い地域、低い地域に市区町村がከく分布している。いずれか一方のみが高い地域の分布は

少ないが、この分布傾向から外れる市区町村の分布がከ少見られる。まや、都道府県の分布

も市区町村の分布の⠊ᅖにまる形で、市区町村と同様の形で分布している。 
これらの結果から、⪁人デイサーࣅスࢭンターへのクࢭスが良い地域ほど、保育所、་

⒪ᶵ関へのクࢭスも良いという傾向が見られる。 
 
㸳．考察 

わが国は、人口及び保健⚟♴クࢭスに地域差がある。特に都道府県より市区町村で見た

場合の地域差が大きい。このことは保健⚟♴分㔝での政⟇ࢩミࣗࣞーࣙࢩンを行う場合、全

国を単位としたものに加え、地域差を考慮した࢜ࣜࢼࢩを設定する必要があることを意

する。 
人口について言えば、人口ቑ加が⥔ᣢされている大都市圏でも人口がῶ少している市区

町村がある。その一方で、人口ῶ少地域でも人口ቑ加を⥔ᣢできている市区町村がある。高

㱋化が㐍んでいる地域でも、高㱋化率が低い市区町村がᏑᅾし、高㱋化が相対的に㐍んでい

ない大都市圏でも高㱋化率がすでに高くなっている市区町村がᏑᅾする。大都市圏と非大

都市圏で、人口がῶ少またはቑ加⥔ᣢ、高㱋化率が高いまたは低いという࢜ࣜࢼࢩ設定が可

能である。 
保健⚟♴サーࣅスへのクࢭスでは、人口密度が高い都市的な市区町村ほど、⪁人デイサ

ーࣅスࢭンター、保育所、་⒪ᶵ関へのクࢭスが良い世帯割合が高い。⪁人デイサーࣅス

ࢭクスが良い世帯割合が高い市区町村ほど、保育所や་⒪ᶵ関へのࢭクンターへのࢭ

スが良い世帯割合が高い。人口密度が低い市区町村でも、こうしは保健⚟♴サーࣅスへの

クࢭスが良い地域もある。これより、保健⚟♴サーࣅスのクࢭスの࢜ࣜࢼࢩとして、ձ都

市的で、保健⚟♴サーࣅスへのクࢭスが良い地域、ղ都市的でなく、保健⚟♴サーࣅスの

、スが良い地域ࢭクスへのࣅスが良くない地域、ճ都市的ではないが、保健⚟♴サーࢭク

が設定できよう。このほかに、世帯構㐀、転居の⛬度、外国人人口の割合を࢜ࣜࢼࢩに加

することができるであࢁう。 
このように、保健⚟♴サーࣅスに関する政⟇ࢩミࣗࣞーࣙࢩンの࢜ࣜࢼࢩ設定には、ある

⛬度パターン化させることが可能である。これを現ᐇ的なものにするには、市区町村別など

の地域差の傾向を検討することが必要であࢁう。
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1 こうした分析例として、小ᓥ（2017）ཧ↷。 
2 本研究では、政府統計のබ㛤データのみを用いた。そのため、法令に基づくᡭ続きは不

要であり、またデータのẋᦆ、流出等に基づく問題も生じ得ない。よって理的な問題は

発生しなかった。 
3 東日本大㟈⅏・⚟ᓥ第一原子力発㟁所のᨾの影響により調査時点で居住が制限されて

いた⚟ᓥ県の一部の町村（ᐩ岡町、大⇃町、葉町、ᾉ江町、ⴱᑿ村、㣤⯓村）を㝖く。 
 
 
（ཧ考ᩥ⊩） 
小ᓥඞஂ（2017）「日本⪁龄化的地区差ᘛ和社区综合护理体系」『社会政⟇研究』2017 年

第 6 期、中国Ẹ政㞧ㄅ社、pp.3-14. 

- 256 -



外国人受入れ拡大による社会保障財政影響
シミュレーションに関する基礎的研究

石井　太・小島 克久・是川　夕

1 はじめに
わが国は現在、先進諸国の中でも極めて低い出生水準となっており、また、このような
低水準出生率の継続が見込まれることから、今後、恒常的な人口減少過程を経験するもの
と見られている。さらにこれに加え、平均寿命は国際的にトップクラスの水準を保ちつ
つ、なお延伸が継続しており、少子化と長寿化が相俟って、他の先進諸国でも類を見ない
ほど急速に人口の高齢化が進行するものと見られている。国立社会保障・人口問題研究所
の「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」(国立社会保障・人口問題研究所 2017)によ
れば、2015年に 1億 2,709万人であった日本の総人口は今後一貫して減少し、出生中位・
死亡中位仮定によれば 2065年には 8,808万人まで減少すると見込まれる。また、65歳以
上人口割合は 2015年の 26.6%から上昇を続け、同じく出生中位・死亡中位仮定によれば
2065年には 38.4%と概ね４割の水準に到達することが見込まれるのである。
わが国ではこれまで、外国人人口受入れに関しては比較的保守的な政策を採ってきたこ
とから、これら少子・高齢化がもたらす問題の解決策としての外国人人口受入れに関する
本格的な定量分析が十分に行われてきたとは言い難い状況にある。このような分析を行っ
た先行研究として、著者らの一部は石井・是川 (2015)との研究を行ったが、そこで用い
た手法はやや機械的な複数の前提条件の下でシミュレーションを行ったものであった。そ
こで、筆者らはこれを発展させ、より現実的な外国人受入れ政策に対応した影響を考察す
る観点から、介護労働者の受入れのシナリオについて諸外国の例などを参考により具体的
に設定し、外国人介護労働者の受入れが将来の人口変動及び公的年金財政に与える影響を
定量的シミュレーションにより評価する研究を行った (石井［等］ 2018)。また、本研究
の先行事業では、外国人介護労働者の社会保険加入シナリオについて新たに「特定技能 1

号」にどのような社会保険が適用されるかについても考慮を加えた設定を行うとともに、
移民女性の定住化の影響を考慮し、受入れ外国人女性の滞在期間に応じて出生力水準が変
動したとした場合の外国人女性の出生率推計モデルを構築し、将来人口への影響及び公的
年金財政影響に関するシミュレーションを行った (石井［等］ 2020)。
本研究は、これらの先行研究をさらに発展させる観点から、石井［等］ (2020)におけ
る研究成果をまとめ直すとともに、新たに検討が必要な課題等について整理することを目
的とした基礎的な研究である。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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2 先行研究とこれまでの研究成果
移民は、通常、貧しい国から経済的に発展した国へ向かうことから、受入れ国における
財政影響がしばしば問題とされる。移入者は公的援助を必要としたり、子どもへの教育費
用がかかることから、非移入者の税負担増を招くのではないかという議論がある一方で、
高齢化を緩和し、年金の負担を軽減するのではないかという議論もある。一般に、多くの
移入者は負担をするとともに受益もあることから、ネットでの財政影響が問題となる。こ
のような外国人受入れに関して影響評価を行った人口学分野での代表的な先行研究として
Lee and Miller (1997)が挙げられる。Lee and Miller (1997)では、移入者の受益・負担
に関する年齢プロファイルを世代毎に推定し、長期的な人口プロジェクションと組み合わ
せることにより、追加的移民に関する影響を評価している。Lee and Miller (1997) の研
究の対象は公的年金に限らず、全ての受益と負担であるが、長期的な人口シミュレーショ
ンを用いて移民の影響を評価するという点は本研究と共通している。特に、年金財政への
評価に関し、このようなアプローチはアクチュアリアル（年金数理的）な財政影響評価法
とも共通性があるものと考えられる。公的年金の財政をアクチュアリアルに評価するもの
の代表例は厚生労働省が行っている財政検証（旧財政再計算）(厚生労働省年金局数理課
2015)であるが、財政検証では人口プロジェクションを基礎データとして用いており、人
口シミュレーションとの親和性が高い。
一方、わが国に外国人を受け入れとした場合の公的年金への影響に関する先行研究とし
ては様々な角度のものがあり、外国人の社会保障制度上の取扱いについて制度面からアプ
ローチした高藤 (2001)や、経済理論面からのアプローチしたものとして、公的年金と移
民受入れに関して移民の経済厚生格差への影響を評価した上村・神野 (2010)などが挙げ
られるが、本研究に関しては、シミュレーションやモデル等を活用した定量的な財政影響
評価、特にアクチュアリアルなアプローチを用いて財政影響評価を行ったものがより直接
的な先行研究といえよう。
公的年金に関してその財政をアクチュアリアルに評価するものの代表例が財政検証であ
ることは先述の通りであるが、学術分野においても公的年金財政をアクチュアリアルなア
プローチを用いて評価した先行研究は多数存在する。山本 (2010b) はそれらに関する包
括的なレビューを行ったものであるが、OSU モデルを提案した八田・小口 (1999)や財政
検証のプログラムを応用した山本 (2010a)や山本 (2012)などが代表的なものとして挙げ
られる。
また、公的年金財政への影響を念頭に、外国人の移入などを変化させた場合の長期的な
将来人口の動向、特に老年従属人口指数に与える影響を分析したものとして石井 (2008)

が挙げられる。これをさらに具体化し、わが国に外国人労働者を受け入れたとした場合の
長期的な将来人口の動向をシミュレーションするとともに、その公的年金等に与えるマク
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ロ的な財政影響を定量的に評価したのが石井［等］ (2013)であり、さらに国際人口移動
に関してより幅広い選択肢を設定し、それらに対応する外国人女性の出生パターンの違い
を考慮して評価を行ったものが石井・是川 (2015)である。
一方、石井［等］ (2018)は、外国人の受入れについてやや機械的に複数の前提条件を設
定し、シミュレーションを行って財政影響を評価した石井・是川 (2015)とは異なり、よ
り現実的な外国人受入れ政策に対応した影響を考察する観点から、介護労働者の受入れを
対象とし、諸外国の例などを参考に具体的なシナリオを設定して介護労働者の受入れが将
来の人口変動及び公的年金財政に与える影響を定量的シミュレーションにより評価したも
のである。
ところで、このシナリオにおいては、受け入れた外国人女性労働者が長期的に日本に滞
在することが想定されているが、このような滞在期間の長期化が、受け入れ外国人女性の
出生力水準の変化を通じて、将来人口や公的年金財政に与える影響は明示的には考慮され
ていない。しかしながら、Korekawa (2017)によれば、日本における外国人女性の出生力
は日本への国際移動前後で先送りした出生を取り戻す効果（追いつき効果）により急上昇
する傾向が見られる一方で、移動直後は日本社会への適応途上にあることから出生力の水
準自体は低く、その後、５年程度の居住期間を経る中で出生率は安定することが明らかに
されている。
石井［等］ (2020)は、以上の点を踏まえ、移民女性の定住化の影響を考慮し、受入れ
外国人女性の滞在期間に応じて出生力水準が変動したとした場合の外国人女性の出生率推
計モデルを構築し、将来人口への影響及び公的年金財政影響に関するシミュレーションを
行ったものである。そこで、まず次節において、石井［等］ (2020)で行った外国人介護
労働者受入れシナリオの検討結果について整理する。

3 外国人介護労働者受入れシナリオの整理
3.1 外国人介護労働者受入れのメリットとデメリット

OECD加盟国（特に EU地域）では、わが国と同じように高齢化が進み、介護ニーズ
も増大している。介護人材の確保ルートとして、国内での人材確保の他、外国人介護労働
者の受入れがある。国や地域による違いはあるが、外国人介護労働者が相当な数や割合で
存在する。その受入れにはさまざまな仕組みがあり、EUでは域内の労働力移動は自由で
あるが、域外からの介護労働者移動に対しては、国による受入れの仕組みに違いがある。
また、カナダ、イスラエル、台湾では受入れの仕組みが整っているが、カナダは永住権取
得のオプションがある一方で、イスラエルや台湾は、最長の滞在期間がある一時的な労働
者としての受入れである *1。

*1 これについての詳細は、小島 (2015a)、小島 (2016)でまとめたところである。また、台湾の外国人介護
労働者（以下、「外籍看護工」）については、小島 (2015b)を参照。現在「外籍看護工」は最長で 14年ま
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外国人介護労働者を受け入れるメリットとして、「介護人材の確保」がある。その他の
社会経済的な影響について、Lamura et al. (2013)では、マクロ（国や国際社会）、メゾ
（家族や介護事業所）、ミクロ（介護労働者）別にメリットと課題を論じて表にまとめてい
る。ただし、社会保障、特に医療や年金の社会保険財政に関する影響は明示されていな
い。そこで、この表に社会保障（年金財政を含む）に関するメリットやデメリットを加え
たものが表 1である。

表 1 介護労働者が国際移動することによるメリットと課題（対応のレベルと関係者別）

表 1をみると、マクロレベルでのメリットとして、受入れ国での介護労働者不足の解消
や彼らの育成コストの節約、送り出し国にとっては、受入れ国で得た賃金の一部送金、送
り出した介護労働者が帰国した際の介護サービス水準の向上などが期待できる。社会保障
に関する面では、受入れ国での税や社会保険料の収入増加、特に年金財政における収入の
増加や年金基金の積立金の増加が期待できる。また送り出し国では、将来におけるかつて
の受入れ国からの年金受け取りが期待できる (内需の維持)。一方で課題として、受入れ国
では、彼らの社会への適応の支援の他、介護技能のスキルアップや補充訓練のニーズがか
えって大きくなる。それに加えて、社会保険未加入に伴う、疾病時の医療費が自己負担に
なることによる受診抑制、年金未加入の結果としての年金受給権が得られないことがあげ
られる。特に後者は、高齢期の貧困につながる。その一方で、送り出し国での人材枯渇も
ある (特に送り出し国に戻らない場合)。これに加えて、受入れ国で不況になったときに、
外国人介護労働者が失業した場合に失業給付が増える、将来彼らが年金受給権を得ると年
金の支出が増える、という課題も考えられる。
メゾレベル（家族や介護事業所）、ミクロレベル（個人）の両方を見ても、マクロレベ

で滞在可能である。
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ルと関係が深い内容でのメリットや課題がある。特に、外国に移住した介護労働者個人に
とっては、高い賃金、高度な介護技術の習得の他、将来の年金受給権を得ることができる。
一方で、移住した先での社会的な適応などの課題が考えられる。
このように、介護労働者が国際移動することには、社会のさまざまなレベルで、メリッ
トや課題が考えられ、マクロレベルを中心に社会保障、特に年金財政への影響も考えられ
る（表 1）。

3.2 わが国で本格的に外国人介護労働者を受け入れる場合のシナリオ

3.2.1 外国人介護労働者受入れと外国人への社会保障の適用
わが国では、これまでは外国人介護労働者を受け入れるための専用の仕組みは、EPA

による枠組みを除いてほとんど存在していなかった。例えば、外国人がわが国の大学で介
護や福祉を学び、資格を取っても、介護人材としての就労が難しかった*2 。2016年 11月
に「出入国管理及び難民認定法」が改正され、介護業務に従事する外国人の受入れを図る
ため，介護福祉士の国家資格を有する者を対象とする新たな在留資格として「介護」が設
けられることになり、平成 29年 9月から施行された。また、「外国人の技能実習の適正な
実施及び技能実習生の保護に関する法律」も改正されるとともに、「産業競争力の強化に
関する実行計画」（2015年版（平成 27年２月 10日閣議決定）等）に基づいて、外国人技
能実習制度に「介護」分野が追加されることになった *3。在留資格「介護」では長期の居
住が可能である (最長 5年、在留状況に問題がなければ在留期間の更新回数に制限なし)。
また、外国人技能実習制度での滞在期間が最長 5 年間になったが、より長期の定住がで
きる資格での再来日も考えられる。さらには、2018年 12月の「出入国管理及び難民認定
法」の改正により、2019年 4月から在留資格「特定技能」での外国人受入が可能となっ
た。特に介護分野では「特定技能 1号」（特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験
を必要とする技能を要する業務に従事する外国人）での受入対象となり、最長で 5年間の
居住が可能となった*4。そのため、わが国での長期間の居住を前提とした外国人介護労働

*2 もっとも、「日本人の配偶者」などの他の在留資格でわが国に居住し、介護の仕事に従事することは可能
であると考えられる。

*3 制度改正の詳細は、それぞれ以下を参照。
「出入国管理及び難民認定法」改正
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri05 00010.html 　（2017 年 2 月
10日閲覧）
平成 28年入管法改正について
http://www.immi-moj.go.jp/hourei/h28 kaisei.html(2018年 2月 27日閲覧)

外国人技能実習制度への介護職種の追加について
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000147660.html　（2017年 2月 10日閲覧）
外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（技能実習法）について
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142615.html　（2017年 2月 13日閲覧）

*4 在留資格「特定技能」の詳細は以下を参照。
新たな外国人材の受入れ及び共生社会実現に向けた取組（在留資格「特定技能」の創設等）
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri01 00127.html
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者の受入れが進み始めていると言える。
一般に外国人を受け入れる場合、労働条件はもとより、住居、子どもの教育などの様々
な面での社会的サポートが必要になる。社会保障の面では外国人に制度をどう適用するか
が重要になる。わが国の社会保障制度は、1981年の「難民の地位に関する条約」の批准
に合わせて、国内法の国籍要件の撤廃などの整備が行われた。そのため、原則として、日
本人と同様に制度が適用される。例えば社会保険制度では、被用者の場合、「常用的雇用
関係」があれば、外国人も医療保険（組合健保、協会健保など）や年金保険（厚生年金）
などに加入する。被用者以外の場合、「住所を有する者」であれば、国民健康保険や国民
年金などに加入する*5 。なお、「特定技能 1号」で介護人材を受け入れる場合でも、『特
定技能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令』の第 2条におい
て、特定技能雇用契約の基準として「労働、社会保険及び租税に関する法令の規定を遵守
していること。」とされている*6。
このように外国人介護労働者を本格的に受け入れる場合、日本人と同様に医療や年金な
どの社会保険に加入する。そのため、その影響（特に保険財政）は相当な規模であると考
えられる。

3.2.2 外国人介護労働者受入れシナリオ（男女・年齢などの基本属性の設定）
外国人介護労働者の受入れと年金財政への影響に関するシミュレーションを行う場合、
外国人介護労働者としてどの国から、どのような人々（性、年齢）を受け入れるかをまず
設定する必要がある。まず、外国人労働者の送り出しの地域として、わが国が EPAです
でに門を開いており、諸外国に多くの介護労働者を送り出しているフィリピンやベトナム
といった東南アジアというシナリオを設定する（出生率などの想定でさらに具体的な国を
設定）。
次に、外国人介護労働者の男女・年齢の属性であるが、男女別では女性が多いと言われ
ている。例えば台湾の「外籍看護工」の場合、2015年で 99.4％が女性であり、年齢構成
も 25～34歳が 47.6％を占める（労働部「外籍労工管理及運用調査」による）。これより、
本論文のシミュレーションでは、外国人介護労働者を受け入れる場合、全員が女性で、結
婚・出産をすることが多い年齢での者が多くなる、というシナリオを設定する。
そして、外国人介護労働者の配偶関係であるが、カナダの外国人介護労働者についての
分析によると、1993年から 2009年にかけてカナダに来た住み込みでの外国人介護労働者
（Live-in-Caregiver）の約 66％が未婚者であり、有配偶者は約 30％である (Kelly et al.

2011)。これより、石井［等］ (2020)では、外国人介護労働者は未婚者が半数、母国に配
偶者がいる者も半数というシンプルなシナリオを設定した。前者の場合、その後日本人男

*5 外国人へのわが国の社会保障制度適用の経緯については、社会保障研究所 (1991)、手塚和彰 (1999)、高
藤 (2001)）を参照。

*6 『特定技能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令』は以下を参照。
http://www.moj.go.jp/content/001288310.pdf
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性と結婚すると仮定する。後者の場合、家族の呼び寄せができるか否かも重要である。カ
ナダでは定住権を得るまでは、家族の呼び寄せは事実上不可能であり、台湾でも家族の呼
び寄せはできない。ただし、わが国で定住を前提に外国人介護労働者を受け入れる場合、
このような制限は現実的ではない。そこで、有配偶者である外国人介護労働者は、日本に
来たその後で配偶者（夫）を呼び寄せるというシナリオとした。

3.2.3 外国人介護労働者受入れシナリオ（就業状態と社会保険加入）
諸外国の外国人介護労働者受入れ制度では、家庭での介護労働者の雇用主の義務とし
て、医療保険、雇用保険などへの加入（カナダ）、国民保険への加入（イスラエル）、全民
健康保険などの社会保険加入（台湾）、がある。しかし、多くの国や地域では短期の滞在が
前提となっており、年金制度への加入が明確でなかったり、加入率が低かったりする *7。
わが国で外国人介護労働者を定住前提で受入れる場合、社会保険、特に年金制度への加入
は当然に行われるべきものと考えられる。
わが国では年金制度への加入は、雇用形態により異なってくる。大まかに言えば正規雇
用の場合は厚生年金、非正規雇用の場合は国民年金である。
そもそも、わが国の介護労働者の就業形態などがどのようになっているかを、介護労働
安定センター「平成 27年度介護労働実態調査」でみてみよう。介護労働者が勤務する介
護事業所は、従業員規模 19 人以下の事業所が 55.1 ％を占め、小規模な事業所が半数を占
める。従業員の就業形態をみると、介護サービス従事者のうち、正規職員は 53.7 ％、非
正規職員は 45.7 ％であり、正規雇用、非正規雇用が半数ずつ存在する*8 。
外国人に限らず労働者を雇用するときにどのような雇用形態をとるかは、最終的には経
営者の判断となる。一方で、雇用される労働者に社会保険制度への理解が十分でない場
合、非正規雇用でもよいと考える場合があり得る。特に外国人の中で、わが国の言語や社
会事情に関する理解が不十分な場合、わが国の社会保険に関する情報を得る機会が十分で
なかった、こうした情報を提供するソーシャルワーカーなどの福祉関係者との信頼関係が
十分でなかった、という状況に陥ることも考えられる。その結果、正規雇用されて厚生年
金が適用されるべきところが、非正規雇用で国民年金の適用になる場合、または社会保険
そのものに加入しない場合が考えられる。
なお、国によってはわが国と社会保障協定を結んでいる場合がある。これは人的な国際
移動の促進、年金などの二重加入を解消するための仕組みであり、2018年 8月現在ではア
メリカ合衆国やフィリピンなど 18カ国で発効済みであり、中国など 3 カ国で署名済みで
ある。こうした協定を結んだ国では、わが国の滞在が短期（5年未満）の場合、わが国の
社会保険の加入が免除される。フィリピンは介護労働者を世界的な規模で送り出している

*7 台湾の「外籍看護工」の場合、全民健康保険（医療保険）の加入率は 95.5％であるが、労工保険（年金保
険に相当）の加入率は 2015年で 25.8％にとどまる（労働部「外籍労工管理及運用調査」による）。その
他、「外籍看護工」の現状については小島 (2017)参照。

*8 ただし、訪問系介護サービス従事者になると 60.9％が非正規雇用である。
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が、ここでは滞在 5年以上の長期になると仮定するので、この協定の影響は考慮しない。
これらをもとに考えると、シミュレーションのための外国人介護労働者の就業形態と年
金加入のオプションとして、(1)正規雇用で厚生年金に加入、(2)非正規雇用で国民年金に
加入、のふたつが考えられることから、石井［等］ (2020)では、（A）(1)だけが起きる、
（B）(1)と (2)が 50％ずつの確率で起きる、というシナリオを想定した。また、有配偶
の外国人介護労働者に呼び寄せられる配偶者（夫）については、企業などに雇用され、厚
生年金に加入するものとした。そして、このシナリオをもとに、出生率などの人口の面で
のパラメータの設定、年金財政のシミュレーションのための設定を行い、外国人介護労働
者の本格的な受入れに伴う年金財政への影響に関するシミュレーションを行ったところで
あり、本シナリオは、今後、行われる新たな将来人口・社会保障シミュレーションにおい
ても、基本的な想定として利用できるものと考えられる。

4 シミュレーションの方法論に関する問題点整理
次に、シミュレーションを行うための方法論についての問題点を整理する。石井［等］

(2020)で行ったシミュレーションの全体構成は図 1に示すとおりであり、将来の人口シ
ミュレーションを行う「人口ブロック」と年金制度（厚生年金・国民年金）への評価を行
う「年金ブロック」から成る。人口ブロックでは、外国人受入れに関するシナリオ設定と
ともに、外国人人口の長期シミュレーションを実行する。年金ブロックでは、人口ブロッ
クで推計された人口に基づき給付費推計を行い、全体の収支計算を実行する。

図 1 全体構成

出所：筆者作成
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4.1 人口ブロック

石井［等］ (2020)では、外国人受入れに関する将来人口の変化については、国立社会
保障・人口問題研究所 (2012)の「日本の将来推計人口」（平成 24年推計）の仮定値及び
推計結果を利用した。これは、石井［等］ (2020)では年金財政のシミュレーションにお
いて、平成 26年財政検証を基礎としていたことによっている。一方、財政検証について
は、新たに、令和元年財政検証が公表されており (厚生労働省年金局数理課 2020)、ここ
では、基礎となる将来推計人口として国立社会保障・人口問題研究所 (2017)の「日本の
将来推計人口」（平成 29年推計）が用いられていることから、新たなシミュレーションで
は、この平成 29年推計をベースとすることが必要となる。
また、石井［等］ (2020)では、これにさらに以下のような前提の下に外国人労働者を
政策的に受け入れたとして将来人口の仮想的シミュレーションを実行した。
まず、シナリオ設定において、外国人介護労働者として女性外国人の受入れを想定した
ことから、シミュレーションにおいては毎年 10万人の女性外国人労働者が移入するもの
とした。この規模については韓国の雇用許可制などを参考にした石井［等］ (2013)、石
井・是川 (2015)と同じものとした。また、年齢分布については、「日本の将来推計人口」
（平成 24年推計）における 18～34歳の外国人入国超過年齢分布を利用した。また、女性
外国人労働者のうちの半数は未婚で入国する一方、残りの半数は有配偶で家族呼び寄せを
行うシナリオとしたことから、有配偶者については配偶者と子とともに入国するとしてシ
ミュレーションを行う。このため、毎年 5万人の男性が有配偶女性と同時に移入するとと
もに、子どもの帯同については、平成 24年推計の外国人入国超過年齢分布を用い、女性
の 18～34歳労働者に相当する 17歳以下の男女入国者数を設定した。これらについては、
新たなシミュレーションにおいても、考え方はそのままで、基礎となる人口を平成 29年
推計に置き換えることにより、シミュレーションを実行することが可能である。
次に、石井［等］ (2020)では外国人女性の出生力について、以下のような仮定を置い
た。Korekawa (2017) によれば、外国人女性の出生力は来日直後には低く抑えられてい
るものの、その後、居住期間の長期化に伴う社会的適応によって上昇することが明らかに
されている。また、同研究では外国人女性の出生力は日本人女性の出生力からの格差とし
て表すことが出来ることが示されている。　本稿では同研究において行われた多変量解析
（プロビット推定）から、国籍による効果、及び居住期間の長期化（５年以上）による効
果を抽出し、それを基準値としての日本人女性の出生力に加味するという外国人女性の出
生率推計モデルを構築し、外国籍女性の出生力を求めた 。
その際、外国籍女性の出生力として用いたのは日本に居住する中国籍女性の出生力であ
る。その理由は、中国籍人口は現在、日本において最大の外国籍人口で有り、またその増
加ペースも依然として早く、今後もマジョリティとしての位置を占め続けると考えられ
る。また、同国籍人口の移住過程は経済的動機に基づく者が多く、今後、アジアの多くの
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国・地域からの移民がたどる移住過程を代表しているといえる。更に、中長期的な推移を
求めるに当たっては、Korekawa（2017）において明らかにされた日本人女性と外国籍女
性の出生力の関係が持続すると仮定し、「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題
研究所 2017）の出生力・中位仮定に沿って推移すると仮定した。
具体的には、ASFRf,age,y: 外国人 (f)の年齢 age、年次 y の年齢別出生率について、
居住期間 5年未満の場合、

ASFRf,age,y = Φ
{
Φ(ASFRj,age,y)

−1 + F + (FAge · age2) + (FMg · γage)
}

居住期間５年以上の場合、

ASFRf,age,y = Φ
{
Φ(ASFRj,age,y)

−1 + F + (FAge · age2) + (FMg · γage) + STL + STMg · γage

}

である*9。ここで、
ASFRj,age,y: 日本人 (j)の年齢 age、年次 y の年齢別出生率
γage: 年齢 ageにおける有配偶率（2015年国勢調査の値（総人口）で固定）
F : 外国人の効果 (主効果）
FAge:外国籍女性に固有の年齢効果（追加的効果）
FMg:外国籍女性に固有の有配偶効果（追加的効果）
STL:居住期間長期化（５年以上）の効果（主効果）
STMg: 居住期間長期化（５年以上）の有配偶者に固有の効果（追加的効果）
であり、F , FAge, FMg, STL, STMg は Korekawa (2017)による。

図 2 外国人出生率

出所：筆者推計

*9 この合計出生率は全女性に対する率であることから、有配偶者については 50歳時未婚率の補数で除して
有配偶出生率に換算した率を用いる。ただし、日本におけるフィリピン人女性の 50歳時未婚率のデータ
がないことから、日本の 2015年の 50歳時未婚率 (14.06%)を用いた。
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図 2は、2015年、2060年における外国人出生率推計値を示したものである。合計出生
率は 2015年では居住期間 5年未満で 0.53、5年以上で 1.51、2060年では居住期間 5年
未満で 0.54、5年以上で 1.52となっており、いずれも居住期間 5年未満では低い値であ
るのに対して、5年以上では高い値となっている。
一方、第二世代以降については、日本人女性と同じ出生率となるものと仮定した。これ
は、日本社会への適応が世代間で進むことを想定したものである *10。以上の仮定を設け
ることで、移民女性の定住化の影響を考慮し、受入れ外国人女性の滞在期間に応じて出生
力水準が変動することを織り込むことが可能となり、より現実的なシミュレーションが可
能となる。
また、今後、国際人口移動のパターンのシミュレーションに必要な外国人の出入国に関
するモデルの精緻化を行うためには、過去の滞在期間別在留外国人者数に基づいて外国人
の帰国ハザードを推定する方法が考えられる。そこで、本年度においては、新たなシミュ
レーションにおいて、このようなモデルの精緻化を採り入れることを視野に入れ、これに
必要となるデータを収集し、その整備を行ったところである。

4.2 年金ブロック

石井［等］ (2020)では、年金の財政影響評価に当たっては、厚生労働省年金局数理課
(2015)の平成 26年財政検証システムを基本とし、これに外国人労働者を受け入れた場合
の影響を評価できるようなモジュールを独自に開発して加えることによってシミュレー
ションを実行した。具体的には、図 1で示したとおり、人口ブロックで推計された外国人
人口に基づいて外国人被保険者数およびこれに対応する給付費を推計し、基礎年金拠出
金・国庫負担推計及び国民年金・厚生年金収支計算にこれらを投入することによって公的
年金への財政影響を評価した。先述の通り、令和元年財政検証が公表されたことから、新
たなシミュレーションにおいてはこれに対応することが必要となる。本年度は、新たに行
うシミュレーションに関するベースとなる、令和元年財政検証システムの実行環境の整備
を行ったところである。
また、平成 26年財政検証ではそれまでの財政再計算・財政検証と異なり、長期的な経済
前提について標準的なケースを置かず、ケース A～Hの８通りの複数のケースを前提とす
ることにより、財政検証の結果について幅を持って解釈できるようになっていた (表 2)。
本研究で行う公的年金財政影響評価も、経済前提によって結果は異なるものとなりうるこ
とから、本来は財政検証同様複数ケースを設定してすることが望ましい。しかしながら、
石井［等］ (2020)では、石井［等］ (2018)において行った検討に従い、労働市場への参

*10 移民女性の出生率が現地社会への適用により現地人女性の水準に一致するかどうかといった点については
多くの先行研究があるが、それらによると、移民第二世代の出生率は現地人女性と母親（移民第一世代）
のおおよそ中間位となるとしているものが多い（e.g. Milewski (2010)）。しかし、本研究では簡略化の
ため、日本人女性に一致するとした。
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表 2 平成 26年財政検証の長期の経済前提

加が進まないケースであるケース G(物価上昇率:0.9%, 賃金上昇率 (実質<対物価>):1.0%,

運用利回り (実質<対物価>):2.2%)を基本ケースとして財政評価を行った。ケース Gは足
下の経済前提として使われている内閣府「中長期の経済財政に関する試算」の参考ケース
に接続する系列であり、また、所得代替率についても機械的にマクロ経済スライド調整を
続けたものであることから、基本ケースとして設定にあたって必ずしも標準的とはいえな
い側面はあるものの、財政影響を所得代替率の変化で適切に評価することが研究の主目的
であることから、これを基本ケースとして選択した。

表 3 令和元年財政検証の長期の経済前提

一方、令和元年財政検証においても、平成 26年財政検証と同様、ケース I～VIの 6通り
の経済前提が置かれており (表 3)、この中から、基礎となるケースを選定することが必要
となる。これは実際のシミュレーションを行った上で、検討することが必要と考えられる
が、石井［等］ (2018)において行った検討を踏まえれば、ケース Gに比較的近い経済前
提である、ケース IV(物価上昇率:1.1%, 賃金上昇率 (実質<対物価>):1.0%, 運用利回り (実
質<対物価>):2.1%)やケース V(物価上昇率: 0.8%, 賃金上昇率 (実質<対物価>):0.8%, 運
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用利回り (実質<対物価>):2.0%)を基礎とすることが一つの案として考えられるであろう。
次に、シミュレーションにおける年金制度上の取り扱いについて述べる。現在の年金制
度においては、短期に滞在した外国人に対しては国民年金、厚生年金から脱退一時金を請
求することができる。また、3節でも触れたとおり、保険料の二重負担防止及び年金加入
期間の通算の観点から、外国との間で社会保障協定が締結されており、現在、20ヶ国と協
定を署名済で、うち 17ヶ国分が発効している (2017年 8月現在)。このように、現行法に
おいては外国人の年金制度上の取扱いは日本人とは異なるものとなっている。これまで、
わが国では国際人口移動の水準が低く、また定住化する者もそれほど多くなかったと考え
られ、日本での一定期間の滞在後帰国し脱退一時金を受け取ることで年金制度上の影響も
ほとんど考慮する必要がなかったと考えられる。しかしながら、本研究で評価を行おうと
しているのは、より本格的に外国人労働者を受け入れ、かつ、彼らが定住化し、家族形成
などを行ったとした場合の影響についてであり、石井［等］ (2020)においては、受け入
れた外国人は年金制度上日本人と全く同じ取扱いをするという前提を置いている。
具体的な年金制度への適用については、3節において検討した通り、受入れた女性外国
人労働者が全て厚生年金適用となるケース A、厚生年金と国民年金に 50%ずつ適用され
るケース Bの２通りを仮定した*11。いずれのケースにおいても配偶者として入国する男
性については厚生年金適用となるものとする。また、第２世代以降についても第１世代と
同様の適用が行われるとしてシミュレーションを実行した。厚生年金のシミュレーション
には、受け入れた外国人介護女性労働者とその男性配偶者、及び第２世代以降の者に関す
る賃金プロファイルについての仮定が必要となるが、これらについては低賃金労働者を想
定し、賃金構造基本統計調査の中学卒男性・中学卒女性のデータを利用して設定を行っ
た。このような仮定については今後行われる新たなシミュレーションにおいても活用が可
能であると考えられる。

5 おわりに
本研究では、外国人受入れ拡大による社会保障財政影響シミュレーションを行うため、
先行研究である石井［等］ (2020)における成果をまとめ直すとともに、新たに検討が必
要な課題等について整理することを目的とした基礎的な研究を行った。今後、本研究にお
いて行った問題点整理に基づいて、実際の財政影響シミュレーションを行うことが課題で
ある。
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成を受けた。
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⽇本における無⼦志向の
未婚男性に関する分析

守泉 理恵
国⽴社会保障・
⼈⼝問題研究所

⽇本⼈⼝学会第72回⼤会
（埼⽟県⽴⼤学・Zoom開催）

2020年11⽉15⽇（⽇）
⾃由論題C-2「家族と性」

本研究は，厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦（政策科学総合研究事業（政策科学推
進研究事業））「⻑期的⼈⼝減少と⼤国際⼈⼝移動時代における将来⼈
⼝・世帯推計の⽅法論的発展と応⽤に関する研究」（課題番号︓20AA2007，研究代表
者︓⼩池司朗）による助成を受けた。

1

研究の背景
z1960年代⽣まれ以降、⼥性の無⼦割合が急速に⾼まっている

※40歳代半ば以降の時点における⼥性の無⼦割合
1900−05年⽣まれ 10.4％（国勢調査データ）
1942−47年⽣まれ 8.9％（出⽣動向基本調査データ）
1955年⽣まれ 11.9％（Human Fertility Database）
1960年⽣まれ 16.6％（HFD）
1965年⽣まれ 22.1％（HFD）
1970年⽣まれ 26.9％（HFD）
1974年⽣まれ 28.1％（HFD）

z無⼦の多くは未婚由来であり、⼥性より未婚率の⾼い男性は、無⼦
⼈⼝割合も⼥性より⾼いとみられる。

z無⼦に関する研究は⽇本ではまだ少なく、さらに「男性の無⼦」を
扱った研究はほとんどない。
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男性の無⼦に関する先⾏研究
z男性は、⼀般的に⼥性より未婚率が⾼く、おしなべて⼥性より無⼦
割合は⾼い（Miettinen et al. 2015）
z無⼦男性の特徴として、離婚経験がある、低学歴、低賃⾦の職業、
健康状態が悪いといった属性が多くみられるが、国によって状況は
異なる（Tanturri et al. 2015; Kreyenfeld and Konietzka 2017）
z⼥性と⽐較して、婚外／前婚出⽣について履歴を過少報告する傾向
があるなど、男性の出⽣歴把握は問題が多い（Rendall et al. 1999）
z⾃発的無⼦⼥性の特徴的属性は、平等なパートナーシップ志向、世
俗化、⾼学歴または特定の専攻（教育・保健）、都市居住、専⾨職、
離死別経験、晩婚・未婚などが⾒出されているが、男性ではこれら
は有意であったり、なかったり、⽅向が異なったりすることがある。
z⽇本の男性無⼦の研究︓菅（2008）は40歳時点の既婚男性の無⼦の
決定要因を分析→初婚年齢と初婚解消が無⼦確率を⾼める

3

研究の⽬的
z⼈⼝動態統計など公的な調査で出⽣データが取れる⼥性
と異なり、男性の出⽣⼦ども数は学術的な標本調査をも
とに推計するしかないことが多い。

z本研究では、「出⽣動向基本調査」のデータを⽤いて、
⽇本における男性の無⼦割合の推計と無⼦の未婚男性の
特性を探る分析を⾏う。

※使⽤した「出⽣動向基本調査」の個票データは、国⽴社会保障・⼈⼝問題
研究所調査研究プロジェクト「出⽣動向基本調査プロジェクト」のもとで、
統計法第32条に基づく⼆次利⽤申請により使⽤の承認を得たものである。
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研究課題とデータ
1. ⽇本における男性の無⼦割合について、国勢調査、出⽣動

向基本調査（第10・14・15回）のデータを⽤いて推計する
2. 出⽣意欲データを⽤いて、無⼦の男性独⾝者の中で「無⼦

志向」の男性を識別する。
3. 無⼦の未婚男性に注⽬し、特徴的な属性があるかどうか検

討する
※本研究では、調査時点までの出⽣⼦ども数がゼロの場合を無
⼦とする。
※第10、14、15回データを⽤いるのは、独⾝・有配偶両⽅の
調査時点までの⽣涯出⽣⼦ども数が把握できるため。

5

男性の無⼦割合の推計⽅法
z国勢調査の年齢5歳階級（20〜49歳）・配偶関係別の男性⼈⼝に、
出⽣動向基本調査（夫婦調査・独⾝者調査）で集計した年齢別⼦ど
も有無割合を掛けて、配偶関係別の⼦ども有無別⼈⼝を求め、男性
の無⼦⼈⼝割合を推計

z今回の推計⽅法の限界
１．再婚男性が前婚で⼦供を持っていてもデータに出てこない
（調査では、夫の⼦ども数は「現在の結婚」のデータしかない）
２．妻の年齢が50歳未満の夫しかデータがない（調査対象者が「妻
の年齢50歳未満の夫婦」であるため）

このため、 有配偶男性の無⼦割合は実際より⾼めに出る可能性

6
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20-49歳男性の無⼦割合の推計結果

7
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独⾝無⼦男性のタイプ分類
z無⼦の独⾝者を出⽣意欲の有無で分類
→希望⼦ども数０⼈＝無⼦志向者
→希望⼦ども数１⼈以上＝有⼦志向者

9

調査回別にみた未婚男性の
無⼦志向者割合
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無⼦志向の未婚男性の特性
に関する分析
z使⽤データ︓第15回出⽣動向基本調査（独⾝者調査）
z分析対象︓男性、35歳未満、既卒
z無⼦志向＝1、有⼦志向＝０の２値変数を従属変数とし
たロジスティック回帰分析
z独⽴変数に、社会経済要因（学歴、年収）、パート
ナーシップ要因（離死別経験、交際状況）、⽣育環境
（乳幼児ふれあい経験、15歳時都市圏居住）、価値観
（家族志向）を含めた。

11

記述統計

12
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分析
結果

13

まとめと考察
z男性の無⼦⼈⼝割合は、（⾼めに出ている可能性はあるもの
の）⼥性より⾼く、1960年代⽣まれで３割にのぼる。
z３割という男性の無⼦割合は、国際的にみても⾼い。
z未婚男性の無⼦志向者割合は、35歳未満層では１割弱。40年
代⽣れよりも60年代⽣れで明らかに⾼まっている。
z35歳未満層の無⼦志向男性について分析すると、低所得、交
際異性なし、乳幼児ふれあい経験が少ない、15歳時都市圏居
住、仕事志向といった要因が有意な予測因⼦であった。
z社会経済要因、⽣育過程要因の両⽅が有意。⼦供との親和性
が低く（ふれあい経験少）、さらに不利な経済要因が加わる場
合に無⼦志向となる傾向

14
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考察と課題
zMiettinen (2010)によれば、無⼦には２種類の「意図的な無
⼦」の⼈々が⾒出せる
→⾃発型の無⼦︓⼦どもを持つつもりはなく、⼦どもなしのラ
イフスタイルを選好。その決定要因としては⽣育歴が関連が深
い。
→放棄型の無⼦︓かつて出⽣意欲はあったが、親になることを
どこかの時点で放棄し、現在は⼦どもを持つつもりはない。そ
の決定要因としては社会経済地位やパートナーの⽋如が関連が
深い。
z⽇本のデータ分析からは、経済要因の影響が強く、放棄型無
⼦が多いとみられるが、⾃発型無⼦の特徴である⽣育過程要因
も有意であり、両者を識別できる⽅法・データを探っていくこ
とが課題。どちらのタイプが多いかで政策的対応も異なる。

15
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ご清聴ありがとう
ございました
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長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究

⫼
ᬒ
・
┠
的

研
究
方
法

期
ᚅ
䛥
䜜
る
ຠ
ᯝ

長期的な人口減少ᒁ㠃

ᆅ方ᅪにおける
人口の急㏿な減少

国際人口移動のά発化

出生⋡ప㏞・出生ᩘ急減 →

ᮾிᅪの㌿ධ㉸㐣ᩘᣑ大 →

ධ⟶法ᨵṇ・新ᅾ␃㈨᱁のタ →

新時代に対応した将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究のᚲせᛶ

・᭱ඛ➃ᢏ⾡䜢㐺用した人口・世帯推計の総合的な人口・世帯の動ྥ分析の深化
・急増する外国人人口➼の新たな⎔ቃኚ化䜢㋃䜎䛘た将来人口・世帯推計モデルの開発
・将来人口・世帯推計⤖ᯝにᇶ䛵䛟外国人労働者ཷけධ䜜➼のシミュレーション

長期的人口減少と大国際人口移動時代における
人口・世帯分析の深化

外国人人口の急増や新たな出生・死亡のトレンドに
対応した将来人口・世帯推計モデルの開発

将来推計の政策的シミュレーションへの
応用に関する研究

ྛ分㔝の策❧にお䛔䛶ᚲせな
人口学的分析⤖ᯝ䛜ᥦ౪ྍ⬟䚹

少Ꮚ化（Ꮚ⫱䛶ᨭ䠈WLB）䠈長ᑑ化

（㧗㱋者་⒪・ㆤ䠈ᗣᑑ）䠈国
ෆ移動（ᆅ方生䠈国ᅵ・ᆅᇦ計⏬）䠈
国際移動（移Ẹ政策䠈外国人労働者
ཷけධ䜜）䠈➼

新時代の人口動ྥ䜢㋃䜎䛘た
᭱ඛ➃の研究ᡂᯝのᥦ♧

・国推計における出生・死亡・移動
の新₻ὶに対応した௬ᐃタᐃ

・ᆅᇦ人口推計のた䜑のከᆅᇦモデ
ルᣦྥの推計法の開発

・国推計とᆅᇦ推計䠈ᆅᇦ推計と
世帯推計の⤫合化

・ከᵝな世帯㢮ᆺ➼䜢㋃䜎䛘た世帯
推計ᡭ法のᨵⰋ

将来人口・世帯推計の
推計⢭度のྥୖ

・᭱㏆の出生動ྥに㓄៖した策の
䛒䜚方のᥦ♧

・ᆅᇦูの㧗㱋者人口・世帯の動ྥ
䜢㋃䜎䛘たᆅᇦໟ括䜿䜰シ䝇䝔䝮

・ᆅᇦู出生ᩘ・死亡ᩘの将来ኚ化
に応䛨たᆅᇦ་⒪ᵓ䠈࿘⏘期་⒪
యไ

厚生労働行政策❧の
た䜑の䜶䝡デン䝇ᥦ౪

・外国人労働者の人口や年金に関
する長期シミュレーション䜢㏻䛨た♫
ಖ㝤ไ度ᨵ㠉

・ྛ✀政策䛜人口ኚ化にཬ䜌すᙳ
㡪のᐃ㔞的なホ౯

・ᒓᛶู推計人口䜢用したᆅᇦู
ㅖ㟂せの推計と政策ᙧᡂ

ྛ✀政策シミュレーションの
ᐇ行とホ౯

・ྛ✀の⤫計㈨ᩱ䜢用䛔た外国人の分ᕸと移動に関するデー
䝍䝧ー䝇のᩚഛ・ᣑ
・出生と人口移動との関㐃に関する分析
・出生・死亡ᣦᶆのኚ᭤Ⅼに関する事㞟・レ䝡ュー
・᪥ᮏの死亡のᆅᇦ᱁ᕪに関する᪤Ꮡ研究のレ䝡ュー
・ඛ進ㅖ国の出生と出生ពḧの動ྥに関する研究
・Ꮚ⫱䛶⎔ቃと出生ຊの関ಀ分析
・分ẕ人口䜢㝈ᐃしたึ፧⋡推ᐃのヨ䜏

・㞳死ู者のぶとのྠูᒃに関するデー䝍のᩚഛ䚸ḟ用
⏦ㄳᡭ⥆䛝䚸ᩥ⊩㞟・レ䝡ュー

・ྛ✀デー䝍䜢用䛔た㞳死ู者の世帯ᵓᡂの≉ᛶお䜘䜃ኚ化
に関䜟るᐇែᢕᥱ・外国人の分ᕸ・移動の≉ᛶと䛭のኚ化䚸お
䜘䜃せᅉに関する分析
・出生・死亡ᣦᶆのኚ᭤Ⅼ䜢䜒た䜙すせᅉに関する分析
・㞳死ู者の世代㛫関ಀ・世帯ᵓᡂに関するつᐃせᅉの分析

・外国人の分ᕸ・移動とᆅᇦ人口ኚ動の関㐃に関する総合的
研究

・ᡃ䛜国における死亡のᆅᇦ᱁ᕪ䜢ᢕᥱするた䜑の⤫計調査
の⢭度᳨ド
・㧗㱋者の世帯≧ែとᗣ・せㆤ≧ែとの関ಀの分析
・᪥ᮏにおける出生ពḧと出生行動に関する分析
・出生ពḧ䜢ᐇ⌧䛥䛫る政策的対応のᅾ䜚方に関する研究
・ᡃ䛜国における死亡のᆅᇦ᱁ᕪのᐇែᢕᥱ

・ᕷ༊⏫ᮧูに䜏た将来の人口増ຍ⋡のせᅉ分ゎ

・死亡⋡推計モデルに関するᩥ⊩レ䝡ューとデー䝍ᩚ
ഛ

・国際人口移動の増ຍに対応したᆅᇦ推計モデルの
ᨵⰋ
・令和2年国ໃ調査⤖ᯝにᇶ䛵䛟ᆅᇦู将来推計人口
の推計ㄗᕪの᳨ド

・ᕷ༊⏫ᮧูに䜏た将来の年㱋ู出生⋡の推計方法
の᳨ウ䠖㛫᥋ᶆ‽化䠈䜽䝷䝇䝍䝸ン䜾䠈䝸レーショ䝘ルモ
デル
・出生推計モデルの⢭⦓化

・㏆年の᪥ᮏの死亡動ྥの≉ᛶ分析と䛣䜜に対応する
モデル開発
・国推計とᆅᇦ推計のᩚ合ᛶ䜢㧗䜑たモデルの開発
・ᆅᇦ推計と世帯推計のᩚ合ᛶ䜢㧗䜑たモデルの開発
・死亡≉ᛶ䜢㋃䜎䛘た死亡⋡推計モデルのᨵၿとホ౯
・新たなどⅬにᇶ䛵䛟世帯⋡法に䜘る௬ᐃタᐃ
・動ែᩘの推計䛜ྍ⬟なᆅᇦ推計モデルのᵓ⠏

・新たな外国人ཷධ䜜ไ度ཬ䜃♫ಖ㞀シミュレー
ション方法論のレ䝡ュー

・人口・世帯動ྥのᆅᇦᕪ䜢㓄៖した㧗㱋者⚟♴䝃ー
䝡䝇ᥦ౪యไな䛹の分析（ᇶ♏分析䠈ヲ⣽分析䠈政策
シミュレーションへのά用᳨ウ）

・㧗㱋者のᐙ᪘ㆤの動ྥ分析（ᇶ♏分析䠈ヲ⣽分析䠈
政策シミュレーションにᚲせな政策䜸䝥ションの᳨ウ）

・≉ᐃᢏ⬟ไ度のᑟධ䜢㋃䜎䛘た長期将来人口への
ᙳ㡪ホ౯

・ᚋの外国人ཷධ䜜ᣑ大に対応した♫ಖ㞀シミュ
レーション

・出生・死亡ᣦᶆのኚ᭤Ⅼ䜢䜒た䜙す政策ຠᯝの分析
とシミュレーション

・ᆅᇦู将来推計人口・世帯ᩘにᇶ䛵䛟ྛ✀ᒓᛶู人
口・世帯ᩘの推計と政策への応用
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